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独立 行政 法人 国際 交流 基金 平成 29 年 度 評 価 評価 の 概要 
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1 . 評価 対象 に 関す る 事項 























法人 名 独立 行政 法人 国際 交流 基金 


















































E 度 (第 4 期中 期 目標 期間 ) 

















評価 対象 年 度 評価 平成 29 (2017) 























RT RT 














事業 年 度 | 中 期 目 標 期間 | 平成 29 (2017) 年 度 ~ 平 成 33 (2021) 年 度 





























2. 評価 の 実施 者 に 関す る 事項 














































































































主務 大 臣 外務 大 臣 
法人 所 管 部 局 | 大 臣 官 房 (外務 報道 官 ・ 広 報 文 | 担当 課 、 責任 者 | 広報 文化 外交 戦略 課長 
化 組織 ) 岡崎 泰之 
文化 交流 ・ 海 外 広報 課長 
| 谷 俗 幸 
評価 点検 部 局 | 大 臣 官房 (考査 ・ 政 策 評 価 室 ) | 担当 課 、 責任 者 | 考査 ・ 政 策 評 価 室長 河原 一 





























3. 評価 の 実施 に 関す る 事項 

























































































1. 監事 か ら の 意見 聴取 (平成 30 年 6 月 27 日 ) 
の 等 に より 業務 実績 説明 (外務 省 及 び 外 部 有識者 (外務 省 独 立 行政 法人 評価 アド バイ ザー) 出 
席 ) (平成 30 年 7 月 10 日 ) 























3. 外部 有識者 か ら の 意見 聴取 (上 記 2. を 踏ま えた コメ ント シー ト の 提出 ) 























4. その 他 評 価 に 関す る 重要 事項 
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目 別 自 己 評価 書記 載 事 項 の 扱い を 以下 の と お り と する 。 
1) 「2. 主要 な 経年 デー タ 」 の 「① 主 要 な アウ ト プ ッ ト (アウ トカ ム ) 情報 」 
ア . 定量 的 指標 及び 関連 指標 の 計画 値 、 実 績 値 、 達 成 度 を 記載 
2) 「2. 主要 な 経年 デー タ 」 の 「② 主 要 な イン プッ ト 情 報 」 
ア . 人 件 費 に つい て は 、「 了 予算 額 」「 決 算 額 」 に は 含ま ず 、「 経 常 費 用 」 に は 含む 。 
イ . 海外 事務 所 に お ける 事業 費 ・ 従 事 人 員数 は 含ま な い 。 
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独立 行政 法人 国際 交流 基金 平成 29 年 度 評価 総合 評定 
全体 の 評定 

評定 B : 全体 と し て お お むね 中 期 計 画 に お ける 所 期 の 目標 を 達成 し て いる と 認め られ 

る 。 
(参考 ) 本 中 期 目 標 期間 に お ける 過年度 の 総合 評定 状況 
平成 29 年 度 平成 30 年 度 平成 31 年 度 平成 32 年 度 平成 33 年 度 
B 
評定 に 至っ た 理 

















以下 を 踏ま を 、B 評 定 と し た 。 

・「 国 民 に 対し て 提供 する サー ビス その 他 の 業務 の 質 の 向上 に 関す る 事項 」 7 項目 の うち 、A 評 定 
4 項目 、B 評 定 3 項目 と な り 、 所 期 の 上 が 過半 数 を 占め た こと に 加 
え 、「 外 交 上 の 重要 地域 ・ 国 を 踏ま えた 機動 的 、 戦 略 的 な 事業 実施 」 が 所 期 の 目標 を 上 回 る 成果 
を 上 げた と 認め られ る 。 

・ 一 方 で 、「 業 務 運 営 の 効率 化 に 関す る 事項 」、! 財 務 内 容 の 改善 に 関す る 事項 」 及 び 「 そ の 他 業 務 
運営 に 関す る 重要 事項 」 に 属す る 項目 の うち 、 上 記 「 外 交 上 の 重要 地域 ・ 国 を 踏ま えた 機動 的 、 
戦略 的 な 事業 実施 」 を 除き 、B 評 定 4 項目 、C 評 定 2 項 目 と な り 、 特 に 、! 財 務 内 容 の 改善 」 及 
び 「 内 部 統制 の 充実 ・ 強 化 」 に つい て 、 法 令 違 反 事例 及び 社会 通念 上 不適 切な 事案 が 発生 し た 。 
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2. 法人 全体 に 対す る 評価 





(1) 法人 全体 の 評価 




















国際 交流 基金 は 独立 行政 法人 国際 交流 基金 法 に 基づき 、 我 が 国 に 対す る 諸 外 国 の 理解 を 深め 、 国 際 
相互 理解 を 増進 し 、 文 化 そ の 他 の 分 野 に お いて 世界 に 貢献 し 、 も っ て 良好 な 国際 環境 の 整備 並び に 我 
が 国 の 対外 関係 の 維持 発展 に 寄与 する こと を 目的 と し 、 各 種 の 国際 文化 交流 事業 を 実施 し て いる 。 

第 4 期中 期 目 標 期間 の 初 年 度 に あたる 平成 29 年 度 に は 、 ア ジア 文化 交流 強化 事業 、2018 年 に フラ 
ンス で 実施 され る 「 ジ ャ ポニ スム 2018」 の 準備 作業 、 中 央 アジ ア 文 化 交流 ミッ ショ ン 派 遣 等 、 外交 上 
の 重要 な 国 ・ 地 域 を 踏ま えた 機動 的 、 効 果 的 な 事業 を 進め る と と も に 、 従 来 か ら 取 り 組 ん で いる 文化 
芸術 交流 、 日 本 語 教 育 、 日 本 研究 ・ 知 的 交流 の 3 分 野 の 事業 を 実施 し た 。 特 記す べき 事項 及び 評価 は 
以下 の と お り 。 
平成 25 年 に 政府 が 発表 し た アジ ア と の 新しい 文化 交流 政策 「 文 化 の WA ( 和 ・ 環 ・ 輸 ) プロ ジェ ク 
ト ^ 知 り 合 う ア ジア ー」 へ の 取組 と し て 実施 し て いる アジ ア 文 化 交流 強化 事業 は 4 年 目 に 入り 、 そ の 
一 環 と し て 実施 し た “日 本 語 パ ー ト ナー ズ " 派遣 事業 で は 、 約 600 名 を 東南 アジ ア 10 か 国 及 び 中 国 、 
台湾 に 派遣 し 、 現 地 の 中学 ・ 高 校 ・ 大 学 等 で 日 本 語 授業 を 通じ て 約 14 万 人 の 生徒 と ふれ あい 、 約 28 
万 人 に 日 本 文化 を 紹介 し た 成果 は 評価 に 値する 。 今 後 も 、“ 日 本 語 パ ー ト ナー ズ ”" と し て の 適格 な 人 
材 の 確保 に 向け た 取組 を 一 層 強 化す る と と も に 、 派 遺 終 了 後 も 、SNS 等 の 活用 を 含め て 派遣 先 国 と の 
関係 継続 を 促進 する 仕組 み づ く り に も 積極 的 に 取り 組ん で いく 必要 が ある 。 な お 、 パ ー ト ナー ズ の 安 
全 確 保 に 向け て 、 危 機 管理 対応 に 引き 続き 万 全 を 期す こと 
また 、ASEAN 設立 50 周年 を 記念 し て 東京 で 開催 し た 展覧 会 や 、JFF (日 本 映画 祭 ) アジ ア ・ パ シフ 
ィ ッ ク ・ ゲ ー ト ウェ イ 構 想 事業 な ど に お いて 、 の べべ 460 件 以上 の 事業 に 約 141 万 人 の 参加 を 得 た こと 
は 、 ア ジア と 日 本 の 文化 交流 を 強化 する こと に 大 きく 貢献 し て いる と 評価 で きる 。 

今後 は 、「 ア ジア 文化 交流 強化 事業 」 が 折り 返し 点 を 迎え た こと を 踏ま ほそ て 、 さ ら な る 外交 的 効果 
を 追求 する も と と も に 、 ど の よう な アウ トカ ム が 出 て いる か と いう 視点 で 事業 を 捉え て 評価 を し 、 そ の 
成果 を 内 外 に 広く アビ ピー ル し た 上 で 、2020 年 以降 の 事業 の 発展 的 な 継続 を 目指 すこ と が 期待 され る 。 
平成 28 年 5 月 の 安倍 総理 大 臣 と 仏 オ ラン ド 大 統領 (当時 ) の 合意 に より 、 日 仏 友 好 160 周年 に あ 
た る 平成 30 年 度 に 大 規模 な 日 本 文化 行事 「 ジ ャ ポニ スム 2018」 を 開催 する こと が 決定 し 、 平成 28 年 
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9 月 か ら 基 金 内 に 

















務 局 を 設置 し て 準備 を 進め て きた 。 平 成 












































「 公 式 企画 」 の 準備 に 本 格 的 に 取り 組み 、 平成 29 年 11 月 に 





29 年 度 に は 、 








ャ ポニ スム 2018」 の 趣旨 ・ 企 画 内 容 を 内 外 に 広く 紹介 し た 。 今後 は 、 こ の 














関す る 情報 の タイ ムリ ー な 発信 と 、SNS 活用 の 強化 も 含め た 幅広 









































50 を 超え る 事務 局 主催 の 

















日 仏 双 方 で 「 記 者 発表 会 」 を 実施 し 、「 ジ 

















よう な 注目 度 の 高い 事業 に 




















‘ 層 に リー チ 可 能 な 広報 に も 継続 し 





て 注力 する と と も に 、 こ れ ら の 指標 の 他 に も 、 様々 な ツー ル を 活用 し た 上 で 、 そ の イン パク ト を 計測 、 




















評価 する こと も 検討 し て いく べき で ある 。 























今後 も 、 外 務 省 と の 情報 共有 ・ 連 携 を 一 層 緊 密 に 行い 、 機 動 的 ・ 戦 略 的 



































文化 芸術 交流 
画展 
を 実施 し 、 海外 に お ける 対日 関心 の 喚起 と 





業 で は 、「 日 本 祭り 開催 3 





















































お いて 成果 を 上 げた 。 ま た 、 日 本 の テレ ビ 番 組 を 海外 の テレ ビ 局 に 無償 提 
業 」 で は 、 目 標 (54 か 国 500 番組 ) を 大 幅 に 上 回 る 101 か 国 

















海外 展開 支援 

















業 」 (5 か 国 





x 援 























な 事業 実施 が 求め られ る 。 




















5 件 ) 、 主 催 公演 
業 (6 か 国 ・ 地 域 7 件 ) 、 巡 回 展 (57 か 国 ・ 地 域 ) 、 日 本 映画 上 映 会 











日 本 理解 の 促進 に 寄与 する 効果 的 か つ 効 率 的 な 




















の 放映 を 達成 し 、 対 日 理解 の 増進 に 大 きく 頁 献 する 成果 を 上 げた 点 、 評 価 





























業 ③ か 国 4 件 )、 企 
業 (67 か 国 ・ 地 域 ) 
業 実施 に 
供する 「 放 送 コ ン テ ン ツ 等 






































主催 









































・ 地 域 に お いて 908 番組 
で きる 。 一 方 で 、 新 た な 日 
































本 の 放送 コン テン ツ 市 場 の 開拓 と いう 観点 か ら は 、 ア ウト カム に 着目 し た 





望ま れる 。 
日 本 語 教育 事業 に つい て は 、 日 本 語 専門 
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地域 の 状況 を 踏ま え 、 学 習 基盤 整備 事業 を 


















































家 派 遣 (41 か 国 120 ポス ト )、 各 国 地域 の 教師 に 対す る 
業 (1.2 万 人 参加 ) 、 各 日 本 語 教育 機関 の 活動 に 対す る 助成 事業 (89 か 国 568 件 ) な ど 、 各 国 ・ 
し た 。 さらに 、 











中 心 に 





業 を 実施 




















層 戦 略 的 な 事業 の 実施 が 












































EPA に 基づく 我が国 へ の 





看護 師 ・ 介 護 福祉 士 受 け 入 れ 促進 の た め の 訪 日 前 日 本 語 研 修 や 、 広 く 国 内 外 で 学習 者 の 能力 を 測る 試 
し た 他 、 世 界 中 の どこ で で も 学習 者 支援 が 可能 と な る e ラ 


























験 と し て 活用 され る 日 本 語 能 力 試 験 を 実施 








ー ニ ング 教材 の 開発 な ど 、 政 策 的 、 社 会 的 要請 に 応え る 





た 教材 の 国内 で の 認知 度 向上 に も 積極 的 に 












































取り 組ん で いく べべ 





き で ある 。 ま 








ず 、 有 識者 の 指摘 も 踏ま えた より 適切 な 定量 指標 の 計画 値 を 設定 ・ 新 設 す る こと も 念頭 に 、 新 た な 日 









































業 の 実施 が 期待 され る 。 












































日 本 研究 ・ 知 的 交流 

















ッ プ (の べ 143 人 ) の 実施 な ど を 通し 、 次 世代 の 日 本 研究 者 の 育成 及び 国際 連携 の 弥 
業 を 推進 し て いる 。 特 に 
業 を 行っ た 。 さ ら に 、「 
ログ ラム 」 で は 、 中 西部 ・ 南 部 の 教育 機関 等 に 派遣 され た の 13 名 が 地 
業 参加 者 が 約 99 万 人 に 上 る な ど 、 草 の 根 レベ ル で の 相互 理解 、 信 頼 関 
業 を 実施 し た 。 今後 も フェ 








り 組む と と も に 、 知 的 対話 ・ 共 同 
い 有 識者 と の 連携 強化 を 意識 し た 





















































い 、 プ ログ ラム 開始 以来 の 
係 構築 を 促進 する な ど 、 政策 的 要請 に 治っ 



































本 語 教 育 ニ ー ズ へ の 対応 も 含め て 、 既 存 の 事業 の 大 胆 な 見 直し や 、 限 られ た 資源 を 最大 限 活 用 し た 


業 で は 、 日 本 研究 機関 支援 6 か 国 ・ 地 域 36 机 
































た 














、 中 国 、 米 国 


























業 も 積極 的 に 実施 し た 。 今 後 は し 、 こ うい っ 














た 、 今 年 度 の 実績 の みな ら 





















































関 ) や 日 本 研究 フェ ロー シ 
化 に 重点 的 に 取 
業 で は 、 発 信 力 の 高 











Po 








向け 




















プ に つい て は 、 そ の 方 法 を 含め て 戦略 的 に 進め て いく 必要 が ある 。 
その 他 、 業 務 運 営 の 効率 化 、 財 務 内 容 の 改善 及び 業務 運営 














よる 法令 違反 の 事案 及び 社会 通念 上 不適 切 























な 





応 を 迅速 か つ 適 切 に 行っ た が 、 引 き 続 き 業 
継続 し た 改善 及び 見 直し が 必要 で ある 。 
調達 に 関し て は 、 随 意 契 約 の 類型 化 を 進 





















































日 米 草 の 根 交流 コー ディ ネー ター 派遣 プ 








城 に 根ざし た 交流 活動 を 行 








ロー の 動向 の フォ ロー アッ 














に 関す る 重要 








項 に お いて は 、 不 注意 に 











案 が 発生 し た 。 い ずれ に つい て も 、 初 





対応 や 事後 対 


務 運 営 や 内 部 統制 に つい て は 、 再 発 防止 策 の 徹底 も 含め 、 








め 、 競 争 性 の な い 随 意 在 約 を 肖 





| 減 す べく 努力 し て いる 点 は 











評価 で きる も の の 、「 真 に 随意 契約 こ に よら ざる を 得 な い 」 契約 を 排除 し た 場合 の 競争 性 の な い 随 意 契 
公正 性 ・ 透 明 性 を 確保 し た 調達 を 行う 必要 が ある 。 




















約 が 全体 の 3 割 近 く あ る と ころ 、 引 き 続 き 





いて も 積極 的 に 進め て いく こと が 必要 で あ 
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また 、 組 織 マ ネジ メン ト に 関し て は 、 ジ ャ パン ・ ハ ウス を 含め た 外部 機関 と の 連携 や 相互 補完 に つ 








な お 、 全 体 に 関し て 、 前 述 の とおり 、 有 識者 か ら 定 量 指標 の 設定 の 受 当 性 に つい て 指摘 が あっ た こ 





と か ら 、 よ り 適 切な 定量 指標 の 計画 値 を 設 




















定 ・ 新 設 す る こと も 検討 すべ き で ある 。 























(2) 全体 の 評定 を 行う 上 で 特に 考慮 すべ き 事 項 




















な し 


























3. 項目 別 評価 に お ける 主要 な 課題 、 改 善 事項 な ど 
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順 目 別 評定 で 指摘 し | ・「 ジ ャ ポニ スム 2018」 を 着実 か つつ 成功 裏 に 実施 し 、 米 国 及 び ASEAN で の 「 ジ 
た 課題 、 改 善 事 項 ャ ポニ スム 2019」 (仮称 ) に 円 滑 に つなげ る と と も に 、 2020 年 東京 オリ ン ピ ッ 
ク ・ パ ラリ ン ピ ッ ク へ の 機運 醸成 に 寄与 する こと が 期待 され る 。 (No. 1、No. 11) 
・「 放 送 コ ン テ ン ツ 等 海外 展開 支援 事業 」 に つい て は 、 新 た な 日 本 の 放送 コン 
テン ツ 市 場 の 開拓 と いう 観点 か ら 、 ア ウト カム に 着目 し た 一 層 戦 略 的 な 事業 の 
実施 が 望ま れる 。 (No. 1) 
NN0SIU EN 業 に つい て 、 行 政事 業 レ ビュ ー 公 開 プ ロ セ ス (平成 27 
年 6 月 ) に お ける 指摘 を 踏ま え 、 本 中 期 目 標 期間 中 に 20 ポス ト を 削減 する 計 
画 を まとめ た と ころ 、 実に 実施 する 必要 が ある 。 (No. 2) 
・ 日 本 研究 ・ 知 的 交流 事業 に つい て は 、 フ ェ ロ ー の 動向 の フォ ロー アッ プ に 関 
し 、 引き 続き 、 そ の 方 法 を 含め て 戦略 的 に 進め て いく 必要 が ある 。 ま た 、 学問 
の 自由 も 踏ま ほえ つつ 、 外 交 政 策 と の 生産 的 な 連携 に 資す る 取組 を 続け る こと が 
期待 され る 。 な お 、 限ら れ た 予算 内 で 事業 の 効果 を 最大 限 に 得る た め 、 文化 交 
流 や 日 本 語 教育 ・ 学 習 基盤 の 整備 と 戦略 的 に 組み 合わ せ て 実施 し て いく こと が 
必要 。 (No. 3) 
“日 本 語 パ ー ト ナー ズ "” と し て の 適格 な 人 材 の 確保 に 向け た 取組 を 一 層 強 化 
する と と も に 、 派遣 終了 後 も 、 SNS 等 の 活用 を 含め て 派遣 先 国 と の 関係 継続 を 
促進 する 仕組 み づ く り に も 積極 的 に 取り 組ん で いく 必要 が ある 。 な お 、 パー ト 
ナー ズ の 安全 確保 に 向け て 、 危機 管理 対応 に 引き 続き 万 全 を 期す こと 。(No. 4) 
・「 ア ジア 文化 交流 強化 事業 」 が 折り 返し 点 を 迎え た こと を 踏ま を て 、 さ ら な 
る 外交 的 効果 を 追求 する お と と も に 、 ど の よう な アウ トカ ム が 出 て いる か と いう 
視点 で 事業 を 捉え て 評価 を し 、 その 成果 を 内 外 に 広く アビ ピー ル し た 上 で 、 2020 
年 以降 の 事業 の 発展 的 な 継続 を 目指 すこ と が 期待 され る 。 (No. 4 
・ 注 目 度 の 高い 事業 に 関す る 情報 の タイ ムリ ー な 発信 と 、 SNS 活用 の 強化 も 含 
め た 幅広 い 層 に リー チ 可 能 な 広報 に も 継続 し て 注力 する と と も に 、 こ れ ら の 指 
標 の 他 に も 、 様々 な ツー ル を 活用 し た 上 で 、 その イン パク ト を 計測 、 評価 する 
こと も 検討 し て いく べき で ある 。 (No. 5) 
・ 顕 彰 事業 の 実施 に 当たっ て は 、 受賞 者 に よる 学生 や 一 般 市 民 を 対象 と し た 講 
演 会 や フォ オロ ー ア ッ プ を 継続 し て 実施 する と と も に 、 メ ディ ア を 通じ た 受賞 者 
の 功績 の 広報 に 努め る こと に より 、 国 内 外 に お ける 国際 文化 交流 へ の 理解 の 促 
進 に 貢献 する こと が 期待 され る 。 (No. 5) 
・ 運 営 費 交付 金 に つい て は 、 さ ら な る 執行 率 の 向上 の た め 、 執行 管理 体制 の 一 
層 の 強化 を 図る 等 の 取組 を 進め る べき で ある 。 (No. 10) 
・ 資 金 運用 に つい て は 、 外貨 建 債券 の 運用 枠 の 拡大 に 伴 う 円 資産 か ら の 振替 に 
つい て 、 人 為替 変 動 リ スク に も 十分 配慮 し つつ 、 効 率 的 な 資金 運用 を すべ き 。 
(No.10) 
・ 法 令 に 定め る 要件 を 具備 しない 運用 先 に 対し 、 譲渡 性 預金 の 預入 を 行っ て い 
た 事案 を 踏ま ほえ 、 チ ェ ッ ク 体 制 の 強化 や 法令 遵守 に 関す る 個々 の 職員 の 意識 向 
上 に 努め る な ど 、 再 発 防止 に 向け た 取組 を 徹底 すべ き 。 (No. 10、12) 
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・ 安 全 管 理 に 関す る 新た な 体 | 


骨 の 一 層 の 整備 ・ 強 化 が 求め られ る 。 ま た 、 
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(No. 13) 


務 所 で の 安全 確保 に 








関す る 訓練 、 シ ミ 


ュ レ ーション 等 の 取組 が 必要 。 
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を 覚 後 、 す みや か に 原 


項 に 記載 し た 


は 、 不 注意 に も と づく 























資金 運用 上 の 法令 違反 の 事案 が 発生 し た 














、 法令 等 に 従い 適正 に 実施 され 、 また 、 中期 
ゝ つ 効 率 的 に 実施 され て いる も の と 認め る 。 な お 、 
因 の 究明 、 再発 防止 策 の 実施 、 内 部 関係 者 の 
実 を 適切 に 公表 し て いる 。 








当該 











標 の 着実 な 達成 
基金 に お いて 



































し た 








骨 シ ステ ム に 関す る 業務 方 法 書 の 記載 内 容 は 相当 で ある と 認め る 。 
案 を 除い て は 、 





内 部 統制 シス テム に 関す る 理事 長 の 職 











こつ いて 、 指 摘 す べき 重大 な 
案 を 除い て は 、 役 員 の 職務 に 関す る 不正 の 行為 又は 法 
項 は 認め られ な い 。 

計 監 査 人 の 監査 の 方 法 及 び 結 果 は 相当 で ある と 認め る 。 

業 報告 書 は 、 法 令 に 従い 、 法 人 の 状況 を 正しく 示し て いる も の と 認め る 。 
給与 水準 は 勤務 地域 及び 専門 性 を 考慮 し て 六 当 と 認め る 。 
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妥当 と 認め 


長 の 報酬 水準 は 、 











項 は 認め られ な い 。 












































札 及 び 契 約 の 適正 な 実施 に つい て は 、 調 達 等 合理 化 計画 や 契約 監視 委員 
を 踏ま えて 継続 的 な 改善 が な され て い 
業 内 容 の 特性 及び 他 法 人 の 参考 事例 等 を 踏 




















る 。 





















































る と 認め る 。 
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し に つい て は 、 適 切 に 行わ れ て いる と 認め る 。 














その 他 特 記事 項 














有識者 か ら の ヨ 
・「 ジ ャ ポニ スム 2018」 運 営 ・ 実 施 準 
「 ジ ャ ポニ スム 2018」 そ の も の の 評 
・ 放 送 コ ン テ ン ツ 等 海外 展開 支援 
げた こと は 、 適 当 で は な か っ た 。 
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E な 意見 は 以下 の と お り o 





六 に つい て は 、 平 成 30 年 度 に 実施 する 



































結果 を 待た な けれ ば な ら な い 。 
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一 


と が 望ま 


後 本格 運 




















\ の 多元 化 を は か る べく 、 


成 30 年 度 は 新た な 
は 、 現地 に お ける 国際 文 1 
S を 発信 ツー ル と し て 活 ) 





業 の 実施 に お いて 、 平 成 29 年 度 か ら 目 標 











本 研究 機関 に 対す る 活動 助成 、 ネ ットワーク 形成 支援 に お いて は 、 平 成 
29 年 度 の 実績 を 踏ま えて 、 
務 所 の 効果 的 な 活 / 
促進 の た め に 重要 で ある 。 S 
肖 や し て いく こと や 、 今 以上 の 催し スペ ー ス の 活 ) 
・ 奇 付 金 、 協賛 金 等 の 自 














標 を 設定 する べき 。 

交流 へ の 理解 と 参画 の 
|] する 海外 事務 所 を 今後 
等 を 期待 。 




































































収入 の 確保 に つい て は 重要 な 課題 で あり 、 今後 も 継 








基金 の 予算 や や 収支 構造 の 中 で 特定 寄付 
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立 置 づけ る か を 明確 ( 
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に 進め る こと を 期待 する 。 








ks 


し 、 寄 付 と いう 形 で の 参加 を 促進 し て い 





1] され る ジャ パン ・ ハ ウス と の 連携 や 相互 補完 に つい て も 積極 的 
































独立 行政 法人 国際 交流 基金 平成 29 年 度 評価 項目 別 評定 総括 表 














































































































































































































































































































































































































年 度 評価 項 目 別 
中 期 目标 平成 29 | 平成 30 | 平成 31 | 平成 32 | 平成 33 | 評定 調 | 備考 
年 度 年 度 年 度 年 度 年 度 0. 
I. 国民 に 対し て 提供 する サー ビス その 他 の 業務 の 質 の 向上 に 関す る 事項 
文化 芸術 交流 事業 の 推進 A 
及び 支援 
海外 に お ける 日 本 語 
育 ・ 学 習 基盤 の 整備 AO o. 2 
海外 日 本 研究 ・ 知 的 交流 の 8 
推進 及び 支援 
「 ア ジア 文化 交流 強化 
A .4 
業 」 の 実施 3 
型 際 文化 交流 へ の 理解 及 内 上 
び 参 画 の 促進 と 支援 
海外 事務 所 等 の 運営 B 6 
特定 寄附 金 の 受入 に 
PE B No. 7 
整備 を 含む ) の 推進 
IL. 業務 運営 の 効率 化 に 関す る 事項 
組織 マネ ジメント の 強化 NB 
業務 運営 の 効率 化 、 適正 化 证 
中 . 財務 内 容 の 改善 に 関す る 事項 
寺 : 
財務 内容 の 改善 C No. 10 
IV. その 他 業 務 運 営 に 関す る 重要 事項 
外交 上 の 重要 地域 ・ 国 を 踏 
まえ た 機動 的 、 戦略 的 な AO No. 11 
業 実施 
辫 K 大生 | ビビ 。 
内 部 統制 の 充実 ・ 強 化 C No 12 
業 関係 者 の 安全 確保 中 3 
情報 セキ ュ リ ティ 
情報 セキ ュ リ ティ 対策 人 
※ 重 要 度 を 「 高 」 と 設定 し て いる 項目 に つい て は 、 各 評 語 の 横 に 「 〇 」 を 付す 。 
難易 度 を 「 高 」 と 設定 し て いる 項目 に つい て は 、 各 評 語 に 下線 を 引く 。 





















































I. 項目 別 自己 評価 書 
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ud 














独立 行政 法人 国際 交流 基金 平成 29 年 度 評価 項 2 評価 書 
(国民 に 対し て 提供 する サー ビス その 他 業 務 の 質 の 向 に 関す る 






























































項 ) 


フト 
































1 . 当 事 務 及 び 事 業 に 関す る 基本 情報 














No. 1 文化 芸術 交流 事業 の 推進 及び 支援 
































業務 に 関連 する 政策 ・ 施 策 | 基本 目標 : 匠 広報 、 文 化 交 流 及び 報道 対策 
具体 的 施策 : 亚 一 1 一 和 国際 文化 交流 の 促進 















































当該 事業 実施 に 係る 根拠 ( 個 
時 条文 な ど ) 


时 是 














当該 項目 の 重要 度 、 難 易 度 


























ン 








関連 する 政策 評価 ・ 行 政事 業 | 平成 29 年 度 政策 評価 事前 分 析 表 
レビ ュー 務 省 29- 亚 -1-4 (国際 文化 交流 の 促進 
平成 29 年 度 行政 事業 レビ ュー シー ト 番 号 

0096 (独立 行政 法人 国際 交流 基金 運営 費 交付 金 ) 























ペン 
















































































2. 主要 な 経年 デー タ 











UEB2294S20AIN ジ 2 AA 用 局 


























指標 等 達成 | 芋 浴 着 | 成 | 平成 | 平成 | 平成 | 平成 
人 目标 | 29 年 度 | 30 年 度 | 31 年 度 | 32 年 度 | 33 年 度 
【指标 1 一 2】 公 | _ 1 公演 | 平成 27 | 500 人 

計画 1 
演 来 场 者 数 中 仁和 とり | 年度 の 


























亚 均 実 弓 YE 603 人 



















































































































































































121% 
達成 度 SW 
453 人 
【 指 標 ユ ー3】 映 | - 1 プロ | 平成 2411.600 
画 映 会 来場 者 | | ラ ェ ク | 年 こ gg| 人 
数 還 計 | や た | 年 度 の |」sea 
実績 値 り 平 均 | 実 績 平 
1, 600 均值 f 117% 
人 以上 | 公演 あ 
達成 度 RV 
1, 591 
人 
【 指 標 ユ ー4】 放 54 か 国 | 平成 29 | 54 か 国 
2 ジフ ジン 以上 、 の | 年 1 月 | 以上 、 の 
海外 展開 支援 事 | 計画 値 | べ 500| 未 実績 | べ 500 
業 に お いて 、54 番組 以 |51 か 国 | 番組 以 
か 国 以 上 、 の ペ EN の 放し の で | 上 
























































































































































































































































500 番組 以上 の 放 映 を 達 1200 番 |101 か 
映 を 達成 する 。 成す る 。 | 組 ・ 地 
実績 値 域 、 の ベ 
908 番 
組 
6 1829 
達成 度 ° 
主催 文化 芸術 交 3, 835 
報道 件 数 
来場 者 ・ 参 加 者 ア 88% 
ンジ ケー ト に お い 
て 対日 関心 喚起 、 
日 本 理解 促進 を 
8 実績 値 
測る 項目 の 5 段 
階 評 価 で 上 位 2 
つの 評価 を 得る 
割合 
主催 事業 実施 件 平成 24 | 1 144 
数 へ ~27 年 | 件 
実績 人 の 
値 336 
件 
助成 事業 実施 件 平成 24 | 193 件 
数 ~27 年 
度 の 実 
実績 値 績 平均 
値 266 
件 
日 中 交流 セン タ 平成 24 | 119 人 
ー 事 業 の 派遣 ・ 招 て 27 年 
へ い 人 数 度 の 実 
実績 値 績 平均 
値 160 
人 


















































中 国 高校 生長 期 96% 
招へい 事業 に よ 
る 被 招へい 者 及 
び 受 入校 アン ケ | 実績 値 
ー ト の 5 段階 評 
価 で 上 位 2 つの 
評価 を 得る 割合 










































































< 目標 水準 の 考え 方 > 

〇 公演 へ の 来場 者 目標 数 に つい て 、 前 期中 期 目 標 期 間 中 の 最大 実績 値 で ある 平成 27 年 度 の 水準 以 
上 を 目指 す と の 考え か ら 、 平 成 27 年 度 実績 平均 値 以 上 を 目標 と し た 。 

〇 映画 上 映 会 へ の 来場 者 目標 数 に つい て 、 前 期中 期 目標 期間 で 達成 し た 水準 以上 を 目指 す と の 考 
え か ら 、 平 成 24~27 年 度 平均 値 以 上 を 目標 と し た 。 

〇 放送 コン テン ツ 等 海外 展開 支援 事業 は 、 提 供 国 数 及び の で 番組 数 の 最新 の 実績 値 で ある 平成 29 

年 1 月 末 時 点 の 実績 を 上 回 る こと を 目標 と する 。 

































































| 一 







































































































































































< 想定 され る 外部 要因 > 
に 影響 を 与え た りす る 可能 性 が ある 。 







































































業 実施 の 阻害 要因 と な っ た り 、 ア ン ケ ー ト 等 の 結果 



































② 主 要 な イン プッ ト 情 報 (財務 情報 及び 人 員 に 関す る 情報 ) 


























































































































平成 平成 平成 平成 平成 
29 年 度 30 年 度 31 年 度 32 年 度 33 年 度 

予算 額 ( 千 円 ) 3, 536, 628 

決算 額 ( 千 円 ) 3, 165, 715 

経常 費用 ( 千 円 ) 3, 474, 778 

経常 利益 ( 千 円 ) A 1, 308, 045 

CRS 3, 288, 063 

GE 加 ) Ne 

従事 人 員数 49 
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3 一 1. 各 事 業 年 度 の 業務 に 係る 目標 、 計 画 、 主 な 評価 指標 


























【 中 期 目 標 】 

ア 文化 芸術 交流 事業 の 推進 及び 支援 

多様 な 日 本 の 文化 及び 芸術 を 海外 に 紹介 し 、 ま た 双方 向 型 の 事業 を 実施 する こと に より 、 文 化 
言語 の 違い を 超え た 親近 感 や 共感 を 醸成 し 、 海 外 に お ける 対日 関心 の 喚起 と 日 本 理解 の 促進 
寄与 する こと が 必要 で ある 。 そ の た め 、 我 が 国 の 舞台 芸術 、 美 術 、 映画 等 を 海外 に 紹介 する 事業 、 
国際 共同 制作 や 人 物 交 流 等 を 含む 双方 向 型 及 び 共 同 作業 型 の 事業 、 文 化 遺 産 の 保護 等 の 国際 真 献 
























































re 
a 





















































































































































業 を 実施 (主催 は 支援 (助成 事業 ) する 。 ま た 、 青 少年 を 中 心 と する 日 中 両国 民 相 互 
間 の 信頼 構築 の た め に 、 高 校生 の 交流 事業 等 に より 日 中 間 相 互 交流 の 促進 を 行う 。 


これ ら の 実施 に に 

















、 外 交 政 策 上 の 必要 性 及び 相手 国 と の 交流 状況 や 、 各 国 に お ける 日 本 

















文化 ・ 芸 術 に 対す る 関心 や 文化 施設 等 の 整備 状況 等 、 現 地 の 事情 ・ 必 要 性 及び 今後 の 動向 を 的 確 
に 把握 する と と も に 、 こ れ ま で 基金 の 事業 に 参加 し た こと が な か っ た 人 を 含め 対日 関心 層 の 拡大 




















を 図る た め 、 一 般 市 民 へ の 人 









































更に 、 平成 28 年 5 月 の 日 
ニス ム 2018」 に つい て は 、 





実施 に 当たっ て は 、 日 仏 友 好 160 周年 の 記念 


トワ ー ク 形成 を 行い 、 効 果 的 






































動き かけ を 強化 する 。 ま た 、 日 本 国内 外 に お いて 、 情 報 の 収集 や ネッ 
























































な 事業 の 実施 に つなげ る 。 
仏 音 脳 会 談 に こ お い て 実施 が 合意 され た 大 規模 な 日 本 文化 行事 「 ジ ャ ポ 
基金 が 事務 局 に 指定 され て いる と ころ 、 本 件 事業 を 着実 に 実施 する 。 












































業 と し て の 位置 づけ を 十分 意識 し つつ 、2020 年 東 















































京 オ リン ピッ ク 競 技 大 会 ・ 東 京 パ ラリ ン ピ ッ ク 競 技 大 会 を 見 据え 、 地 方 の 魅力 を 発信 し 、 イ ン バ 








ウン ド 観 光 の 促進 、 和 食 ・ 

















日 本 産 酒類 等 日 本 産品 の 海外 展開 に も 真 献 す る よう 配慮 する 。 


























【 中 期 計画 】 
ア 文化 芸術 交流 






































外交 と の 連動 を 十分 に 


、 効 果 的 か つ 効 率 的 ! < 対 日 





人 等 の 実施 又は 支援 











業 の 推進 及び 支援 
文化 や 言語 の 違い を 超え た 親近 感 や 共感 を 醸成 し 、 海外 に お ける 対日 関心 の 喚起 と 日 本 解 の 促進 
に 寄与 する 。 ま た 、 国 を 越え た 専門 家 同 士 の 交流 や 共同 制作 、 共 同 作業 を 積み 重ね る こと で 文化 ・ 芸 

TA ク を 構築 する 。 



































業 の 実施 に 当たっ て は 、 外 務 本 省 や 在外 公館 と 連携 
意識 し た 事業 展開 を 行う と と も に 、 他 の 政府 機関 と の 役割 分 担 に 配慮 し 



























































理解 ・ 関 心 を 増進 きす せる こと を 目指 す 。 























海外 に お ける 対日 関心 の 喚起 と 日 本 理解 の 促進 を 図る た め 、 日 本 文化 諸 分 野 の 専門 家 や 芸術 家 に 





よる 舞台 公演 等 を 実施 又 
施 に 留意 する 。 
・ 展 覧 会 の 実施 又は 支援 























支援 する 。 実施 に 当たっ て は 、 イ ン パ クト と 波及 効果 の 大 きい 事業 の 実 














海外 に お いて 効果 的 ・ 効 率 的 に 日 本 理解 の 促進 を 図る た め 、 日 本 国内 外 の 美術 館 ・ 博 物 館 等 と の 











共催 に よる 日 本 美術 ・ 文 化 


海外 で 開か れる 国際 展 へ の 日 
































に 関す る 展覧 会 の 実施 、 基金 が 制作 し た 巡回 展 セ ッ ト の 諸 外 国 へ の 巡回 、 





















































本 側 主催 者 と し て の 参加 や 、 我が国 の 美術 や 文化 を 紹介 する 展覧 会 














実施 する 海外 の 美術 館 ・ 博 物 館 へ の 支援 を 実施 する 。 
・ 海 外 日 本 映画 上 映 会 の 実施 及び 支援 


























の デジ タル 上 映 素 材 を 用 











波及 効果 の 大 きい 








日 本 映画 の 紹介 に よる 日 





本 理解 促進 の た め 、 海 外 に お いて 映画 フィ ルム 及び DVD・ ブ ルー レイ 等 








\ て 、 日 本 映画 上 映 会 を 実施 する 。 ま た 、 諸 外国 に お いて 日 本 映画 を 上 映 
する 映画 祭 ・ 映 画 専門 文化 機関 等 を 文 援 する 。 日 本 映画 上 映 会 の 実施 に 当たっ て は 、 イ ン パ クト と 


























業 の 実施 に 留意 する 。 











業 の 実施 





・ 放 送 コ ン テ ン ツ 等 海外 展開 支援 











商業 ベー ス で は 我が国 の 放送 コン テン ツ の 放送 が 進ま な い 国 ・ 地 域 (南ア ジア 、 大 洋 州 、 中 南米 、 
中 東 、 東 欧 、 ア フリ カ 等 ) へ 我が国 の テレ ビ 番 組 を 提供 し 、 そ れ ら の 国 ・ 地 域 に お ける 我が国 の テ 








レビ 番組 の 放送 を 促進 する 。 な お 、 平 成 29 年 度 補正 予算 (第 1 号 ) に より 追加 的 に 措置 され た 運 
営 費 交 付 金 の 一 部 に つい て は 、「 総 合 的 な TPP 等 関連 政策 大 綱 」 (平成 29 年 11 月 24 日 TPP 等 総合 
対策 本 部 決定 ) の 一 環 と し て 措置 され た こと を 踏ま え 、 本 























ンド 





・ 日 中 交流 セン ター 














































































































業 の た め に 活用 する 。 























末 来 志向 の 日 中 関係 を 築く 礎 と な る 、 よ り 深 い 日 中 間 の 青少年 交流 ・ 市 民 交 流 の 実現 を 目的 と し 








て 、 中 国 の 高校 生 を 約 1 年 間 招 へ いす る 中 国 高校 生長 期 招へい 
が 我が国 の 最新 情報 や 日 本 人 と 接する こと の で きる 「 ふ れ あ い の 場 」 の 運営 、 日 中 両国 の 大 学生 が 
共同 で 交流 イベ ント を 企画 ・ 
て は 参加 者 の 相互 理解 の 促進 を 目指 す 。 

・「 ジ ャ ポニ スム 2018」 の 実施 



























































業 、 中 国 の 地方 都市 に お いて 市 民 












































実施 する 大 学生 交流 等 を 実施 する 。 中 国 高校 生長 期 招 へ い 





業 に お い 























平成 28 年 5 月 の 日 仏 首脳 


会談 に お いて 実施 が 合意 され た 大 規模 な 日 本 文化 行 





「 ジ ャ ポニ スム 























2018」 に つい て は 、 基 人 金 ヵ 





た っ て は 、 日 仏 友好 160 周 





ッ ク 競 技 大 会 ・ 東 京 パラ リ 


レッ 











促進 、 和 食 ・ 日 本 産 酒類 等 











日 





二 0 请 人 
ン ピ ッ ク 競 技 大 会 を 見 据え 、 地 方 の 魅力 を 発信 し 、 イ ン バ ウ ンド 観光 の 








務 局 に 指定 され て いる と ころ 、 本 件 事業 を 着実 に 実施 する 。 実 施 に 当 
業 と し て の 位置 づけ を 十分 意識 し つつ 、 2020 年 東京 オリ ン ピ 



























































本 産品 の 海外 展開 に も 真 献 す る よう 配慮 する 。 





























ー-10- 








【留意 点 】 


上 記 





a. 外交 上 の 重要 性 





業 の 実施 に 当たっ て は 、 以 下 の 点 ( 








に 基 


施 を 検討 する 。 


b. 我が国 と 相 
関心 、 


日 


us 














た 


| 









































か 館 等 文化 交流 関連 施設 














に 把握 




















交流 


・ 助 
施 綱 








業 の 








肖 作 、 


手 国 と の 交流 状況 や 、 現地 の 
日 本 文化 に 対す る 理解 、 文化 芸術 
、 専 門 家 等 人 的 資源 の 
し 、 地 域 ・ 国 出 業 方 針 に 基づく 
に 参加 し た こと が な か っ た 人 を 含め 対日 


sr. 
= 留意 


する 。 











情 ・ 


に づき 、 実 施 地 、 対 象 層 及び 実施 


月 


一 般 に 対す る 


M 





























様々 な 手 























確 に 行う フ Oo 
































専門 家 間 の 相互 交流 
































つの 
区 





る 国際 的 な 協力 の 推進 に 関す る 法 
[文化 の WA ( 和 ・ 環 ・ 


1 


【 有 


E 度 計 





ア 文化 芸術 交流 


oN 
寄与 す 
i 
に 実施 す 
通じ て 海 
・ 公 池 


日 本 


























FE を 





業 効果 を 確 


評価 


遺産 の 保護 の 分 野 ( 


交流 セ 


ンタ ー の 運 














共同 作業 の 実施 に より 、 よ り 深 い 日 

成 ・ 協 力 等 多様 な 形態 で 他 機 関 と の 連携 を 

\ ま 費 を 効率 化す る と と も に 

型 内 外 に お いて 、 文化 芸術 交流 に 
的 


、 基 人 金 


、 文 化 交流 を 活 履 

に 関す る 情報 を 収集 し 、 文 化 芸術 交流 の 成果 等 
や ネッ トワ ー ク 構築 
業 も 含め 、 SE を 促進 する 。 

















に 当たっ て は 











已 











中 人 





いと する 馬 





1 間 の 信頼 構築 














認 す る 

















を 得 た 埋 

















画 】 


正二 二 1 
百 本 


る 





同士 の 交流 や 共 


る 。 
外 に 


等 の 実施 又 ( 


文人 


し 4 














を 通 











SD 
条 」 


革 








as 








于 





で ヽ 














チー 


業 実施 
お ける 効果 B 
支援 
諸 分 野 の 専 
じ て は 、 日 


一 
二 

















公演 あ 
人 


・ 展 中 














効 活 / 
・ 日 本 関 














条 
・ 人 物 交 流 


国際 N プ で [同和 


交流 の 


情報 発 


を 実施 する 。 主 


た り 


会 の 実 ) 
海外 に 





1 


連 





海外 で 開か れる 国際 区 
I 訳 ・ 出 版 を 行う 海外 の 出版 社 に 対す る 支 
報 発信 等 の 実施 又 ( 





遍 、 





基 』 


お ける 日 本 
WAN a 上 


E 催 











の 
凶 又 は 支援 

















文化 ・ 
同 制作 、 
当たっ て は 

9 か つ 効率 8 


本 祭り 等 の 日 
公演 事業 に つい て は 、 イ ン パ ク 
FE 均 来 場 者 数 500 人 を 達成 する こと を 目標 と する 。 


術 ・ 


た め 





工 折 地 玖 医 
































健 で 
輪 ) プ 





を の 推進 及び 支援 
の 違い を 超え た 親近 感 や 共感 を 醸成 し 、 海外 に 
芸術 の 各 分 野 で 強 








jh 


業 型 事業 を 、 
、 特 に 対日 
向 な 対日 





其 同 作 











成 18 名 


業 を 効 
関心 層 の 拡大 を 


的 。 


関心 の 傾向 


必要 性 及び 今後 の 動向 、 相手 国 国 
等 ) や 、 文 化 交流 基盤 (劇場 、 
質 的 水準 等 を 総合 的 に 考慮 し た も の ) 





段 を 的 確 に 選択 の 上 、 事 業 の 集中 的 な 実 





民 の ニー ズ ( 対 









































E 化 する 。 























吾 

















我 が 攻 














関心 層 の 拡大 ( 


関心 の 喚起 、 


一 闭 ， 


対日 











| 家 や 芸術 家 に よる 舞台 公演 等 









































本 側 


ty 





め の 半 


人 を 必要 と する 


欧米 の 美 














図書 の 海外 紹介 の 実施 又 ( 
図書 展 へ の 参加 や 、 日 





情 


|] 作 や 人 物 次 
盤 整 備 等 


だ クー 品 を 上 














父 宮寺 


こ 資 する 国際 








支援 


文化 に 関す る 展覧 会 、 
| 主催 者 と し て の 参加 の 諸 業 を 実施 する 。 ま 

i 術 コ レク ショ ン を 有 し 、 そ の 有 
専 物 館 ( こ 対 する 支 














は 支援 
を 含む 双方 向 型 、 


3 大 ん た 





基 


> 





本 関連 
援 を 実施 する 。 


金 が 店 


を 実施 又 ( 











果 的 に 実施 する 。 


図る た め 





























FE 法 を 組み 合わ せ た 複 合 的 ・ 総 合 的 な 
本 理解 に つなげ る 。 
図る こと に より 、 外 部 リソー ス を 活 


・ 国 際 的 対 








まだ 
、 一 般 市 


これ まで 基金 の 
民 へ の 働き か け を 




















全 





業 実施 や 、 専 門 家 同 士 の 交 

















| し 、 


























に 関す る 情 
店 を 促進 する こと に よ 

















出 


口 











に アン ケー ト を 実施 する 場合 は 、5 段 障 衣 
2 
際 頁 献 事 業 の 実施 に 当たっ て は 、 
E 法 律 第 97 号 ) の 
ロジ ェクト 知り 合う アデ ジア ー」【 


お ける 対日 


し 、 文 化 ・ 芸 術 
理解 の 促進 を 





人 作 し た 巡 


























E 業 型 の 





ンマ 





共同 











貢献 事 3 




















信 








寺門 家 の 交 流 を 推進 し 、 





月 


・ 海 外 日 








0 











へ 


会 の 実施 及び 支 





援 


を を 実施 駐 


は 支援 する 。 
公演 、 





展示 、 出 





村 狼 潍 


by 


を 


っ 
ーー 


ン 


ff 


収入 財源 (政府 出資 金 等 の 











审 ) 





H 和 益 収 入 等 ) 【 














を 目的 と する 事業 の 継続 的 か つ 安 定 的 な 業務 を 























但 


実 な 施行 ( 





i で 中 央 値 を 除外 し た 上 位 2 


海外 の 文化 遺産 の 保 計 
こ 配 慮 する 。 


に 係 



































支援 する 。 
本 関連 イベ ント に お いて ハイ ライ ト と な り 得 
と 波及 効果 の 大 きい 事業 の 実施 ( 








図書 に つい て の 情報 





並び ( 





関心 の 喚起 と 日 
な ネッ トワ ー ク を 構築 する た め の 、 
の 外交 上 の 要請 ( 


= 留意 


回 展 セ ッ ト の 諸 外 国 へ の 巡 





日 


の 





資す る 事業 の 実施 に 配慮 する 。 








本 理解 の 促進 
国 を 越え た 専 
に も 配慮 し つつ 、 以 下 の よ う 
の 各 分 野 の 事業 を 














図る 。 





上 日 本 


目 


祭り 』 開催 支援 
本 文化 紹介 事 


音 し 
こ 留 意 し 、1 











2 





回 、 
術 や 


テー 


所 





に っ 





ンマ 


だ 





我が国 の ョ 














援 を 実施 する 。 


日 本 語 B 








発信 、 





こ 相 手 国 の 文化 振興 や 文化 
本 文化 や 国際 交流 に 関す る 
業 企 画 に つなげ る 。 

















-11- 



































海外 に お いて 映画 フィ ルム 及び DVD・ ブ ルー レイ 等 の デジ タル 素材 を 用 いて 、 日 本 映画 上 映 会 を 
実施 する 。 日 本 映画 上 映 会 の 実施 に 当たっ て は 、 イ ン パ クト と 波及 効果 の 大 きい 事業 の 実施 に 留意 
し 、 主 催事 業 に つい て は 、 A NC 
また 、 諸 外国 に お いて 日 本 映画 を 上 映す る 映画 祭 ・ 映 画 専門 文化 機関 等 を 支援 する 。 

・ 放 送 コ ン テ ン ツ 等 海外 展開 支援 事業 の 実施 
毅 業 ベー ス で は わが 国 の 放送 コン テン ツ の 放送 が 進ま な い 国 ・ 地 域 (南ア ジア 、 大 洋 州 、 中 南米 、 
中 東 、 東 欧 、 ア フリ カ 等 ) へ 我が国 の テレ ビ 番 組 を 提供 し 、 そ れ ら の 国 ・ 地 域 に お いて 我が国 の テ 
レビ 番組 を 放送 し 、 対 日 理解 、 日 本 理解 の 増進 を 図る 。 計 54 か 国 以上 、 の へ 500 番組 以上 の 放送 































































































































































































達成 を 目標 と する 。 な お 、 平 成 29 年 度 補正 予算 (第 1 号 ) に より 追加 的 に 措置 され た 運営 費 交付 
金 








な の 一 部 に つい て は 、「 総 合 的 な TP P 等 関連 政策 大 綱 」 (平成 29 年 11 月 24 日 TPP 等 総合 対策 本 
* 決 定 ) の 一 環 と し て 措置 され た こと を 踏ま え 、 本 
中 交流 セン ター 事業 

未来 志向 の 日 中 関係 を 築く 礎 と な る 、 よ り 深 い 日 中 間 の 青少年 交流 ・ 市 民 交 流 の 実現 を 目的 と し 

て 、 中 国 の 高校 生 を 約 1 年 間 招 へ いす る 中 国 高校 生長 期 招 へ い 事 業 、 中 国 の 地方 都市 に お いて 市 民 

が 我が国 の 最新 情報 や 日 本 人 と 接する こと の で きる 「 ふ れ あ い の 場 」 の 運営 、 日 中 両国 の 大 学生 が 

共同 で 交流 イベ ント を 企画 ・ 実 施す る 大 学生 交流 等 を 実施 する 。 中 国 高校 生長 期 招 へ い 事業 を は じ 
め と し た 上 記事 業 の 実施 を 通じ 、 日 中 両国 か ら の 参加 者 の 相互 理解 の 促進 を 目指 す 。 

・「 ジ ャ ポニ スム ふ 2018」 運 営 ・ 実 施 準備 
NN NR 実に 準備 を 執り 
行う 。 共 体 的 に 務 局 運営 及び 日 仏 の 関係 府 省庁 ・ 関 係 機関 ・ 関 係 者 と の 連携 ・ 調 整 を 進め つ 

、 展 覧 会 ・ | 映像 ・ 生 活 文化 他 様々 な 分 野 に お ける 諸事 業 企画 の 策定 ・ 準 備 に 取り 組み 、 

また 、 それ ら の 準備 段階 か ら 、 2020 年 東京 オリ ン ピ ッ ク 競 技 大 会 ・ 東 京 パ ラテ リンピック 競技 大 会 へ 

の 繋が り を 意識 し つつ 、 広 報 を 通じ し た 「 ジ ャ ポニ スム 2018」 に 係る 周知 と 機運 醸成 に 努め る 
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業 の た め に 活用 する 。 










































































































































































































































































































































































【 主 な 評価 指標 】 

【 指 標 ユ ー 1 】 来 場 者 ・ 参 加 者 の 対日 関心 喚起 、 日 本 理解 促進 
(関連 指標 ) 

・ 主 催 文化 芸術 交流 事業 に お ける 報道 件 数 

・ 来 場 者 ・ 参 加 者 アン ケー ト に お いて 対日 関心 喚起 、 日 本 理解 促進 を 測る 項目 の 5 段階 評価 で 上 
位 2 つ の 評価 を 得る 割合 
【指标 1 一 2】 公演 来場 者 数 1 公演 あたり 平均 500 人 以上 (平成 27 年 度 の 実績 平均 値 1 公演 あ た 
り 453 人 ) 
【指标 1 一 3 】 映 画 上 映 会 来場 者 数 1 プロ ジェ クト あたり 平均 1, 600 人 以上 (平成 24 年 ~27 年 




















































































































L 

















度 の 実績 平均 値 1 公演 あたり 1, 591 人 ) 
(関連 指標 ) 




















・ 主 催事 業 実施 件 数 (年 度 ) (平成 24 て 27 年 度 の 実績 平均 値 336 件 ) 
・ 助 成 事 業 実施 件 数 (年 度 ) (平成 24 て 27 年 度 の 実績 平均 値 266 件 ) 
【 指 標 ユ ー4】 放送 コン テン ツ 等 海外 展開 支援 事業 に お いて 、54 か 国 以 上 、 の べべ 500 番組 以上 の 
放映 を 達成 する 。 (平成 29 年 1 月 末 実 績 51 か 国 プ の べべ 200 番組 ) 

【 指 標 ユ ー5】 中 国 高校 生長 期 招 へ い 事 業 に よる 参加 者 の 相互 理解 の 促進 

(関連 指標) 

・ 日 中 交流 セン ター 事業 の 派遣 ・ 招 へ い 人 数 (年 度 ) (平成 24 て 27 年 度 の 実績 平均 値 160 人 ) 

・ 中 国 高校 生長 期 招へい 事業 に よる 被 招へい 者 及び 受入 校 ア ン ケ ー ト の 5 段階 評価 で 上 位 2 つの 
評価 を 得る 割合 
































































































































































































































3 一 2 業務 実績 

譜 外 国 に お ける 日 本 の 文化 ・ 芸 術 に 対す る 関心 を 促進 し 理解 を 深め る た め 、 全 世界 を 対象 に 、 様 々 
な プロ グラ ム を 通じ て 日 本 文化 の 多様 な 魅力 を 効果 的 に 紹介 し た 。 日 本 祭り 開催 支援 事業 (5 か 国 5 
件 ) 、 主 催 公 演 事業 (3 か 国 4 件 ) 、 企 画展 事業 (6 か 国 ・ 地 域 7 件) を 実施 。 さ ら に 、 巡 回 展 (57 か 


































































































一 1 2- 





国 ・ 地 域 ) や 
か 国 ・ 地 域 の べ 908 番組 放送 開始 ) 、 芸術 家 や 日 


きど 





本 映画 上 映 会 主催 






































地域 105 件 ) 等 を 通じ 、 海 外 に お ける 対日 

















を 安定 的 ・ 効 率 的 ・ 効 果 的 に 行っ た 。 














(1) 公演 等 の 実施 又は 支援 
5 か 国 9 都市 に お いて 5 件 の 日 本 祭り 開 




















実施 し た ほか 、 63 か 国 ・ 地 域 へ の 芸術 家 や 
行っ た 。 加 えて 、 北 米 と 欧州 地域 の 14 办 > 医 








件 に 対し て 助成 を 行っ た 。 








半 
条 


ア . 日 本 祭り 開催 支援 
外務 省 

































































( ア ) 米国 











関心 の 喚起 と 日 











催 支 援 


























戦略 的 対外 発信 重点 対象 国 に お ける 「 
スペ イン 、 マ レー シア の 5 か 国 を 対象 ) で 、 祭 り の ハイ ライ ト と な る 日 本 文化 紹介 
め に 、 現 地 ニ ー ズ を 踏ま えて 日 本 か ら 専 門 家 や 芸術 家 を 派遣 し 、 日 本 の 多様 な 魅力 を 集中 的 ・ 多 
に 紹介 し た 。 主 た る 事例 は 以下 の 通り 








業 、 3 か ヽ 攻 

























































































4 都市 に お いて 4 件 の 主催 公演 
本 文化 諸 分 野 の 専門 家 の 派遣 
59 都市 に お ける 日 本 の 舞台 芸術 公演 や 共同 制作 公演 


業 105 信 
























































業 展 開 


(67 か 国 ・ 地 域 ) 、 放 送 コ ン テ ン ツ 等 海外 展開 支援 事業 (101 
本 文化 諸 分 野 の 専門 家 の 海 外 派 遣 助成 事業 (63 か 国 ・ 
本 理解 の 促進 に 寄与 する 継続 的 な 





業 を 
F 上 に 対し て 助成 を 


19 


日 本 祭り 」 (平成 29 年 度 は 、 米国 、 イ ンド 、 エジプト 、 
業 を 実施 する た 
第 的 


O 


日 米 の 友好 親善 関係 の 象徴 的 イベ ント と も いえ る 毎年 恒例 の ワシ ント ン DC で の 「 和 全米 楼 祭 り 」 


























(2018 年 3 月 ) に 合わ せ 、 矢 野 顕 子 氏 、T.M. Revolution、 福 岡 県 立 八 幡 中 央 高等 学校 書道 部 を 派遣 








し 、 全 米 桜 祭り 開会 式 公 演 を 行っ た 





現地 の ファ ン も 多数 参加 し て 会 場 を 盛り 上 げ 、 開 
回 書道 パフ ォ ー マ ンス 甲子 


[第 10 
マン ス や 美術 館 で の 書道 体験 ブー ス 























。 会場 は 満員 と な り 、 矢 野 顕子 氏 、T.M. Revolution に つい て は 
会 式 の ハイ ライ ト を 飾る イベ ント の 一 つと な っ た 。 
園 」 優 勝 校 で ある 八幡 中 央 高校 は 、 現 地 高 校 で の 書道 パフ ォ ー 
出展 を 通し て 、 幅 広い 層 の 人 々 に 書道 の 魅力 を 伝え た 。 矢 野 顕 






































子 氏 は 全米 有数 の ジャ ズクラブ ・Blues Alley で も 2 回 公演 を 行い 、 それ ぞ れ 満員 の 聴衆 を 集め た 。 


( イ ) イン ド 














日 本 ・ イ ンド 文化 協定 発効 60 周年 を 記念 し て 、2017 年 10 月 か ら 12 月 に か け て 3 組 の アー ティ 
スト (Makoto Kuriya/Creative Jazz Ensemble Japan、 新 ・ 純 邦楽 ユエ ニッ ト 「WASAB1」、 


日 本 舞踊 








グル ー プ [五 夕 便 上 ) を イン ド に 派遣 し 、 公 演 と ワー クシ ョ ッ プ を 行っ た 。 現 地 メ ディ ア は 公演 の 














様子 を 「 多 く の 観 客 が 、 足 を 叩き 手 天 








Indian Express) と 伝え 、 観 客 が 公演 を 楽し み 、 好 意 的 に と ら え た こと が 、 大 きく 報道 され た 。 
た 、 日 本 舞踊 グル ー プ 「 硬 弓 症 」 は 、 イ ンド 伝統 芸能 と の コラ ボレー ショ ン で 3 作品 を 上 演 し 、 




















場 は 満席 と な っ た 。 本 公演 は 、 毎 日 
… 五 次 人 箇 と イン ド 古 典 舞踊 に 






























































子 を し な が ら Makoto Kuriya の ビア ノ の 音 に 





を 傾け た 」 (The 





























政 帰 








新聞 で も 大 きく 取り 上 げ ら れ 、「 総 立ち の 観客 。 鳴 りや まな い 
よる 日 印 共 同 制作 公演 が 昨年 12 月 、 ニ ュー デリ ー で 開か れ 、 

















両国 の 伝統 芸能 の 美 し さ を 融合 させ た 舞台 が 地元 観客 を 魅了 し た 」 と 高く 評価 され た 。 











( ウ ) スペ イン 








カ 





で は 、 若 年 層 を 中 心 と し て 日 本 の マ 
人 気 キ ャ ラク ター を 軸 に し つつ 、 ロ 








日 本 スペ イン 外交 関係 樹立 150 周年 を 記念 し て 、2018 年 3 月 に 、 
ロイ ド ・ オ ペラ [THE END』 」 公 演 を マドリ ー ド と バル セ 
の 来場 者 を 得 た 。「THE END 」 は ボー カ 


[渋谷 慶一 郎 十 初 音 ミ ク ボー 
ロナ で 実施 し 、 全 5 公演 、 計 3, 243 人 
ロイ ド 「 初 音 ミ ク 」 を 使っ た オペ ラ 作 品 で あり 、 ス ペイ ン 
ン ガ ・ ア ニ メ に 対す る 高い 関心 が 存在 する が 、 初 音 ミ ク と いう 
ボッ ト の 死 と いう 哲学 的 な テー マ を 扱っ た 本 作品 は 、 幅 広い 層 






































か ら の 注目 を 集め 、 メ ディ ア か ら は 芸術 性 ・ 技 術 性 を 賞 項 す る 声 が 多く 聞か れ た 。 














一 1 3- 


イ . 主催 公演 





3 か 国 4 都市 に お いて 4 件 の 主催 公演 事業 を 実施 し 、1 万 2 千 人 以上 の 来場 者 を 得 た 。 主 な 公演 























業 は 以下 の と お り 。 英国 で は 、 現 地 機関 と の 連携 に より 、\ 




















瑠璃 と 現代 演劇 と いう 種類 の 異な る 舞台 


を 連続 的 に 実施 し 、 日 本 の 文化 面 で の プレ ゼン ス 向 上 に 効果 を 上 げた 。 














( ア ) 英国 : 療 人 人 座 に よる 古 浄 増 璃 























「 弘 知 法印 御 伝記 ]」 ロン ドン 公演 

















江戸 時 代 に 日 本 か ら 持ち 出さ れ 、 英国 に 1 冊 だ け 残 る 古 塗 瑠 璃 本 





























の 復活 上 演 を 、2017 年 6 月 に 英国 














・ 大 英 区 











(コロ ン ビ ア 大 学名 蒼 教授 ) と 











ンス トレ ーション も 行わ れ 、2 日 間 の イベ ント は 両日 


新聞 、 毎 日 新聞 、 産 経 新 聞 、 新 潟 









































越 文蔵 氏 “〈 早 稳 田 大 学 名 誉 教授 ) に よる 
と も 満席 と な っ た 。 本 事業 に つい て は 、 朝 日 
日 報 等 、 国 内 メデ ィ ア に 多数 記事 が 掲載 され た 他 、 キ ー ン 氏 と 本 
業 と の か か わり が ドキ ュ メ ンタ リー 番組 「 ド ナル ド ・ キ ー ン 95 歳 
と し て 放送 され る な ど 、 日 本 国内 で も 注目 度 の 高い 




















( イ ) 英国 : 里川 幸雄 氏 演出 ININAGAWA・ マ クベ ス 」 英国 公演 


英国 2 都市 (ロン ドン 、 プ リマ ス ) に て 、2017 年 10 月 に 












































虐 后 国 柏 崎 弘 知 法印 御 伝記 」 
書館 で 実施 し た 。 公 演 に 合わ せ て 、 ド ナル ド ・ キ ー ン 氏 








演 と 、 人 形 遣 い の デ モ 





田 























業 と な っ た 。 








心 の 旅 」 (BS-TBS 全国 放送 ) 





日 本 を 代表 する 演出 家 、 改 ・ 星 川 幸 雄 





氏 演出 作品 「NINAGAWA・ マ クベ ス 」 の 公演 を ロン ドン の バー ビ カ ン と プリ マス の シア ター・ ロ イヤ 


ル ・ プ リマ ス で 実施 し た 。 暴 川 氏 一 周忌 追悼 公演 と いう 形 で 同氏 の 足跡 を 伝え た 。1980 年 











一 一 


こ 初演 さ 





れ た 本 作品 は 、 暑 川 氏 の 代表 作 の 一 つと し て 国内 外 で 上 演 さ れ て お り 、 英 国 で も 初演 当時 、 聴 衆 に 











強い 印象 を 与え た 。 約 30 年 ぶり と な る 英国 で の 再演 は 、 新 た な 若い ] 








世代 の 観客 に 偉大 な 日 本 人 演 





出家 に よる シェ イク スピ ア 作 品 を 紹介 する 貴重 な 機会 と な り 、 計 7 公演 で 8 千 人 を 超え る 来場 者 を 




















Times、 日 本 経済 新聞 、 毎 日 新聞 、 


ES 


( ウ ) キュ ー バ : 日 本 ・ キ ュー バ ・ 











得 た 。 ま た 、 本 公演 を 機 に に 、 ロ ンド ン に て 、 山 日 
ベン ト も 実施 し 、 肉 川 氏 の 演出 作品 、 功 績 を 振り 返っ た 。 本 
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木 
































ダン ス 協 働 事業 
日 本 か ら キ ュー バ へ の 移民 120 周年 を 記念 し 、 2018 年 3 月 か ら 4 月 に か け て 現代 美術 と ダン ス の 








安子 氏 (演劇 記者 / 朝 日 











新聞 社 ) に よる トー クイ 





に つい て は 、The Guardian、Financial 


朝日 新聞 等 、 国 内 外 の メデ ィ ア に 多数 記事 が 紹介 され た 。 

















両国 の アー ティ スト に よる プロ ジェ クト を 実施 し た 。 ダ ンス 公演 を 現代 美術 の 展覧 会 会 期中 に 開催 








する こと で 相乗 効果 を 狙っ た 。 日 








本 と キュ ー バ の ダン ス 協 働 








業 で は 、 日 











本 の ダン スカ ン パ ニー 








KARAS の 新作 と 、 キ ュー バ の ダン スカ ン パ ニーAcosta Danza (キュ ー バ の 国民 的 バレ エダ ン サ ー が 
近年 立ち 上 げた カン パニ ー) の 新作 、 さ ら に 勅使 川原 三郎 プ KARAS が Acosta Danza に 振付 ・ 演 出す 





る 新作 、 の 3 作品 を 上 演 。 初 日 に は キュ ー バ 文 1 



































大 臣 な どの 要 人 が 来場 し 、 全 3 回 の 公演 は すべ て 




















満席 と な り 、 合 計 3, 300 人 の 来場 者 を 得 た 。 国 際 的 に 注目 され る 勅使 川原 三郎 KARAS と Acosta 





Danza の 初め て の 協 働 




















展開 が 期待 され る 。 














(2) 展覧 会 の 実施 又は 支援 











業 で 、 海 外 の マス コミ 、 舞 台 芸 術 プ レ ゼ ンタ 
あっ た 。 ま た 制作 され た 作品 は 今後 5 年 間 の # 












































1 か 国 1 都市 に お いて 1 件 の 国際 展 事 業 、6 か 国 7 都市 に お いて 7 伯 
19 か 国 に お ける 日 本 の 美術 ・ 文 化 を 紹介 する 展覧 会 等 33 件 
術 コ レク ショ ン を 有する 欧米 の 美術 館 ・ 博 物 館 4 機関 に 対 







































































、 支 援 団体 関係 者 の 来場 も 











E の 企画 展 
に 対し て 助成 を 行っ た 。 加え て 、 日 本 美 














生 演 権 が Acosta Danza に 付与 され た こと か ら 今 後 の 





業 を 実施 し た ほか 、 





从 


























了 . 第 57 回 ヴェ ネ チ ア ・ ビ エン ナー レ 国 際 美 術 展 日 本 館 展 示 






































し て 基盤 整備 文 援 を 行っ た 。 


世界 的 に 注目 度 の 高い ヴェ ネ チ ア ・ ビ エン ナー レ で は 国際 美術 展 と 国際 建築 展 が 隔年 交代 で 開催 さ 





























れ て お り 、 国際 交流 基金 は 両 展 の 国 別 参加 部 門 の 日 本 館 展 示 を 継続 的 に 主催 し て いる 。 2017 年 の 国際 

















ー-14- 




















us 





E 術 展 で は 荻田 め る ろ 氏 (金沢 
トル で 、 出品 作家 ・ 岩 崎 
ロシア 連邦 政府 一 
た 。 ま た 、 出品 
大 臣 新 人 賞 を 受 
な お 、2018 有 
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し 、 選 考 プ ロ セ ス の 














世紀 
貴宏 氏 の 作品 を 紹 
首相 や フラ ンス 文化 大 臣 が 日 
の 岩崎 氏 は 、 本 展 で の 功績 に より 、* 








回 ヴェ ネ チ ア ・ ビ エン ナー レ 国 際 建 築 展 日 
部 に 社会 通念 上 不適 切な 点 が あっ た と 判断 され た こと か ら 、 再 選考 を 行っ た 上 


2 














成 29 有 


























で 、 再 発 防止 の た め に 関連 ルー ル の 整備 を 行っ た 。 


イ . ポン ピ ド ゥ ・ セ ンタ ー・ メ ッ ス で の 建築 展 、 

フラ ンス の ポン ピ ド ゥ ・ セ ンタ ー・ メ ッ ス で 、 
日 本 の 建築 と 都市 計画 」 
E 以 降 の 新 し 
ロッ パ で 初 の 大 規模 な 建築 展 で あり 、 後 者 は 
E の 「 前 衛 芸術 の 





Japan-ness 1945 年 以降 の 
ノラ マ Japanorama 1970 有 
築 史 を 総括 する ヨー 











文化 を 概観 的 に 倒 剛 する も の で 、1986 
以来 の 大 規模 な 現代 美術 展 と な っ た 。 
本 人 の 創造 力 を 、 時 
ド を 得 た ほか 、 産 4 
また 、 フラ ンス の 大 手 週 刊 誌 L Express 誌 で は 、「 我 々 が よく 知っ て いる 
E を 見 せ 、 別 
「 ジ ャ ポニ スム 2018」 の プレ リュ ー ド 企 











く 、The New York Times 紙 で は 
ス で 初め て の 展覧 会 」 と の 訓 
され た 。 
日 
会 」 と 高く 評 さ れ た 。 2018 年 
画 と し て 、 フ ラン ス 国 内 で の 日 














一 
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ーー 








ウ . 巡回 展 
広く 全 
開催 し 、 
の 評価 を 得 た 。 














合計 26 万 8 千 人 を : 
E た 、 7 か 攻 











= 














デモ ンス トレ ーション を 実施 し 1, 000 人 以上 が 参加 。 より 深い 日 








| 日 





‘日 





名 














而 








展 











美術 展 
2017 年 9 月 か ら 2018 台 














F1 月 
展 を 、2017 年 10 月 か ら 2018 朋 








回 ) 芸術 選 英 











まで 「 ジ ャ ノ 
E3 月 まで 











本 の アー ト 」 展 を 開催 。 前 者 は 
1970 年 以降 の 
展 























に 











日 本 1910-1970」 
の 来場 者 数 は 約 19 万 人 に の ぼ 
い 、 表 現 手 段 、 
经 新 闻 (2017 年 10 月 24 


り 
































本 と いっ た ビジ ョ ン に は お さま ら な い 、 知 られ ざる 日 
実施 する 大 規模 日 
本 文化 へ の 関心 惹起 に 効果 を 上 げた 。 


世界 に 向け た 継続 的 な 事業 展開 と し て 、19 セッ ト の 巡 
周 え る 来場 者 を 記録 

















了 後 か ら 現代 まで 








此 代言 
日 ) で も 詳細 な 紹介 記 





美術 館 ) を キュ レー ター に 迎え 、「 送 さ に すれ ば 、 森 」 の タイ 
日 本 館 へ の 来場 者 数 は 44 万 6 千 人 に 上 り 、 内覧 会 で は 
本 館 展 示 を 視察 し た 。 国 内 外 で の 報道 も 124 人 
E 度 (第 68 


上 に 上 っ 
文部 科学 





本 館 展 示 キ ュ レーター 選 考 に 関 


パン ー ネ ス 
「 ジ ャ パ 
の 日 本 建 





























日 本 の 現 
ポン ピ ド ッ ・ セ 
、 国内 外 か ら の 注 
貼 え て 検証 す 














美術 ・ 視 覚 





ンタ ー) 
目 度 も 高 
る ジジ デシ 











『 禅 』 や 『 カ 























本 の 創造 性 
本 紹介 行 

















回 展 を ] 
し た 。 ア ング ケー ト 回 





























RI な か パワー を 








図っ た 。 


(3) 日 本 関連 図書 の 海外 紹介 の 実施 又は 支援 
12 か 国 の 国際 図書 展 に 日 本 ブー ス を 出展 し た 。 合 計 19 万 人 以上 が 日 本 ブー ス を 訪問 し 、 














下 
る 国際 図書 展 の 集客 力 を 活 
ッ プ 、 書 道 デ モン スト レー シ 
学 分 野 の 日 
が か 国 で 21 介 














村 














(4) 人 物 交流 、 情 











文化 交流 の 人 的 ネッ トワ ー ク 構築 と 人 材 育成 の 促進 の た め 、2 人 
野 に 関す る 情報 提供 の た め 、3 但 





r[ 








また 、 文 化 芸 術 分 


ご ヴ 


に 
学 


宇品 ス ぶ ) 


芸 員 交流 





グン 








米国 中 西部 及び 南部 より 、 現 代 美術 を 専門 と する 若 
ギャ ラリ ー、 作 家 ス タ ジ オ 等 を 訪問 。 日 
ー ク 構築 を 行っ た 。 継続 的 に 実施 し て いる 交流 











回 答 者 の 949% か ら 「 有 意義 」 以 上 の 語 











ル 





f 








j を 得 た 。 必ず し も 日 








ュ ン を な 


ンジ 等 、 





か し 、 ブ ー ス 出展 に と ど 





日 























本 文化 に 気 還 
本 の 書籍 を 翻訳 出版 する 海外 の 出版 社 に 対す る 助成 事業 も 継続 実施 し 、* 


E を 支援 。 助 成 対象 書籍 の 合計 発 


本 へ の 関心 が 高く な い 人 々 も 多数 








E ら す 








田 


























ラー 


行 部 数 は 5 万 1 千 部 に 達し た 。 





報 発信 等 の 実施 又は 支援 


濱 会 、 作 家 と の 交流 、 ゎ 
壮 に 触れ る 機会 も 提供 し た 。 ま た 、 


T り 紙 ワ 





人 文 ・ 














が 掲 
ワイ イ 』 
放つ 展覧 





世界 57 か 国 ・ 地 域 の 91 都市 で 
答 者 の 93%% か ら 「 有 意義 」 以 上 
・13 都市 に 本 邦 か ら 専 門 家 を 派遣 し 、 展覧 会 の 内 容 に 関す る レク チャ ー・ 
本 理解 の 促進 を 


アン ケー 


=, 








ー ク ショ 
社会 科 








成 29 名 


E 度 は 17 














F の 


門 家 等 2 


ベッ で っ 事 " 


Em を 実 








和 父 闹 


施 し た 。 














ト の 情報 発信 





ーー As = 
ニー 











5 名 を 日 





本 ! 























一 1 5- 
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こ 招 へ 








業 を 実施 し た 。 


0 BR 国内 の 











に す 2 


だ 





術 館 AN 


本 の 作家 、 キ ュ レ ー タ ー、 コ レク ター 等 と 交流 し 、 ネ ッ ト ワ 
業 で あり 、 過 去 の 招へい 者 が 日 本 人 アー ティ スト を 














起 / 











イ . 情報 発信 











サイ ト 「 パ パフォー 








し た 展覧 会 を 企画 する な どの 成果 を 上 げ て いる 。 

















日 本 の 舞台 芸術 情報 を 海外 に 発信 し 、 舞 台 芸 術 分 野 の 国際 交流 を 促進 する こと を 目的 と し た ウェ ブ 
ミン グ ・ ア ー ツ ・ ネ ットワーク ・ ジ ャ パン 」 を 運営 し 、 アー ティ スト イン タビ ュー 





等 で 構成 され る 新規 記事 を 年 間 8 号 発 行 し た 。 伝 統 芸能 か ら 現代 演劇 、 コ ン テ ン ポラ リー ダン ス ま で 





様々 な ジャ ン ル の 





(5) ASEAN 文化 協力 事業 






























































日 本 の 舞台 芸術 を 紹介 し 、 多 く の 読 者 を 獲得 し た 。 





日 本 が 有する 知見 や 経験 を 活用 し 、ASEAN 諸国 の 文化 振興 や 文化 交流 の 基 般 形成 
続 的 に 取り 組ん で いる 。 平成 29 年 度 は 特に 以下 の 2 件 に 重点 的 に 取り 組ん だ 。 











ア . ASEAN オー ケス トラ 支援 


ASEAI 





成 25 年 度 か ら の 継続 























さと y 





。 平成 29 年 度 は 、 日 





























本 に 招へい する 「 短 期 招 へ い 」 を 行う と 共に 、 








礁 修理 等 専門 家 の 派遣 

















イ . 





ベト ナム ) で 実施 され た 、 パ ッ ケ ー ジ デザ イン 分 野 の 予選 コン テス ト (大 学 4 
本 に 招へい し 、 最 終 選 考 、 受 賞 作品 の 展示 
本 事業 を きっ か け に プ 














び 審 査 員 を 日 
の 受賞 者 に は 、 








員 の 上 達 ぶ り は 朝日 

















両面 で の 連携 が 期待 され る 。 ヨ 








場 と な っ た 大 学 、 関 連 レ クチ ャ ー を 実施 し た 


と な っ た 。 











(6) 文化 協力 を 通じ た 国際 真 献 











スリ ラン カ に 日 





コー チ 、 教 師 を 対象 に 、 障 が い 者 スポ ー ツ : 








施し 、 














(7) 海外 日 


映像 分 野 で は 、 基 金 が 保有 する フィ ルム ライ ブラ リー 所 蔵 作 品 及 ひ 








本 の 吹奏 楽 
び 成 果 発 表 の アウ トリ ー チ コン サー ト を 実施 し た 。3 
(車いす テニ ス 、 バ スケ ッ ト ボ ー ル ) を 派遣 し 、 首 都 ハ ラ レ に ある 福祉 施設 に お いて 、 選 手 、 生 徒 、 
習 会 を 実施 。 実技 の みな ら ず 、 車 椅子 修理 詩 
































アジ プア 各国 ・ 地 域 ( 








旧 導 を 年 4 


日 本 、 中 国 





E た 了 
| 








日 
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に 














AN 韓国 、 








本 の プ 
































刊 -一 姑 














(ASPaC) 
台湾 、 イ ンド ネシア 、 シ ン ガ ポー ル 、 タ イ 、 マ レー シア 、 






































) で も 紹介 され た 。 


諸国 の オー ケス トラ に 対す る 演奏 技術 向上 と マネ ジメント ・ ス タッ フ 育 成 を 目的 と する 、 バ 
ロ オ ー ケ スト ラ で の 活動 経験 者 を ベト ナム の オ 
ー ケ スト ラ に 1 年 間 派遣 する 「 長 期 派 遣 」 と 、 イ ンド ネシア の オー ケス トラ の スタ ッ フ を 約 
ミャンマー 国立 交響 楽団 














に 対す る 日 





回 行っ た 。 継続 的 な 支援 の 結果 、 演 奏 技術 の 向上 、 取 り 組 
変化 、 関 係 者 間 の ネッ トワ ー ク 拡大 と いっ た 面 で 効果 が 出 始め て お り 、 ミ ャ ンマ ー 国 立 交 貫 楽 団 
新聞 (2018 年 4 月 12 


























本 





の 指 











道具 の 維持 管理 を 含め た 幅広 い 内 容 の 





有効 活用 
の 歴史 ・ 











し 、67 か 攻 
文化 ・ 社 会 の 諸相 





・ 地 域 で 


た 。 中 で も 日 中 国交 正常 化 45 


と と も に 、 日 
を 開催 し 、 



























































;及 和 























本 映画 上 映 会 の 実施 及び 支援 








業 と な っ た 。 


ド 会 及び 日 





























周年 記念 











日 本 映画 上 映 会 主催 事業 を 実施 し た 。 


目 を 鮮明 に 伝え 、 約 93% の アン ケー ト 


業 と し て 、 映画 を 通じ て 互 


一 1 6- 
































E 向 け 公募 ) の 受賞 
本 の 関係 者 と の 交流 を 行っ た 。 過 去 
ロ の パッ ケー ジ デ ザイ ナー と な っ た 者 も お り 、 継 続 的 な 取り 組 
み に よ り 、 デ ザイ ン の 質 向 上 や 関係 者 間 の ネッ トワ ー ク 拡大 の みな ら ず 、 ア ジア に お ける 文化 ・ 
成 29 年 度 は 、 受賞 作品 の 展示 会 を イン ド ネ シア で も 開催 
民間 企業 等 と の 協力 関係 は 、 産 官学 連携 の モデ ルケ ー ス 


に 資す る 活動 に 継 
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2 週間 日 
本 の 音楽 家用 び 
み 次 勢 の 
の 時 
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経済 
に に 会 
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者 及び クラ リネ ッ ト 奏 者 を 派遣 し 、 地 元 吹奏 楽団 等 へ の 指導 及 
E た 、 ジ ン バ ブ エ に 障がい 者 スポ ー ツ 専門 家 5 名 
































習 も 実 














ドブ ルー レイ 等 の デジ タル 素材 を 
合計 約 12 万 5 千 人 の 観客 に 





日 本 


回 答 者 か ら 「 有 意義 」 以 上 の 評価 を 得 





\ の 文化 へ の 理解 、 関心 を 深め る 
中 の 映画 関係 者 の 相互 交流 を 促進 する こと を 目的 に 、 日 中 計 7 都市 で 互い の 映画 上 映 会 
合計 2 万 人 以上 の 集客 を 得 た 。 そ の 他 、 劇 映画 4 作品 の DVD を 新た に 全 ] 








世界 の 基金 海外 


























務 所 お よび 在外 公館 に 配布 し 、 こ れ ま で 送付 済み の DVD や 海外 フィ ルム ライ ブラ リー を 活用 し た 日 本 
映画 上 映 会 に は 計 約 6 万 9 千 人 が 来場 し た 。 


















































(8) 放送 コン テン ツ 等 海外 展開 支援 事業 の 実施 
平成 26 年 度 補正 予算 お よび 平成 27 年 度 補正 予算 に より 措置 され た 「 放 送 コ ン テ ン ツ 等 海外 展開 支 
援 事 業 」 に より 、 南 アジ ア 、 大 洋 州 島 出 部 、 中 南米 、 東 欧 、 中 東 、 ア フリ カ 等 の 海外 テレ ビ 局 に 対し 
提供 し た 日 本 の テレ ビ 番 組 に つい て 、 平 成 29 年 度 は 、 101 か 国 ・ 地 域 、 の べ 908 の 多種 多様 な 番組 
が 放送 され 、 各 国 一 般 市 民 の 対日 理解 の 増進 を 図る こと が で きた 。 加 えて 、 こ れ ま で 商業 ベー ス で 日 
本 の コン テン ツ が 放送 され に く か っ た 本 事業 対象 国 ・ 地 域 へ の 番組 提供 か ら 放 送 実現 まで の プロ セス 
を 通じ て 得 ら れ た 海外 で の 放送 反響 、 放 送 環境 な ら び に 番組 購入 へ の 関心 等 の 情報 を コン テン ツ ホ ル 
ダー に 還 元 し 、 将 来 的 な 商業 的 海外 展開 へ の 基 燃 整 備 の 一 助 と し た 。 

また 、 平 成 27 年 度 お よび 平成 28 年 度 の 実績 を 踏ま え 、 平 成 29 年 度 補正 予算 (第 1 号 ) に より 追 
加 的 に 措置 され た 運営 費 交付 金 を 用 いて 行う 事業 に つい て は 、 実 施 対象 国 の 在外 公館 を 通じ て 、 海 外 
テレ ビ 局 へ の 提供 プロ セス を 開始 し た 。 
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(9) 日 中 交流 セン ター 
未来 志向 の 日 中 関係 を 築く 礎 と な る 、 よ り 深 い 日 中 間 の 青 
下 の 事 業 を 実施 し た 。 

















ji 民 交 流 の 実現 を 目的 と し て 、 以 





总 
RT 
けけ 
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ア . 中 国 高校 生長 期 招 へ い 事 業 
日 本 語 を 学習 し て いる 中 国 の 高校 生 に 約 11 か 月 間 、 日 本 国内 の 高校 で 留学 生活 を 送る 機会 を 提供 
CS SN ER Re 
イ や 寮生 活 を し な が ら 高 校生 活 を 送る こと で 日 本 の 社会 や 文化 を 体感 し 、 日 本 人 と の 交流 を 深め 、 
11 期生 の 100% が 本 事業 を 有意 義 で あっ た と 回 答 し た 。 同 時 に 、 留 学 先 の 高校 の クラ ス メ ー ト ・ 2 
関係 者 ・ ホ スト ファ ミリ ー 等 に と っ て も 生 の 中 国 と 触れ る 貴重 な 機会 と な っ て お り 、 ア ン ケ ー ト で は 
受け 入れ 校 の 91%6、 ホ スト ファ ミリ ー の 80% が 「 大 い に 得 る も の が あっ た 」 ま た は 「 得 る も の が あっ 
た 」 と 回 答 し て いる 。 
また 、 日 中 双方 の 参加 者 の 相互 理解 の 促進 に 資す る 取組 と し て 、 本 事業 を 高く 評価 する 在京 中 国 大 
使 館 教 育 処 と の 共催 に より 、 中 国 の 高校 生 を 長年 受け 入れ て きた ホス ト フ ァ ミ リー の 短期 訪中 事業 カ 
初め て 実現 し た 。9 家庭 16 名 が 北京 ・ 天 津 を 訪問 し 、 か つて 受け 入れ た 生徒 と の 再会 を 喜ん だ 。 中 国 
国際 放送 (ラジ オ ) や 『 人 民 中 国 』 で も 取り 上 げ ら れ た 。 
本 事業 で は 既に 第 11 期 ま で に 360 名 の 0B・0G を 輩出 し て 来 た が 、 留 学 ・ 就 職 等 の た め に 再度 長期 
来 日 する 者 も 多く 、 OR 0G の 4 割 を 超え る 。 高校 卒業 後 の 
進路 も 多彩 で 、 中 国 や 日 本 で 有名 大 学 に 進学 する 他 、 米 国 ・ 豪 州 ・ 韓 国 の 大 学 に 進学 する 者 、 ま た 既 
に 社会 人 と な っ た 0B・0G の 中 に OO の の 
(中 国 の 大 学 入学 試験 ) の 日 本 語 科 目 で 異例 の 満点 を 取っ た 第 8 期生 0G が 中 国 メ ディ ア に 取り 上 げ ら 
れ た 。 

ss CG NE 本 事業 の 後輩 
に あたる 来 日 中 の 被 招へい 生徒 に アドバ イス を 行っ た り 、 自 ら 日 中 学生 交流 活 画 ・ 実 施す る 等 、 
その 多く が 進学 ・ 就 職 後 も 日 本 と の 交流 を 継続 し て いる 。 
な お 、 平 成 29 年 度 は 、 本 To NHK WORLD RADIO 
JAPAN 中 国語 放送 の 番組 『 波 短 情 長 』 (リス ナー ズ フ ォ ー ラ ム ) に て 本 事業 が 紹介 され た 。 
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イ . 中 国 各 地 に 設置 し た 「 ふ れ あ い の 場 」 の 運営 
生 の 日 本 に 触れ る 機会 が 限ら れ て いる 中 国 の 地方 都市 に お いて 、 中 国 国内 機関 と 共同 で 「 ふ れ あ い 














一 1 7ー 


場 」 を 設置 し 、 日 
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TI 











閉鎖 中 の 南京 を 含む ) と な っ た 。 
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運営 信 
各 「 ふ れ あ 
携 の 強化 を 
わる 学生 の 

「 ふ れ あ 
実施 し た 。 














痢 の 引 


R 化 の た め 、 





図っ た 。 ま た 、 平 成 28 有 
て 表 1 名 ずつ を 日 














本 の 最新 コン テン ツ の 閲覧 ・ 
\ る が 、 現地 か ら の 新規 設置 要請 の 


本 に 招へい 
































\ の 場 」 の 諸 活 動 や 大 学 の 日 





本 語 授 
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また 、 光 
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法 6 伯 
記 が 匂 7 
加え て 、 























紹介 セミ ナー」 で は 、 中 国 高校 4 


業 で 働く こ 





以上 の と お り 、「 ふ れ あ い の 場 」 で は 、 
世代 の 相互 理解 を 促進 し た 。 


特に 若い ] 





ウ . 交流 ネ 
以下 の 


F 2 
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業 を 通じ 、 日 




















され た 。 


業 で は 、2 名 を ハル ビン 及び 済 


回 の 公募 で 選抜 され た 日 
赴き 、 現地 の 大 学生 と 共に 














判 に 長期 配置 




















日 本 語 を 紹 














成 28 年 度 に 続き 








成 29 名 














E 長 期 招へい 
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ットワーク の 促進 























1 




















回 


成 28 





成 25 有朋 
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、「 ビ ジネス 」「 イ ン 
E を も 引き 付 
E 度 に 引き 続き 、 公 人 益 財 











施し 、「 中 国 


ピー 
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深め た 。 本 事業 に つい て は 、 
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ーo 


(1 0) ジャ ポニ スム 2018 




















高校 生長 期 招 へ い 











EE 


ンマ 








業 





中 間 の 交流 の 担い ヨ 
F 度 か ら 引 き 続 き 、「 ビ ジネス 」 を 切り 口 
を 通じ て 相互 理解 を 深め る 合宿 型 交流 
本 事業 で は 
関心 の な か っ た 学 4 











視聴 を 通じ 、 今 現在 の 日 























本 を 体感 で きる 場 を 提供 し 








声 に 迅速 に 応え 、 コ 
\ 陽 市 の 貴州 大 学 の 2 か 所 に 新た に 開設 し 、「 ふ れ あ い の 場 」 は 


成 29 年 度 は 、 








「 ふ れ あ い の 場 」 の 実務 担当 者 を 対象 に し た f 
\ の 場 」 の 運営 上 の ノウ ハウ 経験 を 共有 し 、 中 国 各 地 の 「 ふ れ あ い の 場 」 
E 度 に 引き 続き 、「 ふ れ あ い の 場 」 で ボ 
し て 「 ふ れ あ い の 場 代表 学 4 























ご づ 


本 の 大 学生 グレ ルー プ が 約 1 週間 の 日 
日 本 文化 や 


E 訪 日 
だ を サポ ー ト する 人 材 を ! 


し 、 ま た 短期 派遣 も 3 人 
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E 度 も 中 国 「 ふ れ あ い の 場 」3 か 所 で 実施 


程 で 中 
介する イベ ント を 創り 上 げ る 
昆明 、 成 都 、 長 春 、 ハ ルビ ン 、 貴 陽 ) 実施 し 、 長 崎 新聞 ・ 琉 球 新報 ・ 





再 安 市 D 陕 
計 15 か 所 (移設 の た め 一 
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ラン ティ ア と し て 運営 に 
修 」 を 実施 し た 。 

! 置 する 「 ふ ぶれ あい パー トナ 
西 密 、 杭 州 、 昆 明 ) 














業 を 、 
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F 間 を 通じ て 杜 
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法人 か め の り 財 


業 」 の 受入 校 及び 今後 
情 に 触れ 、 ホ ー ム ステ イ や 西安 外国 語学 校 (中 国 高校 4 
分 担 金 と し て 公益 財 





業 「 リ リー ドア ジア 」 を 日 
ター ン 」 [就 职 | 等 の 要素 を 上 
「 け て お り 、 商 社 専門 紙 『 ブ レー ンズ 』 に も 紹介 記事 が 掲 
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中 の 大 学 4 
中 学 4 
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FE と な る 層 の 拡大 と ヒネ ットワーク の 形成 を 促進 し た 。 
訪問 や ディ スカ ッ シ ョ ン 


で 実施 し た 。 
中 交流 に 特段 
され た 。 
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E の 派遣 元 校 の ー つ ) 訪問 を 通じ て 交流 を 

















] の 提供 を 受け 





2018 年 7 月 か ら の フラ ンス に お ける ジャ ポニ スム 2018 の 開催 に 向け 、 展 覧 会 ・ 舞 台 公演 ・ 映 像 ・ 
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1 コロ 
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ラン ス 州 議会 議長 な ども 含め 日 
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に SNw 
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介 を 行っ て 
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務 局 ヨ 
る 「 参 加 企 画 」 
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も 年 度 中 4 
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E 催 の 「 公 式 企画 」 以外! 











ま 々 な 分 野 に お いて 、50 を 』 
あたっ て は 、 仏 外務 省 次 官 、 駐 仏 日 





肥え る 事務 局 ヨ 











され る と と も に 、 ル ー ブ ル 3 


E 催 の 「 公 式 企画 」 の 准 
本 大 使 な どの 出席 の も と 、 日 仏 両 政府 の 関係 機 
. 術 館 館長 、 ベ ベルサイユ 
関係 府 省 庁 ・ 関 係 機関 ・ 関 係 者 が 緊密 に 連携 ・ 
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ジャ ポニ スム 2018 の 実施 に 震 同 する 企画 を 





き 志 2 


。 级 定 





の 枠組 み を 整備 し 、 
1 月 に は 、 














ト や 、 個 





リニュ ー ア ル や SNS の ) 
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j 淮 人 入、 




















日 仏 双 方 で 「 記 者 発 
内 外 の メデ ィ ア に より 広く 報道 され た 。 そ の 他 、 ウ ェ ブ サイ ト を 通じ 
けた 広報 資料 の 準 





请 妆 个 ”这 











一 1 8- 





別 の 企画 の 広報 等 を 行う と と も に 、 オ ー プ ニン グ に 向け 
フラ ンス の ジャ ー ナ リス ト の 日 本 で の 且 








E を 開始 し た 。 
表 会 」 を 実施 し 、 ジ ャ ポニ スム 2018 の 
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備 に 取り 組ん だ 。 準 備 に 





よる 日 仏 合 
裁 、 イ ルド 
を 行っ た 。 
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取材 之 了 
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H ヽ 
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AN 


彼 旨 .企画 内 容 O 狠 


体 の コン セ プ 
ェ ブ サイ ト の 
フラ ンス の 








元 文化 大 臣 ・ 国 民 教 育 大 臣 で フラ ンス の 文化 政策 に 影響 力 を 持つ ジャ ッ ク ・ ラ ング 氏 の 日 本 招へい 交 
渉 ・ 準 備 な ど に あたっ た 。 
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(1 1 ) 在外 
22 か 所 の 海外 


























務 所 に お いて 、 そ の 施設 や ネッ トワ ー ク 等 を 活用 し て 、 現地 ニー ズ に 機動 的 に 対応 
し 、 合計 832 件 の 在外 事業 (文化 芸術 交流 分 野 ) を 実施 し 、 計 約 97 万 3 千 人 の 来場 者 を 得 た 。 各国 に 
お いて 、 公 演 、 展 示 、 映 画 上 映 、 講 演 、 ワ ー ク ショ ッ プ な ど 様 々 な 事業 を 実施 し 、 ア ン ケ ー ト 回 答 者 
の 959% か ら 「 有 意義 」 以 上 の 評価 を 得る と 共に 、 報 道 件 数 は 2, 800 件 以上 に 上 っ た 。 

な か で も 、 ド イツ ・ デ ュ ッ セル ドル フ 日 本 デー に お ける 和楽 器 ロ ッ ク コ ン サ ー ト (会 場 来 場 者 1 万 
人 以上 ) や 、 メ キシ ュ 最 大 の 国立 図書 館 で ある バス ユン セロ ス 図 書館 に て 実施 し た 展示 、 シ ン ポ ジウ 
ム 、 ワ ー ク ショ ッ プ を 組み 合わ せ た 複 合 事業 (会 場 来場 者 12 万 人 以上 ) に お いて は 、 現地 機関 と 連携 
する こと ぐ 効 率 的 か つ 効 果 的 に 日 本 文化 紹介 を 行っ た 。 い ずれ も 、 継 続 的 に 現地 機関 と の ネッ トワ ー 
ク を 強化 し 、 協 力 関係 を 構築 し て きた 成果 と 言え る 。 



















































































































































































3 一 3. 指摘 事項 へ の 対応 





ぐ 前 年 度 評価 結果 > 

人 平成 25 年 「 秋 の レビ ュー」 に お いて 指摘 され た 在外 公館 及び 基金 の 文化 芸術 交流 事業 に 係る PDCA 
サイ クル 確立 や 役割 分 担 へ の 対応 に つい て は 、 引き 続き 外務 省 と 協議 し な が ら 取 り 組 ん で いく こと 
が 期待 され る 。 特 に 各 事 業 に お ける 適切 な アウ トカ ム 指 標 の 確立 に 努め る と と も に 、「 ジ ャ ポニ ス 
ム 2018」 や 2020 年 東京 オリ ン ピ ッ ク ・ パ ラリ ン ピ ッ ク に 向け た 取組 等 に お いて 、 外 交 政 策 と も 
連動 し つつ 、 基 金 の 高い 専門 性 を 生か し た 質 の 高い 文化 事業 を 実施 する こと が 期待 され る 。 

@「 放 送 コ ン テ ン ツ 等 海外 展開 支援 事業 」 に つい て は 、 平 成 27 年 度 か ら 本 格 的 に 始動 し た と ころ で 
は ある が 、 在外 公 館 と も 連携 し つつ 、 現地 ニー ズ を 的 確 に 把握 し 、 対 日 理解 の 促進 に 資す る 適切 な 
コン テン ツ を 提供 する 等 、 着 実 な 執行 と 成果 が 期待 され る 。 

候 一 部 事業 に つい て は 、 基 人 金 の 事前 ・ 事 後 の 広報 努力 に より 、 国 内 プレ ス で も 取り 上 げ ら れる 等 し て 
いる が 、 高 い 成 果 を 上 げた 事業 に つい て は 、 国 内 に お ける 広報 に も 積極 的 に 取り 組む 等 し 、 基 金 の 

活動 に 対す る 国民 の 理解 が 一 層 得 られ る こと が 望ま し い 。 
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ぐ 前 年 度 評価 結果 反映 状況 > 
人 外務 省 ・ 在 外 公館 と の 役割 分 担 に より 、 国 際 交 流 基金 は 専門 性 を 生か し た 質 の 高い 大 型 事業 に 重点 
化す る こと と し て いる が 、 そ れ を 踏ま え 平 成 29 年 度 は 、 公 演 事業 、 展 示 事 業 の 両方 に お いて 、 来 
場 者 (一 般 、 要 人 ) と マス メデ ィ ア か ら 注 目 と 高い 評価 を 得る こと が で きた 。 
信人 第 4 期中 期 目 標 ・ 計 画 に 新た に 盛り 込ま れ た 定量 的 な 指標 を 基準 と し て 、 平 成 29 年 度 上 半期 終了 
時 に 達成 状況 に 関す る 中 間 レ ビュ ー を 実施 し 、PDCA サイ クル の 促進 を 図っ た 。 
@「 放 送 コ ン テ ン ツ 等 海外 展開 支援 事業 」 に つい て は 、 在 外 公館 等 を 通じ 、 現 地 テ レビ 局 が 希望 する 
本 紹介 番組 を 提供 する こと で 、 多 種 多様 な 番組 が 放送 され 、 各 国 一 般 市 民 の 対日 理解 促進 、 日 本 
解 の 増進 を 図る こと が で きた 。 
借 広 報 力 を 強化 し た 結果 、 新 聞 や テレ ビ な ど 国 内 の マス メデ ィ ア に 多く の 事業 が 取り 上 げ ら れ た 。 
また 、 海 外 で の 大 型 事業 の 実施 後に 、 国 内 で 報告 会 を 開催 し た り 、 事 業 の 主要 参加 者 の イン タビ ュ 
ー 記 事 を 基金 広報 媒体 に 掲載 し た り し て 、 海 外事 業 成果 の 国内 普及 に 努力 し た 。 
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3 一 4. 自己 評価 











く 評 定 と 根拠 > 
評定 A_ 
根拠 : 

【 量 的 成果 の 根拠 】 

3 つの 定量 指標 の うち 、【 指 標 1-2】、【 指 標 1+-4】 に つい て 年 度目 標 の 120% 以 上 を 達成 し 、 と り わ 
ナ 【 指 標 1-.4】 に つい て は 目標 を 大 きく 上 回 る 180% を 超え る 大 幅 達成 と な っ た 。 ま た 、【 指 標 1-3】 
に つい て も 年 度目 標 を 上 回 る 117% を 達成 し て いる 。 






















































































【 質 的 成果 の 根拠 】 

・ 定 性 指標 【 指 標 1-1】 に つい て は 、 関 連 指標 「 来 場 者 ・ 参 加 者 アン ケー ト に お いて 対日 関心 喚起 、 
日 本 理解 促進 を 図る 項目 の 5 段階 評価 で 上 位 2 つの 評価 を 得る 割合 」 が 88% に 達し た こと に 加え 、 
以下 に 示す よう に 、 重 要 国 に お ける 外交 上 重要 な 機会 へ の 対応 と 広く 全 世 界 に 向け た 事業 展開 を 効 
果 的 ( 組み 合わ せ て 成果 を 上 げた こと か ら 、 目 標 を 達成 し て いる と 認め られ る 。 













































































ア . 重要 国 に お ける 外交 上 重要 な 機会 へ の 対応 
日 本 スペ イン 外交 関係 樹立 150 周年 や 日 本 ・ イ ンド 文化 協定 発効 60 周年 、 日 中 国交 正常 化 45 周年 
等 の 外交 上 重要 な 機会 に 、 現地 の ニー ズ を 踏ま そ を ながら 日 本 の プレ ゼン ス 向 上 に 資す る 本 格 的 な 文化 
業 を 行っ た 。5 か 国 を 対象 に 実施 し た 「 日 本 祭り 開催 支援 」 プ ログ ラム で は 、 総 来場 者 数 14, 000 人 
以上 、 来 場 者 アン ケー ト に お いて は 有意 義 と する 回 答 90% を 得 た ほか 、 国 内 外 の メデ ィ ア に お いて 多 
数 報道 され 、 高 い 評価 を 受け た 。 
また 、 日 中 国交 正常 化 45 周年 記念 事業 と し て 、 日 中 計 7 都市 で 開催 し た 映画 上 映 会 に お いて は 合 
計 2 万 人 以上 の 集客 を 得 た 。 日 本 映画 の 劇場 公開 数 が 限ら れ て いる 中 国 に お いて 、 中 国 初 公開 と な る 
新作 を 中 心 に 17 作品 を 上 映し た こと に 加え 、 日 本 か ら 出 演 俳 優 や 監督 を 派遣 し 、 来 場 者 と の 交流 機 

会 を 設け る こと で 大 き な 反 響 を 呼び 、 よ り 深 い 日 本 文化 理解 の 促進 に つなが っ た 。 な お 、 中 国 で の 来 
場 者 アン ケー ト に お いて は 、 回 答 者 の 94% が 有意 義 と 回 答 し た 。 盛況 ぶり は 日 本 メデ ィ ア で も 報道 さ 
れ 、 日 中 映画 交流 促進 に 弾み を つけ た 。 

フラ ンス の ポン ピ ド ゥ ・ セ ンタ ー・ メ ッ ス で は 2017 年 か ら 2018 年 に 掛け て 「Japanese Season」 
と 題し 、 日 本 の 芸術 文化 を 総合 的 に 紹介 し て いる が 、 その 中 核 的 事業 と し て 基金 は 平成 29 年 度 中 に 2 
件 の 企画 展 を 実施 し た 。 シ ー ズ ン を 通し て 一 つの 国 に 焦点 を 当て た 特集 企画 は 同 セ ンタ ー 初 の 試み で 
あり 、 メ ディ ア か ら の 注目 度 も 高く 、 両 展 の 来場 者 数 は 約 19 万 人 に 上 っ た 。 フ ラン ス 現 地 メ ディ ア 
は も と より 、The New York Times 紙 に お いて も 企画 の 意義 が 高く 評価 され 2018 年 に 実施 する 大 規模 
日 本 紹介 行事 「 ジ ャ ポニ スム 2018」 の 事前 企画 と し て 、 フ ラン ス 国 内 で の 日 本 文化 へ の 関心 惹起 に 効 
果 を 上 げた 。 ま た 、「 ジ ャ ポニ スム 2018」 本 体 に つい て も 、 展覧 会 ・ 舞 台 公 演 ・ 映 像 ・ 生 活 文化 等 様々 
な 分 野 に お いて 、50 を 超え る 事務 局 主催 の 「 公 式 企画 」 の 準備 に 着実 に 取り 組ん だ 。 
















































































































































































































































































































































































イ . 広く 全 世 界 に 向け た 事業 展開 

放送 コン テン ツ 等 海外 展開 支援 事業 に お いて は 、 放 送 素材 提供 後 も 在外 公館 や 基金 海外 事務 所 と 連 
携 を 密 に し 、 海 外 テ レビ 局 に 対し て 放送 実現 に な むけ て の 支援 を 継続 する こと で 、101 か 国 ・ 地 域 に お 
いて の べべ 900 を 超え る 多種 多様 な 番組 が 放送 され た 。 基 人 金海 外事 務 所 、 在 外 公館 を 通じ 、 日 本 文化 に 
関心 を 持つ 視聴 者 は 多い も の の 地理 的 に 遠く 、 日 本 関連 情報 が 限ら れる と ころ に 質 の 高い 番組 を 外国 
語 吹 鞭 字幕 で 放送 で きた こと は 非常 に 良かっ た 、 と いっ た 反響 が 届い て お り 、 日 本 文化 に 触れ る 機 
会 が 限ら れ て いる 国 ・ 地 域 に お いて 日 本 文化 紹介 の 一 翼 を 担う 事業 と 言え る 。 
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ー-20- 















































・ 定 性 指標 【指标 1 一 5】 に つい て は 、 中 






































司 高 校生 长 期 招 人 人 























実に 実施 され 、 関 連 指標 「 中 国 高校 生長 期 招 へ い 


















































業 の 11 期生 、12 期生 の 受入 事業 が 
業 に よる 被 招へい 者 及び 受け 入れ 校 ア ン ケ ー ト 























の 5 段階 評価 で 上 位 2 つの 評価 を 得る 割合 」 が 969%% に 達し た こと に 加え 、 平 成 29 年 度 に は 中 国 の 


高校 生 を 長年 受け 入れ て きた ホス ト フ ァ ミ リー の 短期 訪中 



































業 が 初め て 実現 し 、 日 中 双方 の 相互 理 





解 の さら な る 進展 が 図ら れ た こと か ら 、 目 標 を 達成 し て いる と 認め られ る 。 











以上 の 成果 を ふま え 、 所 期 の 目標 を 上 回 る 成果 が 得 ら れ て いる と 認め 











【 課 題 と 対応 】 
ア . 大 型 
中 」 を いっ そう 進め た 。 ま た 、 大 型 




















られ る 。 











業 へ の 重点 化 と 効率 的 な 事業 運営 の 観点 か ら プ ログ ラム の 見 直し を 行い 、 
業 へ の 重点 化 に あたっ て は 、 企 画 の クオ リティ が これ ま 











業 の 「 選 択 


の (と 




















以上 に 問わ れる こと か ら 、 組 織 内 に 実際 的 な ノウ ハウ の 薔 積 、 職 員 の 専門 性 の 強化 、 対 外 的 な ネッ 
トワ ー ク の 強化 に 引き 続き 取り 組ん で いく 。 








イ . 日 本 映画 上 映 会 に つい て は 、 映 像 メデ ィ ア の 多様 化 に 対応 する た め 、 
ケー ジ の 拡充 に 加え 、 平 成 30 年 度 に 向け て 新た に デジ タル 素材 の 対 




















法 の 見 直し に 関す る 検討 を 行う 。 





ウ . 放送 コン テン ツ 等 海外 展開 支援 事業 

















組 











業 で は 、 低 金利 に 





中 交流 セン ター 

















MTA 江 


























の 支援 及び 現地 で の 放送 反響 の フォ 





























こよ る 運用 和 益 減少 に 対応 する べ 











増やし 、 外 部 資金 の 導入 や 外部 と の 連携 を 引き 続き 強化 し た 。 





ブ プルー レイ ・ レ ンタ ルフ パッ 


応 を 始め た 。 引き続き 運営 方 





こつ いて は 、 在外 公館 と の 連携 の も と 、 海 外 テ レビ 局 へ の 番 
供 に 関す る 合意 書 締結 後 も 、 海外 テレ ビ 局 と の コミ ュ ニ ケー ショ ン を 緊密 に し 、 放 送 実現 に む 
ロー を 適切 に 行う こと に 努め て いる 。 








く 、 本 事業 へ の 理解 者 ・ 協 力 














3 一 5. 主務 大 臣 に よる 評価 
< 評定 と 根拠 > 
評定 A 
根拠 
【 量 的 評価 の 根拠 】 


に 

















3 つの 定量 指標 の うち 、「 公 演 来 場 者 数 」(603 人 ) 及び 「 放 送 コ ン テ ン ツン 関連 指標 」(101 か 国 以 上 、 











の べべ 908 番組 の 放映 ) に つい て は 、 い ずれ も 年 度 
数 (1.864 人 ) に つい て も 年 度目 標 の 120% に 迫る 成果 を 達成 。 特 に 放送 コン テン ツ に つい て は 、 日 
本 の コン テン ツ ホ ル ダ ー と 精力 的 に 交渉 等 し た 結果 、 限 られ た 予算 の 中 で 年 度目 標 を 大 きく 上 回 る 提 




















供 を 実現 し た こと は 高く 評価 で きる 。 
また 、 前 年 度 評価 で 課題 と し て 指摘 し 



























































標 の 12096 以 上 を 達成 し た 他 、 映 画 上 映 会 来場 者 


























た 広報 の 強化 に つい て も 、 国 内 外 に お いて 影響 力 の 高い メデ 

















ア に よる 報道 が 多数 実現 し (主催 文化 
9 19 




















【 質 的 評価 の 根拠 】 
基金 の 専門 性 や ノウ ハウ 、 ネ ッ ト ワ ー 




















芸術 交流 














業 の み で 約 3,800 件 


)、 和 我が国 の プレ ゼン ス 強 化 








ク を 活用 し 、 戦 略 的 重点 国 を 対象 と し た 「 昌 本 祭り 開催 支援 
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戎 | を 始め 、 イ ン ペ パク ト や 波及 効果 の 























向い 





業 を 効果 的 か つ 効率 的 に 実施 する こと に より 、 海 外 に 


お ける 対日 関心 の 喚起 及び 促進 に 大 きく 頁 献 し た 。 特 に 高く 評価 で きる 点 は 以下 の と お り 。 





ア . 公演 ・ 展 示 事業 
外交 周年 や 現地 で の 日 本 祭り 開催 等 、 





上 
































外交 上 重要 な 機会 を 捉え つつ 、 





ー21- 





現地 ニー ズ や 現地 事情 (文化 














交流 基盤 等 


し の FT で 














和 














3 好 な 対 
米国 で は 、 
気 の 高い 日 














を 組み 合わ せ て 実施 する こと に より 、 





BX 
また 、 








日 


化 協 定 発効 60 周年 、 








地 ニ ー ズ を 踏ま 


) を 路 
員 を 得 た 他 、 国 内 外 の 有力 メ ディ ア に 大 きく 』 
観 の 形成 に 大 きく 寄与 し た 。 

米 友 好 の 象徴 」 と し て 定着 し て いる 「 全 米 桜 祭 り 」 
本 人 歌手 に よる コン サー ト や 書道 パフ ォ ー マ ンス 等 、 


「 日 





= 





中 2 だ っ 世 で 、 








-村 





fF 門 性 ・ 芸 術 性 の 高い 大 





























・ ス ペイ ン 外 交 関 係 樹立 150 周年 、 
日 本 か ら キ ュー バ へ の 移民 120 周年 等 、 





えた 効果 的 な 公演 











眼 模 な 公演 ・ 展 示 
反り 上 げ ら れる こと に 








特に 次 世代 を 担う 若者 ] 




















業 を 実施 する こと に より 、 





ず 、 二 国 間 の 友好 関係 や 相互 理解 の 促進 に も 大 きく 寄与 し た 。 


英国 で 実施 され た 


ー つ の 公演 











ディ ア で 大 きく 
1980 年 代 に 演出 家 





ロロ ジテ 


取り 上 げ ら れ 、 沼 

















年 に 17 年 全 0 








母国 で ある 英国 で の 公演 は 、 英 国 側 





基金 に 強 


各国 演劇 











フラ ンス の ポン ピ ド ゥ ッ ・ セ ンタ ー・ 





に 
ー ュ 


いい 





世界 57 か 国 ・ 





ットワーク を 十分 に 活か 
OR 











に 復活 する と 、 











地 




















この 他 、 キ ュー バ で の 主催 公演 





国際 美術 展 に お 
文化 の レベ ル の 
る 協力 や 二 国 間 




















5 





ロシア 旦 



































E 目 度 が 極め て 高い 
*・ 峰 川 幸 雄 の 名 を 
世界 各地 の 劇 } 


前 企画 と し て の 




















世 』 





























催 と いう 形 で 実現 に こぎ 


世代 や 草の根 


日 ・ マ レー シア 外交 






































業 を 効果 的 に 実施 。 多 く 
り 、 日 本 の プレ ゼン ス 向 上 


0 


路 





の 開会 式 に 合わ せ 
訴求 力 の 高い ハイ レベ ル な 公演 
層 の 対日 関心 を 大 きく 喚起 


、 現 地 で も 人 


に 


























関係 樹立 60 周年 、 日 ・ イ ンド 文 
外交 上 重要 な モメ ンタ ム を 捉え て 、 現 


我が国 の プレ ゼン ス を 高め る の みな ら 






































業 ( 古 浄瑠璃 公演 、 NINAGAWA マク ベス 公演 ) は 、 い ずれ も 内 外 の メ 
業 と な っ た 。 な お 、 
に 知ら し め た 伝説 の 作品 で あり 、 峰 川 
場 か ら 上 演 オ ファ ー が あっ た 。 原作 者 シェ イク スピ ア の 
怪 者 の 予算 だ け で は 公演 の 成立 が 難し い 状 況 で あり 、 国際 交流 
い 参 画 要 請 が あっ た 。 時 川 氏 の 2016 年 5 月 の 悲 報 に 接し 一 時 は 公演 実施 が 危な まれ た が 、 

関係 者 か ら の 「 公 演 を と りや め る の で は な く 、 
い 」 と いう 強い 要望 も あり 、 基 人 金 共 


「NINAGAWA マク ベス 」 は 、 


氏 が 80 歳 を 迎え る 2015 


























追悼 と いう 形 で 偉大 な 演出 家 の 足 跡 を 伝え た 


けた も の で ある 。 

















た 装 














回 展 で は 、 基 
と の 有機 的 な 連携 





0 

















首相 や フラ ンス 文化 大 臣 が 日 
高 さ ・ 国 際 的 評価 を 大 きく アビ ピー ル す る 機会 に 
関係 の 強化 に つなが る 契機 と な っ た 。 











* 価 を 得る 等 、 対 日 
業 に キュ ー バ 文化 大 























メッ ス で 約 半 年 間 に わ た り 実 施さ れ た 建築 
ンタ ー が 実施 する 「Japanese Season」 の 中 核 的 事業 と し て 内 外 の メデ ィ ア に 高く 
「 ジ ャ ポニ スム 2018」 の 
業 と し て 評価 で きる 。 

域 の 91 i され た 巡 
、 現 地 文 化 機関 
以上 の 高い 证 


効果 も 得 ら れる 等 、 


金 の 強み で ある 長年 培っ た ノ 
の 下 、 約 27 万 人 を 
解 の 
臣 が 出席 
日 本 館 展 示 を 視察 する 等 、 





展 ・ 美 術 展 は 、 同 セ 
評価 され る と と も 


効果 ・ 波 及 効果 が 高 


























特に 広報 











ウ ハ ウ や ネ 
員 。 アンケー ト 回 
中 進 に 大 きく 寄与 し た 。 

し た 他 、 ヴ ェ ネ チア ・ ビ エン ナー レ 
各国 要 人 に 日 本 
に 、 二 国 間 の 文化 面 に お け 












































こ な る と と も !【 








な お 、 ヴ ェ ネ チア ・ ビ エン ナー レ の キュ レー ター 選考 プロ セス に お いて 、 社 会 通念 上 不適 切な 点 が 


あっ た こと 
た 点 は 適切 な 対 
や か に 対外 公表 
対応 で あっ た 。 


イ . ジャ ポニ ス 
2018 年 7 月 か 
企画 」( 





務 局 主催 


に は 留意 する も 、 問 題 発 














し て 信頼 確保 











に 


ム 2018 
ら フ ラン ス で 開催 








放 

















フラ ンス で 開催 され る 「 ジ ャ ポニ スム 2018」 開会 式 の 準備 等 
仏 合同 委員 会 





日 仏 両 政府 の 関 
ク 強化 や 円 滑 な 
まり vg! 占 
内 外 の メデ ィ ア 





























係 機関 に よ 
の 
仏 双 方 に よる 「 記 者 発 
業 が 広く 取り 上 げ ら れ た 結果 、 














る | 目 

















に お いて 本 





と 定 ノ の 

















見 ' 令 、 





業 運 営 ・ 








され る 「 ジ ャ ボ ポニ スム 2018」 の 事務 


直ちに 再選 考 を 実施 し 
応 で あっ た 。 加 えて 、 再 発 防止 の た め の ル ー ル 整備 を 行う と と も に 


に 努め 、 よ り 適 切な 管理 体 表 





業 実施 へ の 影響 を 最小 限 に 抑え 得 
一 連 の 経緯 を 速 
の 徹底 に 取り 組ん だ 点 も 適切 な 
































局 と し て 、50 を 超え る 「 公 式 





業 ) の 準備 や 「 参 加 企画 Re 








E) の 申請 受付 ・ 認 定 、2018 年 7 月 に 




















実 か つ 精 力 的 に 取り 組ん だ 。 ま た 、 



































境 整 備 に 大 きく 尽力 し た 。 
会 」 や ウェ ブサ イト ・SNS 等 
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] 














回 開催 し 、 日 仏 関係 者 間 の ネッ トワ ー 














し 





に よる 広報 を 強化 する こと に より 、 


「 ジ ャ ポニ スム 2018」 の 広報 に と ど ま ら 







































































































































































ず 、 日 仏 友 好 160 周年 を プレイ アッ プレ し 、 日 仏 関係 の 強化 ・ 促 進 に も 大 きく 頁 献 し た 。 

ウ . 放送 コン テン ツ 等 海外 展開 支援 事業 

対日 理解 促進 、 親 日 感 醸 成 を 目的 と し 、 放 送 コ ン テ ン ツ と いう 媒体 を 用い る こと に より 、 一 度 失う 
と 獲得 する の が 困難 な 放送 枠 を 維持 すべ く 、 継 続 的 に 日 本 の テレ ビ 番 組 の 無償 提供 を 実施 。 その 結果 、 
葬 え ば キュ ー バ に お いて 、 目 上 の 人 を 尊重 する 姿勢 や 家族 を 大 切 に する 姿勢 を 始め 日 本 文化 を 非常 に 
さく 反映 し て いる と 評 さ れ た ドラ マ が 40% を 超え る 視聴 者 率 を 獲得 する な ど 、 日 本 文化 へ の アク セス 





が 困難 な 国 ・ 地 域 に お いて 














れる 国 ・ 地 域 を 中 心 に 、 現 } 











放送 条件 及び 将来 的 な 有償 











ビレ ヾ 








暴発 的 に 日 
加え て 、 商 業 ベ ー ス で は 放送 コン テン ツ の 販売 が 
で 提供 番組 ご と に フォ ロ 
と っ て 現地 に お ける ニー スズ 把握 の 足がかり と な る 番組 提供 
与 ( 








本 





本 ファ ン を 獲得 し た 。 
難 な 途 上 国 や 商業 展開 が 難し い 番 組 が 必要 と さ 


に 














ー ア デップ を 実施 。 





























実紀 























一 








こ 上 繋げ る 現地 放送 局 の 意向 


侍 : 
= 皇 











日 本 の コン テン ツ ホ ル ダ ー に 
や 、 将 来 的 な 市 場 進出 に , 
を 調査 ・ 収 集 し 、 そ れ ら 情報 を 日 


必要 不可 欠 な 
本 の コ 








ン テ ン ツ ホ ル ダ ー に 対し て 提供 する こと で 、 将 来 的 に 現地 で 日 本 の テレ ビ 番 組 が 商業 的 に 放送 され る 











こと を 狙っ た 効果 的 な 先行 マー ケティング 及び その 結果 の 選 元 を 実践 し た 。 





エエ . 日 中 交流 セン ター 事業 
低 金 利 に よる 運用 益 減少 
業 を 追求 し 、 未来 志向 の E 














一 





























平成 18 年 度 より 継続 的 に 実施 し て いる 中 国 高校 4 
本 に 触れ る こ 
血 を 獲得 し 、 
と の 共催 に より 、 
取り 上 げ ら れ た 他 
取り 上 げ ら れる 等 、 
感 の 醸成 に も 寄与 し た 。 
限ら れ て いる 中 国 地方 都市 に お ける 「 ふ れ あ い の 場 」 








て あり の まま の 日 
スト ファ ミリ ー か ら も 高い 評 
E 度 は 在京 中 国 大 使 館 教育 処 
し 、 中 国 メ ディ ア で も 大 きく 
本 事業 0G が 中 国 メ ディ ア に 
イメ ー ジ の 向上 や 親日 
ま 27eS (上 









































本 に 触れ る 機会 が 














関係 の 改善 を 後押し し た 。 


ドド 


オ . 文化 協力 
日 






































本 が 有する 知見 や 経験 を 活か し 、 ヨ 
た 。 特 に ASEAN 諸国 の オー ケス トラ 支援 に お いて は 、 
等 の 派遣 指導 を 継続 的 に 実施 し た 結果 、 演 奏 技 術 が 飛躍 的 に 向上 する と と も に 、 関 係 者 間 の ネッ トワ 
ー ク 拡大 に も 頁 献 し 、 そ の 成果 に つい て は 日 


直面 する 中 、 外 部 か ら の 礎 附 金 人 
中 関係 の 礎 と な る 日 中 間 の 青 少 * 


も 活 


等 
年 .市 





























E 長期 招へい 

















と に より 、 真 の 日 本 理 
日 中 間 の 相 














笑 を 促進 する と と も に 、 日 








互 理解 の 促進 に 大 きく 頁 献 し た 。 特 ( 






































学生 が 企業 訪問 や ディ スカ ッ シ ョ ン を 通じ て 相互 理解 を 深め る 合宿 型 交 流 
プロ グラ ム を 有機 的 に 組み 合わ せる こと に より 、 日 














日 本 側 4 
、 中 国 の 大 学 入試 の 日 


中 の 若者 ] 


本 国内 で も 報道 され た 。2017 年 11 月 


業 で は 、 約 1 年 間 の 日 


用 し つつ 、 よ り 効 率 的 ・ 効 果 的 な 
民 交 流 の 促進 に 大 きく 貢献 し た 。 














本 留学 を 通じ 











本 側 の 受入 れ 校 や ホ 


デュ 


こ 平 成 29 




















トス ト フ ァ ミ リー の 短期 訪中 


























に と 


「 リ ー 








に 














本 








に 対 




















業 が 初め て 実現 





業 や 、 日 


本 語 科 目 で 異例 の 満点 を 取っ た 
高い 広報 効果 も 得 ら れ 、 広 く 一 般 の 中 国 国 











民 の 対日 





中 の 大 





「 し て 日 


に は 、 


“ドア ジア 」 等 の 





世代 の 相互 理解 を 効果 的 に 促進 し 、 日 中 


E に アジ ア 地 域 お ける 文化 芸術 分 野 の 人 材 育成 に 大 きく 寄与 し 
ミャンマー 国立 交響 楽 








本 の 音楽 家 

















ミャンマー 


で 開催 され た ASEM 外相 会 合 の ガラ ディ ナー に お いて 同 楽 団 に よる 演奏 が 実現 し 、ASEM 各国 の 外相 に 








対し て 、 我 が 国 の 芸術 分 野 に お ける 国際 頁 献 を 強く 


カ . 海外 日 本 映画 上 映 会 
日 中 国交 正常 化 45 周年 記念 























業 の 一 環 と し て 、 











義 」 以上 の 高 


評価 を 獲得 。 外 























少な い 一 般 市 民 に 対し 、 





本 映画 ・ 
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日 中 
映 会 で は 、 計 2 万 人 以上 の 集客 を 得 た 他 、 中 国 で の 来場 者 アン ケー ト で は 、 
映画 の 公開 数 制限 が ある 中 国 に お いて 、 


印象 づけ た 。 


計 7 都市 で 新作 作品 
回 
普段 F 



































を 中 心 に 開催 し た 映画 上 
答 者 の 949% か ら 
本 映画 を 観る 機会 が 
日 本 文化 の 魅力 を 広く アピ ー ル する 契機 と な っ た 。 
方 の メデ ィ ア で も 大 きく 報じ られ た こと に より 、 











| コテ 
有意 














日 中 双 


また だ た 、 


日 中 関係 の 改善 や 周年 の 機運 醸成 を 後押し する と と 














も に 、 親 日 感 の 醸成 や 日 














績 に より 、 同 




















本 









































以上 に より 、 中 期 計画 に お ける 所 期 の 目標 を 上 

















中 間 の 相互 理解 の 促進 に 大 きく 寄与 し た 。 
また 、 本 上 映 会 に あわ せ て 特別 上 映 会 も 実施 する 等 工夫 を 行っ た 。 1990 年 代 か ら 中 国人 住民 が 増え 、 


2009 年 に は 住民 の 約 4 割 が 外国 人 と な っ た 埼玉 県 の 芝園 団地 で は 、 生活 習 























の 違い な どか ら 、 過去 に 




















住民 同士 の 皿 力 が 問題 と し て 浮き 彫り に な っ た が 、 
相互 理解 を 進め て きた 自 
る 新た な モデ ル と し て 意義 が ある と 高く 
地 が 2017 性 








治 会 の 





取組 が 、 こ れ か ら 
評価 され 、 

































































は 「A」 が 適当 で ある 。 





【课题 上 改善 


方 策 】 


日 

















本 人 住民 と 外国 人 住 


民 と で 試行 錯誤 を 積み 重ね 





日 


E 度 に 国際 交流 基金 地球 市 





中 の 団地 住 
































市 民 賞 受賞 の 時 宜 も 捉え 、 日 本 に お ける 中 国 映画 上 映 会 の ゲス ト と し て 来 日 
氏 ) の 作品 『 心 迷宮 』 の 特別 上 映 会 を 実施 し 、 日 


回 る 成果 が 得 ら れ て いる と 認め られ る と ころ 、 


日 本 全国 の コミ ュ ニ ティ ー が 直面 する 課題 に 対応 す 
を 始め と する 多 文化 共生 に 取り 組ん で きた 功 
民 賞 を 受賞 し た 。 こ の 芝園 団地 に お いて 、 地 球 
































し た 中 国人 監督 ( 情 鉢 電 





民間 の 相互 理解 促進 を 後押し し た 。 


評定 





ア . 引き 続き より 適切 な PDCA サイ クル や アウ ト プ ッ ト ・ ア ウト カム ょ 指標 の 確立 に 努め る と と も に 、 


特に 外交 政策 と の 連動 や 高い 


イ . 


「 ジ ャ ポニ スム 2018」 を 





















































広報 効果 を 追求 し た 文化 














業 の 実施 が 期待 


され る 。 





実 か つつ 成功 裏 に 実施 し 、 米国 及び ASEAN 諸国 で の 「 ジ ャ ポニ ズム 2019」 


(仮称 ) に 円 滑 に つなげ る と と も に 、 2020 年 東京 オリ ン ピ ッ ク ・ パ ラリ ン ピ ッ ク 競 技 大 会 へ の 機運 本 
成 に 寄与 する こと が 期待 され る 。 


「 放 送 コ ン テ ン ツ 等 海外 展開 支援 
な 目的 と し 、 途 切れ る こと な く 事 業 を 行い 、2 












































に 平成 29 年 度 補 ュ 
関連 政策 大 綱 」 の 一 環 と し て 措置 され た こと を 踏ま え 、 適 切な 
補正 予算 で の 措置 で や る た め 、 各 年 度 の 目標 に は 一 定 程度 の 変動 が 見 られ る が 、 



































る こと も 求め られ る 。 








【 そ の 他 

















フト 


項 】 























ア . 公演 等 の 実施 又は 支援 の 目標 指標 で ある 1 公演 あたり の 
会 の 実施 及び 支援 の 目標 指標 で ある 1 プ 
ほぼ 実績 値 が 計画 値 を 超え て お り 、 広 く 日 


は 、 























主 な 有識者 意見 は 以下 の と お り 。 






































ロジ ェクト あたり の 1 











業 」 に つい て は 、 引 き 続 き 対 日 
E 行 マー ケティング と し て の 貢献 を する こと が 重要 。 特 
E 予 算 に より 追加 的 に 措置 され た 運営 費 交付 金 の 一 部 に つい て は 、 
業 効果 を 上 げ る こと が 重要 。 ま た 、 


























F 均 来場 者 数 500 人 や 海外 日 
F 均 来場 者 数 1, 600 人 な ど 、 主要 な 指標 
本 文化 に 対す る 関心 を 高め る と いう 事業 成果 が 認め ら 


感 醸 成 を 主 








解 の 促進 、 親 日 











「 総 合 的 な TPP 等 











業 効果 を 適切 に 測 





本 映画 上 映 





























れる 。 定 性 指標 に つい て も 、 十 分 な 成果 が 上 が っ て いる と 認め られ 、 幅 広い 分 野 の 文化 交流 が 多 地 域 








で 




















示 


に 係る 周知 と 機運 醸成 に 努め な が ら 、 諸 事業 企画 の 策定 ・ 準 備 に 取り 紳 
色 り 組 ん だ と し て いる 。 そ の 結果 、 予 算 的 に は 1 
っ て 承認 され た 前 中 期 目 標 期間 繰越 積立 金 約 47 億 
29 年 度 の 準備 に 対す る 
も の の 評価 結果 を 待 


上 の 公式 企画 の 準 


「 ジ ャ ポニ スム 2018」 





市 に 有朋 





実に 進め られ て いる 。 

















































































































運営 ・ 実 施 準 備 に つい て は 、 具 体 的 に は 、2020 年 東京 オリ ン ピ ッ ク 競 技 
大 会 ・ 東 京 パ ラリ ン ピ ッ ク 競 技 大 会 へ の 上 繋が り を 意識 し つつ 、3 














E た 、 広 報 を 通じ た 「 ジ ャ ポニ スム 2018」 





























最終 的 な 評価 は 、 あ くま で 
た な けれ ば な ら な いと 考え る 。 




















成 30 有朋 
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ic し て お り 、 結 果 的 に 50 以 


成 29 年 度 中 に 主務 大 臣 に よ 











] の 内 、 約 10 億 円 以上 が 執行 で きた 。 但 し 、 平 成 
E 度 に 実施 する 「 ジ ャ ポニ スム 2018」 そ の 














cs が の に ドー トド ング デマ 





て いる こと を 評価 する 。 学芸 員 交 流 
期待 


ワー キン グ 





業 の さら な る 充実 を 

















エ . 「NINAGAWA・ マ クベ ス 」 英 国 公演 、 ヴ ェ ネ チア ・ ビ エン ナー レ 国 際 美 術 展 、 
の 建築 展 と 現代 美術 展 等 の 中 核 と な る 























メッ セ で の 建築 展 な ど 、 イ ン パ クト の ある 文化 芸術 交流 
ft は さら な る 交流 の 触媒 と な る 





する 。 




















業 に 加え 、 日 本 祭り 開催 














げ て いる 。 放 送 コ ン テ ン ツ 等 海外 展開 支援 

















お り 、 日 本 文化 の 幅広 い 理解 の 促進 に つなが っ て いる と 考え られ る 。 本年度 











スム 2018 の 成果 に 期待 し た い 。 











オ . 更に 、 国 内 に お ける 広報 に 


















































業 を 実施 し 








、 こ うし た 専門 家 ネ ッ ト 


お ける 日 本 












































カ . 放送 コン テン ツ 等 海外 展開 支援 














上 」 と 目標 を 100 番組 下げ て いる 。 


















































業 の 実施 に お いて 、 平 成 29 年 度 は 「 計 54 办 攻 











実に 成果 を あ 











業 は 、101 か 国 ・ 地 域 に 延べ 900 以上 の 番組 を 提供 し て 
こ 準備 を 進め た ジャ ボ ポニ 














も 積極 的 に 取り 組み 、 国 民 の 理解 が 一 層 得 られ る こと を 期待 する 。 








以上 、 の べべ 500 
































番組 以上 」 の 放送 達成 を 目標 と し て いる の に 対し 、 平 成 30 年 度 は 「 計 54 か 国 以 上 、 の べべ 400 番組 以 
平成 29 年 度 は 101 か 国 ・ 地 域 に 908 番組 の 実績 





を 達成 し た こと 























も あり 、 た と え 何 ら か の 理由 が ある に し て も 目標 を 下げ る こと は 適当 で は な か っ た と 考え る 。 











キ . 放送 コン テン ツ 等 海外 展開 支援 

















業 だ に つい て は これ まで 目 














本 の 放送 コン テン ツ に 接する 機会 が 


な か っ た 国々 で 展開 し て いる こと は 評価 で きる も の の 、 何 か 国 何 番組 と いう アウ ト プ ブッ ト 指 標 だ け で 








は な く 、 そ れ が どの よう な か た ち で 対 























と いう アウ トカ ム に つい て も そろ そろ 意識 すべ き で は な いか 。 








も の が あっ た 」「 得 る も の が あっ た 」 が 80% と 
得る も の が あっ た と 回 答 し な か っ た 残り 2 割 の 開 題 点 に つい て の 分 析 と 次 4 























行う 必要 が ある 。 





ケ . 国際 交流 基金 は 世界 各国 で 公演 、 展 覧 会 、 又 は 映画 上 映 会 を 展開 し 、 
する こと に 成功 し て いる 。 
それ に 加え て 、 放 送 コ ン テ ン ツ の 海外 
も あり 、 か な り 吐 盛 か つ 広 範 

















日 本 文化 に 触れ 合う 機会 を 提供 














チカ の ほど が 如 実 に うか が える が 、 
業 、 そ し て ジャ ポニ スム 2018 な どの 活 


ーー 








て いる 。 























日 理解 を 深め 、 日 本 の 放送 コン テン ツ の 展開 可能 








CE 
、 十 分 高い 数 字 で ある が 、 














明示 され て いる 数 字 














性 を 高め た か 


、「 大 い に 得 る 
"ログ ラム で 、 





年 度 へ の フィ ー ド バッ ク を 


世界 の 多く の 人 々 に 対し て 
だ け か ら も 、 そ の リー 
愛 、 日 中 交流 セン タ 
に 文化 芸術 交流 を 行っ 











4. その 他 参 考 情報 

















(予算 と 決算 の 差額 分 析 、 














務 所 別 実績 























分 析 な ど 、 必 要 に 応じ て 欄 を 設け 記載 
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独立 行政 法人 国際 交流 基金 
(国民 























平成 29 年 度 評価 














項目 別 自己 











1 














| 高 


中 
































民 に 対し て 提供 する サー ビス その 他 業 務 の 質 の 向上 に 関す る 





項 ) 

















フト 














1. 当 事 務 及び 事業 に 


こ 関 する 基 





本 情報 








No. 2 


海外 に お ける 





日 本 語 


= 
月 





・ 学 習 基盤 の 整備 








業務 に 関連 する 政策 ・ 施 策 








基本 標 : 焉 
































広報 、 文 化 交流 及び 報道 対策 
具体 的 施策 : 亚 一 1 一 4 国際 文化 交流 




















の 促進 











当該 事業 実施 に 係る 根拠 ( 個 
別 法 条文 な ど ) 

















当該 項目 の 重要 度 、 上 難易 度 








【 重 要 度 : 高 】 
将来 に わた り 


各国 ・ 地 域 に お いて 








に 行わ れる 基 








盤 整 備 を 行う 


日 本 語 教 
業 で あり 、 諸 外 












































教育 中 核 機関 と 
基金 の 他 ( 














に な く ヽ 


三 五 
ロ 


連携 し て 下 普及 太行 

















育 が 目 








立 的 ・ 継 続 的 











育 省 や 











三 五 

















国 の 教 
うこ と が で きる 機関 は 























か つ 、 そ の 中 





長期 的 効果 は 大 きい た め 


H ロ 








関連 する 政策 評価 ・ 行 政事 業 
RE a 

















務 省 


4 29- 卫 -1 工 -4 























ン 





平成 29 年 度 政策 評価 


平成 29 年 度 行政 事業 








前 分 析 表 
国際 文化 交流 の 促進 ) 
ビュ ー シ ー ト 番号 





























0096 (独立 行政 法人 国際 交流 基金 運営 費 交付 金 ) 





























2. 主要 な 経年 デー タ 



























































































































































































































































① 主 要 な アウ トブ プット (アウトカム) 情報 
指标 竺 達成 E 準 人 平成 平成 平成 平成 平成 
Ma 二 29 年 度 | 30 年 度 | 31 年 度 | 32 年 度 | 33 年 度 
( ア ) 海外 の 日 本 語 教育 環境 の 整備 関連 の 指標 
【 指 標 2ー1】 日 | 。 年 間 81 | 81 か 国 | 81 か 国 
計画 値 
本 语 教育 机 阅 支 | 二名 全 | 四 国 以 
援 (助成 ) の 実施 上 89 か 国 
国 数 実績 値 
達成 度 和 
【指标 2 一 2】 日 年 間 |226 件 |226 件 
計画 値 
本 語 教 育 機関 支 OD 226 件 
援 助成) の 件 数 以上 568 件 
実績 値 
達成 度 i 
【 指 標 2ー3】 基 年 間 ヨ 催 ] 主 催 
金海 外事 務 所 の 計画 値 催 202 | 202 件 202 件 
主催 助成 事業 件 の 助 | プ 助成 | 助成 
件 数 成 336]336 件 | 336 件 
生じ 上 ゴー Mi 
実績 値 
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グ 助成 












































































































































































































































383 件 
主催 
ji 9 
助 成 
114% 
【 指 標 2ー4】 日 | - 年 。 間 | 11,311 | 11, 311 
本 語 教師 研修 の 11,311 | 人 人 
参加 者 数 人 以上 12 021 
実績 値 
人 
達成 度 6 
海外 事務 所 主催 100, 869 | 103, 419 
事業 参加 者 数 人 人 
日 本 語学 習 者 数 2015 年 | 2015 年 
(海外 日 本 語 調査 結 | 調査 結 
育 機関 調査 ) 果 速 報 | 果 
値 3, 655, 0 
3,651,7 | 24 人 
15 人 
SN ポッ ツク ドウ 284 団 | 288 団 
EAA EN 体 プ 91| 体 92 
グ 国 数 か 国 か 国 
日 本 語 専門 家 派 平成 24 | 140 ポ 
遺 ポ スト 数 ~27 年 | スト 
度 の 実 
績 平均 
値 143 
ポス ト 
看護 師 ・ 介 護 福 祉 平成 24 | 1, 295 
士 候補 者 日 本 語 ~27 年 | 人 
予備 教育 の 参加 度 の 実 
者 数 績 平 共 
値 864 
人 
事業 参加 者 ・ 助 成 99% 
対象 機関 ・ 専 門 家 
派遣 先 等 アン ケ 


ー ト 「 有 意義 度 」 
項目 の 5 段階 評 
価 で 上 位 2 つの 
評価 を 得る 割合 
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研修 事業 参加 者 99% 
200 ン 20 00 ド Ri 上 2 
語 教 授 法 へ の 理 
解 向上 」「 学 習 意 
欲 向上 」 項目 の 5 
段階 評価 で 上 位 
2 つの 評価 を 得 
























































































































































る 割合 
( イ ) 海外 に お ける 日 本 語 教授 法 及 び 評 価 の 充実 関連 の 指標 
【 指 標 2ー5】 日 | . 年 間 | 24,190, | 24, 190, 
計画 値 
本 語 教材 及び 日 「 画 人 24, 190，| 680 件 | 680 件 
本 語 教育 情報 に 8 680 件 29, 468, 
関 ず る ウェ ブサ 実績 値 以上 235 件 
イト の アク セス 
1229 
数 達成 度 6 
【 指 標 2ー6】 日 | . 中 期 目 | 49 か 国 | 50,000 
、| 計画 値 時 
未 語 教材 「 ま る ご | 旧 旧 | 可 項 向 | ン 部 
と 」 使用 国 プ 販売 中 52 か | 33, 195 | 53 か 国 
部 数 人 グ | 部 党 
买 病 值 | 200, 000 66 859 
部 以 上 部 
達成 度 6 











5 
Hy 


【指标 2 一 7】 日 E 間 65 | 年 間 65 | 82 か 国 
本 語 能 力 試 験 実 | 計画 値 | か か 242 都 
施 国 ノ 都市 数 211 都 |211 都 | 市 




















市 以上 | 市 80 か 国 
実績 値 239 都 
市 


























国 数 
100% 
都市 数 
10096* 

中 期 
目標 に 
対 し て 
は 国 数 
123% 
都 市 数 
113%) 














了 
过 
由 
























































* 治安 情勢 の 悪化 等 、 真 に や む を えな い 





こよ り 実 施 が 不可 能 と な っ た 3 都市 は 除外 。 


情 
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【 指 標 2ー8】e| 。 中 期 目 |6.141 | 12,000 
EID 計画 値 , 
2 ミン 005 標 期間 | 人 人 
録 者 数 中 ( 2016 22, 502 
20,000 | 年 12 月 人 (2018 
人 以上 | 未 時 点 ) | 年 3 月 
末 时 点 
実績 値 の 累計 
登録 者 
数 
33, 031 
人 ) 
達成 度 2 
日 本 語 能力 試験 受験 料 
収支 バラ ンス 収入 
1, 032, 1 
89 千 
]、 文 出 
807, 321 
千 円 
日 本 語 能力 試験 平成 24 | 580, 704 
海外 受験 者 数 て 27 年 | 人 
度 の 実 
績 平均 
値 
452, 056 
人 
< 目標 水準 の 考え 方 > 
〇 以下 の 指標 に つい て は 、 前 期中 期 目標 期間 で 達成 し た 水準 以上 を 目指 す 考 え か ら 、 前 期 実績 の 




































































年 間 平 均 以 上 を 数 値 目 標 と し て 設定 。 
本 語 教 育 機関 支援 (助成 ) の 実施 国 数 
A 

務 所 の 主催 助成 事業 件 数 
004 [ 修 の 参加 者 数 

・ 日 本 語 教 材 及び 日 本 語 教育 情報 に 関す る ウェ ブサ イト の アク セス 数 
・ 日 本 語 能 力 試 験 実施 国 グ 都市 数 
成 25 年 度 よ り 販 売 開始 され た 日 本 語 教材 「 ま る ご と 」 に つい て は 、 平 成 25 年 度 一 27 年 度 の 
績 平均 を 上 回 る 数 値 目 標 と する 。 

〇 平成 28 年 度 より 開始 され た e ラー ニン グ に つい て は 、 平 成 28 年 12 月 末 時 点 の 登録 者 数 を 上 回 
る 数 値 目標 と する 。 





































































































可 | 





















































内 
へ 
i 




































































< 目標 達成 に 影響 を 及ぼ す 外 部 要因 > 
〇 各国 ・ 地 域 の 教育 制度 の 変更 な ど に 影響 を 受け る 可能 性 が ある 。 
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② 主 要 な イン プッ ト 情 報 (財務 情報 及び 人 員 に 関す る 情報) 

















平成 平成 平成 平成 平成 
29 年 度 30 年 度 31 年 度 32 年 度 33 年 度 


































































































予算 額 ( 千 円 ) 5, 747, 734 
決算 額 ( 千 円 ) 5, 202, 715 
経常 費用 ( 千 円 ) 5, 270, 430 
経常 利益 ( 千 円 ) 224, 063 
行政 サー ビス 実施 コス ト 本 
(加 ) 3 

従事 人 員数 47 


























3 一 1. 各 事 業 年 度 の 業務 に 係る 目標 、 計 画 、 主 な 評価 指標 


























【 中 期 目 標 】 

イ 海外 に お ける 日 本 語 教育 ・ 学 習 基盤 の 整備 
海外 に お ける 日 本 語 教育 は 、 日 本 文化 を 始め と する 我が国 へ の 理解 を 深め 、 か つ 、 我 が 国 と 各 

国 ・ 地 域 と の 交流 の 担い 手 を 育て 、 友好 関係 の 基盤 を 強化 する 上 で 極め て 重要 で ある た め 、 各 国 ・ 

地域 の 行政 機関 や 主要 な 日 本 語 教育 機関 と 連携 を 取り つつ 、 日 本 語 教 育 が 定着 し 、 自 立 的 ・ 継 続 

的 に 発展 し て いく 素地 と し て の 基 上 盤 整備 事業 を 中 心 に 実施 する 。 事業 実 施 に 当たっ て は 、 i 

地域 の 状況 等 を 反映 し た 適切 な 方 針 を 予め 作成 する こと に よ 業 の 効果 的 ・ 効 率 的 実施 に 

め る 。 
















































































































































































( ア ) 海外 の 日 本 語 教 育 環 境 の 整備 

海外 に お いて 、 質 が 高く 安定 し た 日 本 語 教育 が 広く 実施 され る よう 、 日 本 語 専 門 家 を 基金 海 
外事 務 所 や 海外 の 日 本 語 教 育 中 核 機関 等 に 派遣 し 、 各 国 ・ 地 域 の 主要 な 日 本 語 教育 機関 に 対し 
て 教育 カリ キュ ラム や 教材 に 関す る 指導 ・ 助 言 等 を 行う と と も に 、 各 機関 が 日 本 語 教育 を 継続 
する た め に 必要 な 教師 の 雇用 や 教材 調達 、 日 本 語 教育 関連 イベ ン ト の 開催 に 必要 な 経費 等 の 
(0 また 、 海 外 に お ける る 日 本 語 教 師 の 技 E 向 上 を 図る た め 、 各 国 ・ 地 域 の 教師 に 対 
する 研修 NR ク を 強化 し 、 教 授 法 や 教材 
等 の 情報 共有 や 相互 協力 を 促す 。 更に 、 各 国 ・ 地 域 に お ける 日 本 語 教 育 の 開始 や 継続 実施 を 後 
押し する た め 、 必 要 に 応じ 、 在 外 公館 と 連携 し つつ 、 a 業 を 活用 し た 教育 機関 や 行政 
機関 等 へ の 働き か け を 行う 。 
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( イ ) 海外 に お ける 日 本 語 教授 法 及 び 日 本 語学 習 者 の 能力 評価 の 充実 

外国 語 教 育 の 国際 標準 を 踏 3 し た 上 FE 語 教育 スタ ンダ ー ド 」 に 基づく カリ 
キュ ラム や 教材 の 利用 を 促し 、 海 外 に お ける 日 本 語 教育 の 充実 を 図る 。 ま た 、 日 本 語 を 母語 
し な い 学 習 者 の 日 本 語 能 力 測定 ・ 評 価 の 手段 と し て 、 各 国 ・ 地 域 で 利用 され 、 世 界 最大 の 受験 
者 数 を 抱え る 日 本 語 能 力 試 験 に つい て 、 引 き 続 き 効 果 的 ・ 効 率 的 に 実施 し 、 収 支 の 安定 と 受験 
者 数 の 増加 を 図る 。 

更に 、 各 国 ・ 地 域 の 日 本 語 教育 及び 学習 環境 に 即 し た 






























































































































































































































































業 を 適切 に 行う た め 、 ま た 、 日 本 語 
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教育 活動 の 活性 化 に 資す る よう 、 全 世界 を 対象 に し た 日 本 語 教育 事情 ・ 学 習 調査 を 行い 、 情 報 
を 広く 提供 する 。 

【 中 期 計画 】 
イ 海外 に お ける 日 本 語 教育 ・ 学 習 基盤 の 整備 

海外 に お ける 日 本 語 教育 に つい て は 、 各 国 ・ 地 域 の 行政 機関 や 主要 な 日 本 語 教育 機関 と 連携 を 取り 
つつ 、 日 本 語 教 育 が 定着 し 、 自 立 的 ・ 継 続 的 に 発展 し て いく 素地 と し て の 基盤 整備 を 中 心 に 据え る 。 
業 の 実施 に 当たっ て は 、 各 国 ・ 地 域 の 状況 等 を 反映 し た 適切 な 方 針 を 予め 作成 する こと に より 、 






































































































































































































































































































































業 の 効果 的 ・ 効 率 的 な 実施 に 努め る 。 
( ア ) 海外 の 日 本 語 教育 環境 の 整備 
海外 に お いて 質 が 高く 安定 し た 日 本 語 教 育 が 広く 実施 され る よう 、 主 に 次 の 事業 を 行う 。 
・ 日 本 語 専門 家 の 海 外 派遣 
各国 ・ 地 域 に お ける 日 本 語 教 育 の 維持 ・ 発 展 に 不可 欠 な 、 日 本 語 教 育 機関 や 教師 に 対す る 助言 、 
教育 カリ キュ ラム 策定 や 教材 開発 へ の 協力 等 を 行う た め 、 日 本 語 専 門 家 を 長期 又は 短期 で 海外 に 派 
遣 する 。 派遣 事業 実施 に 当たっ て は 、 派遣 する 日 本 語 専 門 家 の 確保 が 困難 に な っ て いる 状況 を 踏ま 
え 、 日 本 国内 の 教育 関係 機関 と の 連携 を 深め る 。 
・ 各 国 日 本 語 教師 を 対象 に し た 研修 の 実施 
日 本 語学 習 者 の 関心 ・ ニ ー ズ も 反映 し た 質 の 高い 日 本 語 教育 を 促進 する た め 、 各 国 ・ 地 域 の 日 本 
語 教師 に 対す る 研修 を 日 本 国内 及び 海外 で 実施 する 。 実 施 に 当たっ て は 、 日 本 国内 外 の 機関 と の 連 
携 ・ 協 力 に 努め る 。 
・ 日 本 語 教 育 機 関 に 対す る 活動 助成 、 ネ ットワーク 形成 支援 
日 本 語 教 師 養成 機関 等 、 各 国 ・ 地 域 に お いて 日 本 語 教 育 の 普及 に 中 核 的 な 役割 を 果たす 日 本 語 






























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































育 機 関 が 活 動 を 継続 する た め に 必要 な 教師 給与 助成 、 教 材 制 作 ・ 購 入 助成 、 教 育 関連 事業 実施 助成 
等 を 行う 。 
・ 日 語 育 。 学習 の 奨励 

各国 ・ 他 域 の 行政 機関 や 教育 機関 に 対し 、 日 本 語 教 育 の 新た な 開始 や 継続 実施 を 促す た め 、 我 が 
国 へ の 招へい を 含め 政策 決定 者 ・ 教 育 関係 者 へ の 不断 の 働き か け を 行う 。 ま た 、 各 国 ・ 地 域 の 日 本 
語 教 育 の 振興 を 図る た め 、 学 習 者 研修 等 の 学習 奨励 を 行 う 。 
・EPA に 基づく 訪日 前 日 本 語 研修 の 実施 

イン ド ネ シア 及び フィ リピ ン と の 政府 間取り 決め に 即 し 、 両 国 か ら の 看護 師 ・ 介 護 福 祉 士 の 受入 
れ を 促進 する た め 、 候 補 者 に 対す る 訪日 前 の 日 本 語 研修 を 各国 で 行う 。 
BEST 

より 一 層 の 日 本 語 普 及 の た め に は 、 日 本 語学 習 者 の 利便 性 向上 に 上 繋が る 教育 内 容 の 国際 標準 化 
と 、 学 習 奨励 に も 資す る 能 | こ な る こと か ら 、 主 に 次 の 事業 を 行う 。 
・ 日 本 語 教 授 法 に 関す る 情報 発信 と 素材 の 提供 

基金 が 、「 ヨ ー ロ ッ パ 言語 共通 参照 枠 (CEFR) 」 の 考え 方 を 基礎 に 作成 し た 「JE 日 本 語 教育 スタ ン 
ダー ド 」 が 日 本 国内 外 の 教育 関係 者 に より 活用 され る よう 、 日 本 語 教 材 「 ま る ご と 」 の 利用 促進 に 
努め る と と も に 、 モ デル 講座 や イン ター ネッ ト を 活用 し た 情報 発信 と 素材 提供 を 行 う 。 
・ 日 本 語 能 力 試 験 の 実施 

海外 の 日 本 語学 習 環境 の 整備 の た め 、 日 本 語学 習 者 の 日 本 語 能 力 を 測定 し 認定 する 日 本 語 能 力 試 
験 を 実施 する 。 
・ 海 外 に お ける 日 本 語 教 育 ・ 学 習 に 関す る 調査 実施 と 情報 の 提供 

日 本 語 教育 活動 の 活性 化 に 資す る よう 、 全 世界 を 対象 に し た 日 本 語 教育 ・ 学 習 調査 を 行い 、 そ の 
結果 に つい て は ウェ ブサ イト 等 を 通じ て 情報 を 広く 提供 する 。 


・e ラー ニン グ の 開発 ・ 運 党 
本 語学 習 に より アク セス し や すく な る よう 、 日 


日 











グ コ ー ス や 教材 を 開発 ・ 


な ど を 図 
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アト 
留意 


点 】 


SINA 



































り 、 登 録 者 数 増加 を 目指 す 。 








本 語 を 学ぶ こと の で きる 日 





= 五 だ ろ コ ァ ーー こ 、ー ヽ 
本 語学 習 e ラ 一 -一 




















提供 する 。 コ ー ス の 運営 に 当たっ て は 、 コ ユン テン ツ の 充実 化 や 多 


言語 対応 
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上 記 業 の 実施 に 当たっ て は 、 以下 の 点 に 留意 する 。 
a. 各国 ・ 地 域 の 状況 等 を 反映 し た 適切 な 方 針 に より 












































業 の 効果 的 ・ 効 率 的 実施 に 努 


め 、 内 容 や 


実施 の 規模 に つい て 毎年 度 見 直し を 行う 一 方 、 教 師 育成 や 教育 カリ キュ ラム ・ 教 材 作成 等 に お い 























て は 中 期 的 な 関与 が 必要 と な る た め 、 こ れ ら の 事業 の 安定 性 ・ 継 続 性 に 配慮 する 。 





























b. 日 本 語 能 力 試 験 の 実施 に 当たっ て は 、 収 文 を 安定 させ る た め 、① 受 験 料 に よる 現地 機関 収入 の 



































み で の 現地 経費 支弁 の 徹底 、 ② 現 地 収 支 剰余 金 の 基金 へ の 還 元 の 促進 、 ③ 適 切な 受益 者 負担 の 観 
点 か ら の 現地 の 情勢 も 踏ま えた 適切 な 受験 料 設 定 を 行う 。 ま た 、 受 験 者 数 に つい て は 前 年 度 の 実 













































































績 等 を 踏ま えて 毎 A SN より 受験 者 数 の 増加 を 図る 。 









































C. 


























つの 評価 を 得 た 割合 を 評価 対象 と する 。 

















業 の 実施 

















業 効果 を 確認 する た め に アン ケー ト を 実施 する 場合 は 、 5 段階 評価 で 中 央 値 を 除外 し た 上 位 2 





に 配慮 する 。 


























d 「 文 化 の WA ( 和 ・ 環 ・ 輪 ) プロ ジェ クト ~~ 知り 合う アジ アー~」 に 資す る 











【 年 度 計画 】 
イ 海外 に お ける 日 本 語 教育 ・ 学 習 基盤 の 整備 


















































海外 に お ける 日 本 語 教育 に つい て は 、 各 国 ・ 地 域 の 行政 機関 や 主要 な 日 本 語 教 育 機 関 と 連携 を 取り 
つつ 、 日 本 語 教 育 が 定着 し 、 自 立 的 ・ 継 続 的 に 発展 し て いく 素地 と し て の 基盤 整備 を 中 心 に 据え る 。 






















































































業 の 実施 に 当たっ て は 、 各 国 ・ 地 域 の 状況 等 を 反映 し た 適切 な 方 針 を 作成 し 、 
的 な 実施 に 努め る 。 








( ア ) 海外 の 日 本 語 教育 環境 の 整備 








業 の 効果 的 ・ 効 率 


海外 に お いて 質 が 高く 安定 し た 日 本 語 教 育 が 広く 実施 され る よう 、 主 に 次 の 事業 を 行う 。 

















・ 日 本 語 専門 家 の 海外 派遣 








各国 ・ 地 域 に お ける 日 本 語 教 育 の 維持 ・ 発 展 に 不可 欠 な 、 日 本 語 教育 機関 や 教師 に 対す る 助言 、 





















































教育 カリ キュ ラム 策定 や 教材 開発 へ の 協力 等 を 行う た め 、 日 本 語 専門 家 を 長期 又は 短 』 





で 海外 に 派 
























































遣 する 。 派遣 事業 実施 に 当たっ て は 、 派遣 する 日 本 語 専 門 家 の 確保 が 困難 に な っ て いる 状況 を 踏ま 








え 、 日 本 国内 の 教育 関係 機関 と の 連携 を 深め る 。 
・ 各 国 日 本 語 教師 を 対象 に し た 研修 の 実施 
日 本 語学 習 者 の 関心 ・ ニ ー ズ も 反映 し た 次 の 高い 日 本 語 教育 を 促進 する た め 、 各 国 ・ 































































































地域 の 日 本 




















A OE NC ER CN 

















目標 を 11, 311 人 以上 と する 。 実施 に 当たっ て は 、 日 本 国内 外 の 機関 と の 連携 ・ 協 力 に 
・ 日 本 語 教 育 機関 に 対す る 活動 助成 、 ネ ットワーク 形成 支援 
日 本 語 教 師 養 成 機関 等 、 各 国 ・ 地 域 に お いて 日 本 語 教育 の : 
育 機関 が 活動 を 継続 する た め に 必要 な 教師 給与 助成 、 教 材 制作 
等 を 行う 。 平 成 29 年 度 は 、 日 本 語 教育 機関 支援 (助成 ) 
226 件 以上 の 助成 を 実施 する こと を 目標 と する 。 

・ 日 語 育 5 学習 の 奨励 
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こ 中 核 的 な 役割 を 果たす 日 本 語 
幕 入 助成 、 教 育 関連 事業 実施 助成 
業 に より 、 81 か 国 以上 の 国 に お いて 計 





各国 ・ 地域 の 行政 機関 や 教育 機関 に 対し 、 語 教 育 の 新た な 開始 や 継続 実施 を 促す た め 、 我 が 

















国 へ の 招へい を 含め 政策 決定 者 ・ 教 育 関係 者 へ の 不断 の 働き か け を 行う 。 ま た 、 各 国 ・ 












































語 教 育 の 振興 を 図る た め 、 学 習 者 研修 等 の 学習 奨励 を 行 う 。 
・EPA に 基づく 訪日 前 日 本 語 研修 の 実施 

イン ド ネ シア 及び フィ リピ ン と の 政府 間取り 決め に 即 し 、 両 国 か ら の 看護 師 ・ 介 護 福 
れ を 促進 する た め 、 候 補 者 に 対す る 訪日 前 の 日 本 語 研 修 を 各国 で 行う 。 








































































































基金 海外 





務 所 に お いて 202 件 以上 の 主催 
































( イ ) 海外 に お ける 日 本 語 教 授 法 及び 日 本 語学 習 者 の 能力 評価 の 充実 












































地域 の 日 本 





昌 祉 士 の 受入 


また 、 上 記 の 事業 を 現地 ニー ズ を 淫 み 取 りな が ら 迅 速 か つ 柔軟 に 展開 し て いく た め に 、 22 か 所 の 
業 、336 件 以上 の 助成 事業 の 実施 を 目指 す 。 








より 一 層 の 日 本 語 普 及 の た め に は 、 日 本 語学 習 者 の 利便 性 向上 に 繋が る 教育 内 容 の 国際 標準 化 

















と 、 学 習 奨励 に も 資す る 能力 評価 の 充実 が 重要 に な る こと か ら 、 主 に 次 の 事業 を 行 う 。 


・ 日 本 語 教 授 法 に 関す る 情報 発信 と 素材 の 提供 































































































基金 が 、「 ヨ ー ロ ッ パ 言語 共通 参照 枠 (CEFR)」 の 考え 方 を 基礎 に 作成 し た 「JF 日 本 


千 教 育 ス タン 

















ダー ド 」 が 日 本 国内 外 の 教育 関係 者 に より 活用 され る よう 、 日 本 語 教 材 「 ま る ご と 」 の 利用 促進 に 












































努め る と と も に 、 モ デル 講座 や イン ター ネッ ト を 活用 し た 情報 発信 と 素材 提供 を 行 う 。 平 成 29 年 
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度 は 、 日 本 語 教材 及び 日 本 語 教育 情報 に 関す る ウェ ブサ イト へ の アク セス 数 の 目標 を 24, 190, 680 
件 以上 と する 。 ま た 、 日 本 語 教 材 「 ま る ご と 」 の 販売 部 数 を 50, 000 部 以上 と する た め 、 広 報 等 を 
実施 し 利用 を 促進 する 。 
・ 日 本 語 能 力 試 験 の 実施 
日 本 語学 習 者 の 日 本 語 能 力 を 測定 し 、 認定 する た め の 試 験 事業 の 企画 ・ 立 案 、 作 題 、 実施 、 分析 、 
評価 及び 調査 を 行う 。 
平成 29 年 度 は 、 新 た な 実施 地 を 増やし 、82 か 国 ・ 地 域 、242 都市 で 実施 する 。 海 外 受 験 者 数 の 
目標 に つい て は 、 年 間 46 万 人 以上 と する 。 
また 、 受 験 料 に よる 現地 機関 収入 の み で の 現地 経費 支弁 の 徹底 、 現 地 収支 剰 余 金 の 基金 へ の 還元 
の 促進 、 現 地 の 情 勢 も 踏ま えた 適切 な 受験 料 の 設 定 を 行い 、 収 支 の 安定 に 努め る 。 
・ 海 外 に お ける 日 本 語 教育 ・ 学 習 に 関す る 調査 実施 と 情報 の 提供 
日 本 語 教育 活動 の 活性 化 に 資す る よう 、 全 世界 を 対象 に し た 日 本 語 教育 ・ 学 習 調査 を 行い 、 そ の 
結果 に つい て は ウェ ブサ イト 等 を 通じ て 情報 を 広く 提供 する 。 
・e ラー ニン グ の 開発 ・ 運 営 
日 本 語学 習 に より アク セス し や すく な る よう 、 日 本 語 を 学 選 こと の で きる 日 本 語学 習 e ラー ニン 
グ コ ー ス や 教材 を 開発 ・ 提 供する 。 コ ー ス の 運営 に 当たっ て は 、 コ ユ コンテンツ の 充実 化 や 多 言語 対応 
な ど を 図り 、 登 録 者 数 増加 を 目指 し 、 平 成 29 年 度 は 、e ラー ニン グ 登 録 者 数 の 目標 を 12, 000 人 と 
する 。 
【 主 な 評価 指標 】 
( ア ) 海外 の 日 本 語 教育 環境 の 整備 関連 の 指標 
【指标 2 一 1 】 日 本 語 教 育 機関 支援 (助成 ) の 実施 国 数 年 間 81 か 国 以上 (平成 24 て 27 年 度 の 実 
績 平均 値 81 か 国 ) 
【 指 標 2ー 2 】 日 本 語 教 育 機関 支援 (助成 ) の 件 数 年 間 226 件 以上 (平成 24~27 年 度 の 実績 平均 
値 226 件 ) 
【 指 標 2ー 3 】 基 金海 外事 務 所 の 主催 助成 事業 件 数 年 間 主催 202 件 助成 336 件 以上 (平成 24 
て 27 年 度 の 実績 平均 値 主催 202 件 ノ 助成 336 件 ) 
【 指 標 2ー 4】 日 本 語 教師 研修 の 参加 者 数 年 間 11, 311 人 以上 (平成 24~27 年 度 の 実績 平均 値 
11, 311 人 ) 
(関連 指標 ) 
・ 海 外事 務 所 主催 事業 参加 者 数 (平成 24 て 27 年 度 の 実績 平均 値 100, 869 人 ) 
・ 日 本 語学 習 者 数 (海外 日 本 語 教育 機関 調査 ) (2015 年 調査 結果 3, 655, 024 人 ) 
・ さ くら ネッ トワ ー ク メン バー 数 国 数 (平成 27 年 度 未 時 点 284 団体 プ 91 か 国 ) 
・ 日 本 語 専 門 家 派遣 ボス ト 数 (平成 24~27 年 度 の 実績 平均 値 143 ポス ト ) 
・ 看 護 師 ・ 介 護 福祉 士 候補 者 日 本 語 予 備 教育 の 参加 者 数 (平成 24 て 27 年 度 の 実績 平均 値 864 人 ) 
業 参加 者 ・ 助 成 対象 機関 ・ 専 門 家 派遣 先 等 アン ケー ト 「 有 意義 度 」 項目 の 5 段階 評価 で 上 位 
2 つの 評価 を 得る 割合 
・ 研 條 事業 参加 者 アン ケー ト 「 日 本 語 教授 法 へ の 理解 向上 」「 学 習 意 欲 向 上 」 項目 の 5 段階 評価 
で 上 位 2 つの 評価 を 得る 割合 
( イ ) 海外 に お ける 日 本 語 教 授 法 及 び 評 価 の 充実 関連 の 指標 
【 指 標 2ー5】 日 本 語 教材 及び 日 本 語 教育 情報 に 関す る ウェ ブサ イト の アク セス 数 年 間 
24, 190, 680 件 以上 (平成 24~27 年 度 の 実績 平均 値 24, 190, 680 件 ) 
【指标 2 一 6 】 日 本 語 教 材 「 ま る ご と 」 使用 国 ノ 販売 部 数 中 期 目標 期間 中 52 か 国 ・ 地 域 プ 200,000 
部 以上 (使用 国 : 平成 27 年 度 末 時 点 49 か 国 ・ 地 域 、 販売 部 数 : 平成 25~27 年 度 実 績 平均 33, 195 
部 ) 
【 指 標 2ー 7 】 日 本 語 能 力 試 験 実施 国 プ 都市 数 年 間 65 か 国 ・ 地 域 211 都市 以上 (平成 24~27 年 
度 の 実績 平均 値 年 間 65 か 国 ・ 地 域 211 都市 ) 
【指标 2 一 8 】e ラ ー ニ ング の 登録 者 数 中 期 目 標 期 間 中 20, 000 人 以上 (平成 28 年 12 月 末 時 点 6, 141 
人 ) 
(関連 指標 ) 
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試験 収 文 バ ラン ス 
試験 海外 受験 者 数 (平成 24 一 27 年 度 の 実績 平均 値 452, 056 人 ) 
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3 一 2. 業務 実績 
(1 ) 海外 の 日 本 語 教育 環境 の 整備 
海外 に お いて 質 が 高く 安定 し た 日 本 語 教育 が 広く 実施 され る よう 、 各 国 の 日 本 語 教育 基盤 を 強化 す 
る た め 、 主 に 次 の 事業 を 行っ た 。 





















































ア . 日 本 語 専 門 家 等 の 海外 派遣 

日 本 語 教 育 カ リキ ュ ラ ム や 教材 作成 の 助言 、 現地 教師 の 育成 、 日 本 語 授業 の 支援 な ど を 目的 と し て 、 
日 本 語 専門 家 (上 級 専 門 家 ン 専門 家 ノ 指導 助手 ) を 41 か 国 120 ポス ト 、 米国 を 対象 と し た 若手 日 本 語 
教員 -LEAP) を 20 人 派遣 し た 。 
例え ば 、 中 央 アジ ア の トル ク メ ニ スタ ン に お いて は 、 近 年 日 本 語 教 育 へ の ニー ズ が 急速 に 拡大 し て 
いる が 、 同 国 に 派遣 され た 日 本 語 上 級 専 門 家 及 び 指 導 助 手 は 、 現 在 、 約 1, 000 人 の 生徒 が 授業 で 活用 
し て いる 初等 ・ 中 等 教育 向け の 教科 書 と 補助 教材 制作 の 中 核 的 な 役割 を 担い 、 ト ルク メニ スタ ン の 日 
語 教育 の 今後 の 発展 の 基盤 作り に 大 きく 頁 献 し た 。 
フラ ンス で は 2016 年 5 月 に 中 等 教育 の 正規 教員 採用 試験 (CAPES) 日 本 語 部 門 が 新設 され 、 日 本 語 
教員 の 地位 向上 と 中 等 教育 に お ける 日 本 語 コ ー ス 定着 に 向け た 環境 が 整っ て き て いる 。 そ の 動き を 後 
押し する た め 、 パ リ 日 本 文化 会 館 に 派遣 され た 日 本 語 上 級 専門 家 、 日 本 語 専門 家 及 び 指 導 助 手 の 主導 
で 日 本 語 教 師 研修 会 や 日 本 語 教 育 専攻 学生 へ の イン ター ンシップ 、 訪 日 研修 を 実施 し 、 仏 教育 省 、 日 
本 国 大 使 館 、 高 等 ・ 中 等 教育 機関 と の 連携 を 強化 する と と も に 、 同 試験 の 確実 な 実施 に 向け て 働き か 
け を 行い 、 2017 年 6 月 に は 第 1 号 と な る 3 人 の 正規 中 等 日 本 語 教員 を 生み 出す に 至っ た 。 同年 5 月 か 
ら 11 月 に は 、 大 学 学部 生 に 加え 、 日 本 語 教 師 を 目指 す 大 学院 生 に まで 対象 を 拡大 し て 訪日 研修 、 イ ン 
ター ンシップ 、 教 授 法 集中 研修 を 実施 し 、 よ り 一 層 の CAPES 受験 者 層 拡 大 に 向け た 取り 組み も 行っ た 。 
米国 に つい て は 、 官邸 に 設置 され た 「 グ ラス ルー ツ か ら の 日 米 関係 強化 に 関す る 政府 タス ク フ ォ ー 
又 | が 2017 年 7 月 に 策定 し た 「 行 動 計画 」 に 基づき 、 米国 に お ける 草の根 レベ ル の 日 本 語 教 育 支援 プ 
ログ ラム を 新た に 立ち 上 げ 、 日 本 語 教 育 サ ポー ター の 派遣 に 向け て 必要 な 準備 作業 を 進め た 。 こ れ ま 
で 日 本 語 教 育 や 日 本 文化 紹介 事業 が 量 的 に 少な か っ た 米国 南部 ・ 中 西部 で 日 系 企業 が 円 滑 に 企業 活動 
を 行え る 環境 を 整備 する こと も 視野 に 、 日 本 語 教育 の 普及 ・ 定 着 に 取り 組む こと を 狙い と し て いる 。 



















































































































































































































































































































































































































































































































































































イ . 各国 日 本 語 教 師 を 対象 に し た 研修 の 実施 

国内 で は 日 本 語 国際 シン ター 及び 関西 国際 セン ター に お いて 、 海 外 で は 国際 交流 基金 海外 事務 所 及 
び 日 本 人 材 開発 セン ター 日 本 語 講座 部 門 (以下 「 日 本 セン ター」) に お いて 、 国際 交流 基金 の 専任 講師 ・ 
日 本 語 教育 専門 家 等 が 長年 の 経験 と 知識 を 活か し た 日 本 語 教 師 に 対す る 研修 を 実施 し た 。 
日 本 語 国際 セン ター 及び 関西 国際 セン ター で は 61 か 国 ・ 地 域 か ら の 様々 な 教育 段階 (中 等 教育 、 
高等 教育 等 ) の 日 本 語 教師 391 人 に 対し 研修 を 行っ た 。 訪 日 研修 参加 者 は 、 帰 国 後 、 教 壇 で の 指導 は 
も と より 、 日 本 語 教師 会 ネッ トワ ー ク の 創設 ・ 運 営 や 大 学 要職 へ の 就任 な ど 、 多 く の 研 修 参加 者 が 海 
外 の 日 本 語 教育 の 推進 や 日 本 語 教育 ネッ トワ ー ク の 牽引 役 と し て 活躍 し て いる 。 国 際 交 流 基金 海外 
務 所 及び 日 本 セン ター で は 、24 か 国 で 教師 研修 を 実施 し 計 11, 630 人 が 参加 し た 。 ま た 、 ア ジア セン 
ター の “日 本 語 パ ー ト ナー ズ " 派遣 事業 と 連動 し 、 日 本 語 パ ー ト ナー ズ の 受入 校 忠 受入 予定 校 の 現地 
人 日 本 語 教師 74 人 と 学生 21 人 に 対す る 訪日 研修 も 実施 し た 。 
2017 年 6 月 に 東京 で 開催 され た 第 23 回 国際 交流 会 議 「 ア ジア の 未来 」 に お いて 、 少 子 高 齢 化 に 有 
う 労働 人 口 の 減少 等 に 伴い 、 外 国人 人 材 に 対す る 日 本 語 教育 の 拡充 が 求め られ て いる こと を 背景 に 、 
安倍 総理 大 臣 が スピ ー チ の 中 で アジ ア 各 地 に 3 カ所 程度 の 日 本 語 教師 育成 拠点 を 設け る こと を 発表 し 
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た ほか 、9 月 の 安倍 総理 の イン ド 訪 問 の 際 に 』 
駆 穴 化 の た め 、 イ ンド に お ける 日 
まえ 、 イ ンド 等 に お いて 日 
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[JF 
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成 19 年 度 に 構築 
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さく ら ネ ットワーク メン バー を 中 心 に 、 教 師 給与 助成 、 教 材 
育 機関 支援 (助成 ) 





成 な ど 日 本 語 


本 語 教育 機関 に 対す る 活 





本 语 教育 



































語 教師 育成 





発展 に 寄与 する と 期待 され る 大 学 や 日 





























反り 交わ され た 日 
の 拡大 に 向け た 取組 を 行 2」 
業 を 強化 する た め の 準 備 作業 を 進め た 。 
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助成 、 ネ ットワーク 形成 支援 
に ほん ご ネッ トワ ー ク 」 (以下 、 ! き くぐら 5 ネッ トワ ー ク 」) は 、1 





共同 声明 に 
こと が 盛り 込ま れ た こと を 踏 


世界 各地 で 広く 日 


は 「 両 国 間 の 産業 協力 の 
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本 語 教育 の 

















本 語 教師 会 等 と の ネッ トワ ー ク 整備 ・ 
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活用 を 目的 と し て 

















され 、 平 成 29 年 度 末 時 点 で 92 か 国 ・ 地 域 288 機関 が メン バー と な っ て いる 。 











た め 、 国際 交流 基金 海外 

















助成 対象 
語 教師 の 会 が 201 





行政 ・ 企 業 関係 者 、 


件 ) を 2 倍 以 上 上 














日 本 語 


























日 本 語 人 材 の 採 / 





根 を 越え た 連携 の 重要 必 

















を 希望 する 企業 と 日 
E を 確認 し た 。 
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本 語 教育 ・ 























学 习 咏 上 大 

















業 を 89 が 民 


諸国 で 高まる 日 
回 シン ガボール 日 
日 本 語学 習 者 ら 200 人 以上 の 参 カ 
本 語 を 学習 する 大 学 4 


























・ 地 域 で 計 568 休 
務 所 に よる 助成 事業 を 拡充 し た こと に より 、 
回 る 支援 を 実施 し た 。 
業 の 一 例 と し て 、ASBAN 
7 年 12 月 に 実施 し た 「 第 2 
育 関係 者 、 








前 作 ・ 購 入 助成 、 教 育 関連 
E 実 施 し た 。 支援 の 機動 性 を 高め る 





業 実施 助 








人 ム 、 
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目標 の 目標 件 数 (226 














語 人 材 需 要 に 応え る た め に シン ガ ポ ボー ル 日 





本 语 教育 
































西国 際 セ ンタ ー で は 、 人 外交 官 ・ 公 務 員 (平成 28 年 度 か ら の 継続 実 











者 を 得 て 、 
E が 熱心 に 交流 を 深め る な ど 、 産 官学 の 垣 


施 分 35 か 国 38 人 、 平 成 29 年 
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国際 会 議 」 で は 、8 か 国 か ら 


対 議 が 行わ れ た 。 














度 新規 実施 分 34 か 国 34 人 ) 及び 文化 ・ 学 術 専 門 家 (継続 実施 分 10 か 国 17 人 、 新 規 実施 分 17 か 国 


35 人 ) を 対象 と する 専門 
た 。2018 年 4 月 現在 、 : 
ン ) が 大 使 と し て 在 日 公館 で 勤務 
各国 大 使 と の 
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業 を 計 230 伯 


頁 献 し て いる 。 
国際 交流 基金 海外 





務 所 及び 日 





た め 、 さ くら ネッ トワ ー ク 支援 


国立 高校 の 教師 ・ 
クラ ス に 

















E 実 施 し た 。 ま た 、 














生徒 計 37 人 の 訪 


加 し た 。 








オ . EPA に 基づく 
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日 前 











習得 を 目的 と する 








本 語 能 




















日 本 語 研修 の 実施 
イン ド ネ シア 及び フィ リピ ン に お いて 、 日 
就労 に 必要 な 日 





























日 本 語 研 修 や 、 71 か 国 ・ 地 域 238 人 の 学習 者 等 を 対象 と する 
修 修了 者 の うち 4 人 (トン ガ 、 カ ザ フ ス タン 、 ル ー マ ニ ア 、 パ キス タ 
E で あり 、 2017 年 12 月 18 
食 会 に も 出席 し た 。 対 日 











日 に 開催 











本 セン ター で は 、 各 地 で スピ ー チ コン テス ト 定 日 
前 年 度 に 続き 、 中 等 教育 レベ ル で の 日 
「 日 本 語 ス タデ ィ ツ アー」 を 実施 し 、 イ ンド ネシア の アン バラ リブ 第 1 
日 を 支援 し た 。 そ の 結果 、 同 校 で は 

















され た 安倍 総 
外交 に 携わる 人 材 育成 や 諸 外 国 と の 外交 関係 ・ 交 流 














修 等 を 実施 し 








大 臣 と 日 本 語 











本 語 キ ャ ンプ な ど 








本 語 教育 の 継続 実施 を 促す 


日 本 語 ク ラス が 4 クラス か ら 5 


本 に 受け 入れ る 看護 師 ・ 介 護 福 祉 士 候補 者 を 対象 に 、 来 
語 予備 教育 を 6 か 月 間 実 施し た 。2016 年 11 月 に 開 





始 し た 継続 分 (2017 年 5 月 終了 ) で は 両国 合計 649 人 (イン ド ネ シア : 326 人 、 フィ リピ ン : 323 人 ) 、 


2017 年 11 月 に 開始 し た 新 
イリ ピン : 317 人 ) に 研修 を 行っ た 。 な お 、 








賜 分 (2018 テ 








E 5 月 終了 ) で は 両国 合計 646 人 (イン 








日 本 车 

















内 で の 就労 後 3 年 以 内 下 DOD 合 格 公 期待 辫 扎 召 医 


让 > 了 :329 人、 了 
了 




















試験 の 累積 合格 者 数 は 、 看 護 師 で は イン ド ネ シア が 159 人 、 フ ィ リ ピン が 137 人 、 介 護 福 祉 士 で は イ 





ン 








介護 福祉 士 数 拡大 に 寄与 し て いる 。 


WEB 版 の み だ っ た 「 外 国人 の た め の 看 
籍 を 2017 年 11 月 に イン ド ネ シア 大 学 








ネシア が 392 人 、 フ ィ リ ピン が 238 人 と な っ て お り 、 












































護 の 現場 で 必要 な 
学習 に 役立て で られ る こと が 期待 




















) 



































・ 介 護 用 語 


HH 
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訪日 前 日 本 語 教育 











日 本 語 で ケア ナ 





ビ 」 の イン ド ネ シア 語 
出版 より 出版 し し イン ター ネッ ト 環 境 が な い 場 所 で も 看護 ・ 介 
] 語 を 容易 に 確認 で きる よう に な っ た 。 今後 、 看 護 師 ・ 介 護 福 祉 士 候補 者 の 日 
され る 。 


は これ ら 2 か 国 の 看護 師 ・ 








放 書 








計 五 
ロロ 





カ . 複合 的 ・ 中 長期 的 な 働き か け ! 
( ア ) アジ ア 地 域 に お ける 中 
























































こよ る 成果 の 発現 事例 
等 教育 レベ ル で の 日 本 語 教育 導入 
東南 アジ ア 地 域 で は 1980 年 代 に 一 部 の 国 で 後期 中 等 教育 

















課程 (日 本 の 高校 に 











に 相当 ) の 第 二 外 国 








語 と し て 日 本 語 科目 が 採用 され る 動き が 起こ っ た が 、 国 際 交 流 基金 は 相手 国 の 教育 関係 者 と 共に 現 


地 で 日 
















































































等 教育 











ンマ ー の 3 か 国 の み で ある 。 
特に 、 








教材 を 活 / 


2015 年 9 





イン ド ネ シア 、 タ イ 、 ベ ベト ナム の 中 等 教育 で 
流 基 金 が 現地 関係 者 と 共に 開発 し た 日 本 語 教材 が 広く 使 
| し て 現地 教師 の 技能 向上 を 目的 と し た 
ラオ ス で は 、 ビ エン チャ ン 特 別 市 内 の 中 等 教育 機 
月 に 1 校 、2016 年 9 月 に 2 校 で 日 本 語 
ュ ラ ム や や 教科 書 の 開発 を 行う ラオ ス 教 育 ス ポー ツ 3 


























Y[ 























人 の 専門 


人 を 対象 と し た 教師 研修 を 実施 し た 。 日 本 語 
2 年 生 向け 教科 書 試行 版 が 完成 し て いる 。 あわ 
り 1 人 
校 で は 2014 年 まで 日 本 語 教 育 が 全く 行わ れ て いな か っ た が 、 こ 
日 本 語学 習 者 数 は 416 人 に まで 拡大 し た 。 
本 語 NM 


2017 年 9 月 学期 開始 時 点 で 
ミャンマー で は 、 学 習 ニ ー ズ の 高まり で 日 

















授 の 知識 ・ 


て いる 日 


成 26 














家 の 短 期 派遣 を 行い 、 中 等 教育 向 












































語 教 育 が 正規 の 教育 












































修 な ど を 定期 
関 3 校 が 日 本 語 

















育 が 開始 され た 。 


向 に 行っ て 
教育 の パイ ロ 
国際 交流 基 











語 教師 を 養成 し た り 、 教 科 書 を 新た に 作成 し た りす る な ど 、 積 極 的 な 支援 を 継続 し て 行っ 
た 。 そ の 結果 、1990 年 代 以降 、 多 く の 国 で 
り 、 大 幅 な 日 本 語学 習 者 数 の 


課程 に 取り 入れ られ る よう に な 
加 を 見 る に 至っ た 。 2018 年 3 月 末 時 点 で 、ASEAN10 か 国 の 中 で 、 中 
課程 で 正規 科目 と し て の 日 本 語 教 育 の 実施 され て いな い 国 は 、 カ ン ボ ジア 、 ブ ルネ イ 、 ミ ャ 


* は 、 各 国 の 教育 カリ キュ ラム に 即 し て 国際 交 
われ て お り 、 国 際 交 流 





基金 で も 、 こ れ ら の 
いる 。 





ッ ト 校 に 指定 され 、 
金 は 、 教 育 カ リキ 












































け 日 本 語 





で 


教科 書 の 開発 と 











教育 科学 研究 所 に 、 平 成 28 
日 本 語 教 育 パ イロ ッ ト 校 3 校 13 
科 書 に つい て は 、 既 に 中 等 1 年 生 向け 教科 書 正規 版 、 
パイ ロッ ト 校 に 対し て 、2 人 (平成 28 年 度 よ 























年 度 に 引き 続き 、2 

















) の 日 本 語 パ ー ト ナー ズ を 派遣 し て 教師 ・ 学 習 者 文 援 を 行っ た 。 ラ オス の 公立 中 等 教育 学 
















































































4 年 間 で 延べ 約 860 人 に 達し て いる 。 


スリ ラン カ で も 、 学 習 者 が 増加 傾向 に あり 、 特 に 中 等 教 
同国 で は 、2015 年 に 上 級 中 学校 、2017 年 
の ケラ ニア 大 学 に 派遣 し て いる 日 本 語 専門 家 は 、 同 大 学 の 教師 や 
本 語 科 目 の 教材 ・ 副 教材 の 改訂 に 昨 
』 成 ) プロ グラ ム も 活用 し て 、2017 年 6 月 に は 


教育 の 日 
援 9 













































































の 11 
れ た 。 








同 





















































経験 が 不足 し て いる 教師 も 多い 。 この 課題 
PD な 2 マン ダン レー 日 
年 度 の 開始 以来 、 聴 講 型 か ら 参 加 型 の セミ ナー へ の 転換 や 教師 間 の ネッ トワ ー キ ング 構築 に 
力点 を 置き 、 同 国 に お ける 最も 貴重 な 教師 





















































こう し た 複合 的 な 働き か け の 結果 、 





加 し て いる が 、 日 本 語 能 力 や 日 本 語 


に 対応 すべ く 、 ヤ ン ゴ ン 外 国語 大 学 ( 時 














教材 は 現在 教育 省 の 認定 待ち で ある が 、 誰 定 後 は 日 本 語 




















語 こ よる 異 文化 コミ 





修 の 場 と な っ て いる 。 受講 者 数 は 毎 














に 高校 の シラ バス が 改定 され た こと に 











語 教 師 セ ミ て ナー 上 よく 平 


ト 





け 


年 拡大 を 続け 過去 








育 課程 で の 学習 ニー ズ が 高まっ て いる 。 


と 伴い 。 ス リラ ンカ 


関係 者 と 協力 し 、 2015 年 か ら 中 等 
芭 疙 きた 。 国際 交流 基金 の 海外 日 本 語 教 育 機関 支 
ュ ニ ケー ショ ン の 教材 














i NN NR 
育 が 行わ れ て いる 中 等 教育 機関 























( 約 70 校 ) で 使用 され 、 同 国 の 多く の 日 本 語学 習 者 に 活用 され る 教材 と な る こと が 見 込ま れ て い 


る 。 








( イ ) 英国 に お ける 初等 教育 で の 日 本 語 教育 





や 教材 | 


欧州 地域 で は 多 文 化 主 
く 、 国 際 交 流 基金 は 、 外 国語 選択 科目 の 中 で 日 本 語 
骨 作 支援 、 教 育 行政 関係 者 へ の 働き か け 





中 で も 


多く 、 









































義 の 観点 か ら 外 国語 

















拡大 





























状 地 域 へ の 情報 発信 力も 大 きい こ 

















欧州 地域 内 で 最大 規模 の 日 本 語学 習 者 数 を 有する 英国 は 
欧 








こと を 踏ま 























育 を 重視 する 教育 カリ キュ ラム を 採用 する 国 が 多 








* 採 用 され や すく な る よう 、 カ リキ ュ ラ ム 作 成 





+ す など を 継続 的 に 行っ て きた 。 








まえ 、 積 極 的 な } 








、 進 出 日 系 企業 数 も 在留 邦人 数 も 





人 








月 の 新 学 期 か ら 、 イ ング ラン ド の 公立 初等 教育 機関 の 3~6 年 生 で 
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外国 語 教育 


* 義 務 化 さ れ た こ 


を 重視 し 、 


2 个 


を 日 
イト 上 で の 多 言 』 


を 受け 、 国 際 交 流 尋 


っ た 。2017 和 








まっ た 約 
日 








= 


一 





年 3 月 に は イン グラ ンド 中 音 
パラ リン ピッ ク を 視野 に 入れ た 「 コ ヴェ ント リー 子ども 大 使 
本 の 文化 ・ ス ポー ツ を 体験 


本 語学 習 に 取り 組み 盛り 上 げ て いく か 話し 合わ れ た 。 





基金 で は 初等 教育 向 
教育 
の 都市 ユ コ ヴェン 


け 教 材 

















E9 月 に は 初中 等 














250 人 の 児童 が 日 本 語 や 日 











2 


a 


スコ ッ ト 


外国 語学 習 を 開始 し 、5 年 生ま 

















の 機 を 捉え 
係 者 を 日 
を 持ち や す 











本 に ] 














ラン ド で は 2021 朋 





関係 者 を 対象 に し た オン ライ ン 日 


E か ら の 本 格 実施 を 目指 し 、 初 等 教育 





を 開発 し 、 日 








トリ ー で 地元 小学 校 等 と 











本 語 科 目 導入 を 促す 様々 な 働き か け を 行 
コー ス 人 





2018 





田 














EE 
し 、 今 後 そ れ ぞ れ の 学校 で どの よ 











1 




















で に 2 つ 





の 外 医 


三 五 心包 习习 
語学 習 




















本 語 科 目 導 入 を 推進 する た め 
招へい する アド ボカ シー 
日 本 語 ・ 


日 




















動物 を 題材 に し た 日 


施す る な ど 初 中 等 学校 へ の 支援 活 








これ ら の 
度 だ っ た が 、 


( ウ ) 教材 制作 、 弁 論 





東欧 地域 
る CEFR ( ヨ 
域 で 先駆 け 
し て 2011 有 














取組 の 結果 、 日 
2017 年 に は 100 校 以 上 に 拡大 
























































本 語学 習 者 数 が 上 位 に 


所 言語 共通 参 


と な る CEFR 準拠 教材 「 で きる 1、 
E 及 び 2012 年 に 開 


の な か で 日 


ロ ツノ パパ 





























ーー 



































デザ イン 性 
し 、2017 年 4 月 よ 


を 受賞 
関 が 、 定価 
で ハン ガリ 
いる 。 

SS 



































交流 活動 の 一 


東 
E 義 と 経済 発展 の た め の 機 構 (GUAM) | 
環 と し て 実施 され て いる 「GUAM 諸 医 











) 








0 公教 育 





、 カ リキ ュ ラ ム 決 定 
業 を 
本 理解 教材 開発 プ 
トワ ー ク メン バー の エディ ン バ ラ 大 学 が 小 中 学 校 の 教師 等 を 対象 と する 日 
ョ ッ プ を 実 】 
発 と な っ た 。 





給 大 会 等 へ の 継続 文 援 を 通じ た 日 


照 枠 ) の 考え 方 に 基づく 外国 語 
際 交 流 基金 と ハン ガリ ー 
発し た 。 同 教材 は 、 ハ ン ガ リー で 出版 され た 全て の 書籍 の 中 で 
こ お い て 優れ た 本 に 与え られ る 「 美 し い ハ ン ガ リー の 本 」 教 科 書 


H 教 科 書 と 

















より 安く 教材 販売 業者 か ら 直接 購 


ーー 国内 の 中 等 教育 機関 




















\ 


成 25 有朋 





E 度 開 











催 の 第 1 





れ て お り 、 
し じ て い る 。 
学 の 日 
加 が あり 、 





(2) 海外 に お ける 日 
本 語学 習 者 の 利便 性 向上 に 
主 に 次 の 














日 














本 語学 習 者 の 


本 語 教 授 法 ( 




















っ 








旧 CIS 諸国 の 日 本 語 
平成 29 年 度 は ジョ ー ジ ア の ト 
加 に つなが っ た ほか 、 


語 普及 の 広がり 















































城内 で の 日 





地 








本 語 教授 法 及 び 日 








回 大 会 か ら 経費 を 助成 し て 


ビリ シ 自 


本 語学 習 者 の 能 


定 に 影 








在 


年 生か ら 母 語 に 加え 1 つ 目 の 








を 開始 する 試み が 進ん で いる こと か ら 、 
に 影響 力 を も 0 T 政 関 








平成 28 年 度 に 行っ た 。 

















な ど が 促進 され 、 日 





し て いる 。 





本 请 普及 促进 
に ある ハン ガリ ー で は 

















三 五 























2」 を 医 























し て 国 の 教材 リス ト に 登 


ロジ ェクト を 進め た ほか 、 


本 語 教育 拡大 ! 


、 欧 州 
表 が 求め られ る こと か 








E 度 に は 、 生 徒 が 関心 
さく ら ネ ッ 
本 語 教 授 法 の ワー クシ 

こ 資 する 取組 が 活 


平成 29 有 




















本 語学 習 に 取り 組ん で いる 小学 校 は 、 英 国 全 体 で 2014 年 秋 に は 50 校 程 








E 三 お 5 
百 0 





の 教育 / 学 習 基 
ら 、 


ドン 
1 


準 で あ 
欧州 地 
が 協力 
内 容 と 
部 門 の 2011 年 最高 党 
登録 され た 。 こ れ に より 教育 機 




















日 本 語 教 削 




















入 す る こと が で きる よう に な っ た 。 2018 年 3 月 末 時 点 


を 中 心 と する 16 校 で 「 で きる 1、 


欧 地 域内 の ジョ ー ジ ア 、 ウ クラ イナ 、 ア ゼル バイ ジャ ン 、 モ ルド バ で 構成 され る 「 
加盟 国 に ベラ ルー シ を 加 





えた 5 か 国 の 日 





2」 が 教科 書 と し て 採用 され て 





民主 
本 語学 習 者 の 相 互 



































3A 1 





同日 本 语 邓 于 





口 

















\ る 。 同 弁論 大 会 は 毎年 各国 持ち 后 








際 交 流 基金 


に 対し 、 金 は 、 
回 り で 実 / 











会 」 


























育 関係 者 の ネッ トワ ー ク 化 と 参加 者 の 日 
大 学 で 実施 され た が 、 


























一 
= 


施さ 
本 語学 習 意欲 向上 に 真 献 
これ を きっ か け ( 


























こ 同 大 


アル メニ ア な ど GUAM の 参加 国 以外 の 近隣 国 か ら も 参 


に 上 繋が っ た 。 





評価 の 充実 
































業 を 行っ た 。 











A 


成 29 有 
本 国内 




















I 














座 で 活用 





田 











E 度 に ( 


され る と と も に 








、 国 際 交 流 基 





こ 関 する 情報 発信 と 素材 の 提供 
は 、JF スタ ンダ ー ド 準拠 教材 
で 市 販 化 し 、 イ ンド 、 マ レー シア や ペル ー で の 現地 出版 も 実現 し た 。 あ わせ て 、 ウ ェ ブ サ 
邊 の サ ポー ト 教 材 の 公開 も 行っ た 。 本 教材 は 、 国 際 交 流 基金 海外 
基金 の 日 























も 資す る 能力 評価 の 充実 














に 上 繋が る 教育 内 容 の 国際 標準 化 と 、 学 習 奨励 に 








店 











来る ご と 让 





本 の こ 

















門 家 な ど を 通し 








本 語 専 
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と ば と 文化 』 の 「 中 級 2 (B1)」 








務 所 等 で の 日 本 語 
性 























て 広く 紹介 され 、 各 地 で 実 / 


の 高い 教材 と し て 好評 価 を 得 た 。 
れ 、 累 計 販 売 部 数 は 22 万 部 を 上 
国際 交流 基金 海外 事務 所 等 28 か 国 31 都市 
萌 座 ) を 運営 し 、 約 1 万 9 千 人 が 受 』 





卫 


























ul 



































講 し た 。 





























イン ター ネッ ト を 活用 し た 情報 発 
サイ ト 」 の ] 


Can-do サイ ト 」、「 み ん な の 教材 














信 と 素材 提供 に 

















再 構築 作業 に 





平成 29 年 度 は 53 か 国 で 目標 値 を 33.79%% 上 回 る 66, 859 部 が 販売 さ 
回 っ た 。 




















に お いて 、JF スタ ンダ ー ド 準拠 の 日 本 語 モ デル 講座 (JF 








、「JF スタ ンダ ー ド サイ ト 」、「 み ん な の 

















手 し (2018 年 5 月 公開 )、 利 便 性 の 向上 に 























取り 組ん だ ほか 、 継 続 的 な 内 容 更新 に より コン テン ツ の 充実 化 を 図っ た 。 


イ . 日 本 語 能 力 試 験 (JLPT) の 実施 









































人 、 国 内 333, 470 人 )。 





各国 ・ 地 域 で の 現 } 人 








日 本 語学 習 者 の 日 人 下 能 力 去 测定 








し 訟 定 する た め 








同 試験 に 関わ る 企画 ・ 立 案 、 作 題 、 実 施 、 分 析 、 
| に 実施 
た 。 な お 、 世 界 全体 の 応募 者 数 は 1984 有 





EL、 海 外 全 














E 度 同様 、 














年 か ら 日 本 語 能 力 試 験 を 毎年 継続 実施 し 、 
評価 及び 調査 を 行っ て いる 。 平成 29 年 度 も 、 第 1 
体 で は 、 80 か 国 ・239 都市 で 580, 704 人 が 受験 し 
E の 試験 開始 以降 初め て 100 万 人 を 突破 し た (海外 693, 641 























経費 を その 国 ・ 地 域 の 受験 料 収 入 に よっ て 支弁 し 

















た 
ーo 




















な る 額 の 設定 を 検討 する よう 各国 ・ 
国語 試験 の 受験 料 な ども 参考 に 適正 な 額 と な る よう 留 














業 の 効率 化 と 経費 見 直し 、 収 入 増 に 努め 、 収 入 が 支出 を 上 回 っ て いる 状況 を 維持 し て お り 、 平 
成 29 年 度 も 収入 が 支出 を 大 幅 に 上 拓 
各 実 施 地 で の 受験 料 は 、 現 地 で の 組 





回 っ 




















現地 実施 機関 と 協議 の 上 、 計 7 か 
ー ル 、 米 国 、 チ ェ コ ) で 定額 本 元 





























スウ ェ ー デ ン 、 ス ロ ベ ニ ア ) に お いて は 、 よ り 安 和 





た 
ーo 





「 高 度 人 材 ポ イン ト 制 に よる 出入 
トナ ム 、 イ ンド ネシア 、 フ ィ リ ピン ) 【 





中 国 (香港 ・ 0 
元 金 の 値上げ を 行っ た 。 5 か 国 (ミャンマー、 マ レー シア 、 イ ンド 、 























導 費 を 現地 機関 収入 で 崎 う こと を 徹底 し 、 日 本 へ の 吉元 も 可能 と 
地域 の 実施 機関 に 奨励 し た 。 物 価 水準 、 受 験 者 層 の 構成 、 他 の 外 














\ る 。 平 成 29 年 度 に は 上 記 の 方 針 に 従い 、 
韓国 、 イン ド ネ シア 、 フ ィ リ ピン 、 ネ パ 























玉 | 移 





玉 | 此 











二 























に 基づく 看護 師 ・ 介 




















的 活用 が 図ら れ た ほか 、 日 本 の 大 学 ・ 大 学院 留 
及び 企業 で の 入社 試験 等 で も 引き 続き 社会 的 活用 が 

















ウ . 海外 に お ける 日 本 語 教 育 ・ 学 習 に 











E 的 な 還元 を 図る た め 、 定 額 還 元 金 を 新規 に 導入 し 














上 の 優遇 制度 」 で の ポイ ント 付与 (N1・N2 取得 者 ) や EPA ( ベ 
護 福 祉 士 の 候補 者 選定 の 条件 等 と し て 政策 
学 人 入試 選考 や 各国 教育 機関 で の 単位 ・ 卒 業 資格 認定 、 
られ た 。 














【 















































平成 30 年 度 に 全 世 界 を 対象 に 実 ) 
ウェ ブサ イト で 公開 し て いる 「 日 

















在外 公館 の 協力 を 得 て 、204 か が 医 




















度 と 比べ 、「 海 外 日 本 語 教 育 機関 調査 」 が 129% 増 、 
た 。! 海 外 日 本 語 教育 機関 調査 」 は 、 海外 に 
提供 する と と も に 国際 交流 基金 事業 に つい て 広く 一 般 に 周 和 
を ウェ ブサ イト で 無料 公開 し た こと が アク セス 数 の 倍 









































ン 語 圏 日 本 語 教育 実態 調査 報告 























『 国 際 交 流 基金 日 本 語 教育 紀要 』 を 発行 し 、 冊 
交流 基金 ウェ ブサ イト や 国際 交流 





























ど 、 国 際 交 流 基金 の 日 本 語 教育 れ 


エ . e ラー ニン グ の 開発 ・ 運 営 





南米 地域 全体 の 日 本 語 教育 支援 を 目的 と し て 、 国 際 交 流 基 
本 語 専 門 家 が 中 心 と な っ て 実施 し た 南米 スペ イン 語 間 
書 2017」 を 5 月 に 作成 ・ 





席 と 情報 の 提供 
本 語 教育 機関 調査 」 の 準備 を 進め た 。 また 、 

不 別 情報 」 の 更新 を 随時 実施 し 、 日 本 語 専門 家 や 
・ 地 域 の 情報 提供 人 8 ウェ ブサ イト の 年 間 ア クセ ス 数 は 前 年 


関す る 調査 実 
施す る 「2018 年 : 
語 教育 国 ' 地 | 





















































お ける 日 
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[基金 リポ ジ ト リ 全 
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育 国 ・ 地 域 別 情報 」 が 24% 増 と な っ 




















診 の 状況 に つい て の 情報 を 上 より 多く の 人 に 
HH す る 目的 で 、 前 回 2015 年 調査 より 報告 書 
繋 




















が っ た 。 
金 サ ン パ ウロ 日 本 文化 セン ター 派遣 の 日 

















国 40 機関 の 訪問 調査 の 報告 書 「 南 米 ス ペイ 
公開 し た 。 
































配布 し た ほか 、 全 掲 























論文 及び 英文 要旨 を 国際 









































究 成 果 の デー タベース ) に も 掲載 する な 


・ 教 育 実践 の 成果 を 国内 外 に 発信 し た 。 


2016 年 7 月 に 一 般 公 開 し た e ラー ニン グ の 日 本 語学 習 プ ラッ ト フ ォ ー ム 「 み な と 」 (学習 管理 シス 
テム ) に て 国際 交流 基金 海外 事務 所 に よる コー ス 運 用 を 開始 する と と も に 、 メ イン コー ス で ある 「 ま 
る ご と オン ライ ンコ ー ス 」 へ の 初級 1 (A2) レベ ル の 追加 と 入門 (A1) レベ ル の 多 言 語 化 、「 み な と 」 
本 体 の 多 言語 版 (スペ イン 語 ・ 中 国語 ・ イ ンド ネシア 語 ・ タ イ 語 ・ ベ トナ ム 語 ) 公開 な ど 、 コ ン テ ン 
ツ の 数 、 内容 の 充実 と ユー ザー の 利便 性 向上 に 努め た 。 そ の 結果 、 平 成 29 年 度 未 時 点 で 使用 国 ・ 地 域 
数 は 登録 者 ベー ス で 169 か 国 ・ 地 域 、 登 録 者 数 は 33, 031 人 と な っ た 。 

国際 交流 基金 が 開発 し た 日 本 語 コ ー ス ブッ ク 『 ま る ご と 日 本 の こと ば と 文化 』 の 内 容 に 沿っ て 日 
本 語 や 日 本 文化 が 学べ る ウェ ブサ イト 「 ま る ご と 十 」 に お いて は 、 初 級 2 (A2) レベ ル を 開発 し 、 公 
開 を 行っ た 。 無料 で 利用 可能 な モバ イル 端末 用 アプ リケーション 型 教材 で ある 「HIRAGANA/KATAKANA 
Memory Hint」 及び 「KANJI Memory Hint 1&2」 の 総 ダ ウン ロー ド 数 は 、 平 成 29 年 度 だ け で 約 21 万 件 
に 及 ん だ 。 豊 富 な 映像 と クイ ズ や ゲー ム で 楽し く 日 本 語 の 学習 や 日 本 文化 を 知る こと が で きる ウェ ブ 
サイ ト 「 エ リン が 挑戦 ! に ほん ご で きま す 。」 は 、 従 来 の 8 言語 に 加え タイ 語 版 を 公開 し 、9 言語 対応 
避 選 湊 。 

東南 アジ ア 中 等 教育 段階 の 日 本 語 初 学者 へ の 学習 奨励 の た め 、 ス マー ト フ ォ ン で 利用 で きる 日 本 語 
テス ト ア プリ を 開発 し た 。 平 成 29 年 度 に 開発 し た イン ド ネ シア 語 ノ 英語 版 は 、 平 成 29 年 度 未 時 点 で 、 
東南 アジ ア の みな ら ず 世界 74 か 国 ・ 地 域 で 約 8.000 件 ダウ ン ロ ー ド され て いる 。 オフ ライ ン 和 音声 認識 
な ど 多 彩 な 機能 を 持つ こと が 評価 を 得 た こと に 加え 、 日 本 語 パ ー ト ナー ズ に よる 活用 が 積極 的 に 行わ 
れ た こと と も 相まって 、 多 く の 入 門 レ ベル の 学習 者 の 意欲 を 揺 き 立て て 基礎 的 な 語 菓 を 増やす こと に 
繋が り 、 日 本 語学 習 の 裾野 を 拡大 する こと に 頁 献 し た 。 
Se 設立 20 周 年 記念 シン ポジ ウム は 、「 日 本 語学 習 者 の た め の e ラ ー ニ ング と 
は - 関西 国際 セン ター に お ける 開発 と 運用 - 」 を テー マ に 開催 し た が 、 海 外 の 日 本 語 教 育 関係 者 を 含 
む 132 人 の 参加 が あり 、e ラ ー ニ ング へ の 関心 の 高 さ が 再 確認 され た 。 


















































































































































































































































































































































































































































































































































3 一 3. 指摘 事項 へ の 対応 

















ぐ 前 年 度 評価 結果 > 
人 平成 27 年 6 月 の 行政 





業 レ ビュ ー 公 開 プ ロ セ ス に お いて 、 日 本 
中 期 的 な 目標 を 設定 し 、 資源 の 適正 な 地域 配分 に 努め る べき 。 
用 対 効果 が 見 え に く い 。 評 価 で きる シス テム を 真剣 に 検討 すべ き 。」 等 の 指摘 が な され た 。 特に 、 
日 本 語 専門 家 派遣 事業 に つい て は 、 外 務 省 と 国際 交流 基金 と の 間 で 検討 を 行い 、 長 期間 派遣 を 継続 
し て いる 一 部 の 日 本 語 専 門 家 派遣 ポス ト の 見 直し 、 日 本 語 専 門 家 の 業 務 の 現地 日 本 語 教 師 へ の 移管 
等 に 取り 組み 、 新 た な 日 本 語 教育 ニー ズ に 対応 する 方 針 を 策定 し た と ころ で ある 。 今後 も 不断 に 
の 見 直し 等 を 継続 し て いく こと が 必要 で ある 。 





業 に つい て 「 国 別 ・ 地 域 別 の 
林 及 び 個 別 の スキ ー ム 毎 の 費 
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コト 上 








ロ 山 









































人 下 
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< 前 年 度 評価 結果 反映 状況 > 

地域 ご と の 中 期 方 針 に 則 し て 、 限 られ た 資源 を 最大 限 有効 に 配分 し 、 第 四 期 中 期 目標 定め られ た 
数 値 目標 の 達成 に 取り 組ん だ 。 
日 本 語 専 門 家 派遣 事業 に つい て は 、 外 務 省 と 協議 の うえ 、 長 期 に わた り 専 門 家 派遣 を 継続 し て いる 
ポス ト が 多い 東欧 地域 を 中 心 に 、 第 四 期 中 期 目標 期間 中 に 約 20 ポス ト を 削減 する 計画 を まとめ 、 そ 
の 実行 に 着手 し た 。 平 成 30 年 度 は 6 ポス ト を 削減 する 予定 で ある 。 
















































































































































































2 旧 症 | 間 記 和 | 











< 評定 と 根拠 > 
評定 A 
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根拠 : 

【 量 的 成果 の 根拠 】 

8 つの 指標 の うち 、【 指 標 2-2】、 【 指 標 2-5】、 【指标 2-6】、 【 指 標 2-8】 の 4 つ に つい て 目標 値 の 120% 
以上 を 達成 し 、 残 0 り の 【 指 標 2-1】、【 指 標 2-3】、【 指 標 2-4】、【 指 標 2-7】 の 4 つ に つい て も 目標 値 の 
100% 以 上 を 達成 し た 。 








































































































【 質 的 成果 の 根拠 】 

海外 の 日 本 語 教育 機関 や 相手 国 の 教育 行政 関係 機関 と の 連携 強化 に 努め つつ 、 日 本 語 普 及 の 基礎 と 
な る 海外 の 日 本 語 教育 環境 の 整備 と 日 本 語 教授 法 や 能力 評価 の 充実 に 取り 組み 、 以 下 の よ うな 成果 を 
得 て い る 。 



















































































ア . 初 ・ 中 等 教育 レベ ル で の 日 本 語 教 育 の 拡充 

国 ・ 地 域 の 状況 を 踏ま えた 上 で 、 日 本 語 専門 家 に よる 教育 カリ キュ ラム 作成 へ の ア ドバイ ス や 教材 
制作 支援 、 現 地 日 本 語 教師 に 対す る 研修 、 さ ら に は 教育 行政 関係 者 へ の アド ボカ シー 事業 等 を 複合 的 、 
効果 的 に 組み 合わ せ て 継続 的 に 働き か け を 行う こと で 、 ア ジア 、 欧 州 等 の 地域 を 中 心 に 初 ・ 中 等 教育 
レベ ル で の 日 本 語 教育 の 拡充 を 図っ た 。 具 体 的 に は 、 ト ルク メニ スタ ン 、 ス リラ ンカ 等 で は 、 基 人 金 派 
遺 の 日 本 語 上 級 専 門 家 等 が 中 心 と な っ て 初 ・ 中 等 教育 レベ ル で の 日 本 語 教育 拡充 に 寄与 する 教科 書 等 
を 制作 し た 。 英国 で は 初中 等 教育 関係 者 を 対象 に し た オン ライ ン 日 本 語 コ ー ス の 開講 や 地元 小学 校 等 
と の 共催 イベ ント の 実施 な ど 日 本 語 科 目 導入 を 促す 様々 な 働き か け を 行い 、 日 本 語学 習 に 取り 組む 小 
学校 の 拡大 に 頁 献 し た 。 フ ラン ス で は 中 等 教育 の 日 本 語 部 門 の 正規 教員 採用 試験 が 新設 され た こと を 
踏ま え 、 日 本 語 専門 家 が 主導 し て 教師 研修 会 や 学生 へ の イン ター ンシップ 、 訪 日 研修 等 を 実施 し 、 中 
等 教育 の 日 本 語 教 育 の 地位 向上 と 日 本 語 コ ー ス 定着 に 向け 、 正 規 中 等 日 本 語 教 員 の 誕生 を 後押し する 
な どど し た 。 







































































































































































































































































































































































イ . 世界 の 日 本 語 教育 機関 の 活動 と ネッ トワ ー ク 化 支援 

平成 19 年 度 に 立ち 上 げた 「JF に ほん ご ネッ トワ ー ク 」 (以下 、「 さ くら ネッ トワ ー ク 」) は 、 平 成 
29 年 度 末 時 点 で 92 か 国 ・ 地 域 288 機関 まで 拡大 し 、 日 本 語 A ク 
の 大 規模 な プラ ッ ト フ ォ ー ム と な っ て いる 。 例 えば 、 さ くら ネッ トワ ー ク の 一 つ で ある シン ガ ポ ー ル 
日 本 語 教 師 の 会 が 実施 し た 「 第 2 回 シン ガ ポ ー ル 日 本 語 教育 国際 会 議 」 に 対し 、 基金 は 助成 を 行っ た 
が 、 同 会 議 で は 、8 か 国 か ら 行 政 ・ 企 業 関係 者 、 日 本 語 教 育 関係 者 、 日 本 語学 習 者 ら 200 人 以上 の 参 
加 者 を 得 て 、 討 議 が 行わ れ た ほか 、 日 本 語 人 材 の 採用 を 希望 する 企業 と 日 本 語 を 学習 する 大 学生 が 熱 
心 に 交流 を 深め る な ど 、 産 官学 の 垣根 を 越え た 貴重 な 連携 の 場 と な っ た 。 

また 、 東 欧 の ジョ ー ジ ア 、 ウ クラ イナ 、 ア ゼル バイ ジャ ン 、 モ ルド バ 、 ベ ラル ー シ 5 か 国 の 相互 交 
流 活動 の 一 環 と し て 実施 され て いる 「GUAM 諸国 合同 日 本 語 弁 論 大 会 」 に 対し 、 基 金 は 平成 25 年 度 開 
催 の 第 1 回 大 会 か ら 経費 を 助成 し て いる が 、 平 成 29 年 度 は ジョ ー ジ ア の トビ リン 自由 大 学 で 実施 さ 
れ 、 旧 CIS 諸国 の 日 本 語 教 育 関係 者 の ネッ トワ ー ク 化 と 参加 者 の 日 本 語学 習 意欲 向上 に 貢献 し て いる 。 










































































































































































































































































ウ . 質 の 高い 日 本 語 教 材 や e ラー ニン グ ・ プ ラッ ト フ ォ ー ム の 拡大 
下 スタ ンダ ー ド 準拠 教材 『 ま る ご と 日 本 の こと ば と 文化 の 「 中 級 2 (B1)」 を 市 販 化 し た ほか 、 
イン ド 、 マ レー シア 及び ベ ペルー で の 現地 出版 も 実現 し 、 平 成 29 年 度 未 現在 で 販売 範囲 は 、53 か 国 ・ 
地域 に 拡大 し た 。 また 、2016 年 7 月 に 一 般 公開 し た 日 本 語学 習 の e ラー ニン グ ・ プ ラッ ト フ ォ ー ム 「 み 
な と 」 (学習 管理 シス テム ) は 、 コ ー ス の 追加 や 多 言語 化 に より 登録 者 数 を 着実 に 伸ばし て お り 、 平 
成 29 年 度 未 時 点 で 使用 国 数 は 登録 者 ベー ス で 169 か 国 ・ 地 域 、 登 録 者 数 は 33, 031 人 と な っ た 。 
さら に 、 モバ イル 端末 用 コン テン ツ と し て 、 ひら が な ・ カ タカ ナブ 漢字 ア プリ の 「HIRAGANA/KATAKANA 


















































ト 

























































































ー-40- 








Memory Hint」 及 び 「KANJI Memory Hint 1&2」 の 舞 
奨励 の た め 、 ス マー ト フ ォ ン で 利用 で きる 
積極 的 に 行い 、 


の 


供 を 開始 する な ど 、 デ ジタル 時 代 に 対応 し た 新しい 教材 開発 を 
行え る 環境 を 提供 する こと で 、 


[FJ 
いい 


工 . 


が 


高い 日 本 語学 習 





日 本 語 初 学者 へ の 学習 














る 。 


日 本 語 能 力 試 験 の 
実施 国 ・ 都 市 数 の 拡 











還元 金 の 値上げ を 行っ 


ア 





【 


ト 
30 





) で 定額 本 元 金 を 新規 に 導入 する な ど 、 収支 の 安定 化 に 
支出 を 大 幅 に 上 回 っ た 














以上 の こと か ら 、 所 
課題 と 対応 】 

日 本 語 専 『 
が 多い 東欧 地域 を 中 
年 度 は 6 ポス ト を 肖 


























今後 も 地域 ご と の 中 期 方 針 に 則 し て 、 限 られ た 資 光 
られ た 数 値 目標 の 達成 に 』 





a 


実 な 実施 
等 を 区 






































りつ つ 、 
1984 年 の 試験 開始 以降 初め て 100 万 人 を 和 突破 し 、 過 
の 国 (中 国 (香港 ・ マ カオ ) 、 




















試験 の 





日 本 語学 習 者 の 裾 


実 な 実施 を 進め た 結果 、 


E 料 提供 を 継続 し た ほか 、 














東南 アジ ア 中 
日 本 語 テ スト アプ リ を 開発 し 、 提 


等 教育 段階 















































た ほか 、5 か 











国 (ミャンマー、 





O 











期 の 目標 を 上 








人 
減 す る 




















回 る 成果 が 得 


























世 』 








去 最 高 と な っ た 。 











られ て いる と 認め られ る 。 














H 家 派遣 事業 に つい て は 、 外 務 省 と 協議 し 、 長期 に わた り 専 
に 、 第 四 期 中 期 目標 期間 中 に 約 20 ポス ト を 削 
計画 で ある 。 












































及 り 組ん で いく 。 





ょ を 最大 限 有効 に 配分 し 、 











門 家 派遣 を 継続 し て いる ポ 
減 する 計画 を まとめ た 。 平成 




















世界 中 どこ で で も 質 の 
野 を 広げ る こと に 大 きく 貢献 し て 








E 体 で の 受験 応募 者 数 





一 方 、 収 支 バ ラン ス は 7 か 
韓国 、 イ ンド ネシア 、 フ ィ リ ピン 、 ネ パー ル 、 米 国 、 チ ェ コ ) で 定額 
マレ ー シ ア 、 イ ンド 、 ス ウェ ー デ ン 、 ス ロ ベ ニ 
反り 組ん だ 結果 、 前 年 





度 に 引き 続き 収入 が 























第 四 期 中 期 目 標 に 定め 














3 一 5. 主務 大 臣 に よる 評価 








< 評定 と 根拠 > 





評定 
根拠 : 


| 


月 


を 


ン 助 成 
国 / 都 市 数 (80 か 国 239 都市 ) 


を 





【 


情 


A 





量 的 評価 の 根拠 】 
8 つの 定量 指標 の う 











実現 し た 。 
上 記 以 外 の 指標 で あ 











上 回 る 結果 を 確保 で 
加え て 、 関 連 指標 の 




















質 的 評価 の 根拠 】 
国際 交流 基金 は 、 日 











ち 、 日 本 語 教育 機関 支援 (助成 ) の 件 数 (568 件 ) 、 
報 に 関す る ウェ ブサ イト の アク セス 数 (29, 468, 235 
数 (53 か 国 プ 66, 859 部 ) 及び e ラー ニン グ の 登録 者 数 
の 120% 以 上 を 達成 し た 。 特 に 、 





る 日 本 語 教育 機関 支援 (助成 ) の 実施 国 数 (89 か 国 ) 、 
日 本 語 教師 研修 の 参加 者 数 (2, 021 人 ) 及び 
は いずれ も 目標 値 の 100%% を 上 








業 件 数 (230 件 383 件 ) 、 





きた 。 


うち 、 日 本 語 能 力 試 験 に つい て は 、 全 ] 
過去 最高 と な っ た ほか 、 収 支 の 安定 
評価 に 値する 。 








開始 以降 、 初 め て 100 万 人 を 突破 し 、 
料 収入 が 指標 値 を 大 幅 に 上 回 っ た こと は 





























人) 、 
(33, 031 人 ) 【 


日 本 語 教材 「3 








日 本 語 教 材 及び 日 本 語 教育 
まる ご と 」 使 ) 
に つい て は 、 い ずれ も 年 度目 標 
e ラー ニン グ の 登録 者 数 に つい て は 、 目 標 を 大 きく 上 回 る 登録 者 数 























国 ズ 販売 間 





























基金 海外 


回 り 、 全 て の 定量 指標 に 








務 所 の 主催 
試験 実施 
お いて 標 値 





五 竹马 
月 已 


日 本 語 


















































世界 で の 受験 応募 者 数 が 1984 
肥 り 組ん だ 結果 、 





化 に 』 








年 の 試験 
受験 





本 文化 を 始め と する 我が国 へ の 理解 を 深め 、 か つ 、 我 が 国 と 各国 ・ 地 域 と の 交 


ー41- 














流 の 担い 手 を 育て 、 友 




















わせ 、 日 本 語 教 育 基盤 
た 。 特 筆 す べき 点 は 以 


定 し た 日 本 語 教育 が 広く 実施 され る よう 、 各 国 ・ 地 域 の 状況 に 合わ せ て 様々 な 取組 を 複合 的 に 組み 合 





好 関 係 の 基盤 を 強化 する と いう 政策 目標 実現 わた め 、 海 外 に お いて 質 が 高く 安 





》 




















の 強化 を 図る と と も に 、 日 本 語 教授 法 と 能力 評価 の 充実 に 資す る 事業 を 実施 し 
下 の と お り 。 




















1 海外 の 日 本 語 教 育 








・ 学 習 環境 の 整備 




















(1 ) 初 ・ 中 等 教育 課程 に お ける 日 本 語 教 育 の 拡充 











国際 交流 基金 は 、 日 








本 語 教 育 カ リキ ュ ラ ム や 教材 作成 の 助言 、 現 地 教 師 の 育成 、 日 本 語 授業 の 支援 




































































語 教師 に よる 海外 日 
て 各 ス キー ム を 複合 的 











イン ド ネ シア 、 タ イ 
語 教育 へ の ニー ズ の 

















育 の 拡充 に 大 きく 寄与 し た 。 





等 を 目的 と し 、41 か 国 120 ポス ト に 日 本 語 専門 家 等 を 派遣 し た ほか 、 国際 交流 基金 の 専任 講師 ・ 日 本 











語 教 師 に 対す る 研修 を 国内 外 で 約 1.2 万 人 に 行う 等 、 各 国 ・ 地 域 の 状況 に 応じ 
に 組み 合わ せ 、 ア ジア 地域 や 欧州 地 域 を 中 心 に 、 初 ・ 中 等 教育 課程 の 日 本 語 


























、 ス リラ ンカ 、 ベ トナ ム 及 び ラ オス に お いて 、 初 ・ 中 等 教育 課程 に お ける 日 本 
加 を 踏ま え 、 国 際 交 流 基金 が 派遣 し た 日 本 語 上 級 専門 家 等 が 制作 ・ 改 訂 を 行っ 























シレ 


























た 教科 書 等 が 現地 教育 機関 に お いて 広く 使用 され て いる ほか 、 教 材 を 活用 し た 現地 教師 の 技能 向上 を 




















目的 と する 研修 の 開催 や 教師 間 の ネッ トワ ー キ ング 活 
語 教授 の 知識 ・ 経 験 の 向上 に 頁 献 し た 。 

















英国 に お いて 、 初 等 
材 制 作文 援 、 教 育 関係 









































支援 等 を 通じ 、 現地 教師 の 日 本 語 能 力 や 日 





























教育 で の 日 本 語 教育 が 拡大 する な か 、 国 際 交 流 基金 は 、 カ リキ ュ ラ ム 作 成 や 教 
者 の 招へい 等 、 日 本 語 科 目 導入 を 促す 様々 な 取組 を 行い 、 初 等 教育 で 日 本 語 















































こ 取り 組む 学校 が 、 2014 年 秋 に は 約 50 校 で や っ た が 2017 年 に は 100 校 以上 に 増加 。 ま た 、 フ ラン 
こ お い て 、2016 年 に 中 等 教育 の 正規 教員 採用 試験 (CAPES) に 日 本 語 部 門 が 新設 され 、2017 月 6 月 






































3 人 の 日 本 語 教 員 が 














採用 され る 等 、 中 等 教育 に お ける 日 本 語 教 育 の 環境 が 整い つつ ある な か 、 国 際 









































に 
交流 基金 は 日 本 語 教師 を 目指 す 大 学生 ・ 大 学院 生 の 訪日 研修 、 イ ンタ ー ン シッ プ や 教授 法研 修 を 行い 、 


























正規 教員 採用 に 向け た 
(2) 世界 の 日 本 語 


ペー 



































更 な る 取組 を 行っ た 。 
育 機関 の ネッ トワ ー ク 化 の 整備 ・ 活 用 















































国際 交流 基金 は 、 各国 に お いて 日 本 語 教育 の 充実 に 中 核 的 な 役割 を 果たす 日 本 語 教育 機関 を 「JF に 


ほん ご ネッ トワ ー ク 」 











メン バー と し て 認定 を 進め て お り 、29 年 度 末 に は 22 か 国 ・ 地 域 288 機関 に 拡 




















大 。 29 年 度 は 国際 交流 基金 海外 拠点 
に 、 教 師 給与 助成 、 教 材 制作 ・ 購 入 助成 、 教 育 関連 

















けた 現地 ニー ズ に 機 


2 海外 に お ける 日 











国際 交流 基金 は 、 日 
日 本 語 教 育 ス タン ダー 
例え ば 、29 年 度 に は 、 
イン ド ネ シア 、 マ レー 























務 所 に よる 助成 事業 を 拡充 し 、 同 ネッ トワ ー ク メン バー を 中 心 
業 実施 助成 等 を 積極 的 に 行い 、 日 本 語 普及 に 向 






































的 に 対応 し た 。 





語 教授 法 及 び 日 本 語学 習 者 の 能力 評価 の 充実 























1 ) 質 の 高い 日 本 語 教 材 や e ラー ニン グ ・ プ ラッ ト フ ォ ー ム の 拡大 











本 語学 習 者 の 利便 性 向上 に 上 投 げ る べく 、 外 国語 教育 の 国際 標準 を 踏ま えて 「JF 
ド 」 を 作成 し 、 同 スタ ンダ ー ド に 準拠 し た 教材 開発 に 積極 的 に 取り 組ん で いる 。 
「JE 日 本 語 教育 スタ ンダ ー ド 」 準 拠 教材 『 ま る ご と 日 本 の こと ば と 文化 』 の 
シア 及び ベ ペルー で の 現地 出版 を 実現 し 、53 か 国 で 66, 859 部 が 販売 され 、 累 計 
















































































22 万 部 の 販売 を 達成 し た 。 加え て 、 同 教材 の 内 容 に 治っ て 日 本 語 や 日 本 文化 を 学べ る ウェ ブサ イト を 





開発 ・ 公 開 し た ほか 、 


























「JF 日 本 語 教 育 ス タン ダー ド 」 準 拠 の 日 本 語 モ デル 講座 を 国際 交流 基金 海外 



































務 所 等 28 か 国 31 都市 に お いて 開催 し 、 約 1.9 万 人 が 受講 する 等 、 日 本 語 の 一 層 の 普及 に 貢献 し た 。 



















































































また 、 国 際 交 流 基 金 は 、 世 界 中 の 日 本 語学 習 希望 者 が 日 本 語 教 育 を 容易 に 体験 で きる よう 、 オ ン ラ 

















イン 教材 等 の 充実 を 図 














っ た 。 例え ば 、29 年 度 に は 、 日 本 語学 習 プ ラッ ト フ ォ ー ム 「 み な と 」 の レベ ル 























追加 や 入門 レベル の 多 言語 化 (スペ イン 語 、 中 国語 、 イ ンド ネシア 語 、 タ イ 語 、 ベ トナ ム 語 ) を 行っ 
た (29 年 度 内 の 登録 者 数 は 約 2. 2 万 人 、 累 計 准 録 者 数 は 3. 3 万 人 ) ほか 、 無料 の モバ イル 端末 用 アプ 
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リケーション 教材 「HIRAGANA/KATAKANA Memory Hint」 と 「KANJI Memory Hint 1&2」 (29 年 度 内 の 総 


ダウ ン ロ ー ド 数 は 21 万 从 





(2) 日 本 語 











人 が 受験 し た 。 





突破 し 、 日 本 語 
いる 。 運営 面 に お いて も 、 引 き 続き 
る と も に 、 現 地 の 試 験 実施 機関 と 
試験 運営 を 行っ た 。 ま た 、 引き 続き EPA に 基づく 看 
活用 の みな ら ず 日 本 の 大 学 ・ 大 学院 留 
本 語 能 力 試 験 と し て 高い 信頼 を 維 























日 本 語 能 力 試 験 に つい て 、29 月 
で 80 か 国 ・ 地 域 の 239 都市 で 実施 され 、 ま た 


者 数 を 抱え る 日 




















E 力 試験 の 着実 な 実施 














E) を 公開 する 等 、 








e フ 





E 度 に お いて 、 実施 民 

















成 24 て 27 有 








ニン グ の 内 容 の 充実 と 利便 性 の 向上 を 図っ た 。 











・ 地 域 及び 都市 の 拡大 に 努め た 結果 、 海外 全体 
































加え て 、 世 界 全体 の 応募 者 数 に つい て も 1984 年 の 試験 開始 以来 、 初 め て 100 万 人 を 























勝 議 の 上 、 





を 母語 と しない 学習 者 の 日 本 語 能力 
業 の 効率 化 と 経費 見 直し 、 収入 増 に 努め 、 大 幅 な 黒字 を 達成 す 











已 山 


























I 定 ・ 評 価 の 手段 と し て 着実 に 実績 を 積み 重ね て 

































































定額 本 元 金 の 値上げ や 新規 導入 に も 取り 組み 、 安 定 的 な 














座 帥 
























































・ 介 護 福祉 士 の 候補 者 選定 の 条件 等 の 政策 的 



































人 入試 選考 等 で も 社会 的 活 / 
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以上 を 踏ま え 、 各 国 ・ 地 域 の 行政 機関 や 主要 









































る 所 期 の 目標 を 上 四 














【 課 題 と 改善 方 策 】 
ア . 引き 続き より 適切 な PDCA サイ クル や アウ ト プ ッ ト ・ ア ウト カム 指標 の 確立 に 努め る と と も に 


特に 外交 政策 と の 連 


イ . 平成 27 年 6 月 の 行政 
に つい て 、 人 外務 省 と 国際 交流 基金 の 間 で 第 4 期 
た と ころ 、 引き 続き 両者 の 連携 の も と 、 同 計画 の 








ウ . 国 ・ 地 域 
























































の 中 期 目標 の 達成 に 向け た 取組 ! 




















既存 の 











【 そ の 他 





項 】 


スト 














業 の 見 直し 等 
































主 な 有識者 意見 は 以下 の と お り 。 
ア . 平成 29 年 度 は 、 数 値 目 標 と し て 設定 し た 各 得 








や 高い 効果 を 追求 し た 


を 継続 し 、 限 られ た 資 導 





し 、 自 律 的 継続 的 に 発展 し て いく 素地 と し て の 尋 
回 る 成果 が 得 ら れ て いる と 


業 レ ビュ ー 公 開 プ 

















な 日 本 語 教 育 機関 と 連携 を 取り つつ 、 日 本 語 教 育 が 
備 を 中 心 に 取り 組ん で お り 、 中 期 計画 に お け 





持 し て いる 。 




















TE 


認め られ る と ころ 、 

















ロ セ ス に 


業 の 実施 が 期待 


お ける 指 



































旧 摘 を 踏ま え 、 日 本 語 専門 家 派遣 
中 期 目 標 期間 中 に 20 ポス ト を 削減 する 計画 を ま と 


] が 図ら れ て お り 、 世 界 最大 の 受験 








人 





























評定 は 「A」 が 適当 で ある 。 

















され る 。 


さと 


に 

















ざ 



































実 な 実施 を 期待 。 























在 最 











価 で きる が 、 定 量 指標 の 設定 に 改善 の 余地 が あ 





形成 支援 に お し 


いて 計 226 件 以上 の 助 











a. 回 




















に 加え 、 新 た な 日 本 語 教育 ニー ズ も で て いる と ころ 、 














限 活 用 する こと が 期待 され る 。 




















『 指 標 は 、 い ずれ も 実績 値 は 計画 値 を 超え て お り 評 




















本 語 教育 機関 に 対す る 活動 助成 、 ネ ットワーク 

















\ て 、 平成 29 年 度 は 、 日 本 語 教育 機関 支援 (助成 ) 事業 に より 、81 か 国 以上 の 国 に お 








成 を 実施 する こと を 

















標 と し て いた の 





で あり 、 ま た e ラー ニン グ の 開発 ・ 


標 を 12, 000 人 








べき で あっ た 。 


イ . 日 本 語 





件 で ある が 、 本 来 は 平成 29 年 度 





運営 事業 に お いて 、 





























に 対し 、 実 績 は 568 件 (達成 率 251%) 
平成 29 年 度 は 、e ラー ニン グ 登 録 者 数 の 目 








と し て いた の に 対し 、 実 績 は 22, 502 人 (達成 率 188%6) で ある な ど 、 目 標 値 そ の も の 
が 甘く 設定 し て いる の で は な いか と 推測 され る も の も ある 。 な お 、 日 本 語 教 育 機関 に 対す る 活動 助成 、 
ネッ トワ ー ク 形成 支援 に お いて は 、 








JJ 



































る 。 英国 に 





























h の 質 向上 や スタ ンダ ー ド づく りな ど 日 
ける 初等 教育 に お ける 日 本 語 教育 
ス と Me し て いく こと が 望 











まれ る 。 


の 実績 (568 件 ) を 踏 











成 30 年 度 の 年 度 計画 の 








標 














値 も 81 か 国 以上 の 国 に お いて 226 








本 語 教育 








まえ て 


成 


の 書 


30 年 度 は 新た な 目標 値 を 設定 する 














基盤 整備 へ の 努力 は 適切 な も の で あ 














拡大 で は 前 向き な 成果 が 出 て お り 、 こ れ を モデ ルケ ー 
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日 本 語 


を 整え た こと 





育 ス タン ダー ト に 基づく 
普及 に 


= 








に より 教育 的 効果 、 


























工 . 


e フー ニ 














ング に つい て も 積極 的 に 実施 し て いる 























を 国際 交流 基 





到 日 本 ヨ 


て 認識 され て いる が 、 JF スタ ンダ ー ド に こよ る 教 


学習 や 能力 判 





能 








定 の 機会 を 広範 に 提供 








すべ く 、 





日 本 語 














基金 了 


























告 朋 力 試 験 も 順調 に 受験 者 数 が 











金 主導 で 開発 する こと を 期待 


し た い 。 

















肖 え て お り 、 


・ 学 習 支 援 は 、 カ リキ ュ ラ ム 、 
お ける 効果 が 大 きく 上 が っ て お り 、 
上 と 学習 者 の 学習 の 両側 面 で 大 き な 効 果 を も た ら す も の と 期待 

















印象 を 受け た が 、 
英会話 力 を 簡単 ( 





一 



































評価 方 法 の 新た な 開発 が 求め られ る 。 


カ . アジ ア 地 域 に 
の 拡大 な ど は 、 本 年 度 を 含め 
本 語 教材 や e ラー 


ピー 
月 


日 
る 。 





キ . 日 





いる 。 そ うし た 教材 情報 の 日 
に 、 国 内 で の 国際 交流 基 


時 





で は な いか >。 


ク . 海外 に 


固 な も の と し 、 教 育 内 容 の 国際 標準 化 と 能力 調 
世界 41 か 国 に 及 ん で 日 
くら ネッ トワ ー ク を 通じ 、 

















ング 、 応募 者 数 が 














お いて クオ リティ の 高い 日 








お ける 中 等 教育 レベ ル で の 日 
、 こ れ ま で の 海外 の 





計 五 
HH 

















世界 の 日 本 語学 習 者 に と っ て 
E に つい て は 、 


育 の 導入 、 








『 価 、 











ロ 山 








事実 
RSE の 。 


多数 の 日 





教材 の 全体 


教師 の 教育 能力 向 





本 語学 習 者 に 質 の 高い 























自 





半 








力 
实 忆 




















その 








英国 に 




















100 万 人 を 』 





三 五 . 
ln] 


思え た 日 


語 教 育 
本 各 








金 の 認知 度 を 高め る こ と に りり 寄附 等 


育 を 広く 実施 し つつ 、 各 国 の 日 





媒 境 の 整備 





























合致 し た 


お ける 初等 教育 で の 日 
に よる 成果 だ と 考え られ る 。 


| 定 す る Versant の よう な 仕組 み 











平価 の 基準 と 
日 本 











本 語 


























詩 能 力 試 験 な ど で 









































の 拡大 に つなが る 可 # 














本 语 教育 








評 f 























本 語 の 教育 





























環境 を 提供 
世界 の 288 機関 に お いて プレ ゼン ス を 確 








し ン ヽ 


i の 充実 化 が 主 
アメ リカ に 





的 














は 、 デ ジタル ・ プ ラッ ト フ ォ ー ム を 展開 し て いる こと で あり 、 


導入 し て いる の は 大 2 














変 素晴らし い 。 























は 若手 日 本 語 教員 を 派遣 








基盤 


実 な 進展 が 見 られ 


本 語 教材 、。 ラー ニン グ ・ プ ラッ ト フ ォ ー ム 拡大 な ど 、 多 様 な 学習 者 へ の 対応 も 充実 し て き て 


本 国内 で の 認知 度 を 上 げ て いく こと は 学習 者 ・ 教 師 へ の 支援 と な る と 同 


gE 必 





E が ある の 


を を さら に 堅 


と な っ て いる 。 この 達成 の た め に 





二 





有人 保 し て いる 。 特 ! こ 評 
e ラー ニン グ な ど 精 力 的 ( 

















面 に 値する の 
< 最新 技術 を 








4. その 他 参 考 情報 














(予算 と 決算 の 差額 分 析 、 











務 所 別 実績 




















分 析 な ど 、 必 要 に 応じ て 欄 を 設け 記 





り 
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独立 行政 法人 国際 交流 基金 平成 29 年 度 評価 項目 別 自己 評価 書 
(国民 に 対し て 提供 する サー ビス その 他 業 務 の 質 の 向上 に 関す る 事項 ) 
1 . 当 事 務 及び 事業 に 関す る 基本 情報 
No. 3 海外 日 本 研究 ・ 知 的 交流 の 推進 及び 支援 
業務 に 関連 する 政策 ・ 施 策 基本 目標 : 思 広報 、 文 化 交 流 及び 報道 対策 
具体 的 施策 : 亚 一 1 一 4 国際 文化 交流 の 促進 
当該 事業 実施 に 係る 根拠 (个 
別 法 条文 な ど ) 
当該 項目 の 重要 度 、 難 易 度 
関連 する 政策 評価 ・ 行 政事 業 | 平成 29 年 度 政策 評価 事前 分 析 表 
到 区 去 一 务 省 29- 相 - 1 -4 (国際 文化 交流 の 促進 ) 
平成 29 年 度 行政 事業 レビ ュー シー ト 番 号 
0096 (独立 行政 法人 国際 交流 基金 運営 費 交付 金 ) 
2. 主要 な 経年 デー タ 
① 主 要 な アウ トブ プット (アウ トカ ム ) 情報 
二 達成 | es， | 平成 | 平成 | 平成 | 平成 | 平成 
指标 竺 目標 | 交管 值 | 29 年 度 | 30 年 度 | 31 年 度 | 32 年 度 | 33 年 度 
【指标 3 一 1】 | 50 % 以 50% 
計画 
日 本 研究 フェ ロ T 画 値 上 
コジ 20 ご 拓 に 本 52% 
3 年 以内 の 博士 | 大 吐 人 
論文 フェ ロー の 
104% 
学位 取得 割合 | 達成 度 た 
放電 | 議 平均 1 平均 1 人 
計画 値 
目 末 述 売 ジー ピ リド 衣 人 2 件 2 件 
2 UE 以 上 平均 1 人 
3 年 以内 の 学 | 実績 値 6.61 件 
者 ・ 研 究 者 フェ 
ロー の 成果 発表 331% 
件 数 (メデ ィ ア | 達成 度 
発信 含む ) 
生生 人 の 呈 妥 (平均 | 平成 24 80 件 
計画 6 
本 用 ニラ 2 | 議 | 件 数 ) | 年 -27 
ッ プ 終了 後 の フ 80 件 以 | 年度 の | 94 件 
ェ ロ ー の 出版 実 | 胡 績 値 | 上 年 | 年 間 平 
績 均 値 79 
117% 
達成 度 件 6 
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【指标 3 一 4】 | - 平 均 3.75 
複数 年 助成 事業 | 『 | 3.75 点 
実施 後 の 外部 評 以上 8 
価 (事業 実施 を | 実績 値 
通 じ た 発 信 力 強 115% 
化 、 成 果 の 持続 
に 向け た 取組 等 
に 関す る 5 段階 速成 度 
評価 ( 高 5 点 て 
低 1 点 ) ) 
【指标 3 一 5】 | 1 か 国 3 か 国 3 
計画 値 1 件 ノ 件 
年 以上 3 か 国 10 
実績 値 件 
333% 
フェ ロー シッ プ 平成 24 | 143 名 二 
人 数 グ 国 ・ 地 域 ~27 年 | 39 か 国 
数 度 の 実 
実績 値 績 平均 
値 227 
人 46 
か 国 
ミロ デジ タケ 100% 
一 下 [有 意义 上 | 実績 値 
項目 ※ 
XE RY 45 件 
修了 者 が 関与 す | 
る 基金 主催 ノ 助 | 汪 作 
人 2 EE コン 平成 2 28 人 
ッ プ 人 数 一 27 
実績 値 度 の 実 
績 平均 
直 27 人 
安倍 フェ ロー シ 1, 664 
2 プ 修 了 者 に ES 上 和牛 
る 成果 発表 件 数 | 実績 値 
(メデ ィ ア 発信 
含む ) 
安倍 フェ ロー シ 100% 
ッ プ の フェ ロー | 且 人 人 








2 の ah 
意義 」 项 ※ 
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安倍 フェ ロー シ 
WL OZ 2 EN= 
シッ プ 修 了 者 が 
関与 する 基金 主 
催 プ 助成 事業 数 


30 件 








助成 事業 実施 件 
数 


平成 24 | 172 件 
へ 27 年 
度 の 実 
績 平均 
値 266 



































助成 対象 機関 ア 
2 0 「 有 意 
義 」 項 









































100% 





的 交流 各 了 
加 者 に よる 成果 
発表 件 数 (メデ 
ィ ア 発信 含む ) 























87 件 








知 的 交流 事業 参 
加 者 アン ケー ト 
こ お い て 事業 実 
施 前 後 の 朗 識 変 
化 を 測る 項目 ※ 


100% 





知 的 交流 事業 参 
加 経 験 者 が 関与 
する 基金 主催 
助成 事業 数 




















1 件 























< 目標 水準 の 考え 方 > 
〇 我が国 に お ける 人 文科 学 ・ 








社会 科学 

















目指 す 考 え か ら 、 








目標 達成 に 影響 を 及ぼ す 外 部 要 医 
各国 に お ける 教育 
響 を 与え る 可能 性 が ある 。 





年 度 学校 基本 調査 (文部 科 』 
〇 安倍 フェ ロー シッ プ 終 了 後 の フェ ロー の 出版 実績 は 、 前 期中 期 
平成 24~27 年 度 の 年 間 平 均 値 以上 を 
〇 複数 年 助成 事業 実施 後 の 外 部 評価 は 
段階 に 換算 し 設定 









































省 ) 参照 ) を 














超え る こと を 


分 野 の 博士 課程 在籍 者 の 学位 取得 率 





均值 47% 員 








指 













































































変更 等 の 



















































































日 本 研究 を 取り 巻く 環境 の 変化 が 
























































標 期間 で 達成 し た 水準 以上 を 
標 と し た 。 


、 前 中 期 目標 期間 中 の 采用 基 淮 4 点 中 3 点 を 5 


・ 機 関 の 業 績 ! 

































































※ ア ン ケ ー ト は いずれ も 5 段階 評価 で 上 位 2 つの 評価 を 得る 割合 
② 主 要 な イン プッ ト 情 報 (財務 情報 及び 人 員 に 関す る 情報 ) 
平成 平成 平成 3 平成 
29 年 度 30 年 度 31 年 度 33 年 度 
予算 額 ( 千 円 ) 2, 452, 499 
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成 27 




















決算 額 ( 千 円 ) 1, 770, 403 
















































































経常 費用 ( 千 円 ) 2, 235, 644 
経常 利益 ( 千 円 ) A 475, 518 
人 1, 612, 062 
(F 幅 ) "no 

従事 人 員数 21 























3 一 1. 各 事 業 年 度 の 業務 に 係る 目標 、 計 画 、 主 な 評価 指標 

















【 中 期 目標 】 
ウ 海外 日 本 研究 ・ 知 的 交流 の 推進 及び 支援 

( ア ) 海外 の 日 本 研究 の 推進 及び 支援 

海外 の 日 本 研究 は 、 各 国 ・ 地 域 に お ける 対日 理解 の 基礎 と な る も の で あり 、 基 金 は 、 被 支援 機関 ・ 
研究 者 に よる 発信 等 を 通じ て 当該 国 ・ 地 域 に お ける 正確 な 対日 理解 の 普及 及び 対日 関心 の 維持 拡大 
に 資す る よう 、 フ ェ ロ ー シ ッ プ 、 日 本 人 研究 機関 支援 等 の プロ グラ ム を 戦略 的 に 運用 し て 支援 する 。 
支援 に 当たっ て は 、 外 交 上 の 必要 性 を 踏ま えつ つ 、 在 外 公館 と も 連携 し 、 各 国 ・ 地 域 の 日 本 研究 の 
状況 及び 日 本 研究 の 振興 の た め の ニ ー ズ を 把握 する 。 ま た 、 日 本 を 主たる 専門 と する 研究 者 へ の 支 
援 に 当たっ て は 、 高い 発信 力 を 有する 研究 者 の 関与 、 次 世代 の 人 材 育成 や 中 長期 的 な 基盤 整備 を 意 
識 す る 。 




















































































































































































































































































































































































































( イ ) 知 的 交流 の 推進 及び 支援 

基金 の 日 本 国内 外 の 有識者 の ネッ トワ ー ク を 活用 し つつ 、 国 際 的 重要 課題 に つい て の 対話 と 共同 
研究 を 推進 する 海外 の オピニ オン リー ダー 等 の 人 材 を 育成 する 。 ま た 、 自 立 的 、 持 続 的 な ネッ トワ 
ー ク の 維持 や 発信 力 の 維持 ・ 向 上 を 図る べく 、 フ ォ ロ ー ア ッ プ に 取り 組む 。 






































































































































【 中 期 計画 】 
ウ 海外 日 本 研究 ・ 知 的 交流 の 推進 及び 支援 

各国 ・ 地 域 の 事情 や 必要 性 を 把握 し つつ 、 海 外 日 本 研究 及び 知 的 交流 それ ぞ れ の 性 格 に 応じ て 、 
海外 日 本 研究 及び 知 的 交流 を 効果 的 に 促進 する 。 


































































































( ア ) 海外 の 日 本 研究 の 推進 及び 支援 
各国 ・ 地 域 の 日 本 研究 状況 及び 日 本 研究 振興 の た め の ニ ー ズ を 把握 し 、 長 期 的 な 視点 か ら 対 日 理解 
の 深化 及び 対日 関心 の 維持 拡大 に 資す る よう 、 我 が 国 の 外交 上 の 要請 に も 配慮 し つつ 、 以 下 の 事 業 





























































































































































































































を 実施 する 。 
1 

海外 に お ける 日 本 f 先 を 振興 する た め 日 本 を 研究 対象 と する 諸 外 国 の 学者 ・ 研 究 者 及び 博士 
論文 幸 当 。 然 科 学 ・ 医 学 ・ 工 ョ 分 时 専門 家 は 対象 外 ) に 、 我 が 国 で 研究 ・ 調 査 等 の 活動 を 
行う 機会 を 提供 する 。 ま た 、 講 演 会 ・ レ クチ ャ ー 等 の 実施 や ネッ トワ ー キ ング の 機会 を 設け る 等 




















の フォ ロー アッ プ 事 業 を 行う 
・ 機 関 支援 
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各国 に お いて 日 本 研究 の 中 核 的 な 役割 を 担う 機関 が 日 本 研究 の 基盤 を 強化 し 、 人 材 を 育成 する 
こと が で きる よう 、 日 本 研究 に 従事 し て いる 海外 の 日 本 研究 機関 に 対し 、 客 員 教 授 派遣 や 派遣 壇 


援 、 


・ 不 




































































研究 ・ 会 議 助成 、 教 員 拡充 助成 な どの 包括 的 な 支援 を 実施 する 。 
ットワーク 支援 



































日 本 研究 に 関わ る 研究 者 や 知 日 層 及 び 関 連 機関 を 横断 的 に 結び つけ 、 ネ ットワーク 化 を 図る こ 






































と で 日 本 研究 の 発展 と 深化 に 知 与 する た め 、 我 が 国 や 第 三国 か ら 研究 者 ・ 専 門 家 を 集め た 会 議 の 
開催 や 、 日 本 研究 や 日 本 を 含む 地域 研究 の 学会 へ の 支援 を 行う 。 















































( イ ) 知 的 交流 の 推進 及び 支援 
我が国 と 各国 の 共通 の 関心 テー マ や 国際 的 重要 課題 に つい て 、 以 下 の よ うな 対話 ・ 共 同 研究 、 人 
的 交流 を 実施 する と と も に 、 そ の た め の 人 材 育成 に 資す る 支援 及び フォ ロー アッ プ を 行う 。 


・ 知 的 交流 






























































業 の 実施 及び 支援 






































諸 外 国 の 機関 ・ 有 識者 と の 協力 の も と 、 会 議 の 開催 、 人 物 の 派遣 ・ 招 へ いと いっ た 知 的 共同 事 


業 を 実施 及び 支援 する 。 知 的 交流 



































業 の 実施 に 当たっ て は 、 長 期 的 視野 に 立っ て の 恒常 的 な 知 的 

















2 





の 積み 重ね の 重要 性 に 留意 し 、 次 代 の 知 的 交流 の 担い 手 の 育成 や 多様 な 担い 手 に よる ネッ ト 


























ワー ク の 強化 等 を 進め る 。 ま た 、 我 が 国 の 有識者 の 海外 発信 の 機会 の 増加 、 海 外 発信 能力 の 向上 、 
ネッ トワ ー ク 形成 等 を 促進 する よ う 配 慮 する と と も に 、 で きる だ け 日 本 国内 外 の 他 機 関 ・ 団 体 等 


と 連携 する こと で 
・ 日 





















































業 を 効果 的 ・ 効 率 的 に 実施 する 。 
業 の 実施 及び 支援 














米 交流 
































日 米 両国 の 各界 各層 に わた る 信頼 醸成 及び 相互 理解 促進 の た め 、 専 門 家 ・ 牙 策 関係 者 に よる 知 
的 対話 ・ 共 同 研究 や 教育 を 通じ た 対 米 日 本 情報 拡充 ・ 交 流 事業 を 実施 及び 友 援 する 。 ま た 、 日 





















































米 関係 の 人 的 基盤 維持 に 向け 、 フ ェ ロ ー シ ッ プ 等 、 次 代 の 日 米 知 的 交流 を 担う 人 材 育成 の た め の 














業 を 実施 及び 支援 する 。 フ ェ ロ ー シ ッ プ 供 与 型 事業 に つい て は 、 フ ェ ロ ー シ ッ プ 終 了 後 の フェ 























ロー の 出版 実績 を 調査 する な ど 、 受 給 者 の フォ ロー アッ プ に 留意 する 。 








【留意 点 】 


上 記 


. 


b. 日 


C. 


d 


ev 


+ 


ピー 
月 


充 





業 の 実施 に 当 た っ て は 、 以下 の 点 に 留意 する 。 





日 本 研究 支援 を 行う 際 に は 、 相 手 国 に お いて 長期 的 に 日 本 研究 が 発展 する よう 、 若 手 研究 者 の 


















































成 、 知 的 コミ ュ ニ ティ に お ける 日 本 研究 者 の 活躍 の 機会 の 創出 、 日 本 研究 者 の ネッ トワ ー ク 拡 
等 の 工夫 を する 。 
語 普 及 や 留学 生 交 流 な どの 諸 分 野 と の 連携 に 配慮 する 。 海 外事 務 所 に お いて は 、 在外 公館 、 

































































日 


2 





类 






































本 研究 機関 、 そ の 他 関 係 機関 ・ 団 体 と 連携 し 、 海 外 日 本 研究 の 支援 体制 の 構築 に 努め る 。 









































海外 に お ける 日 本 研究 を 戦略 的 に 促進 する た め 、 各 国 ・ 地 域 に お ける 日 本 研究 の 中 核 と な る 機 
関 
関 























や 対日 理解 の 中 核 と な る 者 に 対す る 支援 に 重点 化し て 事業 を 行う 。 ま た 、 支 援 対象 と すべ き 機 
の 特定 、 支 援 の 在り 方 の 検討 に 供 す べ く 、 海 外 に お ける 日 本 研究 者 及び 日 本 研究 機関 の 情報 の 




























































































業 効果 を 確認 する た め に アン ケー ト を 実施 する 場合 は 、5 段階 評価 で 中 央 値 を 除外 し た 上 位 
つの 評価 を 得 た 割合 を 評価 対象 と する 。 



























































日 米 セ ンタ ー の 運営 に 当たっ て は 、 自 己 収入 財源 (政府 出資 金 等 の 運用 人 益 収入 等 ) を 通じ て 事 





















































を 実施 する こと に より 、 同 セン ター の 自律 性 に 配慮 する と と も に 、 外 部 有識者 の 意見 を 踏ま え 
行う も の と する 。 






































米 セ ンタ ー は 、 日 米 文化 教育 交流 会 議 (カル コン ) の 事務 局 業務 を 担 う 。 








&. 























[文化 の WA ( 和 ・ 環 ・ 輪 ) プロ ジェ クト 知り合う アジ アー」 に 資す る 事業 の 実施 に 配慮 する 。 
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E 度 計画 】 
AS 














Je 
RY 



























































施す る 。 
究 者 支援 


.以 SS 
让 商 薄 家 一 




















海外 に お ける 日 本 研究 を 振興 する た め 、 日 本 を 研究 対象 (自然 科学 ・ 











海外 の 日 本 研究 の 推進 及び 支援 
国 ・ 地 域 の 日 本 研究 状況 及び 日 本 研究 振興 の た め の ニ ー ズ を 揚 
化 及び 対日 関心 の 維持 拡大 に 資す る よう 、 我 が 国 の 外交 上 の 要請 に も 配慮 し つつ 、 以 下 の 事 業 





川 












































ル 。、 





長期 的 な 視点 か ら 対日 














解 


医学 ・ 工 学 分 野 の 専門 家 


は 対象 外 ) と する 諸 外国 の 学者 ・ 研 究 者 及び 博士 論文 執筆 者 に 、 我 が 国 で 研究 ・ 調 査 等 の 活動 を 























行う 機会 を 新た に 提供 する 。 日 本 f 完 フェローシップ 終了 後 3 年 以内 で 、 「 学 者 .看 究 者 」 フェ 
ー に つい て は 成果 発表 件 数 (メデ ィ ア 発信 含む ) 平均 1 人 2 件 以上 、「 博 士 論文 
























































に つい て は 、 学 位 取得 割合 50% 以 上 の 達成 を 目標 と する 。 
































es 


ヒ す る 。 
・ 機 関 支援 

















また 、 講 演 会 ・ レ クチ ャ ー 等 の 実施 や ネッ 
業 を 、 米 国 、 中 国 及び 韓国 で 行う と と も に 、 通 4 


























トワ ー キ ング の 機会 を 設 









































執筆 者 」 フェ ロ 














= 

















ける 等 の フォ ロー アッ プ 
E 度 に 招へい し た フェ ロー に 関す る 情報 収集 を 強 


ロ 





ーー 








各国 に お いて 日 本 研究 の 中 核 的 な 役割 を 担う 機関 が 日 本 研究 の 基盤 を 強化 し 、 人 材 を 育成 する 














こと が で きる よう 、 日 本 f 
援 、 研究 ・ 会 議 助成 、 教員: 



































業 実 施 を 通じ た 発信 力 強 1 























究 に 従事 し て いる 海外 の 
防 充 助成 な どの 支援 を 実施 する 。 複 数 年 助成 
ヒ 、 成 果 の 持続 に 向け た 取 紳 

















皿 








で 平均 3. 75 点 以 上 の 評価 を 得る こと を 目標 と する 。 








・ ネ ットワーク 支援 



































日 本 研究 に 関わ る 研究 者 や 知 











日 本 研究 機関 に 対し 、 客 員 教 授 派 遣 や 派遣 支 
業 実施 後 の 外部 評価 ( 
等 に 関す る 5 段階 評価 (高 5 点 ~ 低 工 点 ) 
































) 


日 層 及 び 関 連 機 関 を 横断 的 に 結び つけ 、 ネ ットワーク 化 を 図る こ 


と で 日 本 研究 の 発展 と 深化 に 寄与 する た め 、 我 が 国 や 第 三国 か ら 研 究 者 ・ 専 門 家 を 集め た 会 議 の 
開催 や 、 日 本 研究 や 日 本 を 含む 地域 研究 の 学会 へ の 支援 を 行う 。 









































( イ ) 知 的 交流 の 推進 及び 支援 





















































我が国 と 各国 の 共通 の 関心 テー マ や 国際 的 重要 課題 に つい て 、 以 下 の よ うな 対話 ・ 





共 
的 変 流 を 実施 する と と も に 、 そ の た め の 人 材 育 成 に 資す る 支援 及び フォ ロー アッ プ を 行う 。 複数 年 
5 





助成 事業 実施 後 の 外部 評価 








( 








・ 知 的 交流 


























業 を 実施 及び 支援 する 。 
知 的 交流 
































業 の 実施 に 当たっ て は 、 長 期 的 視野 に 立っ て の 恒常 的 な 知 的 交流 の 積み 重ね の 重要 
性 に 留意 し 、 次 代 の 知 的 交流 の 担い 手 の 育 成 や 多様 な 担い 手 に よる ネッ トワ ー ク の 強化 等 を 進め 


る 。 ま た 、 我 が 国 の 有識者 の 海外 発信 の 機会 の 増加 、 海 外 発信 能力 の 向上 、 ネ ットワーク 形成 等 





業 実施 を 通じ た 発信 力 史 
段階 評価 ( 高 5 点 ~ 低 1 点 )) で 
業 の 実施 及び 支援 
諸 外 国 の 機関 ・ 有 識者 と の 協力 の も と 、 会 議 の 開催 、 人 物 の 派遣 ・ 招 へ いと いっ た 知 的 共同 























































































































同 研究 、 


R 化 、 成 果 の 持続 に 向け た 取組 等 に 関す る 
F 均 3. 75 点 以 上 の 評価 を 得る こと を 目標 と する 。 




















を 促進 する よう 配慮 する と と も に 、 で きる だ け 日 本 国内 外 の 他 機 関 ・ 団 体 等 と 連携 する こと で 

















に! 








業 を 効果 的 ・ 効 率 的 に 実施 する 。 
「 現 代 日 本 理解 特別 プロ グラ ム 」 に より 、 オ ー ス トラ リア ・ 米 
究 機関 を 文 援 し 、 特 に 社会 科学 分 野 に お ける 知 日 








・ 日 米 交 流 


















































業 の 実施 及び 支援 
米 両 国 の 各界 各層 に わた る 信頼 醸成 及び 相互 理解 促進 の た め 、 専 門 家 ・ 牙 策 関係 者 に よる 知 
































国 ・ 英 国 及 び フ ラン ス の 主要 
派 人 材 の 育成 を 促進 する 。 









































メト 


的 対話 ・ 共 同 研究 や 、 教 育 を 通じ た 対 米 日 本 
日 米 関係 の 人 的 基盤 弥 


蕊 
「Y 芋 


Qc 


~ 








人 




















ーー 


育 報 拡充 ・ 交 流 














E 持 に 向け 、 フ ェ ロ ー シ ッ プ 等 、 次 代 の 











業 を 実施 及び 支援 する 。 


日 米 知 的 交流 を 担う 人 材 





人 











な 


= 
月 
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成 の た め の 事業 を 実施 及び 支援 する 。 フ ェ ロ ー シ ッ プ 供 与 型 事業 に つい て は 、 フ ェ ロ ー シ ッ プ 終 
了 後 の フェ ロー の 出版 実績 調査 等 、 受 給 者 フォ ロー アッ プ に 留意 し 、 旗 艦 プ ログ ラム で ある 安倍 
フェ ロー シッ プ に つい て 、 終 了 後 の フェ ロー の 出版 実績 (平均 件 数 ) 80 件 以上 年 を 目標 と する 。 
【 主 な 評価 指標 】 
【指标 3 一 】 日 本 研究 フェ ロー シッ プ 終 了 後 3 年 以内 の 博士 論文 フェ ロー の 学位 取得 割合 50% 以 
: 
【 指 標 3ー2】 日 本 研究 フェ ロー シッ プ 終 了 後 3 年 以内 の 学者 ・ 研 究 者 フェ ロー の 成果 発表 件 数 (又 
ディ ア 発 信 含む ) 平均 1 人 2 件 以上 

(関連 指標) 

・ フ ェ ロ ー シ ッ プ 人 数 / 国 ・ 地 域 数 (平成 24 て 27 年 度 の 実績 平均 値 227 人 46 か 国 ) 
・ フ フェロー アンケ ー ト  「 有 意義 」 項 目 の 5 段 階 評 価 で 上 位 2 つの 評価 を 得る 割合 
・ フ ェ ロ ー シ ッ プ 修 了 者 が 関与 する 基金 主 催 ン 助成 事業 数 

【指标 3 一 3】 安倍 フェ ロー シッ プ 終 了 後 の フェ ロー の 出版 実績 (平均 件 数 ) 80 件 以上 年 (平成 
24 年 て 27 年 度 の 年 間 平 均 値 79 件 ) 
(関連 指標) 
・ 安倍 フェ ロー シッ プ 人 数 (平成 24~27 年 度 の 実績 平均 値 27 人 ) 

・ 安 位 フ ェ ロ ー シ ッ プ 修 了 者 に よる 成果 発表 件 数 (メデ ィ ア 発信 含む ) 

・ 安 位 フ ェ ロ ー シ ッ プ の フェ ロー アン ケー ト  「 有 意義 」 項 目 の 5 段 階 評 価 で 上 位 2 つの 評価 を 得る 
割合 
・ 安倍 フ ェ ロ ー シ ッ プ フ ェ ロー シッ プ 修 了 者 が 関与 する 基金 主催 助成 事業 数 

【 指 標 3ー4】 複 数 年 助成 事業 実施 後 の 外 部 評価 (事業 実施 を 通じ た 発信 力 強 化 、 成 果 の 持続 に 向け 
た 取組 等 に 関す る 5 段階 評価 ( 高 5 点 ~ 低 1 点 )) で 平均 3. 75 点 以 上 

(関連 指標) 

・ 助 成 事 業 実施 件 数 (平成 24~27 年 度 の 実績 平均 値 266 件 ) 
・ 助 成 対象 機関 アン ケー ト  「 有 意義 」 項 目 の 5 段階 評価 で 上 位 2 つの 評価 を 得る 割合 


【 指 標 3ー 5】 日 本 研究 ・ 知 的 交流 の 主要 国 (米国 ・ 中 国 ・ 韓 国 ) に お ける フェ ロー シッ プ ・ フ ォ ロ 
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ー ア ッ プ 事業 の 実施 1 か 国 1 件 年 以上 
(関連 指標 ) 
・ 知 的 交流 事業 参加 者 に よる 成果 発表 件 数 (メデ ィ ア 発信 含む ) 











・ 知 的 交流 事業 参加 者 アン ケー ト に お いて 
つの 評価 を 得る 割合 
・ 知 的 交流 











業 実施 前 後 の 朗 識 変化 を 測る 項目 の 5 段階 評価 で 上 位 2 














四 


























る 
業 参加 経験 者 が 関与 する 基金 主催 助成 





上 








業 数 





























3 一 2. 業務 実績 
(1) 海外 の 日 本 研究 の 推進 及び 支援 

対日 理解 の 深化 及び 対日 関心 の 維持 拡大 に 貢献 する こと を 目的 に 、 各 国 ・ 地 域 に お ける 日 本 研究 ・ 
対日 理解 の 中 核 的 な 研究 機関 の 維持 ・ 発 展 を 長期 的 に 支え る 「 日 本 研究 基盤 整備 」、 研究 者 個人 を 支援 
する こと で 人 材 育成 の 観点 で 日 本 研究 の 振興 を 支え る 「 日 本 研究 フェ ロー シッ プ 」、 国 や 地域 を 越え た 
学会 等 を 支援 し 研究 者 の ネッ トワ ー ク 化 を 図る 「 日 本 研究 ネッ トワ ー ク 強化 」 を 実施 し た 。 他 方 、 平 
成 29 年 度 よ り 、 単発 事業 を 単 年 度 ベ ー ス で 助成 する 公募 プロ グラ ム 「 日 本 研究 プロ ジェ クト 助成 」 を 
新設 。 各 国 ・ 地 域 の 事情 に 怒 し た 、 よ り 機 動 的 か つ 効 果 的 な 支援 を 行っ た 。 














































































































































































































































































































ア . 研究 者 支援 
平成 29 年 度 は 34 か 国 ・ 地 域 の 81 人 に 対し て 新た に 訪日 研究 の 機会 を 与え 、 平 成 28 
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F 度 か ら 継 続 
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する 62 人 と あわ せ て 143 人 が 日 
回 答 し た フェ 





29 年 度 


イ . 日 


過去 の フェ 





度 中 








( ア ) 李 深 勲 


アジ ア 政 治 























本 で 研究 を 行っ た 。 





平成 29 年 度 中 に 訪日 f 





























ロ 





ロー シッ プ 受 給 者 か ら 広 く 文 化 交流 の 基盤 
に 発現 し た 具体 的 な 事例 は 以下 の と お り 。 


前 
昆 
エビ 








外交 


94 人 全員 が 、 











還 際 交流 基金 





の 支援 を 有意 義 と 回 答 し た 。 


























国 ) 














専門 と する 














一 
人 





李 漆 勲 ( イ ・ ス フン ) 氏 は 平成 27 年 度 に 日 

















を 受給 し 、 慶 應 義塾 大 学 の 
同体 構築 イニ シア ティ ブ の 
だ っ た 李 氏 は 、 国 家 発 展 W 
深い 理解 や 、 
家 の 大 使 


共 


a 





し 、 知 日 








の 西野 純也 准 


教授 (当時 ) の も と で 3 か 月 間 、「 











究 を * 


盤 を 文 え る 人 材 が 医 出 され た 





きえ 、 





本 研究 フェ 
本 の 指導 者 た ち に よる 


例 と し て 


アン ケー ト に 


ト 


成 





ロー シッ プ 














日 











斉 略 的 含意 」 を テー マ に 研究 を 行っ た 。 韓 



































隊 略 文化 統一 外交 委員 な ど 要 職 を 歴任 。 知 日 
本 と の 間 ! に 築 























と し て の 活 


躍 が 期待 











され て いる 。 


( イ ) ジュ リオ ・ プ リエ ヤセ (イタ リア ) 


ジュ リオ ・ プ リエ セ 氏 は 、 ケ ン ブ リ ッ ジ 大 学 
シッ プ を 受給 し 、 北 岡 f 








ち : 靖 














も と に 
出版 が 決定 


ニー ニオ 








(ツウ ) 文化 交流 の 基 


a 


美術 分 








専門 ポス ト の 


戦略 的 に 相互 利益 を 4 
ロン ドン 大 学 キ ング スカ レッ ジ 











は 平成 4 有 
60 年 





ig 
の てく 





連接 


及び 1 














ー が 、 





国庆 
家 と し て の 日 
た 人 的 ネッ トワ ー ク が 評価 され 、2017 年 10 月 に は 駐 




















専 士 課程 在籍 中 の 平成 24 有 
































Sino-/Japanese CN Pol 


し た 。2017 年 に 


ーー 
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、 日 本 語 














ーー 














ーー 
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成 29 名 











名 











究 機 
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発現 が 





E 度 の プ 
期 

















待 











答 を 得 た 。 


E 度 に お いて は 、 
関 支援 の 枠 旨 
ロジ ェクト (【 


E か ら 回 


究 機関 支援 


・ 東 京 大 学 教授 (当時 ) の も と で 日 
E む 関係 』 の 時代 の 設 


育 分 野 の アン ドレ イ ・ ベ ケシ ュ 氏 
こ 、 そ れ ぞ れ フ ェ ロ ー シ ッ プ を 受給 し て 
こよ り 、 
後述 の 


本 美術 を 扱う 


本 の 











Ve 


E 度 に 
中 国政 策 の 背後 の リー ダー た 








人 





E」 を テー マ に 訪日 
未 に 


























KCL) 





1] さ れ た 。 同年 





に 採 / 








学 

















院 が 同氏 へ の 助成 を 決定 し 、KCL に 





0 どど な っ た 。 





盤 づ くり へ の 貢献 
野 の アレ クサ ンド ラ ・ モ ン 
E 度 に 
成 21 年 度 
後 の 長 きま に わた る 功績 
ベ ケ シ ュ 氏 は 現在 、 
こ 尽 力 し て いる 。 
要 美 術 館 で 日 








ロー 氏 (グッ ゲン ハイ ム 美 術 館 ア ジア 








訪 
E 度 国際 交流 基金 賞 を 受賞 し た 。 
究 協会 (EAJS) の 会 長 も 務め 、 日 
本 美術 界 で は 、 目 下 モ ン 
学芸 員 等 と し て 活躍 し て いる 。 


> 














平成 29 名 
欧州 日 本 好 
米国 の 日 




































































中 期 計画 に 














お ける 留 意 点 
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上 日 み を 、 








収 で きた 


< 中 検 的 機関 を 対象 と する 
こ 対 する 「 日 
で きる 16 か 国 ・ 地 域 の 
後者 に お いて は 24 か 国 ・34 件 
合わ せ 、 助成 2 


具 に 


























中 期 的 な 支援 「 日 
究 プ ロジ ェクト 支援 」 と に 分 け 、 


36 機関 に 支援 先 を 絞り 込む こと で 、 














本 

















戦略 性 






































本 
前 者 に つい て は 中 是 
向上 を 
の 支援 を 実施 し た 。「 基盤 整備 」「 プ ロジ ェクト 支援 」 両 プ 


究 を 行っ た 後 、 
は パル グレ イヴ 社 か ら 博 士 論 文 を 





本 語 教 
ロー 氏 を は じ め 15 人 も の 元 フ ェ 


者 大 学 極東 
本 社会 




















究 所 所 長 
に 対す る 
日 大 使 に 就任 























日 本 








itics: Might, Money and Minds を 出版 、2017 年 に は 韓 民 
お ける 2 つ 目 の 日 


美術 上 級 キ ュ レ ー 
リュ ブリ ャ ナ 大 学名 蒼 教授 ) は 昭和 
日 研究 に 携わり 、 


育 と 





核 機関 へ の 支援 重点 化 ) も 踏ま え 、 日 


17 ーー 





究 フ ェ 





2016 年 より 
































語 版 の 
本 研究 


ブロ 























グー) 





両氏 と も その 
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本 研究 と の 





ロ 





本 











グロ 
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ブロ 























基盤 整備 」 と AN 上 


図っ 














昌 り な 成果 
た 。 他方 、 














ログ ラム を 











アン ケー ト 58 件 すべ て に お いて 、 国際 交流 基金 の 支援 は 有意 義 と の 


( ア ) シラ キュ ー ス 大 学 (米国 ) 


に ンタ 





JJ 


成 28 有朋 








E 度 より 
に 係る 給与 や 客員 教授 招へい 、 
アン ・ ハ ー レ ー 助 


3 か 年 

















教授 に よっ 


業 と じ で 、。 四 

















シラ キュ ー ス 市 の 有力 私 立 大 学 で ある シラ キュ ー ス 大 学 に 対し 、 国 際 交 流 尋 


本 文学 ・ 映 画 ・ ポ ッ プ カル チャ ー を 専門 と する 教員 の 採用 











会 議 開催 等 へ 
日 本 関連 授業 が 新た 
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の 複合 的 支援 を 実施 し た 。 初 人 











E 度 に 








こ 採 





回 





基金 は 


























米 用 され た ブラ イ 
こ 4 コー ス 開 講 さ れ 、 2017 年 9 月 に は 同 大 学 教 








養 学 部 で の 日 本 マイ ナー ( 副 専 攻 ) の 新設 に 結び つい た 。 ま た 、 被 爆 者 ・ 小 倉 桂子 氏 を 迎え て 行わ 
れ た シン ポジ ウム は 注目 度 が 高く 、 学 生 の みな ら ず 地元 住民 か ら も 聴講 が あり 、 そ の 様子 は 米国 内 
メデ ィ ア に 加え NHK World で も 詳細 に 報じ し られ た 。 

































































( イ ) 北京 日 本 学研 究 セ ンタ ー 事 業 (北京 外国 語 大 学 実施 分 ) 

中 国 に お ける 日 本 研究 の 拠点 と し て 、 国 際 交 流 基金 が 長く 運営 に 関わ っ て いる 北京 日 本 学研 究 セ 
ンタ ー (北京 外国 語 大 学内 ) に 対し 、 国 際 交 流 基金 は 平成 29 年 度 、 日 本 研究 専攻 の 大 学院 生 へ の 
講義 ・ 指 導 の た め 日 本 の 研究 者 7 人 を 短期 で 派遣 し た 。 さ ら に 修士 課程 の 学生 14 名 を 訪日 研究 の 
た め に 招へい し 、 博士 課程 の 学生 3 人 に 対し て 1 年 間 の フェ ロー シッ プ を 供与 し た 。 平成 29 年 度 、 
同 セ ンタ ー は 33 名 の 修士 、7 人 の 博士 を 輩出 し た 。 
また 、 同 セン ター 教員 の 秦 剛 (し ん ・ ご う ) 教授 (日 本 近代 文学 ) が 、 作 家 ・ 井 伏 欠 二 の 幻 の 短 
編 小 説 を 発見 し た こと が 読売 新聞 、 朝 日 新聞 等 主要 メデ ィ ア で 報道 され る な ど 、 そ の 研究 成果 が 広 
く 注 目 を 集め た 。 
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( ウ ) ソウ ル 大 学 ア ジア 言語 文明 学部 

国際 交流 基金 に よる 継続 的 な 支援 が 後押し と な り 、2018 年 3 月 、 ソ ウル 大 学 に 人 文科 学 分 野 の 日 
本 専攻 修士 課程 が 発足 し た 。 2013 年 3 月 、 開 学 以降 初め て 人 文科 学 分 野 に お いて 学部 生 向け 日 本 再 
攻 課 程 が 設立 され た の を 契機 に 、 近 代 以 降 の 文学 ・ 文 化 関 連 一 次 資料 の 拡充 を 目的 と し て 国際 交流 
基金 が 行っ て きた 、 継 続 的 な 図書 客 贈 の 成果 と いえ る 。 ソ ウル 大 学 は 韓国 の 中 心 的 な 学術 拠点 で あ 
る ば か り で な く 国 際 的 な 認知 も 高まっ て いる だ け に 、 社 会 科学 分 野 に お ける 2003 年 開設 の 日 本 
究 所 (当時 は 日 本 研究 セン ター) に 加え 、 今回 人 文科 学 分 野 で も 日 本 研究 拠点 が 開設 され た こと は 
意義 が 大 きく 、 国 内 外 の 日 本 研究 を けん 引 し て いく こと が 今後 期待 され る 。 















































人 下 











































































































ウ . 日 本 研究 ネッ トワ ー ク 支援 
主催 事業 4 件 、 助 成 事業 25 件 を 実施 。 ア ン ケ ー ト 回 答 の あっ た 20 の 助成 対象 機関 すべ て が 、 国 際 
交流 基金 の 助成 が 有意 義 で あっ た と 回 答 し た 。 




















介 




















( ア ) 東 ア ジア 日 本 研究 者 協議 会 

2016 年 に 発足 し た 東 ア ジア 初 の 日 本 研究 ネッ トワ ー ク 組織 「 東 アジ ア 日 本 研究 者 協議 会 」 の 第 2 
回 国際 学術 大 会 が 、2017 年 10 月 、 中 国 ・ 天 津 市 で 開催 され た 。 国 際 交 流 基金 は 、 同 大 会 向け に 大 
学院 生 に よる 次 世代 パネ ル を 中 心 に 旅費 等 を 支援 し た ほか 、 作 家 ・ 浅 田 次 郎 氏 を 特別 講演 者 と し て 
派遣 る な ど し た 。 大 会 全体 は 前 回 を 上 回 る 300 人 以上 の 研究 者 、 大 学院 生 が 集い 、46 の 分 科 会 が 
設け られ 、 成 功 裏 に 終了 し た 。 本 協議 会 は 、 台 湾 も 交え た 日 本 研究 の 持続 可能 な 広域 ネッ トワ ー ク 
と し て 、 今後 も 東 ア ジア の 日 本 研究 の 更 な る 国際 化 を 促進 する 存在 と し て 発展 する こと が 期待 され 
る 。 























































































































































































































( イ ) 日 ・ 米 ・ 東 南ア ジア ネッ トワ ー ク 形成 

平成 27 年 度 以来 、「 文 化 の WA ( 和 ・ 環 ・ 輪 ) プロ ジェ クト 」 の 一 環 と し て 、ASEAN 諸国 を 中 心 と 
し た アジ ア と 日 本 研究 の 先進 国 で ある 米国 と を 結び つけ る 各種 取り 組み を 実施 し て いる と ころ 、 成 
果 が 結実 し 始め て いる 。 
例え ば 、 東 南ア ジア の 若手 日 本 研究 者 に 対し 、 旅 費 等 を 支援 する こと で 米国 の アジ ア 研 究 学会 
AAS) が 開催 する 年 次 大 会 及び アジ ア 大 会 へ の 参加 を 促す 取組 で は 、 平 成 28 年 度 ま で の 支援 対象 
者 は 聴講 参加 に と ど ま っ て いた の に 対し 、2018 年 3 月 の ワシ ント ン DC で の 年 次 大 会 で は 過去 の 支 
NN GA 0 A et 
で も 6 名 が 発表 者 と し て 採択 され て いる 。 
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他方 、 国 際 交 泊 a 米 ・ 東 南ア ジア の 若手 日 本 研究 者 を 日 本 に 招へい し て 毎年 実施 
する 合宿 型 研修 「 ・ イ ンス ティ テ ュ ー ト 」 参 加 者 か ら も 、AAS 年 次 大 会 (2018 年 3 月 ) で 3 
名 (日 ・ 米 ・ 比 )、 I ND NO OO RN 














参加 者 に よる 日 ・ 米 ・ 越 の 多国 籍 パネ ル が 形成 され た と いう 点 で 特筆 され る 。 


いずれ も 、 


























国際 交流 基金 の 取り 組み を 通じ て 若手 日 本 研究 者 が 力 を つけ 、 か つ 広 域 ネ ットワーク 
































を 形成 し て いる こと が 、AAS に よる 公募 審査 と いう ふる い に よ り 立 証 さ れ た と いえ る 。 




















( ウ ) 欧州 日 本 研究 協会 (EAJS) 
EAJS は 1973 年 、 当 時 、 欧 州 の 日 本 研究 を 牽引 し て いた 「 第 一 世代 」 と も いう べき 研究 者 た ち 
よっ て 設立 され た 欧州 初 の 日 本 研究 ネッ トワ ー ク 組織 で ある 。 時 の 


ー ク の 広がり 


















































に 当初 か ら 注 目 し 、 継続 的 に 支援 し て きた 。 3 年 ご と に 開催 され る 総会 は すでに 15 回 















































を 数 え 、 2017 年 の 会 員数 は 米国 ・ ア ジア 等 欧州 域外 も 含む 世界 50 か 国 ・1, 400 名 を 数 えた 。 今後 
新た に 育っ て き て いる 後続 必 代 へ の 着実 な 日 本 研究 の 知 的 敬 積 の 継承 ・ 発 展 に 向け 、 欧 州 な ら で は 
の 人 材 流動 性 を 活か し た 幅広 い ネッ トワ ー ク 構築 の 重要 性 が 高まっ て いる 。 



















































































平成 29 年 度 、 国 際 交 流 基金 は EAJS の 第 15 回 リス ボン 総会 お よび PhD ワー クシ ョ ッ プ の 開催 と 
務 局 運営 へ の 支援 を 実施 し た 。 同 総会 で は 14 セク ショ ン 252 パネ ル の 発表 が 行わ れ 、 日 本 語 ・ 


































































































英語 を 公用 語 と し て 多彩 な 発表 が な され た 。PhD ワー クシ ョ ッ プ を 通じ た 中 ・ 東 欧 の 若手 日 本 研究 
者 の 育成 や 日 本 語 教 育 分 野 と の 連携 強化 も 進み つつ あり 、2020 年 の 第 16 回 ゲン ト 総 会 に 向け さら 
な る 発展 が 期待 され る 。 

エエ. 竺 外 業 








国際 交流 基金 海外 


























業 を 実施 し た 。 う ち パ 





務 所 21 か 所 に より 、 計 177 件 の 日 本 研究 ・ 知 的 交流 








リ で は 企業 (ユニ クロ ・ 東 レ ) の 協力 を 得 て イ ノミ ベー ショ ン を テー マ と し た セミ ナー を 、 ま た シド ニ 





ー で は ロボ ッ ト を テー マ と する 講演 シリ ー ズ を 、 そ れ ぞ れ 実 施し 、 い ずれ も 通常 の 





























業 と は 異な る 層 


























か ら 聴 衆 を 得 た 。 特 に 後者 で は 、 日 本 で は ロボ ッ ト が 芸術 か ら 医 療 ま で 幅広 い 分 野 で 活用 され て いる 





MX 二 を 紹介 1 内 












































ラジ オイ ンタ ビュ ー 等 の 報道 に よっ て も 一 般 層 の 対日 関心 喚起 や 国際 交流 基金 の 知名 








度 向上 に つなが っ た 。 


(2) 知 的 交流 
日 本 の 対外 発信 の 強化 と その た め の 人 材 育成 に 真 献 す る こと を 目的 に 、 世 界 的 な 課題 や 諸 外 国 と の 
に 対し て 日 本 と 諸 外 国 の 知識 人 が 対話 ・ 協 働 を 行う 国際 会 議 等 の 知 的 交流 




















共通 の 関心 











* の 推進 及び 支援 

















業 、 及 び 日 





























本 と 諸 外 国 と の 共同 研究 ・ 知 的 対話 を 実施 また は 支援 し た 。 


ア . 知 的 交流 








自国 で の 発信 力 、 注 目 度 が 高い 識者 や 、 日 本 と の 交流 を 担う こと が 期待 され る 次 世代 の 人 材 の 対 








業 の 実施 及び 支援 














1 


























理解 を 深め 、 海 外 に お ける 日 本 の 発信 力 を 強化 する た め 、 平 成 29 年 度 は 以下 の 取組 を 行っ た 。 


( ア ) 日 中 知 的 交流 強 














業 (中 国 知識 人 招へい ) 


一 、 


上 


























国際 交流 基金 は 中 国 の 言論 界 で 強い 影響 カ を 有 し な が ら も 日 本 と の 関係 が 希薄 な 知識 人 層 を タ 




















ー ゲ ッ ト ドコ 

















成 20 年 度 か ら 招へい 
供する こと で 、 彼 ら の 日 本 理解 を 深め る と と も に 、 訪 日 中 及び 帰国 後 の 発 信 に より 中 国 社会 に お け 


業 を 実施 し て いる 。 日 本 の 各界 有識者 と の 交流 等 の 機会 を 提 









































る 対日 理解 を 広く 促進 する こと を 期し て いる 。 平成 29 年 度 は 個人 10 名 、 グ ルー プ 2 件 ( 計 8 名 ) 





を 招 へ v Nn し 、 

















累計 招へい 人 数 は 個人 83 名 、 グ ルー プ 79 名 の 計 162 名 に 達し た 。 











ー54- 





JJ 
































成 29 年 度 招へい 者 の うち 、 中 医 
を 擁する 自身 の ミニ ブ 
の 見 聞 に つい て 疾 繁 に 発信 し 、 

















で 報じ られ た 。 








さら に 過去 の 招へい 者 の うち 、 元 
術 セ ンタ ー 曹 事 長 の 栄 剣 氏 (平成 25 年 度 )、 文 
2017 年 9 月 、 外 務 省 の 招へい に より 再 ヨ 


する と と も に 、 
れ た 。 
これ ら の 例 に 


( イ ) 「 現 代 日 本 理解 特別 プ 
米国 、 英国 、 フ ラン ス 、 オー スト ラリ ア の ヨ 
\ て 、 現 代 晶 





外交 ) に お 




















また 、 平 成 27 名 
京 一 年 』 を 出版 し た 。 同 書 は 同年 末 3 























て 表 さ れる よう に 、 本 
































ログ を 通じ 、 日 




















計 800 万 位 


『 人 民有 


政法 大 学 法 学 院 副 院 ] 
本 の 司法 1 

















骨 度 や その 紛争 解決 制度 に つい て 、 
E の アク セス を 獲得 し た 。 

E 度 に 招へい し た 作家 の 北方 穫 氏 は 2017 年 8 月 
まで に 15 万 部 が 発行 され 、 日 





























報 』 


民 の 何 兵 教授 は 、 100 万 人 の フォ ロワ ー 数 


また 日 本 各地 で 





























、 日 本 滞在 の 経験 を 基 に 単 著 『 東 
本 で も 雑誌 『 ニ ュー ズ ウ ィ ー ク 』 
































論説 要員 の 馬立 誠 氏 (平成 22 年 度 ) 、 北 京 錦 都 芸 




















し ゴー 
































ログ ラム 」 

















に 


に 


は 対日 










































































E 要 機関 に 対し て 、 ヨ 
本 に 対す る 理解 の 促進 と 発信 強化 に 資す る 8 件 の 


者 ・ 


























来 日 し 、 日 中 国交 
日 本 人 有識者 と の 座談 会 が 開か れ 、 そ の 様子 は 『 


理解 促進 に 寄与 する 情報 の 効果 的 な 発信 や や 日 
の 知 的 ネッ トワ ー ク 強化 の 面 に お いて 中 長期 に わた り 社 会 的 還元 効果 の 高い 


























評 人 の 葉 臣 政 氏 (平成 28 年 度 ) ら 3 名 が 
E 常 化 45 周年 を 記念 する セミ ナー に 出 














证 
羡 




















中 央 公論 』 2018 年 1 月 号 に 掲 











中 間 





業 で ある 。 








に 社会 科学 分 野 (特に 日 本 政治 ・ 
辽 


に 対す る 助成 を 実施 







































































し 、 ア ン ケ ー ト 回 答 機関 すべ て が 国際 交流 基金 の 助成 が 有意 義 で あっ た と 回 答 し た 。 具 体 的 事例 は 
以下 の と お り 。 
a. 米国 
スタ ン フ ォ ー ド 大 学 の 「 現 代 日 本 に つい て の 新 世代 の 指導 者 及び 先駆 者 の 教育 」 (5 年 事業 ) 
は 、 将 来世 界 各地 で リー ダー シッ プ を 担う 新 世 代 の 学生 を 対象 に 、 日 本 の 国際 関係 ・ 経 済 や 地政 
学 的 課題 等 に 関す る 最新 の 議論 を 提供 する 講座 を 新規 に 開設 し 、 若 手 研 究 者 を リサ ー チ ・ ア ソ シ 
エー ト と し て 採用 し 、 講 座 を 担当 させ た ほか 、 客 員 講師 3 名 を 招へい し 、 コ ロキ アル ・ シ リー ズ 


を 開催 し た 。 




















b。 オー スト ラリ ア 





オー スト ラ 
現代 











専 P 











リア 国 














立 大 学 (ANU) 豪 














講座 の 運営 、 若 手 研 


H 家 を 招い て 、 





究 者 に 対す る 訪 
































プ 制 度 、 及 び ス カラ シッ プ 制 度 で は 、 


る 。 





イ . 日 





米 交流 








日 














業 の 実施 及び 支援 
米 両 国 が 国際 的 責任 を 分 か ち 合 い 、 
































日 研究 セン ター (QAJRC) に 対す る 助成 (5 か 年 事業 ) で は 、 





日 本 の 政策 課題 に 対す る 理解 の 促進 、 並 びに 





次 世代 の 日 本 

















これ まで に 


日 フェ ロー シッ プ 等 を 支援 し た 。 
日 本 の 歴史 、 政 治 、 経 済 、 外 交 、 安 全 保障 政策 等 の 各 


する た め の 多 角 的 な 視点 を 提供 し 、 2 年 間 で の べ 20 人 の 大 学院 生 が 参加 





院生 4 名 、 博 ゴ 








世界 的 視野 に 基づく 協力 を 推進 する と と も に 、 日 





界 各層 に お ける 対話 と 交流 を 促進 する た め 、 平 成 29 角 





( ア ) 安倍 フェ 

















人 





究 の 








進 、 








参画 する 新 世代 の も 


ロー シッ プ ・ プ 
現代 の 地球 的 な 政策 課題 で 、 か つ 監 要 な 取組 の 必要 と され る 問題 に 関す る 学際 的 、 国 際 的 な 調査 





ログ ラム 









































また 、 長 期 的 に 政策 指向 的 6 
究 者 ・ ジ ャ ー ナ リス ト 人 材 の 養成 を 目指 す f 








究 き 





E 度 は 以下 の 』 











専門 家 の 育 成 を 目的 と 
日 本 講座 で は 、 日 本 か ら も 
分 野 で 、 現 代 日 本 を 研究 
じじ た また だ 、 シェ ロー シッ ツ 


研究 員 2 名 が 研究 活動 を 行っ て い 








し て 、 日 本 












































米 両 国 の 各 





尺 組 を 行っ た 。 

















また は 報道 に 従事 し 、 世 界 の ネッ トワ ー ク に 積極 的 に 











一 DD 一 








完 届 学 金 プロ グラ ム で ある 。 

















A 




















境 ・ 気 候 変 








」 を テー マ に 日 

















名 の 聴衆 に は 研究 者 な ど 専門 
ン に 参加 し た 現地 の 人 々 と の 
これ まで に 日 
ロー は 、 ブ ェ 
の シェ ルド ン ・ ガ ロン 教授 ( 
また 、2004 年 度 採 / 
キン グ ス f 





















































究 所 ) は 、 安 倍 フェ 


米 両 国 で の 政策 形成 ( 
ロー シッ プ 供 与 後 も 


1H の ミ レ ヤ ・ ン ! 























米 フ ェ 





成 29 年 度 は 知見 発信 お よび 対話 を 通し て 関係 強化 ・ 理 解 促進 を さら に 
ロー を 含む の 14 名 を 登壇 者 と する 安倍 フェ ロー シッ プ ・ 
ロー バル フォ ー ラ ム を ヒュ ー ス トン 、 サン フラ ン シ ス コ 、 ニューヨーク の 8 都市 で 開 1 








図る こと を 目的 に 、 


ET 


人 


「 環 
グ 
し た 。 約 280 

















層 も 多く 、 活 発 な 討議 が 行わ れん た 。 ま た 、 フ ォ ー ラ ム 及 び レ セ プ シ ョ 


ネッ トワ ー ク 形成 の 場 に な り 、 日 








こ 影 響 力 を 持つ 419 名 の フェ 
日 米 を 代表 する 著名 な 研究 者 と 
9002 トド 2 大 当り "は 
































ロ 





の 





し て 活躍 


ス 北 東 ア ジア 政策 研究 セン ター 
究 を 基 に Di lemnas of a Trading Nation: Japan and the United 








日 本 上 級 研 究 員 








本 理解 の 深化 に 繋が っ た 。 
ロー を 輩出 し て お り 、 過 去 の フェ 
E で あり 、1999 年 度 採用 
2017 年 の フン ボル ト 賞 を 受賞 し た 。 





(米国 ブル ッ 





States in the Evolving Asia-Pacific Order (Brookings Institution Press) を 2017 年 8 月 に 上 





本 大平: 








梓 し 、 第 34 
日 
去 の 受給 経験 者 を 含む ) に よ 
績 は 計 1, 664 件 (和文 メデ ィ 
昨年 度 に 引き 続き 100% (回 















































士 上 人 き : ーー AZ ニュ 
E 芳 記念 賞 を 受賞 


本 語文 献 1, 281 件 、 英語 文献 2, 580 





し た 。2018 年 3 月 時 点 で 関連 H 








Bt 


件 ) に 及ぶ 。 うち 、 
る 刊行 論文 等 は 、 日 本 語文 献 17 件 、 
ア 858 件 、 












































( イ ) 日 
日 
に 向け て 、 日 
根 交流 コー ディ ネ 


米 草 の 根 交 流 コ ー デ ィ 
米 セ ンタ ー の ミッ ショ ン 





一 
9 








タ 





下 









































本 と の 交流 の 機会 が 比較 的 少な い 米 国 の 南部 ・ 中 
(毎年 3 て 5 名 程度 ) を 2 年 間 派 遣 し た 。 
ター を 米国 に 派遣 (第 16 期 ) し た ほか 、 継 続 派遣 
の 大 学 等 を 拠点 に 学校 や 地域 で 


平成 29 年 度 は 新規 に 6 名 の コー ディ ネ 
第 14 期 4 名 、 15 期生 3 名 と 合わ せ 、 の べべ 13 名 が 米国 





ネー ター 派遣 プ 
の 一 つ で ある 日 





















































成 29 有 





西部 地 








ログ ラム (Japan Outreach Initiative : 
米 両 国 の 各界 各層 に お ける 対話 と 交流 の 促進 」 実 現 
域 に ボラ ンティア と し て 草 の 

















ロ 





H 版 物 の 総数 は 3, 861 点 (うち 
E 度 中 に 発表 され た フェ 
英語 文献 77 件 、 
英文 メデ ィ ア 806 件 ) と な っ て いる 。 フ ェ 
答 者 13 名 中 13 名 ) を 維持 し た 。 


ロー ( 敵 


メデ ィ ア 霞 出 実 





一 満足 度 は 、 


1JOIJ) 








中 の 


日 本 紹介 活動 





を 行っ た 。29 年 度 の 1 年 間 で の の ベア ウト リー チ 数 (イベ ント や 催し 参加 者 数 ) は 約 4 万 人 に の ぼ 








り 、 米 国 の 地域 レベル で の 日 





総 ア ウト リー チ 数 は 、 続 計 を 開始 し た 2003 性 


ヘン ドリ ックス ・ カ レッ ジ 
アー カン ソー 中 央 大 学 (UCA) 
プ の 実施 する た め に 尽力 し た 





本 理解 や 日 














アー カン ソー 








( 村 















































E 度 の JOI プ 








米 交流 の 促進 に 貢献 し て いる 。 平成 29 年 度 未 日 
E 度 (第 1 期 2 年 目 ) 以降 、 
州 コ ン ウ ェ イ ) に 派遣 の 15 期 の 村 B 
と の 協力 体制 を 深め 、 同 大 学 が 2017 年 夏 に 初 の 日 
氏 の 努力 も あり 、 UCA は 2018 月 


の で 約 
























































に 応募 し 採用 が 決定 済 )。 他 に も 、 派 遣 中 の 活 
ー チ や 日 本 文化 紹介 活動 を 継続 する コー ディ ネー ター も 出 て お り 、 日 
いと する 草の根 交流 の 担い 手 育成 の 点 で も 着実 に 成果 が 出 て いる と 言え る 。 











( ウ ) 米国 
米国 に お いて 近 











エス デック ・ 紀 ミミ 





影響 力 を 




















ニテ ィ 知識 人 招へい 事業 
当 し て いる エス ニッ ク ・ グ ルー プ と 






































時 点 で の 





99 万 人 に の ぼる 。 
日 彩 氏 は 、 近 隣 の 
本 語 サ マー キャ ン 
ログ ラム の 受入 機関 
が 認め られ 、 期 間 終了 後 も 米国 に 残っ て アウ トリ 
本 理解 促進 と と も に 事業 の 狙 


日 本 と の ネッ トワ ー ク を 構築 し 、 


米国 で の 発信 力 が 期待 で きる 新た な 知 日 層 を 開拓 する こと を 目的 に 平成 27 年 度 よ り 開 始 。 平 成 29 








イリ アム ・ ク リス トル 氏 を 招 
行っ た 。 同 氏 は 、 安 全 保障 や 
か け の 必要 性 を 指摘 し た 。20 
ト 」 の パー トナ ー で ある マル 
や や 教育 現場 の 視察 を 実施 し た 











成 に つい て 議論 を 交わ す な ど 











完 














( 工 ) アメ リカ 思想 動向 研究 プ 











年 度 は 、2017 年 12 月 に ユダ ヤ 系 と し て 











へ いし 、 日 本 の 政策 関係 者 、 
経済 に お ける 日 
18 有 
コ ・ デ イ ヴィス 氏 を 招へい し 、 日 


ほか 、 公 開 


究 者 、 
































田 








演 会 も 実施 し 、 社 会 企業 


E 3 月 に は ヒス パニ ッ ク 系 と し て 非 営利 
本 の 社会 起業 家 や 非 営利 
か ら の 教育 改革 や リー ダー の 育 




















し て 、 社 会 改革 に お ける 市 


ロジ ェクト 
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『 ウ ィ ー ク リー・ ス タン ダー ド 』 誌 創設 者 兼 編集 主幹 の ウ 














ジャ ー ナ リス ト 等 と 意見 交換 を 








団体 「 ニ ュー 














本 の 重要 性 の 認識 を アメ リカ 国内 に 広め る た め の 働 き 


・ プ 
本 


2 イジ 
本 と 対話 




















民 の 役割 に つい て 考え る 機会 を 提供 し た 。 


米 
も 
築 


を 

















トラ ンプ 政権 の 発足 





























に 伴い 保守 思想 が 最 
国 の 有力 保守 思想 家 と 日 本 の 政策 ・ 知 的 
と で の 日 米 関 係 深化 
慰 响 晤 时 
「 ジ ャ ッ ク ン ソン 主 




















開 
大 





( オ 


9 
権 
派 





セミ ナー を 開催 し た 。 朝 日 


き な 注 目 を 集め た 。 

















) 米国 用 カシ ンク タン ク 支 援 (企画 参 
米国 の 政策 形成 関係 者 の 間 で の 対日 
国 で 政策 形成 に 影 





関心 を 








の た め 、 米 国 の 保守 専 
題 の ひと つと 認識 され て いる 。 こ の た め 、 ト ラン プ 大 
義 」 の 文脈 で 分 析 し 、 有 力 誌 で 知見 を 提示 し 

ー ド 氏 (バー ド 大 学 教授 兼 『 ア メリ カン ・ イ ンタ レス 
"トラ ン ピ ズ ム の 知 的 化 ” を 試み る 新しい 保守 系 論壇 
アー ズ J 編集 長 の ジュ リウ ス ・ ク レイン 氏 を 招 へ 
新聞 や 中 央 公論 が 本 件 セミ 








門 家 と 日 


と 手 力 を 発揮 し て いる が 、 
世界 関係 者 と の 交流 は 十分 で は な い 。 
本 の 











究 者 ・ 
































天 誌 


\ し 、 





























に 影響 力 を 有する シン クタ ン 











画 型 助成 ) 
高め る と 共 【 
ク へ の 助成 

















キン グ ス 研 究 所 及び カー ネギ ー 国 
の 運営 に 大 き な 薩 
遣 さ れ て いる 長 






































際 平 和 財 
と 響 力 を 持つ と いわ れる ハドソン f 
尾 賢 氏 (学習 院 大 学 東洋 文化 f 





団 に 加え 、 




















』 誌 編 











この 分 野 の 日 





本 に お ける 研究 や 、 
トラ ンプ 新政 権 の 








政策 実務 者 と の ネッ トワ ー ク 構 
統領 へ の 支持 
0 
主幹 ) 、 








ぼや 同 政 権 の 外交 政策 
ラッ セル ・ 
、 昨 年 の 創刊 以来 、 





一 
で 
て 

















と し て 脚光 を 
日 本 の 




















究 者 、 


Ne リカ ン ・ ア フェ 
実務 家 と の 意見 交換 会 や 公 


























ナー の 





pe 
ー ュ 


日 











保守 
































究 所 客員 f 




















筆 ・ 発 表 を 精力 的 に 行う な ど 、 イ ンド の 地政 学 的 重要 情 





南 





アジ ア 系 政策 コミ 





E が 高 





米 知 的 交流 基 
業 を 行っ て いる が 、 











記事 を 掲載 する な ど 、 本 事業 は 





盤 の 強化 を 目的 と し て 、 
成 29 年 度 は ブル 








A 








系 有 カ シン クタ ンク と し て トラ ンプ 政 
究 所 へ の 助成 を 実施 し た 。 客員 
究 員 ) が セミ 
まる 中 で 、 注 目 を 集め る ワシ ント ン の 
ュ ニ ティ へ の 働き か け も 積極 的 に 行っ て いる 。 




















究 員 と し て 
ナー の 開催 や 論文 の 執 

















oe 


























3— 








3. 指摘 事項 へ の 対応 

















< 前 


年 度 評価 結果 > 




















@ 長 








年 の 蓄積 を 通じ て 海外 の 日 本 











究 機 関 等 か ら 獲 得 し て きた 信頼 を 基 








つ 


被 


き 
人 @ 各 


究 


算 | 


























、 助成 事業 を 含め , 支援 対象 事業 の 具体 
招へい 者 や 支援 対象 者 機関 に 
取組 むこ と を 期待 。 
プロ グラ ム の 戦略 必 
フェ ロー シッ プ と いっ た 基幹 

E 分 を 引き 続き 検討 し て いく 必要 が ある 。 


















































E 向 上 に 取り 組む 























| 1 

















潮 】 


を 
© | 


つ 


寺 米 知 的 交流 に つい て は 、 米 国 新政 権 
で S 




















業 の 成果 へ の 


発足 の 経 





よる 発信 状況 等 に つい て 、 





三 
影響 











新た な 対象 
期待 。 

文化 の WA プ 
\ て は 、 成 果 を 適切 に 評価 すべ く 、 


























層 へ の リー チ な ど 、 独 法 な ら で は の 活 





























的 な 実施 状況 及び 成果 の 把握 に 努 
は を 含め た 成果 の 把 所 





公開 情 











に 際 し て は 、 予 算 額 の 減少 に よる 日 
こつ いて も 精 











E 緯 や 現状 を も 踏ま え 、 
日 米 知 的 交流 に 厚み を 与え る こ 








を 通 [六 














ロジ ェクト 」 の 一 環 と し て 実施 し た 東南 アジ ア の 日 
業 の 意義 ・ 目標 を 明確 


























E 礎 に 


査 し た 上 で 、 メ リハ リ の つい た 予 


本 
化す る 必要 が ある 。 








め る 必要 が ある 。 特に こ 
に 引き 続 


























本 研究 機関 支援 、 日 








本 研 


9 











外務 省 と も 緊密 に 連携 陸生 




















さと 








究 者 を 対象 と する 新規 














放 











< 前 
@ 文 
込 


< 人 





@ 了 
+ 
中 
@ + 
解 


区 


这 


年 度 評価 結果 反映 状況 > 
援 対 象 事業 の 実施 状況 把 所 
み に 加 え 、 米 国 や や 中 
いや 支援 の 成果 に つい て も 、 9 
























































を 含む 海外 の 事業 実施 


に つい て は 、 各 支援 先 か ら 提出 され る 














全 圭 
請書 . 


圭 - 和 





報 の 衣 念 な 読み 


























現場 を 1 














ネッ ト 上 の 情報 や アン ケー ト 
MNT 
関 を 対象 と する 中 期 的 な 支援 と 、 
期 的 な 成果 発現 が 期待 
ラン プ 政 権 ( 

















平成 


































































































こよ り 積 極 B 


単 年 度 の プ 
で きる と ころ に 支援 先 を 絞り 込む 
に 大 き な 影 響 を 持つ と 評 さ れる 保守 





祭 す る 等 、 き 








口 喜 守 








め 細 か な 取組 を 実施 し た 。 招 





標 に お いて 課さ れ た 指標 も 踏ま え 、SNS を 含む イン タ 

















向 な 把握 を 行っ て いる 。 


29 年 度 、 日 


























本 














思想 ( 





の 促進 と ネッ トワ ー ク 構築 に 取り 組ん だ ほか 、 在 米 日 








こ 関 する 論客 2 

















本 国 大 使 館 と 


究 機関 支援 の 棒 組 み を 、 
ロジ ェクト に 対す る 支援 と 
必 組 を 行っ た 。 














に 中 核 的 な 
こ 分 け 、 前 者 に つい て は 





= 





名 を 米国 より 招へい し 国内 理 
の 緊密 な 連携 に より 保守 系 シ 
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ンク タン ク の ハドソン 研究 所 に お ける 日 本 人 客員 研究 者 へ の 支援 を 開始 し た 。 
0 [文化 の WA プロ ジェ クト 」 の 一 環 と し て 実施 する 事業 に お いて は 、 東 南ア ジア の 日 本 研究 者 の 水 
準 向上 及び 国際 連携 の 強化 を 目標 に 、 有 為 な 人 材 の 捕捉 に 努め て いる 。 結 果 、 北 米 ア ジア 研究 学会 
に お ける 発表 例 が 生じ て いる こと は 上 述 の と お り 。 








































































































St 直紀 








< 評定 と 根拠 > 
評定 B 
根拠 : 
【 量 的 成果 の 根拠 】 
ア . 5 つの 定量 指標 の うち 、【 指 標 3-2】、【 指 標 3-5】 の 2 つ に つい て は 目標 値 の 120% 以 上 を 、 ま た 、 
【指标 3-1】、【 指 標 3-3】、【 指 標 3-4】 の 3 つ に つい て 目標 値 の 1009% 以 上 を 達成 し た 。 
イ . 関連 指標 の うち 、 フ ェ ロ ー 及 び 助 成 対象 機関 アン ケー ト に お いて 、 得 られ た すべ て の 回 答 に お い 
て 「 有 意義 」 と の 評価 を 得 た 。 
フェ ロー シッ プ 人 数 及び 助成 事業 実施 件 数 に つい て は 、 平 成 24~27 年 度 の 実績 平均 値 を 大 きく 
下回る 結果 と な っ た 。 各 申請 に つい て は 十分 に 吟味 し 、 採用 する に 当たっ て も フェ ロー シッ プ に つ 
いて は 訪日 月 数 を 、 助 成 に お いて は 金額 を 、 そ れ ぞ れ 厳し く 査 定 す る こと で 少し で も 多く の 案件 を 
採用 する よう に 努め た 結果 で は ある が 、 全 体 予算 の 縮減 の 影響 を 免れ 得 な か っ た 。 
安倍 フェ ロー シッ プ 事 業 に つい て は 、 平 成 24~27 年 度 の 実績 平均 値 を 1 名 上 回 る 実績 値 と な り 、 
業 の 規模 維持 を 果たし た 。 




































































































































































































































































同 











【 質 的 成果 の 根拠 】 

主 に 対日 理解 の 深化 及び 対日 関心 の 維持 拡大 、 ま た 、 日 本 の 対外 発信 の 強化 と 人 材 育 成 を 狙い と し 
て 、 各 国 の 研究 者 ・ 研 究 機 関 、 学 会 、 ネ ットワーク 事業 等 へ 包括 的 な 支援 を 展開 し 、 さ ら に 中 長期 に 
渡っ て 継続 実施 し て きた 事業 成果 の 捕捉 に も 努め た 。 具 体 的 に は 以下 の と お り 。 































































































(1 ) 対日 理解 の 深化 及び 対日 関心 の 維持 拡大 
ア . 国際 交流 基金 が 中 長期 観点 か ら 日 本 研究 者 の 育成 を 目的 と し て 、 設立 以来 45 年 継続 し て いる [日 
本 研究 フェ ロー シッ プ 」 事業 に つい て は 、 平 成 29 年 度 に お いて も 対日 理解 の 深化 や 対日 関心 の 維 
持 拡 大 に 資す る よう な 研究 者 へ の 支援 を 行っ た 。 過去 の フェ ロー シッ プ 受 給 者 か ら は 狭義 の 日 本 
究 分 野 の みな ら ず 広く 文化 交流 の 基盤 を 支え る 人 材 が 輩出 され て いる 。 特に 、 平 成 29 年 度 は 元 フ 
ェ ロ ー2 名 が 国際 交流 基金 賞 を 受賞 し た こと も あり 、 そ の 意義 が 改め て 認識 され た 。 ま た 、 フ ェ ロ 
ー シ ッ プ 終 了 後 も 論文 、 学 会 発表 、 メ ディ ア 発 信 等 、 過去 の 受給 者 の 成果 発信 が 捕捉 され て お り 、 
フェ ロー シッ プ 事 業 の 高い 波及 効果 と 人 材 育 成 の 成果 の 発現 が 認め られ る 。 
イ . また 、 海 外 に お ける 日 本 研究 を より 戦略 的 に 促進 する た め 、 平 成 29 年 度 に お いて は 支援 の 枠組 
み を 真 に 中 核 的 な 機関 を 対象 と する 中 期 的 な 「 日 本 研究 基盤 整備 」 と 単 年 度 の 「 日 本 研究 プロ ジェ 
クト 支援 」 に 分 け 、 各国 の 日 本 研究 の 基盤 強化 と 人 材 育 成 を 望め る 仕組 み 作 り に 取り 組ん だ 。 また 、 
機関 支援 の ほか 、 国 や 地域 を 越え た 日 本 研究 ネッ トワ ー ク 化 を 図る こと が 日 本 研究 の 底上げ に つ な 
が る こと か ら 、 東 アジ ア ・ 欧 州 の 日 本 研究 学会 へ の 支援 、 東 南ア ジア の 若手 研究 者 へ の 米国 で の ア 
ジア 学会 参加 支援 な ど 、 各 国 の 日 本 研究 の 成 詩 度 や ニー ズ を 丁寧 に 捉え 、 日 本 研究 発展 の 基盤 づく 
り に 寄与 し た 。 
























































































































































































































































































































































































































































(2) 日 本 の 対外 発信 の 強化 と 人 材 育 成 
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ア . 日 本 f 








/从 


いし 、 日 
2022 年 に 





研究 者 4 名 の グル ー プ 招へい で は 、 東 京 オ リン ピッ ク ・ パ ラ ! 
都 オ リン ピッ ク ・ パ ラリ ン ピ ッ ク 準 備 局 、 札 幌 市 等 の 訪問 を 通じ て 、 多 く の 官 











開催 





と の 連携 を 高め た 。 











个 





人 招へい ・ 


究 者 以外 の 中 国 の 色 
ー ク の 構築 を 目的 と し た 「 
年 度 に は 、SNS フォ ロワ ー が 100 万 人 を 超す 法学 
な か っ た も の の 、 中 国 国 
本 側 の 政府 関係 者 ・ 











H 名 度 の 高い 


識 人 と 、 日 























日 中 知 的 交流 強化 








































































































究 者 ほか 、 こ れ ま で 日 








本 と 





内 で 強い 影響 力 を 持っ た 知識 人 を 個 
究 者 と の 意見 交換 ・ 各 種 機関 訪問 ・ 地 方 者 
され る 冬季 オリ ン ピ ッ ク を 控え 、 油 
































人 、 グ ルー プ 合 わせ て 


本 側 関係 者 と の 将来 に つなが る 知 的 ネッ トワ 
業 」 は 平成 29 年 度 で 実施 10 年 


目 を 迎え た 。 平成 29 
の 関わ り が 相対 的 に 





計 18 





日 日 


都市 開発 


に 











名 招 へ 
B 市 訪問 な ど を 実施 し た 。 


E 目 され る 河北 省 を 含む 新 関わ る 











ンジ 

















ピッ ク 競 技 大 会 * 





組織 委員 会 、 
民 関連 機関 ・ 団 


























グル ー プ 招へい 共に 、 各 テー マ に 沿っ た イン タビ ュー 先 を 提供 する な どき め 細 





な アレ ンジ に より 、 招 へ い 者 ・ 受 け 入れ 協力 者 か ら も 高い 評価 を 得 た 。 





招へい 








イ . 米国 新政 権 


また 、 上 述 の 法 

















学 れ 


























コー ディ キネ 























以上 の 成果 を 踏ま え 、 所 期 の 目標 を 達成 し て いる と 認め られ る 。 


【 課 題 と 対応 】 





ア . 急速 に 変化 する 中 国 及 び 日 











长 ( 座 长 ) を 含む 外部 有識者 6 名 に より 「E 


中 懇 )」 を 設け 、 同 分 野 








究 者 が 招へい 期間 中 も $ 
し た 若手 作家 も 帰国 後 、 日 
関連 情報 の 発信 も 活発 























に 行わ れ た 。 














当 や 





の 誕生 を 受け 、 支持 基盤 で ある 南部 ・ 
ター の 派遣 数 を 
系 知識 人 の 招へい を 行う こと で 、 
形成 を 通じ て 、 今 後 も 継続 的 に 























マ 


に お 
き 諸 施策 等 に 関し て 提言 を 得 た 。 平 成 30 年 度 以降 順次 、 














イ . 近年 外交 上 の 重要 
中 央 アジ ア 等 )。 こ れ ら 医 
着手 を 数 年 間 招へい し て 日 
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E を 増し て いる 新興 攻 


WC 、 





中 関係 に 対応 すべ く 、 








中 間 の 


Se 

















中 











成 29 有 


西部 に お ける 日 





E 度 後 3 





日 本 で の 体験 を 積極 的 に 発信 し た 他 、 27 
本 滞在 経験 を も と に 書籍 を 出版 する な ど 、 招 へ い 者 を 通じ た 日 
























































グロ 





日 本 4 


















































は 、 





々 に つい て は 、 現 地 の ゃ f 














日 本 








ブロ 





二 際 交流 基金 が 当面 の 間 、 優 2 
きど 


に 








上 に は 、 國 分 














へ の 反映 に 努め て いく 考え 。 














究 ・ 教 





本 側 の 
定量 的 な 評価 指標 に 即 し て 、 















































主導 に より 育成 する 方 式 で 臨む べく 、 予 算 の 拡充 を 
業 成果 の 発現 及び その 把握 に 努め る 。 


エ . 対 米 事業 に つい て 、 以 下 の 項 目 に つき 留意 し つつ 進め て いく 。 





( ア ) 予算 の 安定 化 を 進め る た め の 既 存 ] 
( イ ) 実情 に 則 し た 助成 プ 



































AAA 


抑 




















の 構成 の 見 直し を 
ログ ラム を 実施 する 。 





図る 。 





け て 、 





( ウ ) 南部 ・ 中 西部 地域 に 対し 、 人 的 、 金 銭 的 リツ ソー ス を 集中 的 に 投下 し て いく 。 





( エ ) 米国 新政 








E を 取り 








囲む 状況 に 対す る 理解 を 促進 し 、 そ の 理解 に 即 し た 対応 を し て いく 。 








東京 
体 等 





や か 


E 度 に 


本 


本 理解 の 促進 を は か る た め JOI 
し た ほか 、 新 政権 で 影響 力 を 高め て いる 有力 保守 思想 家 や ユダ ヤ 
国内 に お ける 米国 の 新潮 流 や 深層 理解 を 促進 し 、 日 
業 を 実施 し て いく た め の 関 係 構築 を 進め た 。 


本 側 と の 人 脈 


> 成 ・ 防 衛 大 学校 
支援 及び 知 骸 交流 に 関す る 杉 談 会 (日 
c 的 に 果たす べき 役割 や 実施 すべ 





究 の 基盤 が 未成 熱 な と ころ が 多い (南ア ジア 、 
表 基 盤 の 整備 に 先駆 日 本 に 優秀 な 


図っ て いる 。 








3 一 5. 主務 大 臣 に よる 評価 








< 評定 と 根拠 > 





評定 B 


根拠 : 
【 量 的 評価 の 








5 つの 定量 指標 の うち 、「 





R 拠 】 


























発表 件 数 (メデ ィ ア 発信 含む )」( 平 均 1 人 6.61 作 


E) 及び 日 











ー59- 


本 


日 本 研究 フェ ロー シッ プ 終 了 後 3 年 以内 の 学者 ・ 研 究 者 フェ 














究 ・ 知 的 交流 の ヨ 





ロー の 成果 











E 要 国 ( 米 革 

















.中 车 





























以上 を 、「 
倍 フ ェ 








ピトー ジン ツジ 








実施 を 通じ た 発 











県 


お し 
順平 均 値 を 上 








点 ) に つい て は 
また 、 関 連 指標 の うち 、 フ ェ ロ ー 及 び 助 成 対 





日 本 


韓国 ) に お ける フェ ロー シッ プ ・ フ ォ ロ ー ア ッ ャ ププ 事業 の 実 】 











(3 か 国 























究 フ ェ ロ ー シ ッ プ 終 了 後 3 有 
プ 終 了 後 の フェ ロー の 出版 実 
結 力 強化 、 成果 の 持続 に 向け た 取組 等 
計画 値 の 100% 以 上 を 達成 し た こと 

































































\ て 「 有 意義 
回 























【 








」 と の 評価 を 得 た こと や 、 安 倍 フェ 
る 実績 値 と な り 、 























質 的 評価 の 根 
主 に 対日 








国 の 
し て 実施 し て きた 


2 


を 促進 する と いう 外交 上 の 要請 や 各国 ・ 地 域 の 
する 効果 的 な 支援 計画 の 策 


の 


日 
た 























究 者 ・f 








対日 
本 


理解 の 
区 人 














日 





理解 の 深化 及び 対日 


拠 】 











持 拡大 、 


っ 


関心 の 維 














E 以 内 の 
Re 


は 総合 的 ( 
象 機関 アン ケー ト に お いて 、 
ロー シッ プ 
限ら れ た 予算 内 で 同 


世人 民 




















論文 フェ 





十 








马 











茎 


10 件 ) に つい て は 








(複数 年 助成 事業 実施 後 の 
に 関す る 5 段階 員 


の 学位 取得 割 








f 











だ と 














た だ 、 
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究 機 関 、 学 会 、 ネ ットワーク 








深化 及び 対日 持 拡大 





の 維 





関心 

















ロー シッ プ に つい て は 、 我 が 国 の 政治 





志高 < 届 











Pf 





だ に つい て 、 
業 の 規模 を 維持 し た こと 








| ( 高 5 点 ~ 低 











] で きる 。 











本 





外 


十 男 


台山 


も 


得 ら れ た すべ て の 
平成 24 て 27 


値 の 120% 
、| 安 
部 部 佰 ( 業 
点 ))」(4.32 








回 答 に 
年 度 の 実 





は 評価 で きる 。 


対外 発信 の 強化 と 人 材 育成 を 狙い と し て 、 各 











へ 包括 的 な 支援 を 展開 し 、 さ ら に 中 長期 的 に 継続 








、 経 済 、 社 会 




















維持 拡大 に 寄 
日 本 研究 フェ 
理解 の 促進 に 
支援 が 基礎 と 



































天津 市 で 成功 裏 に 


た 
の 


ュー 


日 





究 を より 
E 度 の 


由 





を 


が 、 


る 


2 


ご と で 。 ジェ 





定 と 





業 実施 に 取り 組み 、 








与 己 た 。 
ロー 出身 者 は 、 各 地 に お いて 、 








情 を 踏ま 

















长 其 




















に 重要 な 役割 を 担っ て いる 。 特 に 、29 组 
な り 28 年 度 に 設立 され た 「 東 アジ ア 








[会 、 文 化 、 歴 史 等 に 
E え つつ 、 持続 的 、 
的 な 視点 か ら 対日 











年 度 は 
日 本 研究 協議 会 


























に 開催 され る 等 、 各 国 ・ 地 域 の 日 本 f 














8 
活 


平成 
を 評価 し 











ロ 











究 に 





本 





中 页 


























「 日 本 
望め る 仕組 み 
日 本 研究 フェ 
ジー 


戦略 的 に 









































よう 


日 本 の 対外 
知 的 交流 











や 学術 界 等 に 


戦略 的 











29 年 度 、 基 金 は 、 元 フェ ロー 2 名 【 
て 、 国 際 交 流 基 金賞 を 授賞 し た が 、 
ー シ ッ プ の 意義 が 
献 し て いく こと が 改め て 期待 
こ 促進 す る た め 
究 プ ロジ ェクト 支援 
作り に 取り 組ん だ こと は 評価 で きる 。 
ロー シッ プ は 、 予算 の 減少 に 
ッ プ 供与 期間 の 短縮 や 次 ] 
取り 組ん だ 。 






































され る 。 















































世代 























発信 の 強化 と 人 材 育 成 


























お ける 発信 (学術 誌 や 新聞 へ の 投稿 等 ) 








候 変 動 等 、 
実施 する こと で 、 参 加 者 の 相互 理解 の 深化 と 人 的 関係 の 強化 
し て 内 外 報 道 を 通じ た 対外 発信 
E 緯 を 受け 
本 理解 の 促進 を は か る た め JOI コー ディ ネ 
\ る 有力 保守 ! 


も に 、 こ れ ら 有識者 等 


さ 
を 


で 、 国 内 に お ける 米国 の 新潮 流 や 深 


グ 


加 4 














特に 米国 に お 


れ た こと か ら 、 

















肖 や し た 他 、 


バル な 課題 と し て 重視 され て し 











の 発信 力 を 利 
いて は 、 米 国 新政 権 の 誕生 に 至る 経 
南部 ・ 中 西部 に お ける 日 


西部 に 
新政 権 で 影響 力 を 高め て 


= 


曾 






























































解 を 促進 し 、 





ー-60- 


確認 され 、 フ フェローシップ が 上 








こ 対 し 、 フ ェ ロ 














平成 29 






































際 交 流 基 
」 の 第 2 回 
究 者 間 の ネッ トワ ー ク 形成 促進 に も 成果 を 上 げ 
一 終了 後 の 継続 的 な 日 
ロー アッ プ を 適切 に 実施 する 
け で な く 、 継 続 的 な 


この よう な 形 で フォ 
発 的 な も の だ 
年 度 に お いて は 、 海 外 に 
、 真 に 中 核 的 な 機関 を 対象 と する 中 期 的 な 
に 支援 の 枠組 み を 分 け 、 各 国 の 日 


より 第 3 期中 期 目 標 期間 中 に 実施 人 
究 者 へ の 重点 化 等 、 











業 成果 の 捕 所 に も 努め た 。 特 ( に 評価 で き る 点 ( は 以下 の と お り oO 





て ベッツ 


理解 の 深 1 











中臣 



































日 本 に 関連 する 教育 活動 や 研究 成果 発表 





に 関す る 対日 理解 
基 的 な 基盤 整 
上 及 从 对 











表 忆 资 
日 関心 

















等 を 通じ 、 対 


























: 金 第 3 期中 期 目標 期間 を 通じ 




















国際 学術 大 会 が 中 国 ・ 
































本 


究 関係 











お ける 日 本 














「 日 本 
基盤 





究 基 六 

















本 研究 の 























に 結び つい て いる 。 防災 、 安 全 保障 、 
稚 し 、 助 成 事業 を 
こ 頁 献 する と と 



































\ る 幅広 い 分 野 で シン ポジ ウム を 主 f 
に つなげ 、 知 日 
に も 効果 を あげ た 。 

、 改 め て 幅広 い 知 的 交流 の 重要 必 





と 
盤 強化 と 人 材 育 








盤 整 備 」 








成 




















数 の 減少 が 見 られ た 
中 長期 的 な 支援 の 成果 が 確 








人 保 さ れ 














に つい て は 、 発 信 力 の 高い 有識者 を 各 事業 に 適切 に 関与 させ 、 育 成す る こと で 、 メ ディ ア 











層 の 拡大 ( 


環境 ・ 気 





上 が 認識 




















ター の 派遣 数 





思想 家 や ュ ユダヤ 系 知識 人 の 招へい を 行う こと 
本 側 と の 人 脈 形成 を 通じ て 、 今後 も 継続 的 に 














業 を 実施 し て いく た め の 関 係 構築 を 進め た 。 

また 、 日 本 研究 者 以外 の 中 国 の 知名 度 の 高い 知識 人 と 、 日 本 側 関 係 者 と の 将来 に つなが る 知 的 ネッ 
トワ ー ク の 構築 を 目的 と し た 「 日 中 知 的 交流 強化 事業 」 で は 、 こ れ ま で 日 本 と の 関わ り が 相対 的 に 少 
な か っ た も の の 、 中 国 国内 で 強い 影響 力 を 持っ た 知識 人 を 個人 、 グ ルー プ 合 わせ て 計 18 名 招へい し 、 
日 本 側 の 政府 関係 者 ・ 研 究 者 と の 意見 交換 ・ 各 種 機関 訪問 ・ 地 方 都市 訪問 な ど を 実施 し 、SNS 等 の 新 
し い ツ ー ル を 利用 し た 日 本 の 姿 の 発信 に 寄与 し た 。 中 で も SNS フォ ロワ ー が 100 万 人 を 超す 法学 研究 
者 は 日 本 の 司法 制度 や 日 本 各地 の 見 聞 に つい て 発信 し 、 自 身 の 日 本 に お ける 好意 的 な 体験 を 多く の 読 
者 に 伝え た 。 個 人 招へい ・ グ ルー プ 招 へ い 共 に 、 各 テー マ に 沿っ た イン タビ ュー 先 を 提供 する 等 きめ 
細やか な フォ ロー アッ プ に より 、 招 へ い 者 ・ 受 け 入れ 協力 者 か ら も 高い 評価 を 得 た 。 
また 、 研究 者 支援 の 一 環 と し て 日 本 語 研 究 者 や 日 本 研究 者 の 研究 ネッ トワ ー ク の 活 
援 す る 等 、 日 本 語 普 及 や 留学 生 交流 と の 連携 に も 一 定 の 配慮 が 見 られ る 。 





























































































































































































































































































































を 継続 的 に 支 
















































































以上 に より 、 中 期 計画 に お ける 所 期 の 目標 を 達成 し て いる と 認め られ る と ころ 、 評 定 は 「B」 が 適 
当 で ある 。 























【 課 題 と 改善 方 策 】 

ア . 研究 者 の 育成 や 知 的 交流 の 推進 ・ 強 化 に 当たっ て は 、 そ の 事業 の 性 質 か ら 中 長期 的 な 視野 が 欠か 
せな いと ころ 、 フ ェ ロ ー の 動向 な どの フォ ロー アッ プ に つい て は 、 方 法 を 含め 引き 続き 戦略 的 に 進め 
る 必要 が ある 。 























































































































イ . 特に 、 対 中 知 的 交流 事業 に つい て は 、「 日 中 間 の 日 本 研究 支援 及び 知 的 交流 に 関す る 懇談 会 (日 
中 懇 )」 で 指摘 され た 交流 環境 の 変化 に 留意 し つつ 、 ま た 、 対 米 知 的 交流 事業 に つい て は 、 米 国政 権 
の 現状 と そこ に 至る 背景 を 理解 する こと の 重要 性 を 踏ま え 、 知 的 交流 の レベ ル を 維持 し 、 求 心 力 を 高 
め る た め に は 、 引 き 続 き 外 務 省 と も 緊密 に 連携 し た 上 で 、 新 た な 対象 層 と の 活動 に つい て も 拡大 ・ 強 
化し 、 多 様 な 分 野 を 巻き 込み つつ グロ ー バ ル な 課題 に お ける 付加 価値 を 追求 する こと が 不可 欠 で ある 
と ころ 、 学 問 の 自由 も 踏ま えつ つ 、 外 交 政策 と の 生産 的 な 連携 に 資す る 取り 組み を 続け る こと が 期待 
され る 。 








ーー 














に 






































































































































ウ . 文化 交流 や 日 本 語 教 育 ・ 学 習 基盤 の 整備 と 戦略 的 に 組み 合わ せ て 実施 し て いく 等 、 引 き 続 き 限 ら 
れ た 予算 内 で 事業 の 効果 を 最大 限 に 得る 工夫 を し 、 そ の 成果 に つい て 戦略 的 に 精査 し て いく 必要 が あ 
る 。 




















【 そ の 他 事 項 】 

主 な 有識者 意見 は 以下 の と お り 。 

ア . 日 本 研究 フェ ロー シッ プ 終了 後 3 年 以内 で 、「 学 者 ・ 研 究 者 」 フェロ ー に つい て は 成果 発表 件 数 
(メデ ィ ア 発信 含む ) 平均 1 人 2 件 以上 、 「 博 士 論 文 執筆 者 」 フェ ロー に つい て は 、 学位 取得 割合 50% 

以上 の 達成 な どの 数 値 目標 (指标 3 一 1 一 3 一 5) に つい て は 、 い ずれ も 100% 以 上 の 達成 率 と な っ 

て いる 一 方 、 フ ェ ロ ー シ ッ プ 人 数 及び 助成 事業 実施 件 数 に つい て は 、 平 成 24 て 27 年 度 の 実績 平均 値 
を 下回っ て いる 。 これ は 予算 縮減 の 影響 が 大 きい と し て いる が 、 今 後 の 課 題 で ある 。 































































































































































































イイ . 





業 の 成果 が 今後 発現 する こと を 期待 する 。 























ウ . 米国 や 中 国 な ど 重 要 国 に お ける 日 本 研究 や 知 的 交流 を 着実 に 実施 し て いる 。 米 国 に お ける エス ニ 
ッ ク ・ コ ミュ ニテ ィ や 保守 系 知識 層 と の 知 的 交流 の 実施 は 、 米 国 社会 の 変化 を 反映 し た 適切 な も の で 
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ある 。 























エ . アジ ア 文 化 交流 事業 や ジャ ポニ スム に 資源 が 割か れる 中 で 国際 交流 基金 の 事業 の 三 本 柱 の 中 で は 
や や 手薄 に な っ て いる 印象 が ある 。 ポ ピュ リズ ム の 台頭 や 権威 主義 国家 の 興隆 に より 、 自 由 主義 的 国 
際 秩 序 が 動揺 する 中 、 い まこ そ 自 由 で 開か れ た 国際 秩序 を 維持 する に は 何 が 必要 か 知 的 対話 を 手厚く 
実施 すべ き 時 で は な いか 。 ト ラン プ 政 権 周辺 へ の アク セス を 確保 する こと に 加え て 、 米 国 の 多元 的 な 
プレ イヤ ー と の 対話 、 自 由 主義 的 国際 秩 座 の も う 一 つの 極 で ある 欧州 と の 対話 の 強化 が 不可 欠 で あ 
る 。 デ ジタル ・ レ ー ニ ズム や シャ ー プ ・ パ ワー に 対す る 抵抗 力 、 競 争 力 を も つ 自 由 民 主 国 家 の あ り 方 


に つい て 知 的 対話 を 主導 する こと を 切望 する 。 




















































































































































































































Du 











オ . 海外 日 本 研究 ・ 知 的 交流 は 、 件 数 や 規模 と いっ た 面 か ら 成 果 を 追求 し に くい 事業 分 野 で ある が 、 
対日 理解 の 深化 及び 対日 関心 の 維持 拡大 と いう 目標 を 達成 する た め 、 堅 実 な 事業 展開 が 行わ れ て い 
る 。 

































































カカ. 高度 な 知 的 交流 を 推進 し て いく 人 材 育成 と し て 、 非 常に 重要 で あり 、 着 実に 成果 を 上 げ て いる 
業 で ある 。 各 事業 の 成果 に つい て の 追跡 調査 等 も 適切 に 行わ れ て いる 点 も 評価 で きる 。 日 本 と 〇 〇 国 
と いう 二 国 間 の 連携 事業 に と ど ま ら ず 、 日 本 研究 の 多国 間 連 携 の 促進 と いう 方 向 性 で の 事業 展開 が 進 
ん で いる 点 が 重要 で ある 。 






















































































キ . 若手 研究 者 等 の 交流 機会 の 拡大 は 特に 経済 的 に 国際 大 会 等 へ の 参加 が 困難 な 地域 の 若手 育成 と し 
て 有意 義 で あり 、 厚 み の あ る 日 本 研究 者 層 を 確保 し て いく 上 で 不可 欠 で ある 。 







































































4. その 他 参 考 情報 
(予算 と 決算 の 差額 分 析 、 














務 所 別 実 績 分 析 な ど 、 必 要 に 応じ て 欄 を 設け 記載 ) 
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独立 行政 法人 国際 交流 基金 
(国民 ( 






































別 E 





























4 








平成 29 年 度 評 価 项 




















民 に 対し て 提供 する サー ビス その 他 業 務 の 質 の 向上 ( 











『 価 書 
こ 関 する 


中 





項 ) 


フト 





1. 当 事 務 及 び 事 業 に 関す る 基本 情 境 


dd 








No. 4 


アジ ア 文 化 交 流 強 化 事 業 」 の 実施 





業務 に 関連 する 政策 ・ 施 策 








に 本 標 : 




















四 8 


想 広報 、 文 化 交流 及び 報道 対策 




















ほ 体 的 施策 : 亚 一 1 一 4 





N 





习 际 文化 交流 











沉 C 促 进 











当該 事業 実施 に 係る 根拠 (个 
別 法 条文 な ど ) 











当該 項目 の 重要 度 、 難 易 度 

















【 重 要 度 : 高 】 
ASEAN 諸国 
び 地 政 学 的 に 


くり あげ る に 当たっ て 























文化 保存 ・ 





特別 首脳 会 
芸術 文化 交流 を 杜 と する 














ニシ ア チ ブ と し て 発表 され 、 基 金 は その ! 


め 。 

【 難 易 度 : 高 】 
日 本 語 教育 ・ 
等 さま ざま な 分 

















映画 ・ 


























拡大 か ら 協 働 の 取組 まで 多岐 に わた る 事業 を 継続 的 




















を 始め と する アジ ア は 、 我 が 国 に 
要 な パー トナ ー で あ 
は 、 芸術 ・ 学 術 の 様々 な 分 
向 交流 と ネッ トワ ー ク の 強化 
継承 に 協力 し て いく こと 、 文 
で ある と 同時 に 文化 交流 その も の で ある 日 
NT 
に お いて 、 安 倍 総 


舞台 ・ 美 術 ・ 
野 に お いて 、ASEAN 各国 及び 国内 で 相互 交流 の 裾野 


こ 展 開 す る た め 



































・ 人 材 育成 を 行い な が ら 、 名 
ヒ 交 流 の 最も 
語学 習 者 ! 


平成 25 年 12 月 の 























か ら 
「 文 化 の WA ( 和 

















・ 環 ・ 


核 
























































に と っ て 政治 、 
、 人 人 々 の 相互 理解 の 基 
野 に お いて 、 双 方 








経済 及 
E 礎 を つ 





冬 、 



































到 の 伝統 
要 な ツー ル 
に 対す る 支援 
日 ・ASEAN 
日 本 語 教育 支援 及び 双方 向 の 
輸 )」 が 我が国 
業 を 実施 し て いる た 


の イ 


スポ ー ツ ・ 市 民 交 流 ・ 知 的 交流 


二 

































































に は 、 日 本 国内 外 の 数 多く の 関係 機関 及び 関係 者 と の 調整 ・ 協 力 が 
不可 欠 で ある 。 
関連 する 政策 評価 ・ 行 政事 業 | 平成 29 年 度 政 策 評 価 事前 分 析 表 
レビ ュー 外務 省 29- ル -1-4 (国際 文化 交流 の 促進 ) 
平成 29 年 度 行政 事業 レビュー シー ト 番 与 

















時 





と 金 シー ト 番 号 29-001 (アジ ア 文 化 交流 強化 基 人 金 ) 

















2. 主要 な 経年 デー タ 











MBC2S2RZAUZI2SNESPANZKSONNEES2 



























































指標 等 | 医改 | TK | 
は 目標 | 人 29 年 度 | 80 年度 | 31 年 度 | 32 年 度 | 33 年 度 
【指标 4 一 1】|- 2, 359 600 人 
計画 値 
"日 本 請 ペ ー ト 十 画 值 DE 内 
ナー ズ " 派遣 数 時 5 
達成 度 100% 
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【指标 4 一 2]】 
人 物 交流 事業 、 
ネッ トワ ー ク 構 





























築 促進 事業 の 実 


施 件 数 











570 件 
以上 


200 件 








226 件 





113% 





【指标 4 一 3]】 
協 働 事業 及び そ 























の 成果 発信 事業 ーー 


の 実施 件 数 











597 件 
以上 


200 件 





240 件 





120% 





并 二 下 才 二 到 元 
2 eS 2 
遺 先 機関 アン ケ 
EE 
項目 ※ 


























99% 


99% 





パー トナ ー ズ 派 
遣 先 機関 アン ケ 
RE 得 
本 語学 習 意欲 向 
上 を 測る 項目 
※ 


























演 
吉 
本 




















98% 





パー トナ ー ズ 派 
遺 先 機関 アン ケ 
ドド EISEN) 
日 関 心 喚起 、 日 本 
理解 促進 を 測る 
項目 ※ 
































演 
站 
本 




















98% 





0 
遺 祥 益 者 数 (パー 
トナ ー ズ か ら 日 
本 語 の 指導 を 受 
けた 学習 者 数 及 
び パ ー ト ナー ズ 
改 下 为 加 基文 化 
紹介 等 に 参加 し 
た 人 数 ) 
































演 
民 
本 




















(平成 
26 一 .27 
年 度 の 
均 値 
103, 454 


人 ) 





























419, 462 
人 








主催 事業 来場 
者 ・ 参 加 者 アン ケ 
ー ト  「 有 意義 」 
回 答 割合 ※ 





















































97% 
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海外 実施 主催 事 89% 
業 来 場 者 ・ 参 加 者 
アン ケー ト 「 対 | 実績 値 
日 関 心理 解 促 
進 」 回 答 割合 ※ 
文化 事業 禅 益 者 (平成 | 1,410,8 
数 (主催 事業 及び 26~27 | 15 人 
助成 事業 の 参加 年 度 の 
者 ・ 来 場 者 数 ) 実績 値 実績 平 
均值 
515, 271 
人 ) 
< 目標 水準 の 考え 方 > 
〇 日 本 語 パ ー ト ナー ズ " 派遣 数 は 、 平 成 26 年 度 か ら 同 32 年 度 ま で に 3, 000 人 の 派遣 を 目標 と し て 
お り 、 前 期中 期 目標 期間 中 の 派遣 見 込 数 641 人 を 差し 引い た 2 359 人 以上 を 第 4 期 の 目標 人 数 と す 
る 。 
〇 人 的 交流 事業 、 ネ ットワーク 構築 促進 事業 の 実施 件 数 は 、 平 成 26 年 度 か ら 同 32 年 度 ま で に 1, 000 
件 の 実施 を 目標 と し て お り 、 前 期中 期 目 標 期間 中 の 実施 見 込 数 430 件 を 差し 引い た 570 件 以上 を 第 
4 期 の 目標 件 数 と する 。 
〇 協 働 事業 及び その 成果 発信 事業 の 実施 件 数 は 、 平 成 26 年 度 か ら 同 32 年 度 ま で に 1, 000 件 の 実施 を 
目標 と し て お り 、 前 期中 期 目 標 期間 中 の 実施 見 込 数 403 件 を 差し 引い た 597 件 以上 を 第 4 期 の 目標 
































件 数 と する 。 





ぐ 目 標 達成 に 影響 を 及ぼ す 人 外部 要因 























ク 


























































































































































































































〇 派遣 先 の 治安 状況 等 に よっ て は 、 人 材 確保 が 困難 又は 派遣 を 見 合わ さ ざ る を 得 な く な る 可能 性 が あ 
る 。 ま た 、 現 地 の 教 育 制度 や 査証 又は 滞在 許可 取得 手続 き が 変更 と な っ た 場合 に は 、 派 遣 が 中 断 す 
る 場合 が ある 。 

※ ア ン ケ ー ト は いずれ も 5 段階 評価 で 上 位 2 つの 評価 を 得る 割合 

② 主 要 な イン プッ ト 情 報 (財務 情報 及び 人 員 に 関す る 情報 ) 

29 年 度 30 年 度 31 年 度 32 年 度 3 年 度 

予算 額 ( 千 円 ) 3, 983, 602 

決算 額 ( 千 円 ) 3, 622, 308 

経常 費用 ( 千 円 ) 3, 623, 743 

経常 利益 ( 千 円 ) 0 

人 3, 623, 743 

(加 ) 
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従事 人 員数 





23 


























3 一 1. 各 事 業 年 度 の 業務 に 係る 目標 、 計 画 、 主 な 評価 指標 














【 中 期 目 標 】 








工 「 ア ジア 文化 交流 強化 











業 」 の 実施 











アジ ア に お いて 、 お 互い の 固有 の 文化 や 伝統 を 受け 入れ 、 知 り 合 うこ と に より 、 更 に 大 き な 力 を 





発揮 すべ く 、 ア ジア の 国々 が と も に 新 
































プロ ジェ クト へ ~~ 知り 合う アジ アー~」 を 平成 32 























( ア ) “日 本 語 パ ペー ト ナー ズ ” 派遣 

















業 の 実施 









































し い ア ジア 文化 の 創造 を 目指 し た 「 文 化 の WA ( 和 ・ 環 ・ 輪 ) 
年 度 ま で 着実 に 実施 し 、 ア ジア 諸国 に 対す る 日 本 語学 
習 支 援 と 双方 向 の 芸術 ・ 文 化 交流 を 更に 強化 ・ 推 進 す る 。 


現地 日 本 語 教師 ・ 学 洗 者 の パー トナ ー 役 と な る 人 材 を 我が国 か ら 各 国 の 日 本 語 教育 機関 に 派遣 し 、 


アジ ア に お ける 日 本 語 教師 の 活 


( イ ) 双方 向 の 芸術 ・ 文 化 交流 























業 の 実施 








我が国 と アジ ア の 芸術 家 、 文 化 人 、 知 識 人 











市 民 の 相互 理解 を 促進 する 双方 向 交流 
























































支援 及び 日 本 語学 習 者 と 日 本 人 の 交流 の 機会 の 増大 を 図る 。 

















な どの 文化 の 担い 手 の ネ ットワーク 化 と アジ ア 城 内 の 





業 を 実施 する 。 























[中 期 計画 








エ 「 ア ジア 文化 交流 強 





上 





业 」 の 実施 


一 、 








アジ ア に お いて 、 お 互い の 固有 の 文化 や 伝統 









































を 受け 入れ 、 知 り 合 うこ と に より 、 更 に 大 き な 力 を 発 

















軍 す べく 、 ア ジア の 国々 が と も に 新しい アジ ア 文 化 の 創造 を 目指 し た 「 文 化 の WA ( 和 ・ 環 ・ 輸 ) 









































プロ 











ジェ クト へ 知り 合う アジ アー」 を 平成 32 年 度 ま で 着実 に 実施 し 、 ア ジア 諸国 に 対す る 日 本 語学 習 支 援 
と 双方 向 の 芸術 ・ 文 化 交流 を 更に 強化 ・ 推 進 す 






























































台 ・ 美 術 ・ ス ポー ツ ・ 市 民 交流 ・ 知 的 交流 等 さ 
係 者 と 調整 ・ 協 力 を 行っ て 、 継 続 的 な 








業 実施 








(2 バ 





語 パ ー ト ナー ズ " 派遣 事業 の 実施 








アジ ア に お ける 日 本 語 教師 の 活動 支援 及び 
に 、 現 地 日 本 語 教 師 ・ 学 習 者 の パー トナ ー 役 











し 、 教 室内 外 で 日 本 語 ・ 日 本 文化 紹介 活 





( イ ) 双方 向 の 芸術 ・ 文 化 交流 















































業 の 実施 








我が国 と アジ ア の 芸術 家 、 文 化 人 、 知 識 人 

















市 民 の 相互 理解 を 促進 する 以下 の 双方 向 交流 





・ 各 国文 化 紹介 ・ 情 報 提供 


アジ ア 域 内 の 交流 の 裾野 を 広げ 、 人 々 の 相互 理解 を 促進 する こと を 目的 と し て 、 市 民 同士 が 交流 









































る 。 

































































業 の 実施 に 当たっ て は 、 日 本 語 教育 ・ 映 画 ・ 舞 
ま ざ ま な 分 野 に お いて 、 日 本 国内 外 の 関係 機関 及び 関 
に 努め る 。 





日 本 語学 習 者 と 日 本 人 の 交流 の 機会 の 増大 を 図る た め 

















と な る 人 材 を 我が国 か ら 各 国 の 日 本 語 教育 機関 に 派遣 
を 行っ て アジ ア 諸 国 の 日 本 語 教 育 を 支援 する 。 
































な どの 文化 の 担い 手 の ネ ットワーク 化 と アジ ア 域 内 の 





業 を 実施 する 。 




















業 、 及 び 市 民 交流 




















I へ 
《UN 





し アジ ア の 文化 紹介 ・ 情 報 を 提供 する 場 (ふれ あい の 場 ) を アジ ア 各 地 に 設置 ・ 運 営 す る と と 
アジ ア の 市 民 が 互い の 文化 に 触れ 合い 、 又 は 


する 。 


・ 文 化 芸 術 ・ 知 的 交流 分 野 の 専門 家 間 の 交流 
アジ ア 城 内 に お いて 文化 芸術 ・ ス ポー ツ ・ 
の 国 の 梓 を 超え た 共同 ・ 協 働 事業 の 促進 を 









































も に 、 




















共同 ・ 協 働 で 文化 活 















































業 、 及 び ネ ットワーク 構築 ・ 強 化 





に 











知 的 交流 の 幅広 い 分 野 の 専門 家 の 人 材 育 成 、 専 『 














を 行う 交流 事業 を 実施 及び 支援 


家 间 





的 と する アジ ア ・ フ ェ ロ ー シ ッ プ を 実施 する 。 





E た 
に / て 、 
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アジ ア に お ける 文化 芸術 ・ 知 的 交流 分 野 の 共同 ・ 協 働 の 取組 に 向け た 専門 家 間 の 交流 促進 と ネッ ト 
ワー ク 構 築 を 目的 と する アジ ア ・ リ ー ダ ー 交 流 及び アジ ア ・ 文 化 人 招へい を 実施 する 。 
・ 文 化 芸 術 ・ 知 的 交流 分 野 の 専門 家 ・ 専 門 機関 に よる 協 働 事業 及び その 成果 発信 事業 

アジ ア の 中 で 新しい 価値 ・ 文 化 的 活動 の 創出 や 未来 に 向け た 問題 提起 ・ 提 言 を 生み 出し て いく こ 
と を 目的 と し て 、 ア ジア に お ける 文化 芸術 ・ ス ポー ツ ・ 知 的 交流 分 野 の 専門 機関 ・ 専 門 家 と 連携 し 
て 幅広 い 分 野 で の 協 働 事業 ( 協 働 の 取組 を 通じ た 文化 ・ 芸 術 分 野 の 作品 制作 や 共通 課題 の 研究 等 ) 
を 実施 及び 支援 する 。 


















































































































































【 留 意 点 】 

上 記事 業 の 実施 に 当たっ て は 、 以 下 の 点 に 留意 する 。 

a. 日 本 国内 外 の 関係 機関 及び 関係 者 と の 連携 を 通じ 、 多様 な 分 野 で の 双方 向 交流 を 効果 的 ・ 効 率 的 
に 実施 する 。 

b. 我が国 と 相手 国 と の 交流 状況 や 、 現地 の 事情 ・ 必 要 性 及び 今後 の 動向 、 相 手 国 国民 の ニー ズ ( 対 

日 関心 、 日 本 文化 に 対す る 理解 、 文 化 芸 術 一 般 に 対す る 関心 の 傾向 ) や 、 文 化 交流 基盤 (文化 交 

流 関連 施設 や 、 専門 家 等 人 的 資源 の 量 的 ・ 質 的 水準 等 を 総合 的 に 考慮 し た も の ) を 的 確 に 把握 し 、 

業 を 効果 的 に 実施 する 。 






































































































































































































































c. 基金 の 他 分 野 OO 

d. 事業 効果 を 確認 する た め に アン ケー ト を 実施 する 場合 は 、 5 段階 評価 で 中 央 値 を 除外 し た 上 位 2 
つの 評価 を 得 た 割合 を 評価 対象 と する 。 

【 年 度 計画 】 











エ  ! ア ジア 文化 交流 強化 事業 」 の 実施 
アジ ア に お いて 、 お 互い の 固有 の 文化 や 伝統 を 受け 入れ 、 知 り 合う こと に より 、 更 に 大 き な 力 を 発 
軍 す べく 、 ア ジア の 国々 が と も に 新しい アジ ア 文 化 の 創造 を 目指 し た 「 文 化 の WA ( 和 ・ 環 ・ 輸 ) プロ 
ジェ クト ^ 知 り 合 う ア ジア ー」 を 平成 32 年 度 ま で 着実 に 実施 し 、 ア ジア 諸国 に 対す る 日 本 語学 習 支援 
業 の 実施 に 当たっ て は 、 日 本 語 教 育 ・ 映 画 ・ 舞 






























































































































































































































































と 双方 向 の 芸術 ・ 文 化 交流 を 更に 強化 ・ 推 進 する 。 事 
台 ・ 美 術 ・ ス ポー ツ ・ 市 民 交 流 ・ 知 的 交流 等 さま ざま な 分 野 に お いて 、 日 本 国内 外 の 関係 機関 及び 関 
係 者 と 調整 ・ 協 力 を 行っ て 、 継 続 的 な 事業 実施 に 努め る 。 

具体 的 に は 以下 ( ア ) ( イ ) の 事業 を 実施 する 。 














( ア ) “日 本 語 パ ー ト ナー ズ " 派遣 事業 の 実施 

アジ ア に お ける 日 本 語 教師 の 活動 支援 及び 日 本 語学 習 者 と 日 本 人 の 交流 の 機会 の 増大 を 図る た め 
に 、 現 地 日 本 語 教 師 ・ 学 習 者 の パー トナ ー 役 と な る 人 材 を 我が国 か ら 各 国 の 日 本 語 教 育 機関 に 派遣 
し 、 教 室内 外 で 日 本 語 ・ 日 本 文化 紹介 活動 を 行っ て アジ ア 諸 国 の 日 本 語 教 育 を 支援 する 。 
平成 29 年 度 は 、 上 記 目 標 の 達成 に 向け て 、 地方 自治 体 等 と の 連携 、 お よび 広報 の 強化 に よる 応募 
者 拡大 に 引き 続き 努め 、“ 日 本 0 
50 名 程度 の 短期 派遣 、230 名 程度 の 大 学 連携 派遣 に より 、 計 600 名 程度 の 派遣 を 行う 。 














































































































































































































ER 


( イ ) 双方 向 の 芸術 ・ 文 化 交流 事業 の 実施 
我が国 と アジ ア の 芸術 家 、 文 化 人 、 知 識 人 な どの 文化 の 担い 手 の ネ ットワーク 化 と アジ ア 域 内 の 
市 民 の 相互 理解 を 促進 する 以下 の 双方 向 交流 事業 を 実施 する 。 
・ 各 国文 化 紹 介 ・ 情 報 提供 事業 、 及 び 市 民 交 流 事業 
アジ ア 域 内 の 交流 の 裾野 を 広げ 、 人 々 の 相互 理解 を 促進 する こと を 目的 と し て 、 市 民 同 士 が 交流 
し アジ ア の 文化 紹介 ・ 情 報 を 提供 する 場 (ふれ あい の 場 ) を アジ ア 各 地 に 設置 ・ 運 営 す る と と も に 
アジ ア の 市 民 が 互い の 文化 に 触れ 合い 、 又 は 共同 ・ 協 働 で 文化 活動 を 行う 交流 事業 を 実施 及び 支援 
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する 。 
平成 29 年 度 は 、 上 記 目 的 の 達成 に 向け て 、「 ふ れ あ い の 場 」 の 運営 や 、 防 災 ・ 多 文化 共生 と いっ 
た 共通 テー マ を 通じ た 交流 な ど 、 下 記 「 文 化 芸 術 ・ 知 的 交流 分 野 の 専門 家 間 の 交流 事業 、 及 び ネ ッ 
トワ ー ク 構築 ・ 強 化 事業 」 と 合わ せ て 200 件 (平成 32 年 度 ま で の 目標 570 件 以上 に 対し 、 平 成 29 
年 度 予算 計画 を 勘案 し て 設定 ) 以上 の 事業 を 実施 ・ 支 援 す る 。 
・ 文 化 芸 術 ・ 知 的 交流 分 野 の 専門 家 間 の 交流 事業 、 及 び ネ ットワーク 構築 ・ 強 化 事業 
アジ ア 域 内 に お いて 文化 芸術 ・ ス ポー ツ ・ 知 的 交流 の 幅広 い 分 野 の 専門 家 の 人 材 育 成 、 専 門 家 間 
の 国 の 枠 を 超え た 共同 ・ 協 働 事業 の 促進 を 目的 と する アジ ア ・ フ ェ ロ ー シ ッ プ を 実施 する 。 ま た 、 
アジ ア に お ける 文化 芸術 ・ 知 的 交流 分 野 の 共同 ・ 協 働 の 取組 に 向け た 専門 家 間 の 交流 促進 と ネッ ト 
ワー ク 構 築 を 目的 と する アジ ア ・ リ ー ダ ー 交 流 及び アジ ア ・ 文 化 人 招へい を 実施 する 。 
平成 29 年 度 は 、 上 記 目 的 の 達成 に 向け て 、 ア ジア 各国 か ら の 文化 人 招へい 、 文化 諸 分 野 の 専門 家 
を 対象 と し た グル ー プ 交流 事業 や フェ ロー シッ プ 供 与 事 業 な ど 、 上 記 「 各 国文 化 紹介 ・ 情 報 提供 事 
業 、 及 び 市 民 交 流 事 業 」 と 合わ せ て 200 件 (平成 32 年 度 ま で の 目標 570 件 以上 に 対し 、 平 成 29 年 
度 予算 計画 を 勘案 し て 設定 ) 以上 の 事業 を 実施 ・ 支 援 す る 。 
・ 文 化 芸 術 ・ 知 的 交流 分 野 の 専門 家 ・ 専 門 機関 に よる 協 働 事業 及び その 成果 発信 
アジ ア の 中 で 新しい 価値 ・ 文 化 的 活動 の 創出 や 未来 に 向け た 問題 提起 ・ 提 言 を 生み 出し て いく こ 
と を 目的 と し て 、 ア ジア に お ける 文化 芸術 ・ ス ポー ツ ・ 知 的 変 流 分 野 の 専門 機関 ・ 専 門 家 と 連携 
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て 幅広 い 分 野 で の 協 働 事業 ( 協 働 の 取組 を 通じ た 文化 ・ 芸 術 分 野 の 作品 制作 や 共通 課題 の 研究 等 ) 
を 実施 及び 支援 する 。 
平成 29 年 度 は 、 上 記 目 的 の 達成 に 向け て 、2020 年 を 見 据え て 取り 組む 大 規模 協 働 事業 を 実施 ・ 











支援 する と と も に 、 地 方 と 連携 し た 事業 の 推進 に より アジ ア 交 流 の プラ ッ ト フ ォ ー ム 強化 を 進め 、 

200 件 (平成 32 年 度 ま で の 目標 597 件 以上 に 対し 、 平 成 29 年 度 予算 計画 を 勘案 し て 設定 ) 以上 の 

業 を 実施 ・ 支 援 す る 。 

【 主 な 評価 指標 】 

( ア ) “日 本 語 パ ー ト ナー ズ " 派遣 事業 の 実施 関連 の 指標 

【 指 標 4ー1】 “日 本 語 パ ー ト ナー ズ " 派遣 数 2,359 人 以上 

(関連 指標) 

・ パ ー ト ナー ズブ パー トナ ー ス 派遣 先 機関 アン ケー ト  「 有 意義 」 項 目 の 5 段 階 評 価 で 上 位 2 つの 評 
価 を 得る 割合 

・ パ ー ト ナー メ ズ 派遣 先 機関 アン ケー ト に お いて 日 本 語学 習 意 欲 向上 を 測る 項目 の 5 段階 評価 で 上 位 2 
つの 評価 を 得る 割合 

・ パ ー ト ナー 派遣 先 機関 アン ケー ト に お いて 対日 関心 喚起 、 日 本 理解 促進 を 測る 項目 の 5 段階 評価 
で 上 位 2 つ の 評価 を 得る 割合 

・ パ ー ト ナー ヌス 派遣 禄 益 者 数 (パートナーズ か ら 日 本 語 の 指導 を 受け た 学習 者 数 及び パー トナ ー ズ に 
よる 日 本 文化 紹介 等 に 参加 し た 人 数 ) (平成 26~27 年 度 の 実績 平均 値 103, 454 人 ) 
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( イ ) 文化 事業 の 実施 関連 の 指標 
【 指 標 4ー2】 人 物 交流 事業 、 ネ ットワーク 構築 促進 





業 の 実施 件 数 570 件 以上 






































【 指 標 4 一 3】 協 働 事業 及び その 成果 発信 事業 の 実施 件 数 597 件 以上 
(関連 指標 ) 
・ 主 催事 業 来場 者 ・ 参 加 者 アン ケー ト  「 有 意義 」 回 答 割 合 

















・ 海 外 実施 主催 事業 来場 者 ・ 参 加 者 アン ケー ト  「 対 日 関心 理解 促進 」 回 答 割合 
・ 文 化 事業 裸 益 者 数 (主催 事業 及び 助成 事業 の 参加 者 ・ 来 場 者 数 ) (平成 26~27 年 度 の 実績 平均 値 
515, 271 人 ) 
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3 一 2. 業務 実績 

アジ ア に お ける 日 本 語学 習 支 援 と 双方 向 の 芸術 ・ 文 化 交流 を 事業 の 柱 と し て 、 日 本 語 教 育 ・ 映 画 ・ 
舞台 ・ 美 術 ・ ス ポー ツ ・ 市 民 交流 ・ 知 的 交流 等 さま ざま な 分 野 に お いて 以下 の と お り 、" 日 本 語 パ ー ト 
ナー ズ " 派遣 事業 の ほか 、 合計 466 件 の 交流 事業 を 実施 。 平 成 26 年 度 よ り 開 始 し た 「 文 化 の WA ( 和 ・ 
環 ・ 輪 ) プロ ジェ クト へ 知り 合う アジ アー」 以 来 最大 と な る 約 183 万 人 を 動員 し 、 日 本 と アジ ア の 城 
内 の 交流 と 理解 促進 に 大 きく 貢献 し た 。 

(1) “日 本 語 パ ー ト ナー ズ " 派遣 事業 の 実施 

アジ ア に お ける 日 本 語 教 師 の 活動 支援 及び 日 本 語学 習 者 と 日 本 人 の 交流 の 機会 の 増大 を 図る た め 
に 、 現 地 日 本 語 教 師 ・ 学 習 者 の パー トナ ー 役 と な る 人 材 を 我が国 か ら 各 国 の 日 本 語 教育 機関 に 派遣 し 、 
教室 内 外 で 日 本 語 ・ oo 

平成 29 年 度 は 、“ 日 本 語 パ ー ト ナー ズ ” 長期 309 名 を 新規 に 派遣 する と と も に 、 短 期 派遣 69 名 、 
PR 計 591 名 を 、12 か 国 ・ 地 域 、492 機関 へ 派遣 し た 。 こ れ に より 、 平成 26 年 度 か 
ら 同 32 年 度 ま で の 派遣 人 数 目標 で ある 3, 000 人 に 向け て 、 着 実に 派遣 実績 を 進展 させ て いる と ころ で 








ある 。 


ア . 派遣 の 成果 


パー トナ ー メ 派遣 の 成果 に 関し 、 
ち 78 人 は 28 年 度 派遣 ) は 、479 校 の 教育 機 
こ 対し 課外 活動 や 各種 イベ ント な ど で 日 
業 を 通じ て 波及 効果 を 及ぼ し 、 各 国 の 日 
査証 の 都合 に より 、 在 学 中 の 大 学生 を 長期 で 派遣 る こと が で き な い た め 、 
本 語学 習 意欲 を より 一 層 高 め 





また 約 28 万 人 ( 




















トナ ム に つい て は 、 


せら 





の 派遣 




















も に 、 日 
語 教 育 文 援 の 一 糞 
派遣 先 国 の 教育 





計 五 . 
日 





























き が 寄せ られ て い 


ID 





トナ ー ズ の 活動 を 有意 
本 語 能 力 向上 (97%) 
大 学 進学 ( こ お い て 日 








師 の 日 
活発 化 (58%) 、 
と の 継続 的 な 交流 
で 








総 
































果 が 見 られ た 。 さ 
果 が 





業 を 実現 する こと で 、 同 
る こと に 頁 献 し た 。 こ の ベト ナム へ の 短期 派遣 に あら た っ て は 、2020 年 東京 オリ ン ピ ッ ク 
ッ ク 競 技 大 会 の ホス ト タ ウ ン で ある 長崎 県 、 
本 の 地方 の 魅力 を 発信 する 機能 も 果 た 
また 、 中 等 教育 へ の 日 
が 派遣 され て いる が 、 
業 部 の 派遣 に よる 日 


教育 省 や ベト ナム 教育 


認め られ 、SNS や ビデ オチ ャ ッ ト 、 









































平成 29 名 





























本 語 教育 月 





の 発展 や 対日 


E 度 中 に 派遣 先 の 12 か 国 ・ 地 域 か ら 
関 に お いて 約 14 万 人 の 現地 学 
本 文化 紹介 を 行う こと で 、 
理解 促進 に 大 き な 真 献 を 果たし た 。 ベ 



































世代 の 交流 を 促進 し 、 











現地 の 学 


生 の 日 





育 ( 





計 五 
ロロ 


ふき 











生 の 日 



































し た 。 
本 語 教 育 導入 期 で や る ラオ ス に は 
基金 が 作成 に 関与 し た 日 


















































を 担う こと で 、 日 本 語学 習 者 数 の 増加 
当局 か ら の パー トナ ー ス 活動 に 対す る 評 
| 練 局 より 、 
また 、 受 入校 に 対し 、 ア ン ケ ー 












































る 3 


美作 市 、 釧路 市 か ら 現役 の 大 学 4 


本 語 教 科 書 を 使 
本 語 専門 家 が 実施 する 教師 も 
に 頁 献 し た 。 
箇 は 高く 、 イ ンド ネシア プア 教育 文化 省 、 
今後 の さら な る 活動 へ の 
し た と ころ 、99% の 受入 校 が パー 


パー トナ ー メ ス 派 遣 へ の 媒 
ト 調査 を 実施 























、 平 成 28 年 度 以降 継続 し 
っ て 授業 の アシ スタ ント を 務め る と と 
こも 参加 する な ど 、 複 合 的 な 




















修 





は 意 と と も に 、 








義 で あっ た と 評価 し た ほか 、 生 和信 
日 本 語 履修 者 数 の 増加 (51%) 、 
本 関連 の 学科 (日 
回 答 が あっ た 。 














(559%) な どの 








パー トナ ー ズ の 受入 れ に より 、 授 業 に お ける 生 入 
論 大 会 で の 入賞 者 輩出 、 





また 教師 も 含め た 日 本 語 
こ 、 さ ま ざ ま な 日 本 文化 紹介 を 通し た 、 
年 賀 状 交換 な ど 日 


五 竹马 
月 已 

















ら に 


























E の 日 


本 語学 習 : 























課外 活動 と し て の 
本 語学 科 な ど ) へ の 進学 








E の 意欲 や 積極 性 





日 





韻 欲 向上 (98%) 、 現地 日 
日 本 語 ク ラブ の 活動 の 
本 の 学校 


の 向上 に 加え 、 日 
試験 JLPT) 合格 な ど 、 日 











の 実施 、 日 
派 ・ 対 目 





本 人 の 大 学生 ・ 
関心 層 の 拡大 





高校 生 受 入れ な どの 日 
こ 、 引 き 続 き 大 き な 成 果 を 挙げ て い 
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国 し た 596 名 ( う 
に 従事 し 、 
人 計 約 42 万 人 に 














短期 





・ パ ラリ ン ピ ビ 
E を 派遣 する こと で 、 日 








て ノ パ 
































(47%)、 日 























訪日 





ドナ ニーズ 





日 本 


タイ 
月 














計 五 : 
日 


本 語 弁 
本 語学 習 と し て の 効 
本 文化 ・ 社 会 へ の 関心 拡大 に も 高い 効 
本 人 と の 直接 交流 や 、 
本 と の 草の根 交流 促進 に 寄与 する な ど 、 将 来 の 知 日 
る 。 


グイ ジテ 





イ . 安定 的 な 人 材 の 確保 

適切 な 人 材 を 必要 人 数 確保 する た め に は 、 一 定 の 応募 倍率 を 維持 する 必要 が ある が 、 イ ンタ ー ネ ッ 
| 
会 、 並び に 大 学 で の 募集 説明 会 、 国際 交流 関連 イベ ント 等 へ の 参加 な ど 平 成 28 年 度 に 引き 続き 積極 的 
な 公募 活動 を 行っ た 結果 、 平 成 29 年 度 通年 の 応募 倍率 は 5.2 倍 と な り 、 平 成 28 年 度 の 4. 8 倍 を 上 回 
っ た 。 
また 、 平成 28 年 度 に 引き 続き 、 埼玉 県 、 静岡 県 、 福 岡 県 の 3 自治 体 、 東 京 外国 語 大 学 、 法政 大 学 、 
神田 外国 語 大 学 、 立 教 大 学 、 立命 館 ア ジア 太平 洋 大 学 等 16 大 学 と の 連携 に より 、 推薦 枠 を 設定 し 、 広 
報 強化 と 質 の 高い 人 材 の 安定 確保 に つなげ た 。 
派遣 前 研修 に お いて は 、 派 遣 先 の 言語 ・ 文 化 知識 や 日 本 語 教 授 法 に 関す る 基礎 知識 等 の 習得 を 主 な 
内 容 と し 、 基 人 金 施設 (日 本 語 国際 セン ター 及び 関西 国際 セン ター) 等 を 活用 し て 、 計 5 件 実施 し た 。 
な お 、 う ち 1 件 に つい て は 、「 政 府 関係 機関 移転 基本 方 針 」( 平 成 28 年 3 月 22 日 まち ・ ひ と ・ し ご 
と 創 生 本 部 決定 ) に 従い 、 大 分 県 、 別 府 市 及び 立命 館 ア ジア 太平 洋 大 学 と 連携 し 、 大 分 県 に て 研修 を 
実施 し た 。 
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ウ . 帰国 後 の パ ー ト ナー ズ 

帰国 後 の パ ー ト ナー ズ の フォ ロー アッ プ と し て 、 感 謝 状 贈呈 式 ・ 交 流 会 や 募集 説明 会 で の 活動 幸 
に 加え 、 メ ー ル マガ ジン や SNS を 通じ た ネッ トワ ー ク 維持 を 行っ て いる 。 帰国 後 6 か 月 以上 経過 し た 
長期 パー トナ ー ズ 530 名 を 対象 に フォ ロー アッ プ 調 査 (有効 回 答 率 平均 42%) を 行っ た と ころ 、 帰国 
後 も 赴任 国 の 情報 ・ ニ ュー ス に 関心 継続 (98%) 、 赴任 校 と の 交流 継続 (直近 1 年 間 ) (57%) 、 赴任 国 
言語 習得 継続 (54%) 、 日 本 語 教 育 へ の 従事 継続 (54%) 、 周 囲 へ の パー トナ ー ズ 参加 勧奨 (直近 1 
年 間 ) (71%) と いう 結果 だ っ た 。 

帰国 後 の 活 動 状 況 と し て は 、 技 能 実習 生 や 看 護 師 ・ 介 護 福 祉 士 候補 者 、 留 学生 へ の 支援 活動 、 イ ン 
バウ ンド 誘致 の た め の ボ ラン ティ ア 活 動 に 参加 する 者 、 独 立 行政 法人 国際 協力 機構 (JICA) ボラ ン テ 
ィ ア や 国際 交流 基金 に よる 派遣 、 大 学 や や 日 本 語学 校 等 の 日 本 語 教 師 と し て 国内 外 で 活躍 する 者 、 日 本 
人 学校 に 教諭 と し て 赴任 する 者 、 東 南ア ジア に お ける 経済 活動 に 携わる 民間 企業 に 就職 する 者 な ど 、 
東南 アジ ア 諸 国 で の 異 文化 生活 経験 や 現地 語 能 力 を 活か し 、 各 分 野 に お いて 活躍 し て いる 。 
本 事業 の 趣旨 ・ 目 的 と 事業 成果 を 社会 一 般 に 周知 する 広報 活動 も 積極 的 に 行っ た 。 派 遣 中 の パー ト 
ナー ズ 自 身 が 、SNS を 利用 し て 情報 発信 し た ほか 、 基 金 ウ ェ ブ サイ ト の 「 今 月 の “日 本 語 パ ー ト ナー 
ズ ”」 等 の 記事 を 322 本 掲載 し 、 メ ー ル マガ ジン や 公式 Facebook を 通じ て 拡散 を 行っ た 。 

パー トナ ー ズ の 活動 を 紹介 する 報道 記事 も 多く 、 日 本 で は NHK ニュ ー ス や 大 分 テレ ビ な ど 国 内 で 30 
件 、 プ レス リリ ー ス 記事 の 外部 媒体 掲載 108 件 また パー トナ ー ズ が 活動 し た 各国 に お いて は 、 主 要 
紙 報道 を 含む 96 件 の 報道 が あっ た 。 
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(2) 双方 向 の 芸術 ・ 文 化 交流 事業 の 実施 
我が国 と アジ ア の 芸術 家 、 文 化 人 、 知 識 人 な どの 文化 の 担い 手 の ネ ットワーク 化 と アジ ア 域 内 の 市 
民 の 相互 理解 を 促進 する 以下 の 有 双方 向 交流 事業 を 実施 し た 。 




















ュ D 


ドド 





ア . 各国 文化 紹介 ・ 情 報 提 供 事業 、 及 び 市 民 交 流 
アジ ア の 市 民 が 互い の 文化 に 触れ 合い 、 又 は 共同 ・ 協 働 で 文化 活 重 流 事業 を 、 主 催 ・ 助 成 
に より 96 件 実施 及び 支援 し 、 約 27 万 人 の 参加 を 得 た 。 






























































ュ D 
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( ア ) アジ ア ・ 市 民 交 流 主催 
アジ ア の 市 民 ・ 地 域 レ ベル の グル ー プ 交流 
例 は 以下 の と お り 。 














業 と し て 、51 件 の 主催 





業 を 実施 。 具 体 的 な 主 
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a. 防災 教育 
様々 な アジ ア の 共通 課題 の 中 で も 持続 可能 な 市 民 社 会 の 形成 に と っ て 重要 な 防災 教育 及び 環 
境 を テー マ に 、 同 分 野 に 関心 を 持つ 各国 の 青年 リー ダー が 研修 を 通じ て 学び 合う 「HANDs ! - Hope 
and Dreams Project」 を 実施 し 、 フ ィ ー ル ド ワ ー ク や ワー クシ ョ ッ プ を 経て 自身 で 企画 立案 し た 
プロ ジェ クト の 実施 に 至る まで の プロ セス を 支援 し た 。 本 事業 は 平成 26 年 度 より 開始 し 、 平 成 
29 年 度 は 従来 の 参加 国 (日 本 、 イ ンド ネシア 、 タ イ 、 フ ィ リ ピン 、 マ レー シア 、 イ ンド 、 ミ ャ ン 
マー、 ネ パー ル ) に 加え 、 カ ン ボ ジア か ら も 参加 者 を 得 て 、9 か 国 か ら 選 抜 さ れ た 26 名 の フェ ロ 
ー を 対象 に 、 日 本 、 イ ンド ネシア 、 フ ィ リ ピン で 研修 プロ グラ ム を 実施 し た 。 社会 課題 と エコ と 
地方 久生 を テー マ に し た 月 刊 誌 『 ソ ト ュ ト 』 2018 年 1 月 号 で 巻頭 イン タビ ュー に 取り 上 げ ら れる 
な ど 注 目 を 集め た 。 



























































































































































b. ふれ あい の 場 

平成 28 年 度 に 開設 し た 、 ヤ ン ゴ ン (ミャンマー)、 チ ェ ン マイ (タイ )、 ホ ー チ ミン (ベト ナ 
ム ) の 3 都市 の 「 ふ れ あ い の 場 」 で 、 文 化 紹介 ・ 情 報 提 供 や 交流 事業 を 実施 し た 。 平 成 29 年 度 中 
に の べべ 1.4 万 人 の 参加 を 得 、 来 場 者 ・ 参 加 者 の 99% が 満足 と 回 答 す る な ど 、 日 本 や 他 の 近隣 諸国 
の 文化 情報 に 接する 機会 が 相対 的 に 少な い 都 市 で の アジ ア 域 内 の 交流 ・ 相 互 理解 を 市 民 レ ベル で 
促進 する こと に 寄与 し た 。 









































( イ ) アジ ア ・ 市 民 交 流 助 成 事 業 

アジ ア と の 市 民 ・ 地 域 レ ベル の 交流 事業 を 実施 する 日 本 国内 の 団体 を 対象 に 計 37 件 の 事業 を 採 
用 し 、 経 費 の 一 部 を 助成 し た 。 多 岐 に わた る 市 民 レ ベル の 事業 を 支援 し 、 ア ジア 域内 の 交流 拡大 に 
寄与 し た 。 

具体 的 な 助成 事業 例 と し て は 、「 第 5 回 日 本 ・ ベ トナ ム フェ ステ ィ バ ル 」、「 日 タイ 絵本 を 通じ た 
国際 交流 推進 事業 」、「 ス ケー ト ・ ス ポー ツ 次 世代 人 材 発掘 プロ ジェ クト 」 な どの ほか 、 ミ ャ ンマ 
ー、 タ イ か ら の 若い 世代 が 佐賀 県 及び 熊本 県 で 交流 し た 、「 第 8 回 アジ ア 湿 地 シ ン ポ ジウ ム 」、 長 崎 
市 民 と ベト ナム の 歴史 的 な 友好 関係 を 深め た 「 御 朱印 船 を 活用 し た 日 越 交 流 促進 プロ ジェ クト 」、 
新潟 県 柏崎 市 の 水球 クラ ブチ ー ム が シン ガ ポ ー ル の 代表 チー ム を 招へい し た 「 東 南ア ジア 合同 強化 
合宿 」 な ど 、 地 方 都市 で 開催 され る 事業 へ の 支援 を 通じ 、 ア ジア と の 交流 を 通じ た まち づく り 、 地 
方 創 生 に も 寄与 し た 。 ま た 在外 拠点 で も 8 件 の 助成 事業 を 実施 し た 。 
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イ . 文化 芸術 ・ 知 的 交流 分 野 の 専門 家 間 の 交流 事業 、 及 び ネ ットワーク 構築 ・ 強 化 事業 
アジ ア ・ フ ェ ロ ー シ ッ プ を 19 件 実施 し た ほか アジ ア ・ リ ー ダ ー 交 流 及 び ア ジア ・ 文 化 人 招へい を 、 


主催 及び 助成 に より 111 件 実施 し 、 約 9 万 人 の 参加 を 得 た 。 主 要 な 事例 は 以下 の と お り 。 















































( ア ) アジ ア ・ フ フェロー シッ プ 

一 定 の 期間 、 自 国外 の ASEAN 地域 も し く は 日 本 に 滞在 し て 活動 を 行う 個人 に 対し て 、 フ ェ ロ ー シ 
ッ プ を 提供 し た 。 平 成 29 年 度 は 長期 13 名 、 短 期 6 名 (継続 2 名 、 新 規 17 名 ) に 供与 し 、 専 門 ・ 
関心 分 野 に 関す る 調査 ・ 研 究 ・ 創 作 活動 や ネッ トワ ー ク ・ プ ラッ ト フ ォ ー ム の 構築 な ど を 目的 と し 
た 活動 を 支援 し た 。 活 動 支援 後 、 日 本 含む 4 か 国 で テキ スタ イル に 関す る 調査 を 行っ た タイ 人 アー 
ティ スト た ち が チ ェ ン マイ で の 美術 展 に 参加 し た 事例 や 、 フ ィ リ ピン の 劇団 に 赴き 演劇 を 通し た コ 
ミュ ニテ ィ と の 関わ むり 方 を リサ ー チ し た 日 本 人 演出 家 が 演劇 作品 を 新た に 創作 ・ 発 表し た 事例 等 、 
成果 の 具体 化 や 発展 も 見 られ る 。 












































































































































































































































フェ ロー シッ プ 受 給 者 の 活 


























( イ ) アジ ア ・ 文 化 人 招へい 
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日 本 と の 文化 交流 の 発展 に 貢献 が 期待 され る ASEAN の 有識者 と し て 、 マ ・ テ ィ ー ダ 氏 ( ミ ャ ン マ 
一 国際 ペン クラ ブ 理 事 ) 、 リ ザ ・ デ ィ ノ ニテ ニセ ゲ ラ 氏 (フィ リピ ン 映 画 開発 審議 会 理事 長 )、 タ ン ・ 
マイ ケル ・ リ ム 氏 (フィ リピ ン 大 学 デ ィ リ マン 校 学長 )、 フ ァ ム ・ チ ー・ チ ェ ン 氏 (ベト ナム 青年 
劇場 館長 ) の 計 4 名 招へい し 、 そ れ ぞ れ の 専門 と 関心 に 考慮 し た 訪日 プロ グラ ム に より 、 日 本 の 専 
門 家 と の ネッ トワ ー ク を 構築 し た 。 マ ・ テ ィ ー ダ 氏 に つい て は 、 上 智 大 学 で の 講演 会 に 127 名 が 参 
加 (来場 者 の 969% が 「 満 足 」 と 回 答 ) し た 他 、NHK『 こ ころ の 時 代 』 (放映 日 : 2018 年 1 月 28 日 ) 
に 出演 し た 。 
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(ツウ) 専門 家 グ ルー プ に よる 交流 事業 及び ネッ トワ ー ク 構築 

アジ ア 諸 国 の 市 民 社 会 で リー ダー シッ プ を 発揮 し て いる 知識 人 (パブ リッ ク ・ イ ン テ レ クチ ュ ア 
ル ) を 日 本 に 招へい し て グル ー プ で 一 定期 間 合 宿 し 、 地 域 の 課題 や グロ ー バ ルイ シュ ー に つい て 議 
論 す る 「 ア ジア ・ リ ー ダ ー シ ッ プ ・ フ ェ ロ ー・ プ ログ ラム 」、 ア ジア に お ける 中 堅 ・ 若 手 の 寛容 な 
イス ラム 教徒 グレ ー プ に よる 日 本 訪問 、 視 察 、 地 域 住民 と の 対話 を 通し て 、 ア ジア の イス ラム 知識 
人 の ネッ トワ ー ク 形成 及び 日 本 に お ける イス ラム 理解 の 促進 を 図る 「 東 南ア ジア ・ ム スリ ム 青 年 と 
の 対話 (TAMU/Talk with Muslim series)」 事 業 な ど 、 ア ジア の さま ざま な 社会 分 野 で 指導 力 を 発揮 
し て いる 有識者 グル ー プ に よる ネッ トワ ー ク 形成 や 日 本 人 識者 た ちと の 交流 事業 を 実施 し た 。 
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ウ . 文化 芸術 ・ 知 的 交流 分 野 の 専門 家 ・ 専 門 機関 に よる 協 働 事業 及び その 成果 発信 

アジ ア に お ける 文化 芸術 ・ ス ポー ツ ・ 知 的 交流 分 野 の 専門 機関 ・ 専 門 家 と 連携 し た 幅広 い 分 野 で の 
協 働 事業 ( 協 働 の 取組 を 通じ た 文化 ・ 芸 術 分 野 の 作品 制作 や 共通 課題 の 研究 等 ) を 、 主 催 ・ 助 成 に よ 
り 、240 件 実施 し 、 約 105 万 人 の 参加 を 得 た 。 
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( ア ) アジ ア ・ 文 化 創造 協 働 
a. 映画 
アジ ア 最 大 規模 の 国際 映画 祭 で ある 東京 国際 映画 祭 と の 連携 を 平成 26 年 度 か ら 継続 実施 し 、 
上 映 作品 関係 者 、 海外 の 映画 祭 関係 者 、 ジ ャ ー ナ リス ト 、 映画 バイ ヤー・ セ ラー 等 計 81 名 を 招 へ 
いし 、 日 本 の 映画 関係 者 と の ネッ トワ ー ク 深化 の 機会 と し た 。 ア ジア 映画 紹介 部 門 「CROSSCUT ASIA」 
に お いて は 、 東南 アジ ア の 若手 映画 監督 の 13 作品 を 特集 上 映し 、 シン ポジ ウム な どの 関連 事業 も 
含め 約 2, 000 人 が 参加 し た 。 観 客 ア ン ケ ー ト 結果 で は 93% が 「 非 常に 満足 」「 満 足 」、100%% が 東 
南ア ジア の 文化 に 対す る 理解 が 「 と て も 深まっ た 」「 深 まっ た 」 と 回 答 し た 。 
また 、 強 い 集客 力 を 持つ 日 本 映画 の 総合 プラ テット フ ォ ー ム の 構築 を 目指 す 「JFF (Japanese Film 
Festival : 日 本 映画 祭 ) アジ ア ・ パ シフ ィ ッ ク ゲートウェイ 構想 」 を 平成 28 年 度 より 実施 し 
て いる が 、 平成 29 年 度 は 、ASEAN 10 か 国 ・ イ ンド 、 オ ー ス トラ リア の 12 か 国 ・36 都市 で 日 本 映 
画 祭 を 開催 し 、 最新 の 日 本 映画 を 中 心 に 100 作品 を の べべ 771 回 上 映し 、 約 12 万 人 (前 年 度 比 35% 
) の 観客 を 動員 し た 。 観 客 ア ン ケ ー ト 結果 で は 969% の 「 非 常に 満足 」「 満 足 」 の 回 答 を 得 た ほ 
か 、 各 国 報道 件 数 は 800 件 を 超え 、 特設 ウェ ブサ イト の ペー ジ ビ ュ ー 数 は 約 51 万 件 (前 年 度 の 2 
倍 以上 ) を 達成 し 、 日 本 映画 の 多様 性 、 さ ら に は 映画 を 通し た 日 本 の 文化 の 魅力 を 伝え た 。 また 、 
日 本 映画 の 市 場 開拓 の 事例 と し て 、『 こ の 世界 の 片隅 に 』 を タイ 日 本 映画 祭 の プレ ミア 上 映す る こ 
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が 、ASEAN 地域 に 関す る 幅広 い 課題 に つい て 討論 し た 。 参 加 者 の 一 人 で ある 日 本 経済 新聞 の 秋田 
浩之 氏 は 、 同 フォ オー ラム に 参加 後 、「 東 南ア ジア が 渦 望 する 日 本 」(2017 年 9 月 15 日 ) と 題する 
論説 記事 を 執筆 し 、 参 加 に よっ て 得 た 知見 を 世論 に 還元 し た 。 

























































































( イ ) アジ ア ・ 文 化 創造 協 働 助成 

日 本 と ASEAN 諸国 に 活動 拠点 を 置く 団体 が 企画 する 、 芸 術 ・ 文 化 、 ス ポー ツ 、 知 的 交流 分 野 の 人 
材 育成 、 ネ ットワーク 形成 、 基 盤 強化 、 共 同 制作 や 共同 研究 な どの 協 働 事業 及び その 成果 発信 事業 
支援 し た 。 複 数 年 採用 の 継続 事業 20 件 に 加え 、38 件 の 事業 を 新規 に 採用 し 、 ア ジア の 人 々 の ア 
イデ ン テ ィ テ ィ と 多様 性 を 尊重 し あっ た 、 新 た な 文化 創造 に 寄与 し た 。 
「 東 京 藝術 大 学 シ ルク ロー ド 特 別 企画 展 」、「 山 形 国際 ドド キュ メ ンタ リー 映画 祭 」、「JIWA : Jakarta 
Biennale 2017」 な どの ほか 、 イ ンド ネシア と タイ の 専門 家 を 招へい し た 「 ア ジア AIR CAWMP 2017 in 
陸前 高田 ]、 イ ンド ネシア の 振付 家 ら と 協 働 し た 「 神 戸 ー ア ジア ・ コ ン テ ン ポラ リー ダン ス ・ フ ェ 
ステ ィ バ バル 手 ジェ コ ・ シ オン ポ プロ グラ ム 」 な ど 、 地方 都市 で 開催 され る 事業 へ の 支援 を 通じ 、 
アジ ア と の 協 働 作業 を 通じ し た まち づく り 、 地 方 劉生 に も 寄与 し た 。 ま た 在外 拠点 で も 16 件 の 助成 
業 を 実施 し た 。 



























































































































































































































































3 一 3. 指摘 事項 へ の 対応 





ぐ 前 年 度 評価 結果 > 

(1 ) 「 日 本 語 パ ー ト ナー ズ 」 派遣 事業 は 、 長 期 派遣 の みな ら ず 新た に 目標 と し て 設定 し た 短期 派遣 
や や 大 学 連携 派遣 を 拡大 する な ど 、 2020 年 度 ま で の 派遣 人 数 の 数 値 目 標 達成 に 向け 、 危機 管理 面 に も 
配慮 し つつ 、 更 な る 事業 の 強化 が 求め られ る 。 

(2) 芸術 ・ 文 化 の 双方 向 事業 は 、 実 施 事業 数 自体 は 所 期 予定 より 大 幅 に 上 回 っ て いる も の の 、 そ の 
投入 資源 に 見 合っ た 成果 が 発現 され て いる の か が 不明 確 で や る た め 、 各 事業 の 企画 ・ 実 施 に あたっ 
て は 、 国 際 交 流 基金 及び アジ アセ ンタ ー 事 業 の 政策 上 位 目 標 (海外 の 対日 理解 促進 、 国際 社会 に お 
ける 我が国 の プレ ゼン ス の 維持 ・ 向 上 ) を 踏ま え 、 当 該 事 業 の 実施 に より 何 を 目指 す の か 及び その 
成果 指標 (アウ トカ ム 及 び ア ウト プッ ト ) を 明確 に 設定 し た 上 で 、 限 られ た 予算 内 で 最大 の 政策 効 
果 を 得る こと を 意識 し て 企画 ・ 実 施す る 必要 が ある 。 こ の 観点 か ら 各 事業 の 実施 方 法 、 内 容 、 事 業 
の 継続 の 可否 に つき 再 検討 する 必要 が ある と 考え る 。 

(3) また 、 全 体 と し て 、 交 流 相 手 国 及 び 国 内 に お ける 広報 の 不足 が 懸念 され る こと か ら 、 メ ディ ア 
を 通じ た 発信 を 心がけ る 等 広報 の 重点 化 を 意識 する 必要 が ある と 考え られ る 。 















































































































































































































































































































































ぐ 前 年 度 評価 結果 反映 状況 > 
(1) 「 日 本 語 パ ー ト ナー ズ 」 派遣 事業 は 、 新 た に 目標 と し て 設定 し た 短期 派遣 や 大 学 連 携 派遣 を 拡 
大 し 、2020 年 度 ま で の 派遣 人 数 の 数 値 目 標 達成 に 向け 、 着 実に 実績 数 を 進展 させ て いる 。 

(2) 芸術 ・ 文 化 の 双方 向 事 業 は 、 実 施 件 数 、 来 場 者 ・ 参 加 者 アン ケー ト で の 「 有 意義 」、「 対 日 関心 
グ 理 解 促進 」 回 答 割合 、 神 益 者 数 な どの 指標 を 設定 し た 。 ま た 、 本 事業 全体 に つい て アウ ト プ ッ ト 
及び アウ トカ ム に 関す る 成果 指標 を 定め て いる が 、 特 に 、 芸 術 ・ 文 化 の 双方 向 事業 の アウ トカ ム に 
関す る 関連 指標 と し て 、 文 化 事業 神 益 者 数 は 基準 値 (平成 26~27 年 度 の 実績 平均 値 ) を 2.7 倍 以 
上 上 回 る 顕著 な 成果 を 得 た 。 さ ら に 個別 事業 例 で は 、「 サ ン シ ャ ワー」 展 で は 想定 来場 者 数 を 設定 
し 、 限 られ た 予算 内 で 最大 の 成果 発現 を 意識 し て 企画 ・ 実 施 し た 結果 、 想 定 来場 者 数 (31.5 万 人 ) 
を 4 万 人 近く 上 回 る 来場 者 (35. 4 万 人 ) を 得る こと が で きた 。 また 、 和 柔道 交流 事業 に つい て は 、ASEAI 
で 唯一 、 柔 道 連 盟 が 存在 し な か っ た こと か ら 、 ブ ルネ イ を 対象 に 重点 的 に 事業 を 実施 し た 結果 、 ブ 
ルネ イ 和 柔道 連盟 の 発足 に 至っ た 。 
(3) 交流 相手 国 及 び 国 内 で の 広報 に つい て は 、 重 点 化 を 意識 し 、 具 体 的 に 報道 件 数 は 、5, 800 件 以 
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上 件 と 前 年 より 15% 増 えた 。 特 に 国内 で は 、NHK ニュ ー ス お は よう 日 
報道 、 文化 人 招へい (ミャンマー マ ・ テ ィ ー ダ 氏 ) の NHK『 こ こ 
May.J、 城 南海 と 、 タ イ ・ フ ィ リ ピン の “日 
ルド 及び BS 番組 『J-MELO』 で の 放映 等 、 




































































本 「 サ ン シ ャ ワー」 展 の 昌 
ろ の 時 代 』 の 番組 化 、 女 性 歌手 の 
本 語 パ ー ト ナー ズ " 派遣 校 の 生徒 と の 合唱 の NHK ワー 
本 国内 の 一 般 層 へ の 成果 還元 ( 






































こも つなが っ た 。 








St 二 2U 引 紀 Mi 








< 評定 と 根拠 > 





評定 _S 





根拠 : 





ア 」 


イ . 関連 # 


諸国 の 日 


我が国 と アジ ア の 芸人 
の 相互 理解 を 促進 する と と も に 、 協 働 


【 量 的 成果 の 根拠 】 
定量 指標 の うち 、 





























【指标 4-1】、【 指 標 4-2】 の 2 つ は 目標 値 の 100% 以 上 、【 指 標 4-3】 に つい て は 
目標 値 の 120% 以 上 を 達成 し た 。 




















は 、 そ れ ぞ れ 中 期 目 標 に お ける 平成 26~27 年 度 実績 





WA ( 和 ・ 環 ・ 輪 ) プ 


果 を 得 た 。 





【 質 的 成果 の 根拠 】 
日 本 語 パー トナ ー ズ 
本 語 教育 の 発展 を 支 










































































きく 頁 献 し た 。 上 具体 的 な 成果 は 以下 の と お り 。 


站 
62% 
っ た 。 派遣 に は 相 


で き な い 難易 度 の 高い 交渉 を 実施 し 、 目 標 値 を 達成 
て 、 実 績 を 着実 に 進展 させ た 。 平成 29 年 度 中 に 帰国 し た 


月 





















































本 語 パ ー ト ナー ズ 
過去 最大 の 派遣 規模 と な る 591 名 の 
) を 実施 し た 。 広 報 活 
の 応募 倍率 は 5.2 倍 と 、 平 成 28 年 度 の 4. 8 倍 を 上 区 
FE 国 の 教育 当局 や 学校 関係 者 と の 調整 ・ 協 力 が 不可 欠 で あり 、 基 
し た 。 こ れ に よ 






























































ロジ ェクト 」 開 始 以来 、 過 去 最 


業 を 通し た 知 日 派 ・ 対 日 


を 強化 し た 結果 、 

















日 本 語 パ ー ト ナー ズ の 派遣 ロ 
































生 の 数 は 約 14 万 人 、 


42 万 人 と 過去 最大 の 数 と な り 、 各国 の 日 本 語 

















課外 活動 や 各種 イベ ント な ど 




















呈 標 で ある パー トナ ー メ 派遣 神 益 者 数 ( 約 42 万 人 ) 及び 文化 事業 宰 益 者 数 ( 約 141 万 人 ) 








F 均 値 を 4.0 倍 、2.7 倍 以上 上 回 り 、「 文 化 の 





ト 忠 . 


過去 最高 





業 に つい て は 、 国 内 外 の 関係 機関 と 連携 し つつ 、 
MN 
流 を 通じ て 、 相互 理解 の 深化 を 促進 し た 。 芸術 ・ 文 化 交 流 
計 家 、 文 化 人 、 知 識 人 な どの 文化 の 担い 手 の ネ ッ ト ワ ー 
業 に よる アジ ア の 中 で の 新しい 価値 ・ 文 化 的 活動 の 創出 に 大 





業 に つい て は 、 











関心 層 の 拡大 


多大 と な る 約 183 万 人 を 記録 する な ど 、 顕 著 な 成 








実に 派遣 を 行い 、 ア ジア 














双方 向 交流 の 実施 に よ 
MM 
























































日 本 文化 紹介 へ の 参 カ 





成 28 年 度 実績 364 名 に 対し 、 
の 派遣 数 に も 関わ ら ず 、 平 成 29 年 度 通年 
回 り 、 よ り 意 欲 が 高く 適性 の ある 人 材 の 確保 に 至 







































































金 で な けれ ば 実施 





人 下 


り 、 最 終 の 派遣 目標 の 達成 に 向け 
日 本 語 パ ー ト ナー ズ 596 名 が 教え た 現地 学 
者 数 は 約 28 万 人 で 合計 約 


























育 の 発展 や 対日 理解 促進 に 大 き な 頁 献 を 果たし た 。 イ 





























ンド ネシア 、 タ イ 、 ベ トナ ム な どの 教育 当局 か ら 派 遣 の 有益 さ を 評 価 さ れる と と も に 、 受入 校 の 99% 


で 笑 
た 、 日 本 文化 ・ 拓 














[会 へ の 関心 拡大 に も 高い 効果 






































が 有意 義 で あっ た と の 評価 を 得 た 。 生 徒 の 日 本 語 


























き 続き 大 き な 成 果 を 挙げ た 。 


イ . 双方 向 の 芸人 
「 サ ン シ ャ ワー 展 」 は 、 日 





行文 化 交流 


























認め ら 


会 議 、 シ ン ポ ジウ ム と いっ た 本 展 の 実現 に 至る まで の プ 
サイ ト で 随時 公開 し 、ASEAN の 多様 な 視点 を 持つ アー ティ スト と その 作品 を 継続 的 に 日 英 両 言語 で 紹 





























三 五 心 习 ; 


字 泊 意欲 の 向上 の ほか 、 日 本 文化 紹介 を 通し 



































れ 、 将 来 の 知 日 派 ・ 対 日 関心 層 の 拡大 に 、 引 




















業 を 通し た アジ ア の 人 々 と の 結び つき の 強化 
本 と ASEAN の キュ レー ター が 2 年 半 に お よぶ 現地 調査 を 行い 、 調 査 、 企 画 
ロ セ ス は 「SEA プ 











ロジ ェクト 」 と し て ウェ ブ 
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介する こと で 、 





を 独 








れ を 鑑賞 し た こ 








日 








まだ ご |」 旧 
アジ ア 





祭 


回 上 映し 、 














と と も に 
9 
その 他 、 


站 











プ で 


で の 交流 ・ 





以上 を 踏ま え 、 所 期 の 目標 を 量 的 及び 質 的 に 





【 課 題 と 対応 
日 
と の 連携 























占 し て いる 日 
南ア ジア の 歴史 と 実情 の 紹介 

ASEAN 各国 の 在京 大 使 館 か ら も 、 日 
に 対す る 高い 評価 が 
する 主要 メデ ィ ア で 取り 上 げ ら れ 、 日 
られ る な ど 、 双 方 向 の 理解 促進 の 
実 氏 ( 森 美術 館 チ ー フ ・ キ ュ レ ー タ 
ン ナ ー レ 」 (2018 年 3 月 開幕 ) で アジ ア 人 初 の 芸術 監督 に 起用 
本 人 の プレ ゼン ス 向 上 に も つなが っ た 。 
本 映画 総合 プラ ッ ト フ ォ ー ム の 構築 を 目指 す 「JFF ( Japanese Film Festival : 
2 ジィ ッ ク ゲート ウェイ 構想 」 で は 
ー ス トラ リア の 12 か 国 ・36 都市 で 


ュー 


約 12 万 人 (前 年 度 比 35% 増 ) 
に 満足 」「 満 足 」 の 
ー 数 は 約 51 万 件 (前 年 度 の 2 倍 以 上 ) を 達成 し 、 日 





防災 教 
トナ ム に 設置 し た 


共同 和 





】 


主人 一 下 才 一 六 


本 の みな ら ず アジ ア 各 医 
協 人 作業 の 成果 と な っ た 本選 に 



































本 

















ダー は 























本 映画 


























回 答 を 得 た ほか 、 








] 作 、 
まな 関係 機関 と 連携 し つつ 、 数 多く の 


に お ける 新しい 1 
は 、 35. 4 万 人 が 来場 し 、 通 
本 の 美術 展 に お いて 上 位 10 供 
こも 大 きく 真 献 する こと と な っ た 。 
国 の 現代 美術 が 大 規模 で 紹介 され 、 多 く の 和 観客 が そ 
、 東 南ア ジア で も テレ ビ ・ 和義 
東南 アジ ア に お いて も 好意 的 に 
日 本 側 キ ュ レーター の 一 人 、 片 岡 真 
域 で は 最 古 の 「 第 21 
され る な ど 、 国 際 的 な ョ * 


主導 で 自 
寄せ られ る と と も に 
本 側 の 関心 の 高 さ が 、 
基盤 整備 に つなが っ た 。 本 


の 観客 を 
各国 報 : 














値 ・ 文 1 
通常 は 











日 本 及び 欧米 関係 


的 活動 の 創出 

















に 入り 、 














展 の 
FE 洋 地 ] 








アジ アコ 
































祭 を 開催 し 、 最 新 の 



































道 件 数 は 800 件 を 
本 映画 





















































育 を テー マ に し た アジ ア の 青年 リー ダー の ワー クシ ョ ッ プ や ミャンマー、 














「 ふ れ あ い の 場 」 な ど を 通 


ーー 
ンー 
し た 市 





民 交 流 、 











サッ カー 












































協定 を 活 / 
、 こ れ ま で の 実績 














し 、 人 材 確保 















































交流 や 柔道 交流 な どの スポ ー ツ 交流 
業 を 成功 裏 に 実施 し た 。 


に 努め る 。 





また 、 








平成 29 年 度 に 、ASEAN 10 か が 民 
日 本 映画 を 中 


を 通し て 日 
本 と アジ ア の 人 々 と の 文化 を 通し た 結び つき を 強め る た め の 基 


上 回 る 顕著 な 成果 が 得 











現代 美術 を 通じ て 多様 で ダイ ナミ ッ 








日 




















心 に 100 























目 





E 間 600 人 以上 の 適格 な 人 材 を 派遣 する た め 、 引 き 続 き 広報 強化 や 自 


回 シド ニー 
E 術 シー ン で の 


られ て いる と 認め られ る 。 




















反り 組む 。 


出 に 貢献 し た 。 そ の 
が 観客 動員 数 で 上 位 


ク な 東 


受け 止め 




















EE 


本 映画 
・ イ ンド 、 オ 
作品 を の べべ 771 
員 し た 。 観 客 ア プン ケー ト 結 果 で は 96% の 「 非 常 
え 、 特 設 ウ ェ ブ サイ ト の ペー ジ ビ ュ 
本 文化 の 魅力 を 幅広 く 伝 える 
: 盤 作り に 大 きく 寄与 し 


タイ 、 ベ 
さら に は 、 ス トリ ー ト ダン ス や 演劇 分 野 
『 ま で 、 多 種 多様 な 分 野 で 、 





さま ざ 


治 体 ・ 














派遣 中 の 安全 確保 の た め の 危 機 管理 に つい て 
や 昨今 の 治安 情勢 を 踏ま え 、 引 き 続 き 最 優先 で 又 








3 一 5. 主務 大 臣 に よる 評価 













































































































































































評定 と 根拠 > 
評定 A 
根拠 : 

本 項目 は 、2013 年 12 月 に 日 ・ASEAN 特別 首脳 会 議 で 打ち 出さ れ た 安倍 政権 の 「 対 ASEAN 外交 5 原 
則 」 を 着実 に 実現 する た め に 、 2020 年 東京 オリ ン ピ ッ ク ・ パ ラリ ン ピ ッ ク ま で の 7 年 計画 で 実施 中 の 
も の で あり 、 顕著 な 実績 が 認め られ る 。 国 際 交 流 基金 の 長年 の 知見 を いか し た 一 過 性 の 事業 で は な い 
継続 的 実施 、 今 ま で に な い 大 規模 な 双方 向 交流 事業 の 実施 は 、 29 年 5 月 の 日 越 外相 会 談 や 29 年 11 月 
の 日 ・ASEAN 首脳 会 議 の 際 な ど 、ASEAN 諸国 と の ハイ レベ ル 会 談 に お いて 度々 言及 ・ 評 価 さ れ て いる 
こと か ら 、 外 務 省 が 進め る 文化 外交 政策 の 取組 に も 大 きく 貢献 し て いる 事業 で ある と 評価 で きる 。 




















【 量 的 評価 の 根拠 】 





ー7 /ー 




















ア . 29 年 度 は 、26 年 度 より 開始 し た 本 事業 の 裸 益 者 数 と し て は 
3 つの 定量 評価 の うち 、「 協 働 
は 目標 値 の 120% を 達成 し 、「“ 日 本 語 パ ー ト ナー ズ " 派遣 数 」(591 人 ) は 
業 の 実施 件 数 」(226 件 ) は 113% を 達成 し た 。29 年 度 は 、 
数 は 前 年 比 15% 増 の 5, 800 件 に 達 
日 本 」、NHK「 こ ころ の 時 代 」 
本 と ASEAN 諸国 の 相互 理解 の 促進 に 頁 献 で きた 点 は 、 


万 人 を 獲得 で きた 。 








物 交流 事業 、 
まで 以上 に 広報 活 
本 を 代表 する 多く の 情報 拓 
を 通じ て 、 効 果 的 に 
高く 評価 で きる 。 






























































イ . “日 本 語 パ ー ト ナー ズ " 派遣 











し て 日 本 文化 紹介 活 








ウ . 双方 向 の 文化 芸術 交流 事業 に つい て は 、 




















化 事業 の 宰 益 者 数 は 141 万 人 と な り 、26 へ 27 年 度 の ヨ 
が で きた 。 

例え ば 、ASEAN50 周年 事業 と 
家 の 参 加 を 獲得 し 、 事前 及び 展覧 会 開催 














ネッ トワ ー ク 構築 促進 
に 注力 し た 結果 、 本 事業 全体 の 報道 人 
番組 (NHK「 お は よう 
業 内 容 が 発信 され る 等 、 日 






































地学 生 の 


業 及 びそ の 成果 発信 





日 本 語 









































標 値 を 達成 し 、3 





















































ー ド リーク 
朋 (に 














業 実施 件 数 の 


し 、 ま た 、 約 28 万 人 に 対 
業 開始 以降 最大 と な っ た 点 も 特筆 に 値する 。 


業 開始 以来 最大 規模 と な る 約 183 
業 の 実施 件 数 」(240 件 ) 





また 「 人 
これ 
a | 








、NHK 「J-MELO」 等 ) 


. 業 に つい て は 、12 か 国 ・ 地 域 の 492 機関 に 対し て 591 名 を 派遣 し 、 
派遣 者 数 は 28 年 度 の 162% に も 及ぶ 顕著 な 増加 が 実現 し た 。 ま た 、 関 連 指標 で は 、29 年 度 
し た “日 本 語 パ ー ト ナー ズ ” は 、 約 14 万 人 の 現 ] 
を 行い 、 神 益 者 数 が 











に 帰 葉 

















E 度 目標 値 を 上 回 る 446 件 を 実施 し 、 文 



































4 万 人 も 上 回 る 35.4 万 人 を 

















員 す る こと が で きた 。 





日 






































中 























均值 51 万 人 の 約 3 倍 に 迫る 成果 を あげ る こと 


し て の 現代 芸術 展 「 サ ン シ ャ ワー 展 」 で 10 か 国 よ り 86 名 の 現代 芸術 
の 徹底 し た 広報 等 に より 、 想定 来場 者 数 (31. 5 万 人 ) を 約 
本 及び 欧米 関係 が 観客 
て いる 日 本 の 美術 展 に お いて 、 上 位 10 傑 に 入っ た こと は 特筆 すべ き 点 と 高く 評 


員数 で 上 位 を 独占 し 
帆 で きる 。 更に は 、 





イン スタ グラ ム の 投稿 数 が 2 万 件 以上 等 SNS 上 で も 大 き な 反 響 が あり 、ASEAN 諸国 を 主 対象 と する ア 
ジア と 日 本 と の 文化 交流 及び 相互 理解 を 強化 する こと が で きた と いえ る 。 











【 質 的 評価 の 根拠 
ア . “日 本 語 パー トナ ー ズ " 派遣 





29 年 度 の “日 本 語 パ ー ト ナー ズ " 派遣 者 数 は 過去 最大 の 591 名 に の ぼり 、 応募 倍率 は 国際 交流 基金 
に よる 広報 活動 の 強化 の 結果 、 派遣 者 数 に 対し て 5. 2 倍 を 達成 し た 。 28 年 






































に 

































































度 の 応募 倍率 が 4.8 倍 で あ 


る こと か ら 見 て も 、29 年 度 の 国際 交流 基金 に よる 徹底 し た 広報 活動 が 効果 的 で あっ た と いえ る 。 




















また 、29 年 度 中 に 帰国 









































評 f 




















ナー ズ " 
者 数 の 
ポー ト す る 本 

更に 、 帰 国 後 の 日 


の 派遣 を 通じ て 、 生 徒 の 

































































経験 者 が 受入 れ 校 と の 交流 を 継続 





な っ て お り 、 日 本 語 パ ー ト ナー ズ " 経験 者 が E 





献 し て いる 点 は 注目 に 値する 。 








イ . 双方 向 の 芸術 ・ 文 化 交流 
安倍 総理 大 臣 は 第 二 次 政権 成 





に 
| 











\ 





























O 〇 1 
Ni 








加 等 の 成果 が 具体 的 に 確認 され て お り 、 
業 は 、 現 地 の 日 本 語 教 育 の 発展 に 大 きく 頁 献 し て いる こと も 評価 に 値する 。 
ロー アッ プ も 入念 に 実施 し て お り 、 帰 国 後 6 か 月 以 
上 を 経過 し た 日 本 語 パ ー ト ナー ス 経 験 者 を 対象 と し た 調査 に よれ ば 、 多 く の “日 
し て いる 他 、 周 囲 に 本 事業 に 参加 を 奨励 し て 
発 的 に 本 事業 を 波及 させ 、 効 果 的 な 実施 に 大 きく 頁 


語 ペ パー トナ ー ズ ” の フォ 
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7 後 初め て の 外国 訪問 で 東南 アジ ア 3 か 国 を 訪問 し 、 
県 則 」 を 表明 し た 。 その 表明 に 含ま れる 「 ア ジア の 多様 な 文化 、 伝統 を と も に 守り 、 育て て いく (第 














し た “日 本 語 パ ー ト ナー ズ ” が 行っ た 日 本 語 教 育 支 援 や 日 本 文化 紹介 活 
よる 宰 益 者 数 は 過去 最大 の 約 42 万 人 に 及 ん だ 他 、 派 遣 先 国政 府 機関 や 受入 れ 校 か ら も 活 
i は 非常 に 高い 。 例 えば 、 受 入れ 校 を 対象 に し た アン ケー ト 調 査 の 結果 に よれ ば 、“E 
日 本 語学 習 意欲 の 向上 、 現 地 日 本 語 教 師 の 能力 向上 及び 日 
日 本 語 ネ イ テ ィ ブ が 現地 で の 日 
















































































に 








に 対す る 
本 語 パ ー ト 





语 履 修 


本 語 教育 を 強力 に サ 





本 語 パ ー ト ナー ズ " 
ヽ る こと 等 が 明らか に 














「 対 ASEAN 外交 























回 
Nm 
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T DN 


7 


化 交 





則 ) 
信 で は な く 「 双 方 向 


きた 。 こ の 「 ア ジア 文化 交流 強化 


流 








」 こと を 着実 に 実施 すべ く 、 国 際 交 流 基 金 に お いて 、「 責 和 と 調和 」 の 考え の 下 、 一 方 的 な 発 
E」 を 重視 し て 、 我 が 国 と アジ ア 諸 国 の 専門 家 ネ ットワーク 強化 ・ 人 材 育 成 を 踏 
まえ た 協 働 等 に よる アジ ア の 新しい 文化 の 流れ を 生み 出し て いく こと を 目的 と し て 





































































































ぐ ネ ットワーク を 「 有 意義 」 と 回 答 し た 割合 は 97% に 達し た 。 


アジ プア 市 民 交 流 

















業 で は 、 ア ジア の 市 民 が 互い の 文 1 











96 件 、 約 27 万 人 の 参加 を 得 た 。 特 に 28 年 度 に ミャンマー、 タ イ 、 
場 」 は 最大 限 に 有効 活用 され て お り 、1.4 万 人 の 参加 者 の 99% が 満足 と 回 答 し た こと か ら 、 東 南ア ジ 
アプ 諸国 の 市 民 レ ベル で の 日 本 理解 促進 に 貢献 で きた と いえ る 。 



































専門 家 間 の 交流 及び ネッ トワ ー ク 構築 ・ 





強化 











E に 触れ 合い 、 共 同 ・ 協 働 で 行う 交流 


























業 を 実施 し て 





業 」 の 本 来 の 目的 に 照ら し て みれ ば 、 平 成 29 年 度 は 、 芸 術 ・ 文 
業 に つい て 、 双 方 向 交流 を 積極 的 に 実施 し た 結果 、 我 が 国 と アジ ア の 芸術 家 、 文 化 人 、 知 識 
人 な どの 文化 の 担い 手 の ネ ットワーク 化 と アジ ア 城 内 の 市 民 の 相互 理解 を 促進 する と と も に 、 協 働 事 
業 に よる アジ ア の 中 で の 新しい 価値 ・ 文 化 的 創出 に 真 献 で きた と v 
て は 、 映 画 、 美 術 、 ダ ンス 、 音 楽 、 ス ポー ツ 、 市 民 交 流 、 知 的 交流 等 の 分 野 で 日 本 と アジ ア 諸 国 を 撃 











\ え る 。 全 体 の アン ケー ト 結 果 と し 









































業 を 計 
ベト ナム で 開設 し た 「 ふ れ あい の 














業 で は 、 フ ェ ロ ー シ ッ プ 及 び 招 へ い を 計 130 件 実施 








し 、 約 9 万 人 の 参加 者 を 獲得 し 、 ア ジア の 指導 的 な 地位 に ある 専門 家 間 の ネッ トワ ー ク 形成 や 日 本 人 


有識者 と の 交流 を 促進 で きた 。 

文化 芸術 ・ 知 的 交流 部 分 野 の 専門 家 ・ 専 門 機 関 に よる 協 働 
様々 な 分 野 で 計 240 件 、 約 105 万 人 の 参加 を 得る こと が で きた 。 
映画 の 分 野 で は 、 日 本 映画 の 多様 性 や 映画 を 通じ た 日 








な 真 献 を し た 。 ア ジア 最大 示 


: 選 
画 共 











映 、 










































































アジ ア 各 国 か ら 関 係 者 91 名 の 招 
同 製作 の 第 2 弾 を 開始 する な ど 、 ネ ットワーク 形成 を 促進 ・ 強 化 で きた と 同時 に 協 働 
































業 及 びそ の 成果 発信 








業 で は 、 以 下 の 





LU 


本 の 魅力 を アジ ア 諸 国 に 発信 する こと に 顕著 
模 の 国際 映画 祭 で ある 東京 国際 映画 祭 と 連携 し て 、 東 南ア ジア 映画 の 特 











へ い を 行っ た 他 、 ア ジア 3 か 国 の 監督 に よる オム ニ バ ス 映 


アジ ア の 中 の 新しい 価値 ・ 文 化 的 創出 に 貢献 で きた 。 招 へ い 者 が 、 


果 、 例 えば 、 ラ オス で は 、 主 要 紙 で 複数 回 発信 され た り 、 









































業 に よる 
帰国 し た 後に SNS 等 で 発信 し た 結 














E た 、 タ イ で は 、 約 150 万 人 へ 発信 する こ 





と で 約 4 千 件 の リア クシ ョ ン が 得 ら れ た と いう 効果 を 見 せ て いる 。 また 、 28 年 度 より 開始 し た 日 本 映 
画 の 総合 プラ ッ ト フ ォ ー ム の 構築 を 目指 す 「JEFF(Japanese Film Festival : 日 本 映画 祭 ) ア ジア ・ パ 


シフ ィ ッ ク ・ ゲ ー ト ウェ イ 和 構想 」 は 、 























12 か 国 ・36 都市 で 

















日 本 映画 祭 を 開催 し 日 本 の 映画 作品 100 作 





品 を の べべ 771 回 上 映 、 約 12 万 人 を 動員 する こと が で き 、 本 構想 開始 前 に 比べ て 、ASEAN 諸国 で は 、 約 























76% 






































の 動員 数 を 達成 する 等 確実 に 軌道 に 乗り つつ ある 。 ま た 、 和 観客 アプ アンケート で は 96% が 満足 と 回 





答 し 、 報 道 件 数 は 800 件 を 越え を 、 ウ ェ ブ サイ トビ ュー 数 は 51 万 件 (前 年 比 2 倍 以上 ) を 達成 し た 。 





対日 





舞台 の 分 野 で は 、 ス トリ ー ト ダン ス の 日 
が 28 年 度 の 東京 公演 に 引き 続き 、29 年 度 は マニ ラ 、 
を 動員 し 245 件 の 報道 が な され た 。 本 
ス を 経た 作品 


評価 


は 、 








例え ば 、 タ イ に お 


理 角 






































促進 に 大 きく 真 献 し た 。 



































を 得 て い る 。 


前 有 
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作り に よる 高い 完成 度 と 異 文化 交流 の 非常 に 深 
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木 








・ASEAN 共同 制作 

















\ て 上 映 さ れ た 『ReLIFE』 は チケ ッ ト 販 売 後 7 秒 で 完売 し 、 映 画 祭 の ゲス ト と し て 
日 本 か ら 派遣 し た タイ で 一 番 人 気 と も 評 さ れる 同 作品 主演 の 中 川 大 志 氏 が 韻 壇 する や 否や 会場 は 爆 
発 的 な 熱気 に 包ま れ 、SNS 等 で も 非常 に 多く 話題 に の ぼり 、 非 来場 者 に も 圧倒 的 な リー チ を 得る 等 、 

















「 ダ ンス ・ ダ ンス ・ ア ジア 」 の 公演 























ハノイ 及び 東京 で 公演 が 行わ れ 、 の 4, 000 名 








は 専門 家 か ら も 、 長 期 に わた る 高度 な 協 働 と 対話 の プロ セ 









































世界 か ら 注 目 され る 






































客 が 鑑賞 し 高い 評価 が 寄せ られ た 。 











\ あ り 方 と し て 優れ た 








業 で ある と の 


また 、 ア ジア 最大 の 現代 舞台 芸術 プラ ッ ト フ ォ ー ム 「 国 際 舞 台 芸 術 ミ ー テ ィング in 横浜 2018(TPAM) 」 
E 比 18% 増 の 計 22 万 人 を 動員 し 全 ] 
美術 の 分 野 で は ASEAN 設立 50 周年 を 記念 


紹介 し 、ASEAN 各国 の 在京 大 使 館 か ら も 日 








業 に 成長 し つつ ある 。 
し た 「 サ ン シ ャ ワー 展 」 で ASEAN10 か 国 の 作品 190 点 を 





本 主導 で アジ ア の 現代 ョ 
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術 が 大 規模 に 紹介 され 、 多 く の 和 観 











スポ ー ツ 
サッ カー リー グ と 密 ( 
加 し 、 ア ジア の 若手 


ツ の 分 野 で は 、 ア ジ 
に 連携 


選手 























デモ を 実施 し た こと が 大 反響 を 呼び 、ASEAN10 か 国 の 中 で 

















る 柔道 連盟 の 設立 (平成 30 年 2 月 ) ! 




















ウ . 上 記 
入念 な 準備 を 行い 、 























も の で は な い が 、 





アジ ア 文 化 交流 強化 事業 は 、 











に お ける サッ カー の 発展 を 目指 し て 、 日 
1 EO 
育成 に 大 きく 頁 献 し て いる 。 ま た 、 























に 大 きく 真 献 し た 。 


業 は いずれ も 中 長期 的 な スパ ン で 国内 外 の 共 
業 を 実施 し た 後 も 、 
の 双方 向 の 交流 及び 相互 理解 の 促進 を 実現 する も の で あり 、 


一 過 情 














E の 事業 で は な く 何 年 
一 般 的 に ! 














稚 者 と 信頼 関係 を 築い た 上 で 、 
も 継続 的 に 実施 し 、 日 
ょ 一 朝一 に 容易 に 実現 で きる 





ト 














長年 、 国 際 交 























と 知見 に より 幅広 い ジ ャ ン ル の 











させ た 年 と いえ る 。 





以上 に よ 
も に 守り 、 











り 、 現 政権 が 打ち 出し た 「 対 ASEAN 外交 5 原 
育て て いく 」 と いう 外交 政策 上 重要 度 の 高 








加え て 、 事 業 の 制 











[课题 上 改善 方 策 】 
ア . 今後 、“ 日 本 語 





パー トナ ー ズ ” と し で 


度 設計 や 適切 な 人 員 配 置 な どの 基 # 
的 に 成功 裏 に 継続 する こと の 難易 度 の 高 さ を 踏ま える と 、 
が 得 ら れ て いる と 認め られ る こと か ら 、 



































流 基 金 が 独自 




















高い 目標 が 








質量 と も に 十分 

















盤 形成 を 実施 し 、 























唱和 こ 運 ) 





評定 は 「A」 が 適当 で ある 。 























報 強化 や 自治 体 ・ 
で ある 。 

















語 パ ー ト ナー ズ ” 





イ . 派遣 中 の 日 
が 必要 で ある 。 





ウ . 7 年 間 の 継続 
双方 向 の 芸術 ・ 文 化 交流 
内 外 に 強く アピ ー ル し 、2020 年 以降 























【 そ の 他 事 項 】 
E な 有識者 意見 は 以下 の と お り 。 
ア . 平成 29 年 度 は 目標 達成 の た め 
トワ ー ク 構築 推進 
を 計画 
回 っ て いる が 、 そ の 他 は 100% 
き 日 本 語 パ ー ト ナー ズ " 
お る 。 










































































イ . 本 年 度 が 「 文 1 
る 段階 で あろ う 。 


ヒ の WA プ 








42 万 人 、 


大 学 と の 連携 協定 を 活用 














の 安全 f 

















商 格 な 人 材 の 派遣 を 安定 的 に 確保 する た め 
し 取り 組ん で いる が 、 


准 保 に 向け て 、 危 機 管 理 対応 に 





業 で ある 「 ア ジア 文化 交流 強化 
業 に つい て は 、 





引き 続き 高 





業 」 が # 











事業 の 発 








“日 





を 超え て いる 。 以 上 を 踏 
年 間 600 人 以上 の 適格 な 人 材 の 派遣 を 期待 


ロジ ェクト 」 の 実施 4 和 
個々 の 文化 や 伝統 を 尊重 し つつ 、 
創造 する と いう 事業 は 極め て 有意 義 で ある 。 こ の た め に “ 
「 文 化 ・ 芸 術 交 流 」 の 神 益 者 は 141 万 人 と いずれ も 相当 な リー チカ を 獲得 し て いる 。 こ うし 


“日 本 語 ノ パー 
業 の 実勢 件 数 200 人 
且 標 と し て いる 。 結果 と し て 、 





展 的 な 継続 を 


『 り 返し を 経過 し た こ 
* 外 交 的 効果 を 追求 する と と も 














一 層 の 人 材 確 











本 サッ カー 協会 及び 日 
に お ける サッ カー 教室 に の べべ 967 名 が 参 
柔道 で は 、29 年 度 に ブル ネイ で 柔道 レク 
唯一 柔道 連盟 が 存在 し な か っ た 同国 に お け 





数 年 を か 














芭 狂 力 



































の 
ま ズ 、 
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ナー ズ ” 派遣 数 600 人 以上 、 人 的 交流 
E 以 上 、 協 働 事業 及び その 成果 発信 
語 パ ー ト ナー ズ " 派遣 数 は 591 人 と 言 





業 の 実 











指す こと が 期待 され る 。 





6 

















「S」 と し た 自己 主 
し て 、「A」 


に 
ーーc 2 












































と を 踏ま え 、 








業 、 


上 数 200 
[ 画 と 比べ て 若干 下 
に 対し て 、 引き 続 
評価 が 妥 




















本 プ 


ロ 





け て 


・ASEAN 


に 培っ て きた ネッ トワ ー ク 
業 を 短期 間 で 軌道 に 乗せ る こと に 成功 し 、29 年 度 は その 成果 を 開花 





NM SH 
< 達成 され て いる こと 、 
] し 、 そ れ を 中 長期 
中 期 計画 に お ける 所 期 の 目標 を 上 














回 る 成果 


、 こ れ ま で も 広 
E 保 に 向け た 有 』 


> 必要 


こ 引 き 続 き 万 全 を 期す こと 


特に 


に 、 そ の 成果 を 


ネッ 
上 以上 





当 と 判断 


E 目 と いう こと も あり 、 成 果 が そろ そろ 見 えて く 
目 互 交流 を 踏ま を えて アジ ア に 
日 本 語 パ ー ト ナー ズ " の 派遣 事業 は 裸 益 者 


お ける 新しい 文化 を 























た 取組 に よっ て 、 知 日 派 の 拡大 、 さ ら に は 対日 関心 の 増大 に か な り 貢 献 し た の は 疑い な い 。 着目 すべ 
き は 、 観客 アン ケー ト の 集 票 結果 で あり 、 こ うし た 立派 な 数 字 は 本 事業 の 成功 を 示す も の で ある と い 
の 



































人 “日 本 語 パ ー ト ナー ズ " 派遣 事業 も 双方 向 芸術 文化 交流 事業 も 一 定 の 成果 を 出し て いる が 、 事 業 

を どう 総括 し 、 次 に つなげ る た め に 何 を する か 、 早 急 に 方 針 を 決め る こと が 望ま しい 。 ま た 、 評 価 指 
標 と し て 派遣 数 や 事業 数 の 他 、 ア ン ケ ー ト 調査 を 採用 し て いる が 、 これ ら は アウ トカ ム と は 言い 難い 。 
「 ア ジア 文化 交流 強化 事業 」 の 本 来 の 目的 に 照ら し て 、 ど の よう な アウ トカ ム が 出 て いる の か 、 と い 
う 視 点 で の 評価 が 必要 と 考え る 。 



















































































エ . 事業 開始 か ら 4 年 目 と な り 、“ 日 本 語 パ ー ト ナー ズ " 派遣 事業 の 42 万 人 、 文 化 事業 の 141 万 人 と 
いう 神 益 者 数 が 示す と お り 、 UO CC 
OS CAN UN 、 現 代 社 会 に 向き 合う 各国 の 
アー ティ スト な ら で は の 姿勢 や 眼差し が 感じ 取れ る 作品 が 並び 、 MHD 
i 成果 で あっ た 。 平成 32 年 度 ま で の 着実 な 実施 に よっ て 、 そ の 後に も 
成果 が つなが り 、 発 展 す る こと を 期待 し た い 。 

































































































































































オ . “日 本 語 パ ー ト ナー ズ "” 派遣 事 業 は 国内 外 で の 認知 度 が 上 が っ て き て いる 。 帰国 後 も 赴任 校 と の 
関係 が 継続 し て いる 割合 57%% は 、 一 定 の 評価 が で きる 数 値 で ある が 、SNS 等 の 利用 等 が 可能 な 昨今 、 
さま ざま な 形 で の 関係 継続 を 促進 する 工夫 も 必要 。 また 、“ 日 本 語 ペー トナ ー ズ / 派遣 者 は 赴任 前 6 
修 で の 現地 語 習 得 や 現地 で の 使用 に よっ て ある 程度 の 力 を 身 に つけ る 。 各 国 の 日 本 語 教育 支援 事業 で 
ある と 共に 、 多 数 の 若者 を 中 心 と し た 日 本 に お ける アジ プア 言語 へ の 理解 ・ 普 及 と いう 相互 理解 の 基盤 
づく り と し て の 意義 が 認め られ る 。 




























































































































































































カ . アジ ア ・ 文 化 創造 協 働 事業 で は 、「 ダ ンス ・ ダ ンス ・ ア ジア 」 を 和 観覧 し た が 、 長 期 に わた る 高度 
な 協 働 と 対話 の プロ セス を 経た 作品 作り に よる 高い 完成 度 と 、 異 文化 交流 の 非常 に 深い あり 方 と し 
て 、 優 れ た 事業 で ある 。 























4. その 他 参 考 情報 


























務 所 別 実績 分 析 な ど 、 必 要 に 応じ て 欄 を 設け 記 








(予算 と 決算 の 差額 分 析 、 り 
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型 








ud 














独立 行政 法人 国際 交流 基金 平成 29 年 度 評価 項 2 評価 書 
(国民 に 対し て 提供 する サー ビス その 他 業 務 の 質 の 向 に 関す る 






























































項 ) 


フト 


























1 . 当 事 務 及 び 事 業 に 関す る 基本 情報 























解 及び 参画 の 促進 と 支援 


No. 5 弄 際 文化 交流 へ の 


























業務 に 関連 する 政策 ・ 施 策 | 基本 目標 : 匠 広報 、 文 化 交流 及び 報道 対策 
具体 的 施策 : 亚 一 1 一 和 国際 文化 交流 の 促進 















































ン 
い 
I 





事業 実施 に 係る 根拠 (个 
条文 な ど ) 


出 
ei 


た 
二 
I 














ン 
い 
石山 





交 項 目 の 重 要 度 、 上 難易 度 























関連 する 政策 評価 ・ 行 政事 業 | 平成 29 年 度 行政 事業 レビ ュー シー ト 番 号 
し ココ 0096 (独立 行政 法人 国際 交流 基金 運営 費 交付 金 ) 
























































2. 主要 な 経年 データ 











NUMBER 202U 還 AA 
































































































































































































































Do YE TZ IEbD Zt FE 
30 達成 | es | 平成 | 平成 | 平成 | 平成 | 平成 
指標 等 目標 | 人" 侍 | 29 年 度 | 30 年 度 |31 年 度 | 32 年 度 | 33 年 度 
指標 5ー1 年 平成 27 | 134, 548 
1 本 | 生計 人 
部 SNS 利用 者 数 134, 548 | 年 度 実 | 件 
件 以上 | 績 162, 866 
実績 値 134, 548 | 由 
癌 本 
1219 
達成 度 % 
【 指 標 ラ ー2】 ウ |- 年 間 | 平 成 24|5,467,1 
計画 値 
ミタ 人 ええ 2682 直面 人 5,467,1 | ~27 年 | 01 件 
セス 数 a 01 件 以 | 度 の 実 7, 093, 0 
実績 信 引 績 平均 | 39 件 
値 130% 
達成 度 5, 467, 1 
01 件 
本 部 図書 館 利用 平成 24 | 27, 292 
者 数 ~27 年 | 人 
度 の 実 
実績 値 績 平均 
値 
21, 251 
人 
本 部 図書 館 レフ 平成 24 | 1, 212 
> っ スン 年 先 
MGM 実績 値 tN 人 
数 度 の 実 
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値 738 
件 
目標 水準 の 考え 方 > 
OSNS 利用 者 数 は 前 期中 期 目 標 期間 に お ける 最大 実績 値 で ある 平成 27 年 度 の 水準 以上 を 目指 す 考え か 
ら 、 平 成 27 年 度 実績 値 以 上 を 目標 と し て 設定 し た 。 
〇 ウェ ブサ イト アク セス 数 は 、 前 期中 期 目 標 期間 で 達成 し た 水準 以上 を 目指 す と の 考え か ら 、 前 期中 
期 目 標 期 間 の 年 間 平 均 値 以上 を 数 値 目 標 と し て 設定 。 
② 主 要 な イン プッ ト 情 報 (財務 情報 及び 人 員 に 関す る 情報 ) 
平成 平成 平成 平成 平成 
29 年 度 30 年 度 31 年 度 32 年 度 39 年 度 
予算 額 ( 千 円 ) 537, 312 
決算 額 ( 千 円 ) 526, 958 
経常 費用 ( 千 円 ) 567, 134 
経常 利益 ( 千 円 ) 11, 722 
TR 566, 219 
( 生 幅 ) ’ 
従事 人 員数 3 
3 一 1. 各 事 業 年 度 の 業務 に 係る 目標 、 計 画 、 主 な 評価 指標 
【 中 期 目 標 】 




















ア 国際 文化 交流 へ の 理解 及び 参画 の 促進 と 支援 




















































































































本 国内 外 の 国際 文化 交流 関係 者 に 対 し て 、 顕 彰 や 情報 提 人 
















































































等 の 支援 を 行う こと に より 、 芋 

















際 





































































































































































































文化 交流 へ の 更 な る 理解 を 促す 。 ま た 、 国 際 文 化 交流 活動 の 意義 と 重要 性 を 提示 し 、 担 い 手 と し 
て の 民間 セク ター の 参画 を 促進 すべ く 、 基 人 金 本 部 及び 海外 事務 所 の 図書 館 ネ ットワーク 、 ウ ェ ブ 
サイ ト や ソー シャ ルネ ッ ト ワ ー キ ング サー ビス (以下 「SNS」 と いう 。) 、 印刷 物 等 の 各種 媒体 を 通 
0 基金 事業 に 関す る 情報 を 効果 的 か つ 効 率 的 に 提供 する 。 更に 、 我 が 国 を 巡る 国際 環境 の 変 
に 伴う 、 日 本 国内 外 の 国際 文化 交流 の 動向 の 変化 を 把握 し 、 これ ら ! に 的 確 に 対応 する た め 、 必 
【 中 期 計 画 】 
ア 国際 文化 交流 へ の 理解 及び 参画 の 促進 と 支援 
本 国内 外 の 国際 文化 交流 関係 者 を 対象 と し て 、 以 下 の 取組 を 行う 。 
・ 国 際 文 化 交流 に 関す る 情報 提供 事業 の 実施 
国際 文化 交流 活動 の 意義 と 重要 性 を 提示 し 、 国 際 文 化 交流 活動 の 理解 者 を 得る と と も に 、 担 い 手 
と し て の 民間 セク ター の 参画 を 促進 すべ く 、 基 人 金 本 部 及び 海外 事務 所 の 図書 館 ネ ットワーク 、 ウ ェ 
ブサ イト や ソー シャ ルル ネットワーキング サー ビス (以下 「SNS」 と いう 。) 、 印 刷 物 等 の 各種 媒体 を 
通じ て 、 基 金 事業 に 関す る 情報 を 効果 的 か つ 効 率 的 に 提供 する 。 



































基金 本 部 に 設置 


対応 の 強化 等 に 





され て いる 











より 利 有 

















図書 館 に つい 




















者 の 利便 性 向上 に 


て ! 














よ 、 効 果 的 か つ 効 率 的 な 運営 に 留意 し 、 レ ファ レン ス 
取り 組む 。 基金 の SNS 及び ウェ ブサ イト に つい て は 年 間 
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アク セス 人 性 
CA CD 
日 本 国内 外 に お いて 国際 文化 交流 へ の 理解 を 促す た め 、 日 
顕彰 を 行 う 。 


























・ 国 際 文 化 交 流 に 関す る 調査 ・ 研 究 の 実施 
我が国 を 巡る 国際 環境 の 変化 に 伴う 、 


に 的 確 に 対 





























つい て の 





完 を 行う 。 








[ 応 す る た め 、 主 要 な 国際 文化 交流 機関 の 基 


E 数 の 目標 達成 に 向け て 内 容 を 充実 させ る 。 
業 の 実施 


日 本 国内 外 の 国際 文化 交流 の 動向 の 変化 を 把握 し 
E 礎 情報 の 調査 や 、 国際 文化 交流 に 係る 施策 に 




















本 国内 外 の 国際 交流 関係 者 に 対し て 、 


、 こ れ ら 








【 年 度 計 画 】 
了 ”国际 文人 
































“国际 文化 3 
国际 文人 





人 、 団 体 ( 














日 本 国内 外 の 国際 文化 交 ? 
・ 国 際 文 化 交 流 に 関す る 情報 提供 等 の 実施 
基幹 広報 媒体 と し て ウェ ブサ 
間 の 平均 値 (5, 467, 101 件 ) を 超え る こと を 目標 と する 。 
業 の 事後 広報 を 行なう 媒体 と し て ウェ ブ マ ガ ジ ン 『 を ちこ ら am を 玩 行 す る 。 
日 本 の 若い 世代 を 中 心 と し た ネッ ト ユ ー ザ ー を ター ゲッ ト と 
ー シ ャ ルネ ッ ト ワ ー キ ング サー ビス (以下 「SNS」 と いう 。) を 通じ て 国際 文 イ 
図る 。 本 部 SNS 利用 者 数 は 平成 27 年 度 実紀 
基金 の 活動 と 成果 を 広く 発信 し 、 国 際 文 イ 
る た め 、 年 報 及 び 
基金 本 部 に 設置 され て いる 図書 館 を 運営 し 、 レ ファ レン ス 対 応 の 強化 等 に 
上 に 取り 組み 、 効 果 的 か つ 効 率 的 に 情報 提供 を 行なう 。 

交流 関係 者 を 対象 と する 顕彰 
交流 及び 基金 へ の 理解 と 関心 を 喚起 する た め 、 | し 交流 に 頁 
に 対す る 顕彰 を 行い 、 こ れ を 効果 的 に 


上 交流 へ の 理解 及び 参画 の 促進 









































支援 


売 関係 者 を 対象 と し て 、 以 下 の 取 * 


イト を 運営 する 。 a 0 

































































業 実績 を 刊行 する 。 









































業 の 実施 
































文化 交流 を 行なっ て いる 団体 を 顕彰 する と と も に 





・ 国 際 文 化 交流 に 関す る 調査 ・ 研 究 の 実施 


























我が国 を 巡る 国際 環境 の 変化 に 伴う 、 








に 的 確 に 対応 する た め 、 主 要 な 国際 文化 交流 機関 の 基 


























つい て の 研究 を 行 2。 





日 本 国内 外 の 国際 文化 交流 の 動向 の 変化 を 把握 し 
E 礎 情報 の 調査 や 、 国際 文化 交流 に 係る 施策 に 









































標 期 














昌 叶 4 グセ 時 前 其 
に 関す る 情 報 発信 と 



































で ある 134, 548 付 
交流 の 意義 と 基金 









































i る 。 
































や Facebook な どの ソ 
交流 へ の 理解 促進 を 
I 目標 と する 。 

一 般 へ の 理解 を 促進 す 





用 者 の 利便 性 向 


こ 国内 外 の 個 
< 優れ た 国際 
ロー アッ ャ プ を 行う 。 


、 こ れ ら 








【指标 5 一 
【指标 5 














〇 1 





【 主 な 評価 指標 】 
1 】 本 部 SNS 利用 者 数 年 間 134, 548 人 
2 】 ウ ェ ブ サイ ト ア クセ ス 数 人 
,467, 101 件 ) 























(関連 指標 ) 


・ 本 部 図書 館 利用 者 数 (平成 24~27 年 度 の 実績 平均 値 21, 251 人 ) 








E 間 5, 467, 101 件 以上 ( 平 












































・ 本 部 図書 館 レ ファ レン ス 対 応 件 数 〈 平 成 24 一 27 和 














目標 水準 の 考え 方 > 


OSNS 利用 者 数 は 前 期 








ロ 





















































上 以上 ( 平 












































E 度 の 実 組 











ド 期 目標 期間 に お ける 











ら 、 平 成 27 年 度 実績 値 以上 を 目標 と し て 設定 し た 。 





〇 ウェ ブサ イト アク セス 数 は 、 前 期中 期 目 標 期間 で 達成 し た 水準 以上 を 
均 値 以上 を 数 値 目 標 と し て 設定 。 























期 目 標 期 間 の 年 間 






































0 


























ト 


平均 値 





E 度 の 水準 以上 を 目指 す 考 え か 





最大 実績 値 で ある 



































指す と の 考え か ら 、 前 期中 

















3 一 2. 業務 実績 




















(1) 国際 文化 交流 に 関す る 情報 提供 等 の 実施 
ア . ウェ ブサ イト の 運営 
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ウェ ブサ イト に つい て は 、 ス ライ ディ ング バナ ー を 積極 的 に 活用 し て 国際 交流 基 る 
め た 他 、 ト ッ プ ペー ジ の グリ ッ 
ン ツ 項目 を 定期 的 に 入れ 替え る こと な ど に より 、 サ イト 訪問 者 の 関 
イト へ の アク セス 数 は 7, 093, 039 件 に 達し た 。 特に 、 
えよ う 」 日 本 語学 習 者 向け の 「 世 界 の 日 本 語学 習 者 か ら の メッ セー ジー 


報 を タイ ムリ 




















ー に 発信 する こと に 努 












































な どの 日 本 語 教育 
中 心 と する フラ ンス で 多様 な 日 本 文化 紹介 事業 を 展開 する ジャ ポニ 
く の 関 心 を 集め た 。 
ウェ ブ マ ガ ジ ン 『 を ちこ ち Magazine』 で は 、 国 際 交 流 基金 
こ 関 わる 寄稿 な ど 、 日 本 語 ( 

















国際 文化 交流 ( 



































開 し た 。 『 を ちこ ち Magazined』 
名 へ と 8.53% 増 加 し た 。 






































立 か ら 4 年 








関係 の コー ナー や 、 設 


















































全体 へ の 訪問 者 数 は 














名 へ と 16.28% 増 加 し た 。 








例年 、 日 本 語 


ケヴィン ・ レ イノ ルズ 氏 の 日 本 語学 習 
件 を 超え る 多く の アク セス が あっ た 。 ま た 、 











こ 関 する イン タビ ュー 
2017 年 9 月 号 で は 





日 本 語 教 前 





こよ る 記事 35 本 と その 英訳 記 








を 迎え た アジ アセ ンタ ー 





業 に 関連 し た 失 























ド と 呼ば れる ブ 








業 に 関す る 情 


ロッ ク 型 の コン テ 
心 を 高め る た め の 工 夫 を 行い 、 サ 

















向け に 新設 し た 











35 本 、 
成 28 年 度 153, 884 名 か ら " 
1 記事 あたり の 平均 訪問 者 数 も 平成 28 年 度 2. 052 名 か ら 








「ASEAN50 周年 





「 世 界 で 日 本 語 を 教 
日 本 語っ て お も しろい ! ~~」 
業 、 2018 年 に パリ を 
スム 2018 な どの コン テン ツ が 多 








記事 や 有識者 に よる 
計 70 本 の 記事 を 公 
成 29 年 度 167, 014 
成 29 年 度 2, 386 





育 に 関す る 記事 は 人 気 が あ る が 、 2017 年 6 月 号 で カナ ダ 人 フィ ギュ アス ケー ター の 
記事 を 掲載 し た と ころ 、 年 間 で 18, 000 
- ア ー ト で みる 東南 ア 














ジア の 現在 と 未来 -」 と 央 し 、 同 時 期 に 開催 し た アジ アセ ンタ ー 主 催 の 展 臨 会 「 サ ン シ ャ ワー : 東南 


アジ ア の 現代 美術 
NN の 司会 者 で も ある May 」. 氏 に よ 




















音楽 を 全 世 界 ( 








May 」. 氏 の 、 サ ン シ ャ ワー 展 






































時 


に 関す る Twitter 投稿 を 、 基 


















































ど SNS 発信 も 効果 的 に 組み 合わ せ て 行う こと で 、 広 報 効 果 の 拡大 を 図っ た 。 


イ . SNS 


2 種類 の SNS (Facebook 及び Twitter) を 活用 し 、 国際 交流 基金 
日 本 語 教材 や 日 本 語学 習 
ー に 発信 し た 結果 、 年 度 未 時 点 
業 に つい て の 発信 は 多く の 注目 を 集め 、 
NE CN NN 
に 、 こ れ ま で 必ず し も 国際 文化 交流 
1 の 協力 を 得る こと に より 、 国 際 交 流 基金 が 発信 し た 情報 が 広範 
問 者 を 獲得 する こ 








イム リ 























ウ . 年 





























ん と 














会 




















情 、 季 節 ご と の 日 本 の 年 中 行 



























































と に つなが っ た 。 


























< 于 、 


回 数 ) を 獲得 し た 。 前 
業 に 関心 を 持た な か っ た 多様 な 層 に リ 

















国際 交流 基金 の 活動 と 成果 を 広く 発信 し 国際 文化 交流 の 





の 理解 を 促進 する べく 、 


エ . 本 部 図書 館 








本 部 図書 館 に お いて は レフ ァ レ ンス 対応 の 強化 を 図り 、 利 / 
情報 提供 を 行っ た 。2017 年 7 月 17 日 か ら 31 日 
に 対し アン ケー ト を 実施 し た と ころ 人 (证 


か つっ 効率 的 に 





ジ 閲 覧 者 お よび 来館 者 | 
い ラ イブ ラリ ー で 重要 だ 、 と 回 答 し た 人 





が 充実 し て いる と 是 











= 


A 


意義 と 国際 交流 基 





年 報 (日 








語 版 ・ 英 語 版 ) 及び 


績 (日 


























ラ に 












































は 全体 の 96.3%、 








回 答 し た 人 は 全体 の 92. 7%( こ の 








(2) 国際 文化 交流 関係 者 を 対象 と する 顕彰 


国際 交流 基金 賞 、 








ン 车 








の 実 
行 





地球 市 民 賞 の 2 つの 顕彰 





を 


| 
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{[ 





ぼり 、 内 容 的 に も 高い 主 














者 の 利便 性 向上 に fH 











| 用 者 の 関心 重 
ミミ の SNS 利用 者 数 は 162, 866 名 に 達し た 。 特に 
ミュ ー ジ カル 刀剣 乱舞 の パリ 公演 に 関す る Twitter で の 投 
述 の ケヴィン ・ レ イノ ルズ 氏 の よ 
ー チ する こと の で きる 
囲 に 拡散 され 、 新 し い 訪 





























まで の 期間 、 ラ イブ プラ リー・ 
「 82 名 が 回 答 ) 、 











他 に な い 特 色 が あり ま 
コレ クシ ョ ン と レフ ァ レ ンス 等 の サー ビス 
\ 価 を 得 て い る こと が 伺え た 。 


OO 第 (现在 到 | と 吉 し て 、 到 まで め り 、NK BS JELO1 (HB 本 
業 紹介 記事 を 掲 
> ト す る な 














ES 


業 に つい て の 最新 情報 を は じ め 、 
助 向 に 合わ せ た 記 事 を タタ 
こ 、 ジ ャ ポニ スム 2018 





事業 に 対す る 一 般 へ 
本 語 版 の み ) を 作成 ・ 公 開 し た 。 





反り 組 ぉ な ど 効 果 的 


ホー ムペ ー 




















い 、 国 際 文 化 交流 へ の 理解 を 促し た 。 





了 .国际 交流 基金 和 


是 











国際 交流 基金 所 に お いて は 現代 美 
評論 と 翻訳 の パイ オニ ア で ある 作家 ・ 翻 訳 家 の フ レデ リッ ク ・L・ シ ョ ッ ト 氏 (米国 ) 、 
ロ ベ ニ ア ) の 3 名 に 授賞 し た 。 

















アン ドレ イ ・ ベ ペケ クシ ュ 氏 ( ス 












































ul 





分 野 に 関心 を 持つ 学生 ・ 一 般 市 
り で は な いと 知っ 明生 Ra (モジ ※ 
ニア と いう 国 と 、 増加 する 日 
氏 講 演 会 ) と いっ た 好意 4 ン Ds な ど 
へ の 理解 促進 に 寄与 し た 。 ま 
美術 史 を 書き 換え る よう な 仕 
と 関心 が 寄せ られ 、 国 際 交 流 基 












































演 会 を 東京 藝術 大 学 、 上 智 大 な どの 外部 [ 体 の 協力 を 得 て 実施 し た 。 


術 キ ュ レ ー タ ー の アレ クサ ンド ラ ・ モ ン ロ ー 氏 (米国 ) 、 マ ン ガ 














日 本 研究 者 の 





年 度 に 引き 続き 、 そ れ ぞ れ の 授賞 記念 
自演 会 に は 各 受 賞 者 の 専門 























聴衆 か ら ee さ 7 日 




















本 語学 習 者 ・ 教 育 者 と を か ら め が | で 
RE し た 市 上 
ロー 氏 が 国内 メデ ィ ア か ら 、 
新聞 ) と 評 さ れる な ど 、 受 党 



























































0 0 た 」 (朝日 
金賞 及び 受賞 記念 AH 























演 会 过 PPVWT 计 124 全 





























年 度 と 比較 し て 280% の 伸び 率 )。 





イ . 地球 市 上 





) 門 











と 日 本 人 
囲ん で 交流 する 機会 を 提供 


















































占め る 埼玉 県 川口 
治 会 、 外 国人 観光 客 が 日 
し て きた Nagomi Visit 























地球 市 民 賞 に つい て は 、 住 
仁 民 の 共生 を すす め て きた 基 必 












































再生 し 、 安 全 ・ 安 心 の 回 復 と 賑わい を 創 
浜 市 ) の 3 団体 に 授賞 し た 。 授賞 
で 受賞 伝達 式 と 記者 発表 を 行う と と も に 、 












































式 に 先立ち も 、 そ れ ぞ れ の 5 










































































み と し て 、 映 像 









































を 活用 し た 情報 発信 等 、 日 









































業 部 が 担当 する 国際 交流 基 

内 で 行い 、 参 加 者 か ら 好 評 を 博 し た 。 
芝園 団地 自治 会 に つい て は 、 近年 の 定住 外形 

本 人 住民 
































人 の 急増 を 背景 に 、 交流 イベ ント の 開 f 


キキ 民 と で 試行 錯誤 を 積み 重ね て きた 同 自 



































上 











本 の 芸術 は 古典 文化 ば か 
ES OE ロ ベ 
ei ベ ケ シ ュ 
こ 対 する 国際 交流 
2 を で し 

対 し て 高い 評価 
E の 国内 報道 が 行わ れ た (前 











購 地 に お いて 外国 人 住民 
を 訪問 し 家庭 料理 を 
食 店 街 を アー ト の 力 で 
出し て きた 黄金 町 エリ (04 ント セン ター (神奈 川 県 横 
人 
































東京 、 神 奈川 
活 動 を 支援 する 試 
の 上 映 会 を 団地 




















、 中 国語 の SNS 
治 会 の 多 文化 共 






































生 に 向け た 取り 組み が 、 こ れ か ら 日 本 全国 の コミ ュ ニ ティ ー が 直面 する 
と し て も 意義 が ある と 高く 評価 され 、 
人 
ア か ら 高 い 関 心 が 寄 せら れ 、 計 








给 
け は 
マ ノ 

















圏 ニ ュー ス で 記者 発表 の 模様 
国内 関連 報道 が あっ た (前 年 度 



























































努め た 。 


(3) 国際 文化 交流 に 関す る 調査 ・ 研 究 
海外 主要 国 の 国際 文化 交流 





ei 
舌 動 を 振り 返る な ど フ ォ 


また 、 地 球 市 民 賞 受賞 団体 が 平 
2017 年 6 月 号 に お いて 地球 市 民 賞 の 特集 を 組み 、 受賞 



























































学院 等 8 機関 に つい て 、 予 算 ・ 
相方 人 等 に < 
海外 の 日 NR る だ け 正 
の 他 関 連 機関 の 協力 を 得 て 日 
「2018 年 度 日 本 語 教育 機関 調査 
て 海外 日 本 語 教 育 に 関す る 国 ・ 地域 の 








会 議員 等 か ら の 照会 対応 、 



























































題 ( NN 2 
に 大 きく 取り 上 げ ら れ 
が 報道 され る な ど 、 メ ディ 
較 し て 140% の 伸び 素 )。 

「 を ちこ ち Magazine」 
マゲ ジグ (に も 























i ブリ ティ ッシュ ・ カ ウン シル や 孔子 
RR 。 政 策 立案 の た め の 資 料 作成 、 国 











握 す る た め 、 国 際 交 流 基金 ? 
TI 了 日 本 和 























































































































Ra そ 
報 を 収集 する 
館 の 協力 を 得 
































3 一 3. 指摘 事項 へ の 対応 





ぐ 前 年 度 評価 結果 > 

人 @ 還 際 文 化 交流 の 重要 性 に 対す る 国民 の 理解 を 促進 する た め に 、 引き 続き 新しい 発想 も 盛り 込み 、 国 
内 外 に お いて 更 な る 工夫 に より 周知 向上 を し つつ 、 顕彰 事業 、 情 報 発信 を 実施 し て いく こと を 期待 
する 。 

外国 除 文化 交流 に 関す る 海外 諸国 の 施策 等 の 情報 収集 や 、 海 外 諸国 に お ける 国際 文化 交流 に 対す る ニ 
ー ズ 調査 を 、 予 算 や 事業 へ 反映 させ て いく こと を 期待 し た い 。 

人 @ 専 門 情 報 へ の オン ライ ン ア クセ ス 等 の 環境 向上 も 含め 、 図 書館 の 存在 を 周知 する 等 の 努力 を 継続 
し 、 効 果 的 、 効 率 的 な 情報 提供 を 期待 したい 。 
























































































































































ぐ 前 年 度 評価 結果 反映 状況 > 

@⑧ 地 球 市 民 賞 の 受賞 団体 が 100 団体 に 達し た こと を 機 に 、「 地 球 市 民 賞 100」 と いう 小冊子 を 制作 する 
と と も に ウェ ブサ イト 上 で も 公開 し 周知 向上 を 図っ た 。 ま た 、 日 本 語 能 力 試 験 N2 を 取得 し て いる 
カナ ダ 人 フィ ギュ アス ケー ト 選 手 ケ ヴィ ン ・ レ イノ ルズ 氏 の 協力 を 得 て 広 報 動画 を 作成 し 、 認 知 向 
上 に 努め た 。 

人 @ 還 際 文 化 交流 に 関す る 海外 諸国 ・ 諸 団体 等 の 調査 に つい て は 、 引き 続き 政策 立案 、 組 織 方 針 の 検討 
に 活用 する 。 

@ オ ン ラ イン カタ ログ へ の アク セス 数 は 前 年 度 か ら 微増 し た (293, 260 件 一 295, 401 件 )。 ま た 、 新 宿 
フィ ー ル ドミ ュー ジア ム に 参加 する な ど 図 書館 の 存在 の 周知 に 努め た 。 




































































































































































3 一 4. 自己 評価 

評定 と 根拠 > 

評定 A 

根拠 : 

【 量 的 成果 の 根拠 】 

【指标 5 一 1】 上 【指标 5 一 2】 2 つの 定量 指標 の いずれ も 、 目 標 値 の 120% 以 上 を 達成 し た 。 



































【 質 的 成果 の 根拠 】 
・ 国 際 文 化 交流 活動 の 意義 と 重要 性 を 提示 し 、 広 く 国 内 外 に お いて 基金 事業 の 理解 を 得る た め 、 新 し 
い 試 み と し て 、 平 員 オ リン ピッ クシ ー ズ ン 年 と いう 注目 度 の 高い 時 期 を 捉え 、 日 本 語 能力 試験 
(JLPT) の 受験 歴 を 持つ カナ ダ 人 フィ ギュ アス ケー ト 選 手 の イ ンタ ビュ ー 記 事 と 動画 を 配信 し 、 大 
き な 反 響 を 得る と と も に 、 こ れ ま で 基金 事業 に 関心 の 薄かっ た 層 の 認知 度 向上 に も つなが っ た 。 そ 
ほか に も 、 ウ ェ ブ サイ ト に つい て 、 新 た な コン テン ツ の 導入 や 、 歌 手 Mey 」 氏 の 『 を ちこ ち 
Magazine』 へ の 起用 な ど 、 広 報 効果 を 高め る た め の 新 た な 試み を 行う と と も に 、SNS を 活用 し て 時 
宜 を 捉え た 積極 的 な 発信 を 行い 、 国 際 交流 基金 か ら 発信 し た 情報 が 広範 囲 に 拡散 され た 。 
・ 国 際 交 流 基金 賞 、 地 球 市 民 賞 に つい て は 、 授 賞 式 の 実施 だ け で は な く 、 事 前 の 記者 発表 や 講演 会 な 
どの 関連 イベ ント を 合わ せ て 実施 し 、 メ ディ ア へ の 働き か け も 強化 し た 結果 、 新 聞 、 テ レビ 等 で の 
報道 の 件 数 が 大 幅 に 増え 、 国 内 外 で の 国際 文化 交流 に 対す る 理解 の 促進 に 大 き な 真 献 を 果たし た 。 
特に 、 地 球 市 民 賞 を 受賞 し た 芝園 団地 自治 会 は 、 近 年 の 日 本 国内 で の 定住 外国 人 の 急増 を 背景 に 
多 文化 共生 の モデ ルケ ー ス と し て 高い 関心 を 集め た 。 
また 、 国 際 文 化 交流 に 関す る 調査 ・ 研 究 の 実施 に つい て も 、 海 外 主要 国 の 国際 文化 交流 に 関わ る 
機関 や 、 日 本 語 教 育 の 現状 に つい て 、 情 報 を 適切 に 収集 ・ 活 用 ・ 提 供し た 。 































































































































































































































































































































































































































































































以上 の こと か ら 、 中 期 計 画 に お ける 所 期 の 目標 を 上 回 る 成果 が 得 ら れ て いる と 認め られ る 。 
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【 課 題 と 対応 】 


ウェ ブサ イト 、SNS な どの 情報 発信 に お いて は 、 ジ ャ ポニ スム 、 ア ジア セン ター 











基金 が 力点 を お いて いる 
働き か け を 強化 し 、 
国際 文化 交流 関係 者 を 対象 と する 顕彰 
ッ プ イベ ント な ど を 通 



























































の 働き か け を 強化 し 、 報 道 赴 出 の 充実 に 努め る 。 

















業 な ど 国際 交流 





業 と 連携 し 、 さ ら に 話題 性 の 高い 発信 に 努め て いく 。 ま た 、 メ ディ ア へ の 
報道 露出 の 充実 に 努め る 。 
業 の 実施 に あたっ て は 、 若 い 人 向け の 8』 
じ て 国 際 文 化 交流 へ の 理解 と 参画 の 促進 に 引き 続き 努め る 。 





演 会 や フォ ロー ア 
また 、 メ ディ ア へ へ 








田 














3 一 5. 主務 大 臣 に よる 評価 








く 評 定 と 根拠 > 
評定 A 
根拠 : 

【 量 的 評価 の 根拠 】 








2 つの 定量 指標 の うち 、「 本 部 SNS 利 用 者 数 」 (162, 866 伯 
件 ) に つい て は 、 い ずれ も 目標 値 の 1209%% 以 上 を 達成 し た 。 加 えて 、 関 連 指標 で ある 本 部 
者 数 及び レフ ァ レ ンス 対応 件 数 に つい て も 














及び 


「 ウ ェ ブ サイ ト ア クセ ス 数 」 (7, 093, 039 
図書 館 利 用 



































っ て お り 、 更 に は 、 ラ イブ ラリ 
いて も 高い 評価 が 得 ら れ た こ 

































































成 24~27 年 度 実 緑 








の 平均 値 を それ ぞ れ 128%、164% 上 回 














・ ホ ー ム ペー ジ 閲 覧 者 及び 来館 者 に 対し て 実施 し た アン ケー ト に お 
と は 評価 で きる 。 

















【 質 的 評価 の 根拠 】 

(1) 国際 文化 交流 に 関す る 情報 提供 等 の 実施 

ウェ ブサ イト を 通じ 、 日 本 語 教 育 や アジ アセ ンタ ー 事 業 、 ジ ャ ポニ スム 2018 等 の 国際 交流 基金 
業 に 関す る 情報 を タイ ムリ ー に 発信 する こと で 、 着実 か つ 広 く 国 際 文 化 交流 活動 の 意義 及び 重要 性 に 















































対す る 理解 を 促し た 。 加 えて 、 平 員 オ リン ピッ ク 開 催 の タイ ミン グ を 捉え て カナ ダ 人 フィ ギュ アス ケ 











ー タ ー の イン タビ ュー 記 画 を | 
る な ど 、 国 際 文 化 交流 関係 者 の みな 




















忠信 し 、 若 者 に 人 気 の 高 い May J. 氏 を 基金 事業 紹介 記事 へ 起 / 
ら ず 、 こ れ ま で 国際 文 f 














な デア プ 
国際 文化 交流 と の 関わ り が 想像 し 難 
する こと で 、 当 該 情 報 が 広範 
な ど 、SNS と これ ら の 情報 発 
交流 活動 へ の 理解 ・ 関 心 

また 、 本 部 図書 館 に つ 
果 、 図 書館 の 利 / 












































ロー チ と し て 様々 な 試み に も 積極 的 に 


を 深め る きっ か けが 創 
\ て も レフ ァ レ ンス 対応 の 強化 を 





取り 組ん だ 。 








囲 か つ コ ン テ ン ツ の メイ ン 層 へ も 


























] 才 
し 交流 活動 へ の 関心 が 薄かっ た 層 へ の 新た 
また 、 ミ ュー ジ カ ル 刀 剣 乱舞 と いっ た 





























フロ 


い が ネ ッ ト と 親和 性 の 高い コン テン ツ に 関す る 情報 を SNS に 投稿 





実に 拡散 され 数 多く の 閲覧 者 を 得る 


























出さ れ た 。 


























] 者 数 及び レフ ァ レ ンス 伯 




















[于 
ら 、 実 
































(2) 国際 文 1 
国際 交流 基金 賞 及び 地球 市 


























半 
于 





等 基金 の 他 事業 と タイ アッ プ を し た 
本 賞 を 通じ て 学生 や 一 般 市 









































交流 関係 者 を 対象 と する 顕彰 
民 賞 に つい て 、 授 賞 式 の みな ら ず 、 受 賞 
記者 発表 の 開催 や 、 大 学 等 の 外部 団体 の 協力 を 得 た 受賞 者 の 講演 会 の 開催 、 
を 実施 する な ど 、 関 連 イ ベン ト を 合わ せ て 実施 する こと で 、 
民 等 の 国際 文化 交流 へ の 理解 ・ 関 
価 で きる 。 加え て 、29 年 度 か ら の 新た な 取組 と し て 、 国際 交流 基金 賞 受賞 者 の 発表 時 に 、 


数 が 


ビー 


也 





業 の 実 








言 を 効果 的 に 組み 合わ せる こと で 、 幅 広い 層 が 基金 の 実施 する 国際 文化 





























図り 、 利 用 者 の 利便 性 向上 に 取り 組ん だ 結 





加 し 、 利 ) 
に 効果 的 か つ 効 率 的 な 情報 提供 が 進ん で いる と いえ る 。 


























] 者 か ら も 高い 評価 が 得 ら れ て いる こと か 




















拠点 で の 受賞 伝達 式 ・ 
また 、 映 画 の 特別 上 映 会 


の 活 




















を 深め る 機会 を 設定 し た こと は 高く 評 


通常 の プレ 
































スリ リー ス に 加え 、 ウ ェ ブ 上 に 各 受 賞 者 の 受賞 








立功 多 
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を まとめ た 





画 を 公開 する な ど 、 メ ディ ア 




















へ の 働き か け ( 








こつ いて も これ まで 以上 に 強化 
3 倍 、 地球 市 民 賞 で は 前 年 度 比 140% を 記録 し 、 報道 内 容 に つい て 














し た こと で 、 報道 件 数 が 国 
も 、 一 般 紙 の みな ら ず 美術 の 専門 誌 


























等 に も 取り 上 げ ら れ た り 、 単なる 受賞 の 報告 に と ど ま ら ず 受 賞 者 個 




















た りす る な ど 、 幅 広い 層 へ の 本 仙 














また 
デー タ や 、 海 外 日 本 語 教 育 
国際 文化 交流 の 動向 の 変 1 



































以上 に より 、 中 期 計画 
定 は 「A」 が 適当 で ある 。 











【 課 題 と 改善 方 策 】 























ア . 更 な る 国際 文化 交流 へ の 理解 及び 参画 の 促進 
を 始め と し た 注目 度 の 高い 情報 の タイ ムリ ー な 発信 に 
ー チ 可能 な 新た な 発想 を 取り 入れ た 広報 に も 継続 し て 滑 
され る こと が 期待 














ジャ ポニ スム 等 




















的 か つ 効 率 的 に 提供 











イ . 顕彰 事業 の 実施 に 当たっ て は 、 受 賞 者 に 
プ を 継続 し て 実施 する と と も に 
み も 含め 、 





お ける 国際 文化 交流 へ の 理解 の 促進 











ウ . 「2018 年 度 日 
後 の 日 本 語 

















【 そ の 他 事 項 】 
主 な 有識者 意見 は 以下 の と お り 。 









































ア . 日 本 の 若い 世代 を 中 心 と し た ネッ ト ユ ー ザ ー を ター ゲッ ト と 








き の 意 義 や 受 
金 へ の 理解 及び 関心 の 喚起 に 大 きく 頁 献 し た 。 

孔子 学院 等 海外 主要 国 ・ 地 域 の 国際 文化 交流 に 
に 関す る 国 ・ 
ヒ の 把握 及び これ ら (【 


本 語 教育 機関 調査 」 の 実施 に より 海外 に 
育 に 係る 政策 の 立案 等 ! 























人 に 焦点 を 当て た 記事 が 掲 





賞 者 の 功績 の 周知 が 進ん だ こ 








際 交 流 基 金賞 で は 前 年 度 の 約 
































され 
と で 、 国 際 文 化 交 流 及 び 基 





























・ 地 域 別 の 情報 収 
に 対す る 的 確 








な 対 





















































され る 。 











よる 学 2 

















ーー 


及び 提供 


供 に 向け 、 引 き 続き 日 





生 や 一 般 市 民 を 対 
、 メ ディ ア を 通じ た 賞 の 意義 や 受賞 
より ー 層 広報 努力 を 強化 する こと に よっ て 、 各 賞 の 知名 度 の 更 な る 向上 を 図り 、 国 内 外 に 























に 頁 献 す る こと が 期待 され る 。 

















に 寄与 する こと が 期待 され る 。 














お ける 日 














関す る 政策 立案 及び 実施 を 担う 機関 の 基礎 的 
こ 取 り 組 むこ と で 、 日 本 国内 外 の 
応 の 検討 に 大 きく 寄与 し た 。 








こ お け る 所 期 の 目標 を 上 回 る 成果 が 得 ら れ て いる と 認め られ る こと か ら 、 評 


育 や アジ アセ ンタ ー 事 業 、 
努め る と と も に 、 幅広 い 層 に リ 





計 五 . 
H ロ 






































E 力 する こと で 、 基 人 金 事業 に 関す る 情報 が 効果 








象 と し た 講演 会 や フォ ロー アッ 
の 功績 の 広報 に 関す る 新た な 試 


















































育 の 現状 の 把握 が 進み 、 今 


三 五 . 
ln] 


し て 、Twitter や Facebook な どの 


ソー シャ ルル ネットワーキング サー ビス (以下 「SNS」 と いう 。) を 通じ て 国際 文化 交流 へ の 理解 促進 を 





図る 点 に つい て は 、 計 画 指 
更 な る SNS に よる 発信 の 強化 、 メ 




















イ . SNS や ウェ ブサ イト 閲覧 が 向上 し て いる こと は 喜 は 























ディ ア へ の 働き か け を 期待 する 。 











ば し し ‘が 、 











標 で ある 134, 548 件 以上 の 162, 866 件 を 達成 する な ど 評 価 が で きる 。 今後 、 


これ を も っ て 評価 指標 と し て よい か 





疑問 が 残る 。 双 方 向 性 や 協 働 の 重視 と いっ た 国際 交流 基金 の 特長 は 、 日 本 社会 や 日 本 外交 の 次 勢 を 反 


MO 





ウ . SNS 利用 者 数 、 ウ ェ ブ サイ ト ア クセ ス 数 、 
金賞 、 地 球 市 民 賞 と も 例年 どおり の 成果 を あげ た 。 国 際 文 化 交 流 の 重 
国際 交流 基金 の 存在 や 事業 、 活動 の 成果 











する こと は 容易 で は な い が 、 
発信 、 普 及 し て も らい た い 。 





ン 











エ . 国際 文化 交流 活動 に 真 献 し た 





下 








この 点 に つい て も 広報 を 行う べき で は な いか >。 
パー トナ ー シ ッ プ 強 化 に よる 理解 や 参加 の 促進 も 





望ま れる 。 

















図書 館 利 ) 











また 、 学 会 


人 





や 大 学 と の 組織 的 な 





























数 な ど が 





























団体 表彰 と し て 芝園 
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団地 自治 会 に 地球 市 民 賞 を 授与 し た こと は 、 草 


実に 増加 し て お り 、 国 際 交 流 基 
要 性 に 対す る 理解 や 参画 を 促進 
を 、 今後 も 積極 的 か つ 継 続 的 に 

















の 根 の 国際 交流 活 
度 を 上 げ る 効果 も 期待 





し て い 


も 、 イ ン パ クト は ある が 一 過 性 の イベ ント 的 な も の だ け で な く 、 
身 に 関わ る 問題 题 上 し て の 国際 交流 へ の 関心 を 高め る こ と に も 、 





識 し た 。 


オ . 本 





業 は 主 に 
の 授与 も 含 
いっ た 成果 が 挙げ られ る が 、 








に 光 を 当て 、 そ の 活力 を 











で きる も の と 





る 日 





三 五 . 
口 口 














育 関係 者 間 で も 





ウェ ブサ イト や SNS を 通じ て の 活 
まれ る 。 著 名 人 の イン タビ ュー 


問題 


て いる と 考え られ る こと 。 予算 的 に 


得する 層 
る 新た な 








は 限ら れ て 





取組 ) に 対 











お り 、 
し て も 























すこ と に 
思わ れる 。 実際 に 多 
話題 と な っ た 。 日 本 


























つなが り 、 
村 
国内 に 























で 























交 の 組織 が 紙 媒 体 の 機関 誌 を 持た な い の は や や 寂し い 。 
賞 の プレ ステ ー ジ を 上 昇 させ る さら な る 努力 が 必要 で ある 。 


知名 度 は 





高く な く 、 








また 国内 で の 国際 交流 基金 の 認知 





身近 な 























あり 、 





は 難し い 


最後 に 


また 国際 交流 書 
記事 の ウェ ブ 配 信 や 、『 を ちこ ち 』 に お ける 斬新 な 企画 と 
は 、 紙 媒体 が 廃止 され て 以降 『 を ちこ ち 』 の 知名 度 が 確実 
「『 を ちこ ち J』 の 再発 行 ( 
また 今後 波及 する で あろ う 「 脱 ネッ ト 」( デ ジタル 中 毒 に 対す る 各社 に よ 
前 に 対処 する 必要 が ある と 考え られ る た め 、 日 
、 国 際 交 流 

















と 思わ れる が 、 














基金 賞 お よび 











まな メデ ィ ア で の 報道 も な され 、 各 地域 で 活 
お ける 国際 交流 の 様々 な 課題 ( 
日 常 の 中 で 展開 する 、 
真 献 の 可能 性 が 大 きく ある も の と 再 認 








地球 市 中 











本 を 代表 する 
基金 賞 と 地球 市 民 賞 双 方 の 














こつ いて 


自分 自 


賞 
上 


に 下がっ 
ネッ ト で 情報 を 
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広報 文化 外 








4. その 他 参 考 情報 











(予算 と 決算 の 差額 分 析 、 








務 所 別 実 




















績 分 析 な ど 、 必 要 に 応じ て 欄 を 設け 記 





り 
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独立 行政 法人 国際 交流 基金 
(国民 に 対し て 提供 する サー ビス その 他 業 務 の 質 
































平成 29 年 度 評価 項 




















別 E 





Du 








『 価 書 




















1 


























の 





向上 に 関す る 





項 ) 


= 














1. 当 事 務 及び 事業 に 


こ 関 する 基本 情報 











No. 6 





海外 事務 所 等 の 運営 





業務 に 関連 する 政策 ・ 施 策 





別 法 条 文 な ど ) 


当 訪 事 業 実 施 に 係る 根拠 (个 





























当該 項目 の 重要 度 、 


難易 度 














関連 する 政策 評価 ・ 行 政事 業 


WE = 




















平成 29 年 度 行政 事業 





0096 (独立 行政 法人 

















ビュ ー シ ー ト 番 








型 際 交流 基金 運営 費 交付 金 ) 





号 














2. 主要 な 経年 デー タ 














① 議 貴人 療 ア トット (アト 交会) 情 織 





















































































































































半生 達成 平成 平成 平 平成 平成 
指標 等 目标 等 汰 仁 | 29 年 度 | 30 年 度 | 31 年 度 | 32 年 度 | 33 年 度 
【 指 標 6 一 1】 海 年 間 74% | 平成 24 | 74% 
外事 務 所 催 し ス 以 上 ~27 年 
ペー ス 稼 働 率 計画 値 度 の 実 
績 平均 
値 74% 
実績 値 75% 
達成 度 101% 
【指标 6 一 2] 海 年 間 平成 27 | 年 間 
外事 務 所 SNS 利用 408,763 | 年 度 実 | 408,763 
者 数 合計 ※ 計画 値 | 件 以上 績 件 以上 
408, 763 
件 
実績 値 525, 068 
の 件 
達成 度 128% 
【指标 6 一 3】 京 計画 値 22 件 22 件 
都 支部 に お ける 
ネッ トワ ー ク 形 | 実績 値 24 件 
成 の 取組 状況 ( 京 - 
都 支 部 が 関与 し 109% 
共催 ・ 助 成 ・ 協 達成 度 
力 件 数 を 前 期中 
期 目 標 期間 程度 ) 
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海外 事務 所 催し 平成 24 | 329 件 
ペペ > ペペ ご 37 ~27 年 
る 事業 実施 件 数 | 実績 値 度 の 実 
績 平均 
値 343 件 
海外 事務 所 催し 平成 24 | 158, 436 
スペ ー ス に お け ~27 年 | 人 
る 事業 の 来場 度 の 実 
者 ・ 参 加 者 等 数 | 実績 値 績 平均 
值 
278, 710 
人 
京都 支部 が 関与 平成 24 | 24 件 
し た 共催 ・ 助 成 ・ ~27 年 
協力 件 数 実績 値 度 の 実 
績 平均 
値 22 件 
< 目標 水準 の 考え 方 > 
〇 海外 事務 所 催し スペ ー ス 稼働 率 の 目標 値 は 前 期中 期 目標 期間 で 達成 し た 水準 以上 を 目指 す 考え か ら 、 
前 期中 期 目標 期間 実績 の 年 間 平均 以上 を 数 値 目 標 と し て 設定 。 
〇 海外 事務 所 SNS 利用 者 数 の 目標 値 は 、SNS を 主たる 発信 ツー ル と し て いる 13 海外 事務 所 を 対象 と し 、 
前 期中 期 目 標 期間 に お ける 最大 実績 値 で ある 平成 27 年 度 の 水準 以上 を 目指 す 考え か ら 平 成 27 年 度 実 
績 値 以 上 を 数 値 目標 と し て 設定 し た 。 
※SNS を 主たる 発信 ツー ル と し て いる クア ラル ンプ ー ル 、 ジ ャ カル タ 、 ニ ュー デリ ー、 ハ ノイ 、 バ ン 








コク 、 マ ニラ 、 サ ン パ ウロ 、 メ キシ コ 、 ケ ルン 、 パ リ 、 モ スク ワ 、 ロ ンド ン 、 カ イロ 所 在 の 13 海 




















































































































外事 務 所 対象 
② 主 要 な イン プッ ト 情 報 (財務 情報 及び 人 員 に 関す る 情報 ) 
平成 平成 平成 平成 平成 
29 年 度 30 年 度 31 年 度 32 年 度 33 年 度 
予算 額 ( 千 円 ) 3, 857, 488 
決算 額 ( 千 円 ) 3, 899, 119 
経常 費用 ( 千 円 ) 3, 996, 336 
経常 利益 ( 千 円 ) 222, 745 
行 艾 办 二 蕊 系 娄 施 运 受 下 
3, 980, 035 














(二 辐 ) 











従事 人 員数 











66 
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3 一 1. 各 事 業 年 度 の 業務 に 係る 目標 、 計 画 、 主 な 評価 指標 

【 中 期 目 標 】 

イ 海外 事務 所 等 の 運営 

海外 事務 所 は 、 本 中 期 目 標 に 示さ れ た 諸点 を 踏ま え 、 運 営 経費 の 効率 化 に 努め つつ 、 所在 国 及 び 状 


と 





況 や 必要 性 に 応じ て その 
収 


























等 を 通じ て 現地 の 























の 協力 、 連 携 等 に 努め る 。 ま た 、 外 部 リソー ス や 現地 職員 の 活用 、 











点 


ノル ハハ 




















情 及 び ニ ー ズ を 把握 し 、 海外 
業 を 実施 する と と も に 、 現地 に お ける 効果 の 高い 





























周辺 国 に お いて 、 関 係 者 と の ネッ トワ ー ク 構築 、 国 際 文 化 交流 に 関す る 情報 
務 所 の 施設 を 効果 的 か つ 効 率 的 に 活用 し て 事 
業 実 施 の た め に 必要 と な る 関係 団体 及び 在外 公館 







































































海外 事務 所 間 の 連携 に 努め る 。 




















都 文部 は 、 本 中 期 目 標 に 示さ れ た 諸点 を 踏ま え 、 関 西国 際 シ ンタ ー と も 連携 し 、 関 係 者 と の ネッ ト 





























ワー ク 構 築 を 図り 、 効 果 的 か つ 効 率 的 に 事業 を 実施 する と と も に 、 引 き 続 き 業務 運営 の 合理 化 に 努め 
る 。 

【 中 期 計画 】 

イ 海外 事務 所 等 の 運営 


う 








海外 事務 所 に お いて は 、 現 地 に お ける 国際 文化 交流 へ の 理解 と 参画 の 促進 の た め 、 以 下 の 取組 を 
に つい て は 、 在外 公館 と 緊 交 に 連携 し 、 広 報 文化 セン ター と の 役割 分 担 に ! 
し つつ 、 所在 国 及 びそ の 周辺 国 の 関係 者 と の ネッ トワ ー ク を 活か し て 効果 的 か つ 効 率 的 に 





Oo 海外 





務 所 の 活 
































する と と も に 、 引 き 続 き 業 務 運 営 の 合理 化 に 努め る 。 


・ 海 外 














務 所 の 効果 的 な 活用 














現地 に お ける 効果 の 高い 








効率 的 に 発信 する 。 更 に 、 外 部 リソー ス や 現地 職員 の 活用 、 海 外 











海外 事務 所 に 設置 され て 
要 に 応じ た 見 直し を 行 2。 























・ 京 都 支部 の 運営 
京都 支部 が 、 海 外 か ら の 日 本 研究 者 支援 を 目的 と し て 実施 し て v 






























































業務 運営 の 合理 化 に 努め る 。 





日 本 文化 体験 プロ グラ ム に 、 
業 効果 の 増大 を 図る ほか 、 


























司 三 ゴ 




















業 に 関す る 情報 に つ v 











業 実施 の た め に 必要 と な る 関係 団体 及び 在外 公館 と の 緊密 な 協力 、 局 
携 、 ネ ットワーク 構築 等 を 図る と と も に 、 








還 














\ て は SNS 等 を 活用 し て 効果 的 ・ 









































務 所 間 の 連携 に も 努め る 。 





\ る 図書 館 の 運営 に つい て は 、 効 果 的 か つ 効 率 的 な 運営 に 取り 組み 、 必 






































\ る 伝統 文化 公演 、 映 画 上 映 会 、 





関西 国際 セン ター の 研修 生 も 参加 させ 、 同 セン ター と の 連携 強化 及び 











外部 関係 者 と の 更 な る ネッ トワ ー ク を 構築 し 、 
費 ・ 業 務 負 担 の 軽減 を 図る こと を 通じ て 、 効 果 的 か つ 効 率 的 に 

















業 の 共催 化 に よる 経 


業 を 実施 する と と も に 、 引 き 続 き 








【 

イ 海外 事務 所 等 の 運営 

海外 事務 所 に お いて は 、 現 地 に お ける 国際 文化 交流 へ の 理解 と 参画 の 促進 の た め 、 以 下 の 取組 を 行 
う 。 海 外事 務 所 の 活動 に つい て は 、 在 外 公館 と 緊密 に 連携 し 、 広 報 文 化 セ ンタ ー と の 役割 分 担 に 配慮 
し つつ 、 所 在 国 及 びそ の 周辺 国 の 関係 者 と の ネッ トワ ー ク を 活か し て 効果 的 か つ 効 率 的 に 実施 
する と と も に 、 引 き 続 き 業 務 運 営 の 合理 化 に 努め る 。 


・ 海 外 





年 度 計画 】 












































務 所 の 効果 的 な 活用 
































現地 に お ける 効果 の 高い 








効率 的 に 発信 する 。 更 に 、 外 部 リソー ス や 現地 職員 の 活用 、 海 外 











海外 事務 所 に 設置 され て 
要 に 応じ た 見 直し を 行 2。 
海外 



























































SNS 等 の 活用 に つい て は 、 海 外 











務 所 施設 の 活用 に つい て は 、 海 外 















































業 に 関す る 情報 に つ v 








業 実施 の た め に 必要 と な る 関係 団体 及び 在外 公館 と の 緊密 な 協力 、 局 
携 、 ネ ットワーク 構築 等 を 図る と と も に 、 








還 














\ て は SNS 等 を 活用 し て 効果 的 ・ 





























\ る 図書 館 の 運営 に つい て は 、 効 果 的 カ 














務 所 SNS 利用 者 数 合計 408, 763 伯 








務 所 間 の 連携 に も 努め る 。 
* つ 効率 的 な 運営 に 取り 組み 、 必 








務 所 催し スペ ー ス の 稼働 率 年 間 74% 以 上 を 目標 と する 。 








E 以 上 (クア ラル ンプ ー ル 、 ジ ャ 
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旭 ル ダー ュー テリ ー、 パソ クイ 。 ウロ グー ジン ウロ の ンコ 。 グル ルス バリ て モス 
クワ 、 ロ ンド ン 、 カ イロ 所 在 の 13 海外 事務 所 対象 ) を 目標 と する 。 

・ 京 都 支部 の 運営 

京都 支部 が 、 海 外 か ら の 日 本 研究 者 支援 を 目的 と し て 実施 し て いる 伝統 文化 公演 、 映 画 上 映 会 、 
日 本 文化 体験 プロ グラ ム に 、 関 西国 際 シ センター の 研修 生 も 参加 させ 、 同 セン ター と の 連携 強化 及び 
業 効果 の 増大 を 図る ほか 、 外 部 関係 者 と の 更 な る ネッ トワ ー ク を 構築 し 、 事業 の 共催 化 に よる 経 
費 ・ 業 務 負 担 の 軽減 を 図る こと を 通じ て 、 効 果 的 か つ 効 率 的 に 事業 を 実施 する と と も に 、 引 き 続き 
業務 運営 の 合理 化 に 努め る 。 

京都 支部 が 関与 する 共催 ・ 助 成 ・ 協 力 







































































































































































業 に つい て 、22 件 以上 の 実施 を 目標 と する 。 


























【 主 な 評価 指標 】 

【 指 標 6 一 1】 海外 
(関連 指標 

・ 海 外事 務 所 催し スペ ー ス に お ける 事業 実施 件 数 (平成 24 て 27 年 度 の 実績 平均 値 343 件 ) 

* 海 外事 務 所 催し スペ ー ス に お ける 事業 の 来場 者 ・ 参 加 者 等 数 (平成 24~27 年 度 の 実績 平均 値 278, 710 
人 ) 
【 指 標 6 一 2】 海外 事務 所 SNS 利用 者 数 合計 年 間 408, 763 件 以上 (平成 27 年 度 実績 408, 763 人 
SNS を 主たる 発信 ツー ル と し て いる クア ラル ンプ ー ル 、 ジ ャ カル タ 、 ニ ュー デリ ー、 ハ ノイ 、 バ ン 
コク 、 マ ニラ 、 サ ン パ ウロ 、 ス メキシコ 、 ケ ルン 、 パ リ 、 モ スク ワ 、 ロ ンド ン 、 カ イロ 所 在 の 13 海 
外事 務 所 対象 ) 

【 指 標 6 一 3】 京 都 支 部 に お ける ネッ トワ ー ク 形成 の 取組 状況 (京都 支部 が 関与 し た 共催 ・ 助 成 ・ 協 
力 件数 专 前 期 中 期 目标 期 间 程 度 ) 

(関連 指標 

・ 京 都 支部 が 関与 し た 共催 ・ 助 成 ・ 協 力 件 数 (平成 24~27 年 度 の 実績 平均 値 22 人 











務 所 催し レス ペー ス 乏 働 率 年 間 74% 以 上 (平成 24 て 27 年 度 の 実績 平均 値 74%) 
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ュー ン 


























3 一 2. 業務 実績 
(1) 海外 事務 所 等 の 運営 

全 世界 24 か 国 25 か 所 (うち 2 か 所 は アジ アセ ンタ ー 連 絡 事 務 所 ) の 海外 事務 所 に お いて 、 在 外 公 
館 や 日 本 語 教育 機関 、 文 化 機関 等 の 関係 団体 と 緊密 に 連携 を と りな が ら 、 現 地 の 事 情 や ニー ズ の 把握 
に 努め る と と も に 、 各 種 の 国際 文化 交流 事業 、 情 報 提供 、 図 書館 の 運営 等 を 行っ た 。 国 際 文 化 交流 
業 と し て 、 具 体 的 に は 、 一 般 市 民 向 け の 講演 会 や 映画 上 映 会 等 の 文化 事業 の 実施 、 日 本 語 講座 や 日 本 
語 教師 セミ ナー、 さ ら に は 、 日 本 研究 機関 ・ 研 究 者 へ の 支援 等 を 実施 し た 。 

な お 、 ジャ カル タ 事 務 所 に つい て は 、 事務 所 スペ ー ス の 一 部 を 独立 行政 法人 国際 観光 振興 機構 (JNTO) 
に 譲渡 の 上 、 借 料 の 縮減 を 図っ た 。 
また 、2018 年 2 月 に は 、 日 本 語学 習 者 が 急増 し 、 ア ジア 文化 交流 強化 事業 等 の 事業 も 増加 傾向 に あ 
る ミャンマー に 新た に 事務 所 を 設置 し 、 東 南ア ジア 地域 に お いて さら に 効果 的 か つ 効 率 的 な 事業 実施 
が 可能 と な る 体制 を 整備 し た 。 
外部 機関 の 連携 の 事例 と し て 、 ロ ー マ 日 本 文化 会 館 が 所 有する 現代 版画 を 活用 し 、 イ タリ ア 国 立 近 
代 美術 館 (GNAM) と の 共催 で 実施 し た 展覧 会 が ある 。 同 展 は 、 作品 の 製作 年 代 で ある 1960、 70、80 年 代 
の 日 本 社会 の 特徴 か ら “Boom Beat Bubble” と 題し て 実施 し 、GNAM 専属 キュ レー ター に よる 作品 選定 
と 空間 構成 が 行わ れ た 。 展覧 会 の オー プ ニ ン グ に は 、 両 館 館長 出席 の も と 、 多 く の メ ディ ア が 来場 し 、 
会 期中 の 来場 者 数 は 6, 400 名 以上 を 達成 し た 。 

























































































































































































































































































































































































ア . 海外 事務 所 施設 等 の 効果 的 か つ 効 率 的 な 活用 に つい て は 以下 の と お り 。 
( ア ) 催し スペ ー ス 
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催し スペ ー ス を 有 し て いる 11 の 海外 事務 所 に お ける 同 ス ペー ス の 稼働 率 (使用 日 数 / 使 用 可能 
数 ) の 平均 は 75%、 同 スペ ー ス を 利用 し て 実施 し た 事業 は 329 件 、 来 場 者 ・ 参 加 者 数 は 計 158, 436 
人 で あっ た 。 
( イ ) 図書 館 運営 

20 の 海外 事務 所 で 区 
(ツウ ) 情報 発信 

海外 事務 所 で は ソー シャ ル メ ディ ア の 活用 に も 引き 続き 取り 組ん で お り 、 平 成 29 年 度 は 22 事務 
所 中 、11 事務 所 で ツイ ッ タ ー を 活用 し た 広報 を 行っ た ほか 、21 事務 所 で Facebook を 通じ た 広報 を 
実施 し 、SNS を 主たる 発信 ツー ル と し て いる 13 事務 所 の SNS 利用 者 数 は 合計 525, 068 人 で あっ た 。 
SNS 利用 に 際 し て は 、 紙 媒体 で の 広報 を 順次 SNS に 切り 替え る こと で 広報 経費 を 節減 し て いる ほか 、 
関連 機関 ・ 在 外 公館 の SNS で 事務 所 の 投稿 を 共有 ・ 拡 散 し て も ら う こと で 波及 効果 を 上 げた り 、 
業 毎 に ター ゲッ ト と する 年 齢 層 や 地域 に 特 化し た 広報 を 実施 し た りす る な ど 、SNS の 特性 を 活か し 

広報 効果 を 高め る 努力 を 行っ た 。 また 、SNS へ の 反応 に 対す る 分 析 を 事業 計画 に 反映 する こと で 、 
業 全 体 へ の フィ ー ド バッ ク を 行っ た 。 
シド ニー 事務 所 の 事例 : オー スト ラリ ア 地 方 都市 で の 日 本 映画 祭 に つい て 、 Facebook の イベ ント 
機能 を 活用 し 、 都 市 毎 に 特 化 し た 情報 の 発信 を 行う こと で 全体 の 観客 数 が 増加 し た 。 
ロサ ン ゼ ルス 事務 所 の 事例 : 前 年 度 に Facebook の ブー スト 機能 に より 日 本 語 講座 の 費用 対 効果 
の 高い 広報 に 成功 し た こと か ら 、 集客 事業 に お いて も 紙 媒 体 の 広告 出稿 は 洒 次 廃止 し 、 Facebook の 
ブー スト 料金 に 広告 費 を 振り 向け た 。 そ の 結果 、 従 来 よ り 低 コ スト で 広い 層 へ 訴求 する こと が 可能 
と な り 、 さ ら に 発信 へ の 反応 を 観察 する こと で 、 機 動 的 に 追加 策 を 講じ る こと が で きた 。 事務 所 内 
イベ ント の 集客 は 前 年 度 比 63% 増 を 達成 し た 。 












































書館 を 運営 し た 。 来館 者 数 合計 は 335, 078 人 で あっ た 。 
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イ . 海外 事務 所 所 在 国 に お ける 関係 機関 、 在 外 公館 等 と の ネッ トワ ー ク 構築 、 協 力 に 関し 、 以 下 の 取 
組 を 行っ た 。 
( ア ) 在外 公館 と の 間 で 定期 的 に 連絡 会 議 を 実施 する な ど し て 連携 ・ 協 力 し て お り 、 次 年 度 事業 計画 
策定 時 に も 在外 公館 と 協議 し た 上 で 海外 事務 所 計画 の 策定 及び 本 部 事業 計画 へ の 反映 を 行っ て い 
る 。 
( イ ) 関係 団体 と の 間 で は 、 全 海外 
より 実施 し た 。 



















































































務 所 に お いて 、445 件 の 








業 を 現地 関係 団体 と の 連携 ・ 協 力 に 














(2) 京都 支部 の 運営 

京都 支部 に お ける 関西 国際 シン ター と の 連携 や 外部 関係 者 と の ネッ トワ ー ク 構築 ・ 協 力 ・ 連 携 に つ 

いて は 以下 の 通り 。 

ア . 京都 支部 で は 、 共 催 
8 

イ . 京都 支部 で 実施 し た 共催 事業 に は 、 計 2, 238 人 が 参加 し 、 来 場 者 ・ 参 加 者 の 満足 度 に つい て は 、 
97% が 高 評価 を 示し た 。 

ウ . 関西 地域 の 関係 者 と の 連携 ・ 協 力 に つい て は 、 事業 実施 面 で の 連携 の ほか 、 平成 28 年 度 に 引き 続 
き 、 京 都 支 部 長 が 、 関 西 地域 の 地方 自治 体 、 大 学 、 文 化 機関 、 市 民団 体 等 か ら の 要請 を 受け 、 こ れ 
ら の 団体 が 実施 する 国際 交流 事業 に 関す る 評議 委員 ・ 審 査 委員 等 計 9 件 に 就任 し 、 国 際 文 化 交流 
業 に 関す る ノウ ハウ の 提供 、 講 演 会 の 実施 等 を 行なっ た 。 

エ . 2017 年 11 月 に 、 関 西国 際 セ ンタ ー の 研修 生 、 留 学生 、 外 国人 研究 者 等 を 対象 と し た 「 能 と 狂 
の 会 」 を 同 セン ター と 共同 で 実施 し た 他 、2018 年 2 月 に 、 国 際 交 流 フ ェ ス ティ バル 「 ワ ン ・ ワ ー ル 
ド ・ フ ェ ス ティ バル 」 に 同 セ ンタ ー と 共同 で ブー ス を 出展 し 、 事 業 広報 活動 等 を 実施 し た 。 


















































業 11 件 、 協 力 








業 13 件 の 24 件 の 











業 を 計 14 団体 と の 連携 に より 実施 し 
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3 一 3. 指摘 事項 へ の 対応 

















ぐ 前 年 度 評価 結果 > 

人 @ 事 業 実施 に 当たっ て は 、 現地 メデ ィ ア 等 と 連携 し 、 実施 国 の 国民 に も 事業 の 周知 を 行う の みな ら ず 、 
対日 理解 促進 に 資す る よ う 適 切な 広報 等 を 引き 続き 行う こと を 期待 し た い 。 

人 @ 限 られ た 予算 に お いて 、 こ れ ま で 培っ て きた 外部 と の ネッ トワ ー ク を 十分 に 活用 ・ 促 進 し 、 
体 へ の 還元 を 期待 し た い 。 












































業 全 



































ぐ 前 年 度 評価 結果 反映 状況 > 

0⑧ 日 本 スペ イン 外交 関係 樹立 150 周年 を 記念 し て 、2018 年 3 月 に マドリ ー ド お よび バル セロ ナ で 実施 
し た ボー カロ イ ド オ ペラ 「The End」 公演 は 、 マ ドリ ー ド 日 本 文化 セン ター、 在 外 公館 、 現 地 共 催 
機関 が 連携 し て 広報 活動 を 行い 、 ス ペイ ン 国 内 発行 部 数 最大 の 日 刊 紙 (1 Pais) や マドリ ー ド の テ 
レビ ニュ ー ス 番組 等 で 報道 され た 。 

念 限ら れ た 予算 の 中 で 継続 し て 効果 的 ・ 効 率 的 に 事業 を 実施 する た め 、 海 外 
で 445 件 の 連携 ・ 協 力 事業 を 実施 し 、SNS を 主たる 発信 ツー ル と し て いる 事務 所 の SNS 利用 者 数 も 
13 事務 所 合計 で 525, 068 人 と 、 高 い 水 準 を 維持 し た 。 ま た 、SNS へ の 反応 に 対す る 分 析 を 事業 計画 
に 反映 する こと で 、 事 業 全体 へ の 還元 に も 活用 し て いる 。 京都 支部 に お いて は 、 引 き 続 き 関西 地域 
で の 安定 的 な 事業 実施 と 人 脈 構築 を 継続 する た め 、 前 年 度 を 上 回 る 計 24 件 の 連携 ・ 協 力 事業 を 実 
施 し た 。 














































































































務 所 に お いて は 、 全 体 

















































































































. 自己 評価 
と 根拠 > 
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3 
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MT 
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eit 
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海外 

















務 所 の 催し スペ ー ス 稼働 率 に つい て 、 目 標 値 を 達成 し た 他 、 同 スペ ー ス を 活用 し た 事業 実施 
打数 (329 件 ) も 前 年 度 比 で 2 割 弱 増加 する な ど 、 効 果 的 か つ 効率 的 に 事業 を 実施 し た 。 海 外事 務 所 
で は SNS の 活用 に も 努め 、SNS の 特質 を 活か し 着実 に 広報 効果 を 高め て いる 。 北京 事務 所 が 実施 し た 
アン ケー ト で は 、 長 春 、 成 都 で 開催 し た 「 新 海 誠 展 」 の 回 答 者 の 約 30% が SNS で イベ ント の 情報 を 知 
っ た と 回 答 し て いる ほか 、 パリ 日 本 文化 会 館 の クラ ブイ ベン ト で は 、 Facebook で ライ ブ 動 画 を 配信 し 
た と ころ 、 再 生 回 数 が 1. 2 万 回 に 及び 、 非 来場 者 に も 幅広 ぐ リ ー チ する な ど 、 各 海外 事務 所 に お いて 
も SNS を 活用 し た 広報 が 主流 と な りつ つ あ る 。 

京都 支部 に つい て も 例年 同様 、 関 西 地域 の 関係 者 と の ネッ トワ ー ク 維持 ・ 構 築 に 努め 、 関 西国 際 

ンタ ー 研 修 生 を 含む 関西 地域 の 外国 人 研究 者 ・ 留 学生 等 を 対象 と し た 事業 を 同 セ ンタ ー と 連携 し て 実 
施し た 。 
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以上 を 踏ま え 、 所 期 の 目標 を 達成 し て いる と 自己 評価 する 。 

【 課 題 と 対応 】 

限ら れ た 予算 の 中 で 効果 的 に 海外 事務 所 を 運営 する た め 、SNS 等 を 活用 し た 広報 、 催 し スペ ー ス の 
活用 、 外 部 関係 団体 と の ネッ トワ ー ク を 生か し た 連携 事業 の 実施 等 に より 、 効 果 的 な 事業 実施 に 取り 






























































組ん だ 。 
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3 一 5. 主務 大 臣 に よる 評価 








< 評定 と 根拠 > 
評定 B 
根拠 : 

【 量 的 評価 の 根拠 】 

3 つの 定量 指標 の うち 、 
ワー ク 形 成 の 取組 状況 (京都 支 



































[海外 





事務 所 催し スペ ー ス 稼働 率 」 














に つい て は 、 い ずれ も 目標 値 の 


イズ 




















る 海外 事務 所 を 中 心 に 、 事 前 の 
ブ 配 信 を 行う 等 工夫 を し た り 、 
SNS の 特 必 


きる 。 





























MM 
海外 事務 所 の 運 
外部 と の ネッ トワ ー 2 
発信 の 工夫 を 行っ た 。 例 えば 、 
彰 台 を 飾っ た カナ ダ の フィ ギュ 
ルズ 氏 が 来 日 し た 際 に 、 基 人 金 本 音 
の 独占 イン タビ ュー を 実施 し た 
通じ て 発信 し た こと で 、 現 地 国 
で きだ た 。 
また 、 京都 支部 に つ 本 関 



























































合計 」 (525, 068 件 ) に つい て は 、 S 











部 が 関与 し た 共催 ・ 助 成 ・ 協 力 休 
100% 以 上 を 達成 し た 。 ま た 、 特 に 
S が ヨ 主 E た る 発信 及び 情 


月 
業 実施 告知 や 事業 終了 後 の フ 


























ター ゲッ ト と する 年 齢 層 や 地域 ( 
E を いか し て 広報 を 行っ た 結果 、 目 標 値 の 1209% を 上 











に 当たっ て は 、 催 し スペ ー ス を 効率 的 に 活 / 














活用 し な が ら 、 限 られ た 予算 の 
2014 年 ソチ 五輪 団 
アス ケー ト 選 手 で 日 
部 に 招待 し 、 
。 同 イン タビ ュー 
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画 を 、 ト 
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西 地域 の 関係 者 と の ネッ トワ ー 








ゴロ 














る 関西 国際 セン ター の 





IN 














を 含む 関西 地域 の 外国 人 研究 者 ・ 




















ー と 連携 し て 実施 する こ 上 
ES 











以上 に より 、 中 期 計画 
当 で ある 。 








【 課 題 と 改善 方 策 】 
ア . 引き 続き 、SNS の 特 属 
等 工 j 








に た を 凝ら し て 、 対 日 








イ . 限ら れ た 予算 に お いて 、 


全体 へ の 還元 を 期待 し た い 。 























これ まで に 培っ て きた ネッ 











に お ける 所 期 の 目標 を 達成 し て いる と 認め られ る と こ ろ 、 














E を 十分 に いか し て ター ゲッ ト と する 年 齢 層 や 地域 に 特 化し た 広 
理解 促進 に 


資す る よう 適切 な 広報 等 











これ まで 培っ て きた 外部 と の ネッ トワ ー ク を 十分 に 活用 




















ウ . 現地 事情 
E 期 的 な フォ ロー アッ プ を 実施 


ビブ 











ヒー 























【 そ の 他 





項 】 


スト 



































こ 鑑 み 、SNS 等 を 通じ て これ まで 


こ な く 高い 関 
し て いく こと が 求め られ る 。 





主 な 有識者 意見 は 以下 の と お り 。 
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体 の 銀 メ ダ リ スト で あり 、2017 


日 本 語 を 勉強 し て いる 理 


民 の 高い 関心 を 呼び 、 幅 広い 層 へ の 人 々 


留学 生 等 を 対象 と し た 
トワ ー ク を 効果 的 に 


心 等 


(75%) 及び 


























数 を 前 期中 期 目 標 期間 程度 ) 」(24 
に 定量 指標 「 海 外 
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こ 特 化 
回 る 件 数 を 達成 し た こと 
































中 で 最大 限 の 効果 が 得 





























ント 日 





本 文化 セン ター を 中 心 ( 
に 効率 的 に リ 











「 京 都 支 部 に お ける ネッ ト 


牛 ) 


务 所 SNS 利用 者 数 
報 収 集 ツ ー ル と 考え られ て いる 国 に 所 在 す 
ロー アッ プ の みな ら ず 、 事 業 の ライ 
し た 広報 を 実施 し た りす る 等 、 
は 高く 評価 で 








]』 す る の みな ら ず 、 基金 が 築い て きた 
られ る よう 情報 

















年 シー ズン 3 位 表 
試験 N2 保有 者 で ある ケヴィン ・ レ イノ 
、 目 指す ゴー ル な ど に 関し て 
こ SNS を 
ー チ する こと が 














ク 維 持 ・ 構 築 に 努め 、 日 








本 語 を 学習 す 
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評 





者 





om 














を 行う こと を 期待 し た い 。 





























業 を 同 セ ンタ 
実施 に 還元 させ 


E は 「B」 が 適 


を 実施 す 


・ 促 進 し 、 事 業 


を 呼ん だ も の に つい て は 、 そ の 後 の 








ア . 海外 





務 所 の 効果 的 な 活用 は 、 現 地 に お ける 国際 文化 交流 へ の 理解 と 参画 の 促進 の た め に 重要 で 




































































ある 。 こ の 点 、 海 外事 務 所 催 し スペ ー ス の 稼働 率 年 間 74% 以 上 の 目標 及び 海外 
用 者 数 合計 408, 763 件 以上 (クア ラル ンプ ー ル 、 ジャ カル タ 、 ニ ュー デリ ー、 ハノイ 、 バン コク 、 マ 














ニラ 、 サ ン パ ウロ 、 メ キシ コ 、 ケ ルン 、 パ リ 、 モ スク ワ 、 ロ ンド ン 、 カ イロ 所 在 


象 ) の 目標 に つい て は 、 い ずれ も 100% 以 上 の 達成 率 と な っ て お り 






































し て 活用 する 海外 











イ . 海外 








務 所 の 稼働 率 に つい て は ほぼ ば 前 年 並み で あり 、 可 も な く 不 可 も な く と 











来場 者 数 に つい て は 平成 24~27 年 度 の 平均 値 278, 710 人 か ら 平 成 29 年 度 は 158, 
込ん で お り 、 原 因 を 把握 する 必要 が ある 。 
























































ウ . SNS 発信 を 海外 





務 所 が 積極 的 に 進め 、 多 く の 利 / 























節減 等 、 様 々 な 効果 に つなが っ て いる と いえ る 。 








エ . 海外 





務 所 の SNS 利用 者 数 は 増加 傾向 に ある が 、 当 該 国 、 当 該 社会 に お ける 


者 を 得 て い る こと は 、 周 知 の 拡大 お よび 経費 


務 所 に お ける SNS 利 


の 13 海外 





務 所 対 


評価 で きる 。SNS を 発信 ツー ル と 
務 所 を 今後 増やし て いく こと や 、 今 以上 の 催し スペ ー ス の 活 





























用 等 を 期待 する 。 








いう 数 字 で ある が 、 
436 人 と 大 幅 に 落ち 




















国際 交流 基金 の 存在 

















感 確保 と いう 点 で 十分 な 数 字 な の か どう か 、 検 討 を 要する 。 ま た 、 更 な る 充実 ・ 








で の 情報 提供 が 一 方 向 に 終わ ら ず 、 文 化 交流 活動 や 日 本 語学 習 な どの 双方 向 の 交流 活 












































な が る 可能 性 を 、 今 後 検討 する こと を 期待 し た い 。 


オ . 海外 主要 国 の 類似 機関 と 比較 し て 、 国 際 交 流 基金 の 海外 



































拡大 と と も に 、SNS 
へ の 展開 に つ 








務 所 数 は 決し て 十分 で あや る と は 言え な 





い だ け に 、 そ れ ぞ れ の 事務 所 で の 業務 を 確実 に 実施 する こと は 、 基 金 の 屋台 骨 を 支え る 重要 な 業務 で 
ある 。 今後 も 着実 、 堅 実 な 運営 を 期待 し た い 。 



























































カ . 東南 アジ ア を 始め 、 初 』 














等 教育 等 の 日 本 語 教育 導入 が 広がっ て いる 中 で 、 海 外 














の 意義 は 大 きく 、 日 本 語 教育 の 





























普及 や 質 の 向上 に 資す る 支援 事例 も 多く 聞か れる 。 海外 








務 所 の サポ ー ト 
務 所 等 の 施 








設 や 人 材 、 知見 等 を 利用 し て いる 人 々 に と り 、 非 常に 重要 な リソー ス セ ンタ ー と な っ て いる と いえ る 。 











キ . 世界 24 か 国 の 2 か 所 に 海外 





は 、 稼 





率 が 平均 75%、16 








務 所 が 存在 し 、 最 近 で は ミャンマー に 








務 所 が 新設 。 特 筆 す べき 











万 人 近く が 来場 し て いる と いう 事実 で ある 。 図 書館 の 利用 者 は さら に 多 























く 、34 万 人 と いう 数 字 が 示さ れ て いる 。 こ れ ら は 全て 素晴らし い 数 字 で ある が 、 
ば も っ と 多く の 国 に 展開 し た 方 が より 広範 囲 に 発信 で きる と の で は と 考え る 。 














日 本 の 実力 を 考え れ 











4. その 他 参 考 情報 














(予算 と 決算 の 差額 分 析 、 

















務 所 別 実績 分 析 な ど 、 必 要 に 応じ て 欄 を 設け 記載 ) 
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独立 行政 法人 国際 交流 基金 平成 29 年 度 評価 項目 別 自己 
(国民 に 対し て 提供 する サー ビス その 他 業 務 の 質 の 向上 に 項 ) 
1 . 当 事 務 及 び 事 業 に 関す る 基本 情報 
Ne 特定 寄附 金 の 受入 に よる 国際 文化 交流 活動 (施設 の 整備 を 含む ) の 推 
進 















































業務 に 関連 する 政策 ・ 施 策 








当該 事業 実施 に 係る 根拠 (个 
別 法 条 文 な ど ) 











該 項 














当該 項目 の 重要 度 、 難 易 度 











関連 する 政策 評価 ・ 行 政事 業 
B= 











2. 主要 な 経年 デー タ 











加 











































































































達成 | 。。 平成 | 平成 | 平成 | 平成 | 平 上 
oo 目标 | で 29 年 度 | 30 年 度 | 31 年 度 | 32 年度 | 33 年 度 
受入 金額 ・ 助 成金 平成 24~ | 407, 264 
交付 事業 件 数 27 年 度 の | 千 円 ノ 

実績 値 実績 平均 値 | 11 件 
265, 060 千 
]』 グ 17 件 

目標 水準 の 考え 方 > 

〇 特定 寄附 金 に 関し て は 、 特 定 寄附 金 制度 を 利用 する 事業 の 数 や 寄附 金 の 規模 を あら か じ め 想 定 する 



























































































































































































































































こと が 難し いた め 定 量 的 な 目標 を 定め る こと は で き な い が 、 当 該 指標 の 達成 水準 と し て は 前 期中 期 
目標 期間 と 同 程度 の 水準 を 維持 する こと を 目指 す 。 
② 主 要 な イン プッ ト 情 報 (財務 情報 及び 人 員 に 関す る 情報 ) 
平成 平成 平成 平成 平成 
29 年 度 30 年 度 31 年 度 国史 年 度 3 年 度 
予算 額 ( 千 円 ) 274, 580 
決算 額 ( 千 円 ) 401, 523 
経常 費用 ( 千 円 ) 401, 523 
経常 利益 ( 千 円 ) 全 9.934 
JE0SDSa BS2SESIUUB ろ II 
(回 ) ， 
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従事 人 員数 


























3 一 1. 各 事 業 年 度 の 業務 に 係る 目標 、 





山 


† 画 、 主 な 評価 指標 








【 中 期 目 標 】 











ウ 特定 寄附 金 の 受入 に よる 国際 文化 交流 活 














基金 は 、 特 定 の 国際 文化 交流 

















ビ 























(施設 の 整備 を 含む ) の 推進 
(国際 文化 交流 を 目的 と する 施設 

















の 整備 に 対す る 援助 並び に 国際 








文化 交流 の た め に 用 いら れる 物品 の 購入 に 関す る 援助 及び これ ら の 物品 の 贈与 を 含む ) に 対す る 寄附 








金 を 受け 入れ 、 当該 
と する 。 




















業 へ の 助成 金 を 交付 する 。 和 寄附 金 の 受入 れ 等 に 当たっ て は 適 1 








E に 対応 する こと 








【 中 期 計画 】 














ウ 特定 寄附 金 の 受入 に よる 国際 文化 交 》 
業 に つい て は 基 








寄附 金 の 受入 れ 、 対 象 








寄附 金 の 受入 れ 等 に 当たっ て は 適 1 





Li ロロ 
会 






































(施設 の 整備 を 含む ) の 推進 
な に 外部 有識者 か ら な る 委員 会 を 設け 、 
E に 対応 する こと と する 。 


























審査 を 行う な ど 、 








| 
【 年 度 計画 】 
ウ 


特定 寄附 金 の 受入 に よる 国際 文化 交流 活 














寄附 金 の 受入 れ 、 対 象 
金 の 受入 れ 等 に 当たっ て は 適 1 

















中 




















E に 対応 する 。 





(施設 の 整備 を 含む ) の 推進 





業 に つい て は 、 外 部 有識者 か ら な る 委員 会 を 設け 、 





























【 主 な 評価 指標 】 























(関連 指標 ) 


【 指 標 7 】 特 定 寄附 金 の 受入 に よる 国際 文化 交流 











・ 受 入金 額 ・ 助 成金 交付 











3 一 2. 業務 実績 




















(1) 外交 、 会 計 監 査 、 租 税 、 言 論 等 
開催 し 、 平 成 29 年 度 に 申込 の あっ た 案 信 
を 行っ た 。 その 結果 、 11 件 全 件 に つい て 適当 と の 意見 が 示さ れ た た め 、 特定 寄 






































だ 。 


(2 ) 平成 29 年 度 に お ける 特定 寄附 金 の 受入 に よる 国 











业 件数 (平成 24~27 人 








上 11 从 











業 支援 の 馬 






































E 度 の 実 組 














组 状况 


ヶ 均 値 265, 060 千 円 


野 の 外部 有識者 7 名 か ら な る 特定 寄 
































べ 405 の 個人 ・ 法 人 より 総額 407, 264 千 

















E を 対象 と し て 、 寄 附 申 込 者 、 



































け 金 審査 委員 会 を 2 回 































































































千 円 ) 、 同 審 附 金 と 平成 28 年 度 末 に 預り 寄 















































うち 、391, 502 千 円 を 原資 と し て 、11 件 
は 、 平 成 30 年 度 に 助成 金 と し て 交付 する 予定 ) 




















助成 対象 事業 は 以下 の と お り 。 























] の 寄附 金 を 受入 れ 



































ア . アジ ア ・ 中 東 地域 出身 の 女人 
人 物 交 流 事業 2 件 











イ . 日 米 間 の 相互 理解 促進 の た め の f 
ウ . 日 本 国内 の 日 本 語 教 育 機関 に 











業 1 件 





























0 























究 機 関 之 
在籍 する アジ ア 諸 国 か ら の 留学 








日 米 の 音楽 関係 者 に よる 交流 と 対生 





業 等 の 催し 











Th 








日 本 庭園 の 造成 ・ 拡 張 な ど 、 教 育 や 文 
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成 28 有朋 


E に 高等 教育 を 行う 多国 籍 の 女子 大 学 に お ける 奨学 金 プ 























営 等 の 日 





庶 


E へ の 奨学 金 


支 } 
0 



































交流 の た め の 施設 を 整備 する 




















業 等 に つい て 審議 
け 金 の 受入 れ を 決定 し 








際 文 化 交流 事業 支援 の 取組 状況 に 関し て は 、 の 
E 度 :494 の 個人 ・ 法 人 、163, 195 
附 金 と し て 受入 れ た 12, 000 千 円 と の 合計 419, 264 千 円 の 
業 に 対し 助成 金 を 交付 し た 。 (残額 27, 761 千 円 の 寄附 金 






































ログ ラム 等 の 















































3 一 3. 指摘 事項 へ の 対応 








ぐ 前 年 度 評価 結果 > 











特に な し 
ぐ 前 年 度 評価 結果 反映 状況 > 














电 三 趟 ， 目 己 间 而 








に 


< 評定 と 根拠 > 

評定 _B 

根拠 : 

【指标 7】 

特定 寄附 金 に つい て 、 平 成 29 年 度 の 受入 額 は 、 中 期 目 標 に 定め る 関連 指標 (受入 金額 ・ 助 成金 交 
業 件 数 (平成 24~27 年 度 の 実績 平均 値 265, 060 千 円 17 件 ) ) の 実績 値 を 上 回 る 総額 407, 264 千 
] と な り 、 受 入手 続き も 適正 に 行わ れ た こと か ら 、 所 期 の 目標 を 達成 し て いる と 自己 評価 する 。 



























































































































































【 課 題 と 対応 】 

特定 寄附 金 べ へ の 申込 み に 関し 、 新 規 案件 の 件 数 が 減少 傾向 に ある 。 特 定 寄 附 金 に つい て は 、 国 際 交 
流 基金 以外 の 公益 団体 等 が 実施 する 国際 文化 交流 事業 に 対し 、 民 間 企 業 や 個人 が 資金 提供 を 行う も の 
で あり 、 寄 附 金 の 受入 額 は 予定 され る 事業 の 規模 や 日 本 経済 の 状況 な ど に も 左右 され る た め 、 国 際 交 
流 基金 自身 の 主体 的 な 努力 に より 増加 させ る こと に は 難し い 面 も も る が 、 助成 事 業 説明 会 な どの 機会 
を 捉え て 、 周 知 ・ 広 報 を 強化 する な ど 、 新 規 案件 数 の 拡大 の た め の 努 力 を 行 う 。 
















































































































































































3 一 5. 主務 大 臣 に よる 評価 








旨 


く 評 定 と 根拠 > 
評定 _B 
根拠 : 

【 量 的 評価 の 根拠 】 

特定 寄附 金 制度 を 利用 する 事業 の 数 や 寄附 金 の 規模 を あら か じ め 想 定 す る こと が 難し いた め 、 定 量 
的 な 目標 を 定め る こと は 困難 で ある が 、 国 際 交 流 基 金 第 4 期中 期 目 標 で 設定 され た 、 前 期中 期 目 標 期 
間 と 同 程 度 の 水準 の 受入 金額 ・ 助 成金 交付 事業 件 数 を 維持 する と いう 目標 (265,060 千 円 17 件 ) 
こ 対 し て 、407, 264 千 円 プ 11 件 を 達成 し 目標 金額 を 上 回 っ た 。 




























































































































































































【 質 的 評価 の 根拠 】 
外部 有識者 に よる 特定 寄附 金 の 受入 審査 を 行っ た 上 で 、11 件 の 事業 に 対し 、 助 成金 が 適切 に 交付 
され た 。 


















































以上 に より 、 中 期 計画 に お ける 所 期 の 目標 を 達成 し て いる と 認め られ る と ころ 、 評 定 は 「B」 が 適 
当 で ある 。 


























【 課 題 と 改善 方 策 】 
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後 も 、 使 途 が 特定 され た 寄附 金 





の 受入 金額 ・ 助 成金 交付 





業 件 
































ジム 
二 
明 会 等 の 























【 そ の 他 





項 】 


フト 





























機会 を 十分 に 活用 





し 、 制 度 の 周知 等 の 努力 を 積極 的 に 行 





主 な 有識者 意見 は 以下 の と お り 。 








ア . 平成 29 年 度 の 特 
407, 264 千 
の 審査 を 行 















































イ . 基金 の 収入 
づけ る か を 明確 に 


We 




















ウツ 新規 寄附 件 数 の 減少 傾向 へ の 対 


] と な り 評 価 で きる 。 
うな ど 慎 重 に 行い つつ 、 周 知 ・ 広 報 の 強化 な ど ( 


定 寄附 金 の 受け 入れ 額 は 


の 多元 化 を は か る べく 、 











oo 日 

















直接 国際 交流 中 











応 と し て 、 


本 語 教 








数 を 維 








持 で きる よう 、 助 成 








っ て いく こと を 期待 











実績 








平成 24~27 年 度 の 
































業 説明 会 等 で の 周 

















基金 の 予算 や 収支 構造 の 中 で 特定 寄附 金 を どの よう に 位置 
し 、 寄 附 と いう か た ち で の 参加 を 促進 し て いく こと が 望ま 


知 








z 均 値 265, 000 千 
今後 も 、 寄 附 金 の 受入 れ に つい て は 、 外 部 有識者 か ら な る 委員 会 で 
こよ っ て 新規 案件 数 の 


広報 で 十分 な 効果 が 得 


人 


ラド B 




















し た い 。 














] を 上 回 る 



























































曾 加 を 期待 す る o 





























まし い 。 


られ る か 











本 語学 習 支援 の アプ リ 開 発 と ネッ ト で の 配信 な ど 、 
基金 の 国際 交流 や 日 














育 活動 に つい て の 役 








失 し て いく こと も 検討 すべ き で ある 。 


エ . 寄附 文化 が 根付 いて いな い 


























日 本 と あっ て 、 











この 項目 で の 成果 は 乏しい と 言わ ざる を 得 
海外 で も 政府 機関 へ の 寄附 と な れ ば な か な か 上 難しく 、 や は り 寄 附 を 受け 入れ や すい の は 非 政 府 の 
団体 と な る と 考え られ る 。 今後 は 単純 な 寄附 で は な く 、 マ ッ チ ング グラ ント な ど に よる 共 司 





施 と いう フォ ー マ ッ ト が 考え られ る 。 こ の 場合 、 寄 附 団体 或 又は 企 


な い が 、 


これ を 可能 と する 枠組 み の 設 定 

















も 考え る こと が 必要 。 


業 は 自 








広く 国内 の 日 
割 や 頁 献 に つい て 認知 を 広め て いく 


育 関係 者 等 


計 五 : 
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ら の PR を 求め る か も し れ 
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り 





-102- 





























独立 行政 法人 国際 交流 基金 
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業務 運営 の 効率 化 に 関す る 事項 / 財 務 内 容 の 改善 に 関す る 項 / そ の 他 業 務 運 営 に 関す る 重要 
項 ) 

1 . 当 事 務 及び 事業 に 関す る 基本 情報 

No. 8 組織 マネ ジメント の 強化 
当該 項目 の 重要 度 、 難 易 度 
関連 する 政策 評価 ・ 行 政事 業 
レビ ュー 
2. 主要 な 経年 デー タ 
本 達成 本 平成 平成 平成 平成 平成 
指標 守 目標 | 生 「 上 29 年 度 |30 年 度 | 31 年 度 | 32 年 度 | 33 年 度 
【 指 標 8 一 1】 人 年 間 (平成 | 419 人 
材 育成 の た め に | 計画 値 | 419 人 | 24 て 27 
実施 する 研修 へ 以 上 年 度 の 
の 参加 者 数 実績 値 実績 平 | 1.012 
均值 | 人 
時 419 人 ) 242% 

日 本 語 国際 セン 100% 
ター (NC) 、 関 西 (NC) 
国際 セン ター| 実績 値 96% 

(KC) の 研修 施設 (KC) 
の 教室 稼働 率 
< 目標 水準 の 考え 方 > 
〇 人 材 育 成 の た め に 実施 する 研修 へ の 参加 者 数 の 目標 値 は 、 前 期中 期 目 標 期 間 で 達成 し た 水準 以上 を 

目指 す 考え か ら 、 前 期 実績 の 年 間 平 均 以 上 を 数 値 目 標 と し て 設定 。 











































































































































































































































































































































































































3 一 1. 各 事 業 年 度 の 業務 に 係る 目標 、 計 画 、 主 な 評価 指標 
【 中 期 目 標 】 
(1) 組織 マネ ジメント の 強化 
国際 環境 や 政策 の 変化 な どの 必要 に 応じ て 、 人 員 配 置 や 組織 編制 を 柔軟 に 見 直す と と も に 、 新 た な 
役割 に 対応 し て いく た め に 、 各 種 研修 の 実施 に よる 職員 能力 の 強化 を 図る 。 
また 、 効 果 的 か つ 効 率 的 に 事業 を 実施 する た め 、 事 業 の 重複 排除 を 含め 、 関 係 機関 それ ぞ れ の 役割 
を 明確 に する と と も に 国際 的 な 交流 促進 の 観点 か ら 、 情 報 共 有 や 調整 の 一 層 の 促進 に 資す る よう 、 
関係 省庁 ・ 機 関 と の 連絡 会 を 行 ぅ うこ と 等 を 通じ て 協力 ・ 連 携 の 確保 ・ 強 化 を 図る 。 
独立 行政 法人 改革 等 に 関す る 基本 的 な 方 針 (平成 25 年 12 月 24 日 閣議 決定 ) を 踏ま えて 、 独 立 行 
政法 人 国際 協力 機構 、 独 立 行政 法人 日 本 匂 易 振 興 機構 及び 独立 行政 法人 国際 観光 振興 機構 の 海外 事務 
所 と 事業 の 連携 強化 等 を 図る た め 、 現地 に お ける 事務 所 及び 所 員 の 法 的 地位 等 を 保持 する こと に 留意 
し 、 引 き 続 き 事 務 所 の 共用 化 又 は 近接 化 を 進め る 。 ま た 、 基 人 金 が 保有 する 研修 施設 の 更 な る 利用 促進 
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に 向け た 取組 を 行い 、 稼 働 率 の 向上 を 図る 。 























【 中 期 計画 】 
(1) 組織 マネ ジメント の 強化 

国際 環境 や 政策 の 変化 な どの 必要 に 応じ て 、 人 員 配 置 や 組織 編制 を 柔軟 に 見 直す 。 マ ネジ メン ト の 
中 化 や 専門 性 の 向上 を 目指 し 、 各 種 研修 を 実施 し て 職員 能力 の 強化 を 図る 。 ま た 、 適 正 な 労務 管理 と 
その 効率 化 を 目指 し 、 和 勤怠 シス テム を 導入 する 。 

効果 的 か つ 効 率 的 に 事業 を 実施 する た め 、 事 業 の 重複 排除 を 含め 、 関 係 機関 それ ぞ れ の 役割 を 明確 
に する と と も に 、 国 際 的 な 交流 促進 の 観点 か ら 、 情 報 共 有 や 調整 の 一 層 の 促進 に 資す る よ う 、 関 係 省 
庁 ・ 機 関 と の 連絡 会 を 行う こと 等 を 通じ て 協力 ・ 連 携 の 確保 ・ 強 化 を 図る 。 

独立 行政 法人 改革 等 に 関す る 基本 的 な 方 針 (平成 25 年 12 月 24 日 閣議 決定 ) を 踏ま そえ て 、 独 立 行 
政法 人 国際 協力 機構 、 独 立 行政 法人 日 本 質 易 振興 機構 及び 独立 行政 法人 国際 観光 振興 機構 の 海外 事務 
所 と 事業 の 連携 強化 等 を 図る た め 、 現地 に お ける 事務 所 及び 所 員 の 法 的 地位 等 を 保持 する こと に 留意 
し 、 引 き 続 き 事 務 所 の 共用 化 又 は 近接 化 を 進め る 。 
基金 が 保有 する 研修 施設 の 稼働 率 向上 の た め 、 外 部 機関 の 実施 する 国際 文化 交流 に 関わ る 事業 に 協 
力 し て 利用 者 拡大 を 図る 等 の 取組 を 進め る 。 


















































































































































































































































































































































【 年 度 計画 】 
(1) 組織 マネ ジメント の 強化 
国際 環境 や 政策 の 変化 な どの 必要 に 応じ て 、 人 員 配 置 や 組織 編制 を 柔軟 に 見 直す 。 マ ネジ スメント の 
強化 や 専門 性 の 向上 を 目指 し 管理 職 研 修 及 び 3 年 目 職員 研修 を 実施 する ほか 、 外 国語 研修 等 専門 性 の 
向上 に 寄与 する 研修 機会 な ど を 提供 し 、 年 間 419 人 以上 の 参加 を 目標 と する 。 
また 、 適 正 な 労務 管理 と その 効率 化 を 目指 し 、 勤怠 シス テム の 導入 を 進め る ほか 、 労 働 者 の 健康 維 
持 を 目的 と し た セル フケ ア 研 修 を 実施 する 。 
効果 的 か つ 効 率 的 に 事業 を 実施 する た め 、 事 業 の 重複 排除 を 含め 、 関 係 機関 それ ぞ れ の 役割 を 明確 
に する と と も に 、 国 際 的 な 交流 促進 の 観点 か ら 、 情 報 共有 や 調整 の 一 層 の 促進 に 資す る よう 、 関 係 省 
庁 ・ 機 関 と の 連絡 会 の 開催 や 事業 に お ける 連携 等 を 通じ て 協力 ・ 連 携 の 確保 ・ 強 化 を 図る 。 
独立 行政 法人 改革 等 に 関す る 基本 的 な 方 針 (平成 25 年 12 月 24 日 閣議 決定 ) を 踏ま えて 、 独 立 行 
政法 人 国際 協力 機構 、 独 立 行政 法人 日 本 質 易 振興 機構 及び 独立 行政 法人 国際 観光 振興 機構 の 海外 事務 
所 と 事業 の 連携 強化 等 を 図る た め 、 現地 に お ける 事務 所 及び 所 員 の 法 的 地位 等 を 保持 する こと に 留意 
し 、 引 き 続 き 事 務 所 の 共用 化 又 は 近接 化 を 進め る 。 
基金 が 保有 する 研修 施設 の 稼働 率 向上 の た め 、 外 部 機関 の 実施 する 国際 文化 交流 に 関わ る 事業 に 協 
力 し て 利用 者 拡大 を 図る 等 の 取組 を 進め る 。 
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【 主 な 評価 指標 】 

【 指 標 8 一 1 】 人 材 育 成 の た め に 実施 する 研修 へ の 参加 者 数 年 間 419 人 以上 (平成 24~27 年 度 の 
実績 平均 値 419 人 ) 

【 指 標 8 一 2】 研修 施設 の 利用 促進 

(関連 指標 ) 

・ 日 本 語 国際 セン ター、 関 西国 際 セ ンタ ー の 研修 施設 の 教室 稼働 率 





































































































3 一 2. 業務 実績 
(1) 人 員 配 置 ・ 人 事 に 関す る 計画 

ア . 政策 的 要請 に 基づく 事業 で あ も る アジ ア 文 化 交流 強化 事業 、 放 送 コ ン テ ン ツ 海 外 展開 支援 事業 及び 
ジャ ポニ スム 事業 等 に 的 確 に 対応 する た め に 必要 な 人 材 の 確保 (11 名 の 定期 採用 ) を 行なっ た 。 



































































































































イ . マネ ジメント の 強化 や 専門 性 の 向上 を 目指 し 、 ラ イン ケア を テー マ に し た 管理 職 研 修 ( 計 2 回) 
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及び 3 年 目 職員 研修 を 実施 し た ほか 、 採 用 2 年 目 職 員 海 外 拠点 実務 経験 研修 (3 週間 ) 、 実 務 担 当 者 
研修 、 自 主 外国 語 研 修 費 補助 等 も ちあ わせ 計 205 件 を 実施 し 、 年 間 1, 012 人 の 研修 参加 者 を 得 た 。 
















































































ウ . 適正 な 労務 管理 と その 効率 化 を 目指 し 、 勤 怠 シ ステ ム の 導入 を 進め 、 シ ステ ム の 構築 及び 2 か 月 
間 に わ た る 試行 を 行っ た ほか 、 職 員 の 健康 維持 を 目的 と し た セル フケ ア 研 修 を 実施 し た 。 









































エ . 国際 環境 や 政策 の 変化 に 対応 し た 組織 の 再編 ・ 整 備 に つい て は 、 以 下 の 取組 を 行っ た 。 

( ア ) 海外 に お ける 基金 職員 及び 基金 事業 関係 者 の 安全 確保 の た め 、 平成 29 年 4 月 に 安全 管理 を 担う 
部 署 と し て 総務 部 総務 課内 に 「 安 全 管 理 室 」 を 設置 し た 。 

( イ ) 2016 年 5 月 の 日 仏 首脳 会 談 に お いて 実施 が 合意 され た 大 規模 な 日 本 文化 行事 「 ジ ャ ポニ スム 
2018」 の 実施 を 担う 2 ジャ ポニ スム 事務 局 の 業務 量 の 拡大 に 対応 し 、 2017 年 6 月 に 2 チーム を 3 チ 
ー ム に 改編 、 さ ら に 2018 年 2 月 に 3 チー ム を 4 チー ム に 改編 する と と も に 、 事 務 局 職員 も 年 度 当 
初 の 8 名 か ら 15 名 に 人 上 員 体 制 を 強化 し た 。 ま た 、 パ リ 日 本 文化 会 館 の 職員 を 3 名 増員 し た 。 

ミャンマー に お ける 業務 量 の 増加 に 対応 する た め 2018 年 2 月 に ヤン ゴン 日 本 文化 セン ター を 

設置 し た 。 
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(2) 関係 省庁 ・ 機 関 と の 協力 ・ 連 携 の 確保 ・ 強 化 
ア . オー ル ジ ャ パ ン 施 策 へ の 参画 
東京 オリ ン ピ ッ ク ・ パ ラリ ン ピ ッ ク に 向け た 機運 醸成 、 ク ー ル ジャ パン 戦略 、 イン バウ ンド 観光 の 
促進 等 、 オ ー ル ジャ パン で 展開 され る 各種 施策 の 推進 に 対し 、 国 際 交 流 基 金 と し て は 、 以 下 の よ うな 
会 議 体 へ の 出席 等 を 通し て 、 協 力 、 連 携 を 行っ た 。 
( ア ) オリ ン ピ ッ ク ・ パ ラリ ン ピ ッ ク 関 連 
a. 2020 年 東京 オリ ン ピ ッ ク ・ パ ラリ ン ピ ッ ク 競 技 大 会 に 向け た 政府 の 取組 (政府 の 取組 」 中 の 
「 文 化 プ ログ ラム (beyond2020) の 推進 」 の 実施 主体 の 一 つ ) 
b. SPORT FOR TOMORROW (コン ソー シア ム 運 営 委員 会 の メン バー と し て 参画 する と と も に 、 基 金 が 
実施 する 事業 を 登録 ) 
( イ ) クー ル ジ ャ パ ン 戦 略 等 



















































































































































































a. クー ル ジ ャ パ ン 関 係 府 省 連絡 ・ 連 携 会 議 、 日 本 産 酒類 の 輸出 促進 連絡 会 議 、 輸出 戦略 実行 委員 
会 酒類 部 会 
( ア ) その 他 














スポ ー ツ 国際 戦略 連絡 会 議 、 科 学 技術 外交 推進 会 議 に メンバー ま た は オプ ザー バー と し て 参加 し 、 
実績 や 予定 等 の 関連 情報 を 共有 し た 。 













































































イ . その 他 の 省庁 等 と の 連携 
(人 文化 序 

文化 芸術 交流 分 野 に お いて 、 事 業 実施 の 重複 を 避け 、 効 果 的 な 連携 ・ 協 力 を 進め る た め 、 年 度 計 
画策 定時 お よび 時 宜 に 応じ て 、 情 報 共有 と 意見 交換 を 行っ た 。 ま た 、 文 化 庁 が 実施 する 文化 交流 使 
業 、 東 アジ ア 文 化 交流 使 事業 に 関し 、 海 外 で の ニー ズ 調 査 に 協力 する と 共に 、 基 金海 外事 務 所 が 
現地 で の 実施 協力 等 を 行っ た 。 さ ら に 、 タイ ・ バ ンコ ク に お ける 日 本 美術 展 「 日 本 美術 の あゆ み 一 
信仰 と くら し の 人 造形 一 」 を 文化 庁 他 と 共催 し 、 国 際 交 流 基 金 は バン コク 日 本 文化 セン ター を 中 心 に 
現地 活動 支援 を 担当 する な ど 、 そ れ ぞ れ の 強み を 生か し た 連携 と な っ た 。 





















































































































































( イ ) 連携 協定 に 基づく 効果 的 な 事業 展開 
独立 行政 法人 国際 観光 振興 機構 (JNTO) と は 、 連 携 協定 に 基づき 対日 理解 と 訪日 旅行 促進 に 向け 、 
基金 が 海外 で 行う 「 放 送 コ ン テ ン ツ 等 海外 展開 支援 事業 」 で の 訪日 プロ モー ショ ン 映 像 放映 や 、 訪 
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日 








(3) 


人 国際 観光 振興 機構 (JNTO) の 海外 
第 3 
Rh. 


ト 





人 以上 の 


に は 、 


の ほか 、 


行 会 話 』 


独立 行政 法人 日 
お ける 協力 等 の それ ぞ れ の 強み を 4 


(4) 
日 





旅行 促進 の た め の 冊 
告知 協力 、 
大 学 と の 協定 に 基づき 、 




















| 
「 ジ ャ ポニ スム 2018」 開催 
“日 本 語 パ ー ト 






































独立 行政 法人 国際 協力 機構 (JICO、3 
務 所 と の 共 











中 布 、 基 人 金 主催 「 サ 
準備 等 

















ナー ズ ” 派遣 





の 各 方 面 お いて 連携 
業 等 で より 効果 的 な 











< 人 日 





由 立行 政法 












































期 中 期間 中 (平成 24 有 





務 所 が 所 在 する 16 都市 中 








独立 行政 法人 国際 観光 振興 根 
同機 構 作成 の 訪日 観光 小 冊 
座 に て 同 
本 質 易 振興 機構 (JETRO) 
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基金 が 保有 する 研修 施設 の 稼働 率 








年 度 て 平成 28 年 度 ) 
ュー ヨー ク 、 メ キシ コシ ティ ー、 
) に お 
人 職員 に よる 観光 PR を 実施 し た 。 


E か し た 効果 的 な 


カイ 


ロ 
ヽ 











基金 事業 で 配布 、 

















\ て 各 法 人 と の 共 
る 構 (JNTOO と は 「 ジ ャ ポニ スム 2018」 開 催 準 備 ( 
『 








目 


本 禄 易 振興 機構 (JETRO) 及び 独立 行政 法 
] 化 又は 近接 化 
に お いて 、 
シド ニー、 ハノイ 、 ツウ ル の 計 10 都 市 (3 法 
有 化 ・ 近 接 化 を 実現 し た 。 平 成 29 和 』 








是 











ナン シ ャ ワー」 展 に 関す る 同 法人 海外 事務 所 に よる SNS 
准 を 進め た 。 そ の ほか 、 


各 自治 体 、 
業 展開 を 行っ た 。 
































バン コク 、 ジ ャ カル タ 、 マ ニラ 、 








E 度 
業 連携 
訪日 旅 




















こ 向 けた 
務 所 が 実施 する 


























基金 海外 

















と は 講演 会 、 





業 連 





連携 








向上 











語 国際 セ ンタ ー の 平成 29 有 














国際 文化 交流 
スカ ラ シ ッ プ プ 


め た 。 











業 (世界 の 子ども 
ログ ラム (主催 団 



































日 本 語 ネ ットワーク 推 
体 : JAL 財 


進 











本 映画 祭 








一 方 で 、 独 立 行政 法人 国際 協力 機構 JICA) 、 





を 区 





年 度 の 教室 稼動 率 は 100% で あっ た 。 外部 の 国際 交流 
業 (主人 


LET 

















、 各国 国際 見 本 市 の ブー ス 出 展 等 に 


図っ た 。 








団体 が 実施 する 
博 報 児 童 教 育 振 興 会 ) 、 JAL 























団体 : 
































団 ) な ど 4 件) 




















関 





実施 する ほか 、 


西国 際 セ ンタ ー の ヨ 











成 29 有 
近隣 地域 国際 交流 








団体 の 














kk 





を 実施 する 等 、 


に 協力 する 等 、 


年 度 の 教室 稼働 率 は 96% で あっ た 。 大阪 府 の 実施 する 
施設 の 効果 的 な 活 / 





交流 















































施設 の 効果 的 な 活用 に 努 

















衝 事 業 を 共催 
1 に 努め た 。 
































3 一 














3. 指摘 事項 へ の 対応 








ぐ 前 年 度 評価 結果 > 
0 29 年 1 




















、 上 具体 的 な 事業 連携 が 期待 され る 。 



































1 化 の 効果 を 事業 面 で も 生か すべ 

















月 に 実現 し た 国際 観光 振興 機構 と の 本 部 事務 所 共 











けた 





放送 や 、 両 法 RO 


Re 

前 述 の 通り 、 
No 
レビ 番組 の 海外 テレ ビ 局 へ の 無償 提供 ( 
所 に お いて 各種 の 











年 度 に 引続き 、 
お ける 


平成 28 有朋 




















業 連携 の ほか 、 














務 








対日 
業 連携 














理解 お よび イン バウ ンド 観光 の 促進 に 
を 進め て いる 。 特 

















で 連携 














向け た 独立 行政 法 
に 「 ジ ャ ポニ スム 2018」 実施 に 向 





こ あ わせ た 訪日 
協力 を 行っ た 。 


プロ モー ショ ン CM の 














ー4. 自己 評価 








3 
< 評 





ニー 





【 指 





定 と 根拠 > 
B 





評定 
根拠 : 
【 量 的 成果 の 根拠 】 





、 計 205 件 の 





標 8 一 1】 に つい て は 


242% を 達成 し た 。 





【 質 的 成果 の 根拠 】 











職員 




















修 参加 者 1, 012 人 を 得 


た た め 、 目 標 の 
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人 員 配 置 ・ 人 事 に 関す る 計画 に つい て は 、 政 策 要 請 に 基づく 大 型 事業 の 着実 な 実施 の た め に 、 機 動 
的 な 人 員 配 置 ・ 増 員 を 行っ た 。 特 に 「 ジ ャ ポニ スム 2018」 の 業務 量 拡大 に 対応 する た め 、 人 遇 体制 を 
重点 的 に 強化 する と と も に 、 組 織 改編 に あたっ た 。 ま た 、 オ ー ル ジャ パン の 取組 に 関し て は 、 特 に オ 
リン ピッ ク ・ パ ラリ ン ピ ッ ク 、 ク ー ル ジャ パン 戦略 推進 に お いて 、 ス ポー ツ 事 業 の 認証 癌 録 、 放 送 コ 
ン テ ン ツ 等 の 海外 放送 展開 事業 等 、 政 府 の 取組 に 積極 的 に 関与 し た 。 
また 、 独 立 行政 法人 国際 協力 機構 、 独 立 行政 法人 日 本 貿易 振興 機構 及び 独立 行政 法人 国際 観光 振興 
機構 の 海外 事務 所 と の 共用 化 又 は 近接 化 に つい て は 、 和 観光 フェ ア 、 講 演 会 、 日 本 祭 、 各 国 国際 見 本 市 
の ブー ス 出 展 等 の 各 事 業 面 に お ける 連携 を 進め 、 各 法人 の 強み を 生か し た 取組 を 図っ た 。 

その ほか 、 日 本 語 国際 セン ター お よび 関西 国際 シンター に つい て は 、 外 部 の 国際 交流 
が 実施 する 国際 文化 交流 事業 、 研修 










































































































































































































































































= 





体 、 自 治 体 
業 に 協力 する 等 、 施設 の 効果 的 な 活用 に 努め た 。 人 【 指 標 8 一 2】) 
















































































上 記 に より 、 所 期 の 目標 を 達成 し て いる と 自己 評価 する 。 











【 課 題 と 対応 】 
ジャ ポニ スム 事業 の 円 滑 な 実施 の た め に 、 更 な る 人 員 体 制 の 強化 を 進め る 。 マ ネジ メン ト の 強化 の 
た め に は 、 管 理 職 へ の 研修 だ け で は 十分 な 成果 を 上 げ ら れ な いた め 、 管 理 職 に 至る 過程 に お いて 職員 


の マネ ジメント 意識 を 潤 養 する た め 、 研 修 制度 の 構築 に 着手 する 。 





































































































3 一 5. 主務 大 臣 に よる 評価 















































































































































< 評定 と 根拠 > 
評定 B 
根拠 
定量 的 指標 (【 指 標 8 一 1】) に 関し て は 、 指 標 の 120% 以 上 (242%) を 達成 し た 点 、 評 価 で きる 。 
人 的 配置 や 組織 編成 に 関し て は 、 限 られ た 人 的 リツ ンー ス の 範囲 内 で 大 型 事 業 (ジャ ポニ スム 
2018」) や や 海外 職員 ・ 関 係 者 の 安全 確保 等 新た な 要請 に 応え る べく 、 機 動 的 な 人 員 配 置 ・ 組 織 再 編 を 
行い 、 同 時 に 既存 の 人 材 の 能力 強化 の た め に 各種 研修 を 実施 し た 点 、 評 価 で きる 。 な お 、 今後 の 計画 












































に お いて は 、 本 年 度 の 実績 を 踏ま えた 計画 値 と する こと も 検討 すべ き で ある 。 
関係 省庁 ・ 機 関 と の 協力 ・ 連 携 の 確保 ・ 強 化 に 関し て は 、 東 京 オ リン ピッ ク ・ パ ラリ ン ピ ッ ク 等 オ 
ー ル ジャ パン で 展開 され る 各種 施策 に 積極 的 に 関与 する と と も に 、 独 立 行政 法人 国際 協力 機構 、 独 立 
行政 法人 日 本 貿 易 振興 機構 及び 独立 行政 法人 国際 観光 振興 機構 の 海外 事務 所 と の 共用 化 、 近接 化 に つ 
いて は 、10 都市 で 各 法 人 と の 共有 化 、 近接 化 を 実現 (3 法人 以上 の 事務 所 が 所 在 する 都市 は 16 都市 ) 
し 、 そ の 成果 と し て 各地 で の 観光 フェ ア 、 国 際 見 本 市 の ブー ス 出 展 等 で 場面 に お いて 、 各 法人 間 で 連 
携 し つつ 取り 組み 、 効 果 的 な 事業 が 実現 で きた 点 、 評 価 で きる 。 ま た 、 今後 は ジャ パン ・ ハ ウス 所 在 
国 に お いて は 、 こ れ と の 連携 も 積極 的 に 進め て いく こと が 期待 され る 。 

保有 研修 施設 の 利用 促進 (【 指 標 8-2】) に つい て は 、 基金 の 事業 以外 に も 外部 の 国際 交流 団体 等 の 
業 実施 に 協力 する な ど し て 、 日 本 語 国際 セン ター の 教室 稼働 率 100%、 関 西国 際 セ ンタ ー の 教室 稼 
働 率 96% と 、 両 セン ター と も 高い 稼働 率 を 維持 し た 。 






























































































































































































































































以上 に よ 




















马 册 


り 、 評定 は B「 中 期 計画 に お ける 所 期 の 目標 を 達成 し て いる と 認め られ る 」 が 適当 で ある 。 








【 課 題 と 改善 方 策 】 
時 限 事業 で も や る アジ ア 文 化 交流 強化 事業 や ジャ 
等 の 財産 を 基金 の 本 来 業 務 で ある 文化 芸術 交流 











ポニ スム 2018 等 の 大 型 
業 、 日 本 語 教 育 





業 で 培 わ れ た 成果 経験 
業 、 日 本 研究 ・ 知 的 交流 事業 に も 
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還元 で きる よう 、 今 後 人 員 配 置 、 組 織 編 成 の 面 で の 工夫 が 必要 。 











に 、 機 
強 





























Pay 
































【 そ の 他 事 項 】 


有識者 の 主 な 意見 は 以下 の と お り 。 





























ア . 国際 環境 や 政策 の 変化 な どの 必要 に 応じ て 、 人 員 配 置 や 組織 編 1 
あり 、 具 体 的 に は マネ ジメント の 強化 や 専門 性 の 向上 を 目指 し 管理 職 6 
する ほか 、 外 国語 研修 等 専門 性 の 向上 に 寄与 する f 















































由 











また 、 限 られ た 人 的 リソー ス の 中 で 政策 的 要請 に 基づく 大 型 


















































業 等 、 拡 大 する 業務 に 対応 する た め 
的 な 人 材 配置 、 組 織 再 編 に 取り 組ん で いる 一 方 で 、 ワ ー ク ライ フ ・ バ ラン ス に 関す る 取組 の 
化 や 環境 整備 の 面 が 後回し と な り が ち で ある 点 が 懸念 され る 。 




















骨 を 柔軟 に 見 直す と いう も の で 









































修 及 び 3 年 目 職 員 研 修 を 実施 
































29 年 度 の 実績 1.012 人 を 考慮 し て 新た な 目標 設定 を する べき で は な いか 。 


























修 機会 な ど を 提供 し 、 研修 へ の 参加 者 に つい て 数 
E 間 419 人 以上 を 目標 と し て いる 。 この 点 、1.012 人 (2429%) の 参加 が あり 評価 で きる 。 な お 、 平 
成 30 年 度 の 年 度 計画 に お いて は 、 目標 を 平成 29 年 度 の 目標 と 同村 











ト 

















ト 


E 419 人 と し て いる が 、 本 来 、 平成 





イ . JETRO や JNTO、JICA 等 と の 関係 に つい て も 重複 を 排除 する デマ ケ の 発想 で な く 、 各 組織 の 強み 














を むす び つ け て シナ ジー を 生み 出す 発想 で 、 日 




















ウ . アジ ア 文 化 交流 強化 




















本 の 対外 発信 、 対 外 関与 を 強化 し て いく こと が 望ま し 
い 。 今後 本 格 運用 され る Japan House と の 連携 や 相互 補完 に つい て も 積極 的 に 進め る こと を 期待 する 。 




















業 や ジャ ポニ スム 事業 な ど 、 期 間 限 定 の 業務 ( 
が 、 ア ー ト マネ ジメント 分 野 の 人 材 育成 に つなが る こと を 期待 








F『 し た い 。 




















こ 対 応 す る た め の 人 材 確保 














4. その 他 参 考 情報 
(予算 と 決算 の 差額 分 析 、 









































務 所 別 実績 分 析 な ど 、 必 要 に 応じ て 欄 を 設け 記載 ) 
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『 価 書 
項 / そ の 他 業 務 運 営 に 関す る 重要 




















ロ 山 


























独立 行政 法人 国際 交流 基金 平成 29 年 度 評価 項目 別 自己 
業務 運営 の 効率 化 に 関す る 事項 / 財 務 内 容 の 改善 に 関す る 
項 ) 


フト 







































































0 





務 及 び 事 業 に 関す る 基本 情報 

















No. 9 業務 運営 の 効率 化 、 適 正 化 











当該 項目 の 重要 度 、 難 易 度 























関連 する 政策 評価 ・ 行 政事 業 


















































































































































































































































レビ ュー 
2. 主要 な 経年 デー タ 
二 達成 平成 平成 平成 平成 平成 
0 目標 | で 上 | 29 年 度 | 30 年 度 | 31 年 度 | 32 年 度 | 33 年 度 
【 指 標 9 】 一 般 管 全 4A 
理 費 及び 運営 費 | 計画 値 | 1.35 % 1.35 % 
交付 金 を 充当 す 以上 以 上 
る 業務 経費 の 対 | 、 全 
前 年 度 比 削減 率 | 四 7.679 
達成 度 0 
国家 公務 員 給 与 | 実績 値 117.1 
9092 
パイ レス 指数 下段 カ (99. 8) 
ッ コ 内 
は 地域 ・ 
学歴 補 
正和 后 
総 人 件 費 ( 百 万 | 実績 値 2, 328 
]) 百 万 円 
パリ 日 本 文化 会 | 実績 値 77% 
館 の 催し スペ ー 
ス 稼働 率 
競争 性 の な い 随 | 実績 値 59.0% 
意 契 約 比率 (件 数 /59.1% 
ベー ス )/ 人 金額 ベー 
ス ) 
一 者 以下 応札 の | 実績 値 47 件 
件 数 (うち 、 一 者 (46 件 ) 
応札 件 数 ※) 
※「 調 達 等 合理 化 計 画 」 の 様式 に 合わ せ 「 一 者 以下 応札 の 件 数 」 と し 、「0 者 (入札 不調 ) 」 を 含め た 。 


























下段 カッ コ 内 は 「! 一 者 応札 」 の み の 件 数 。 
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3 一 1. 各 事 業 年 度 の 業務 に 係る 目標 、 





計画 、 主 な 評価 指標 




















【 中 期 目 標 】 
(2) 業務 運営 の 効率 化 、 適 正 化 
ア 経費 の 効率 化 


























中 期 目 標 期 間 中 、 業 務 の 質 の 確保 



































(特別 業務 費 及 び 人 件 費 を 除く 。) の 
この 他 、 各 年 度 以降 で 新た に 必要 と な り 運 営 費 交付 金 を 充当 し て 行う 














に つい て 、 毎 事業 





し つつ 、 一 般 管 理 費 及 び 運 営 費 交付 金 を 充当 する 業務 経費 
E 度 1.35% 以 上 の 効率 化 を 達成 する 。 
つい て も 、 翌 年 度 か ら 














3 























イ 人 件 費 管理 の 適正 化 





年 1.35% 以 上 の 効率 化 経費 に 加え る 。 

















木 














給与 水準 に つい て は 、 国 家 公 務 員 の 給与 水準 も 十分 に 考慮 し 、 手 当 を 含め た 役職 員 給 与 の 在り 方 に 





つい て 厳格 に 検証 を 行っ た 上 で 、 引 き 続き 給与 水準 の 適正 化 を 図る 。 そ の 上 で 、 各 
準 及び その 合理 性 ・ 妥 当 性 を 公表 する 。 
































ウ 保有 資産 の 必要 性 の 見 直し 




















ほか 、 本 来 業 務 に 支障 の な い 和男 鞍 


























態 把握 に 基づき 、 基 金 が 保有 し 続け る 必要 が ある か を 厳し く 検証 し 、 支 障 の な い 限 り 、 














を 行う も の と する 。 
エ 調達 方 法 の 合理 化 




















独立 行政 法人 に お ける 調達 等 合理 化 の 
基づき 調達 等 合理 化 計 画 を 策定 し 、 こ れ に 基づく 取組 を 確実 に 実施 する 。 
また 、 外 部 有識者 等 か ら な る 契約 監視 委員 会 ( 















































基金 の 保有 する 資産 に つい て は 、 


































































































惨 組 の 推進 に つい て (平成 27 年 5 月 25 日 総 


























こよ る 点検 を 踏ま そえ つつ 、 競 争 情 























【 中 期 計画 】 
(2) 業務 運営 の 効率 化 、 適 正 化 
ア 経費 の 効率 化 




















減 を 更に 徹底 する 等 、 引 き 続 き 調達 等 の 改善 に 努め る 。 





























中 期 目 標 期間 中 、 業 務 の 質 の 確保 に 留意 し つつ 、 一 般 管 理 費 及び 運営 費 交付 金 を 充当 する 業務 経費 























(特別 業務 費 及 び 人 件 費 を 除く 。) の 合計 に つい て 、 毎 事業 
この 他 、 各 年 度 以降 で 新た に 必要 と な り 運 営 費 交付 金 を 充当 し て 行う 





























せら 























イ 人 件 費 管理 の 適正 化 









































性 ・ 妥 当 性 を 公表 する 。 
ウ 保有 資産 の 必要 性 の 見 直し 






































介 








ほか 、 本 来 業 務 に 支障 の な い 範 書 











年 1.35% 以 上 の 効率 化 経費 に 加え る 。 
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経済 合理 
と 金 の 資産 の 実 











介 





業 年 度 の 給与 水 

















細 な 資産 情報 の 公表 を 引き 続き 行う と と も に 、 資 産 の 利用 度 の 
で の 有効 利用 可能 性 の 多 宴 、 効 果 的 な 処分 、 
点 に 沿っ て 、 そ の 保有 の 必要 性 に つい て 不断 に 見 直し を 行う も の と する 。 そ の 上 で 、 





生 と いっ た 観 














上 の な い 随 意 契 約 の 前 




















給与 水準 に つい て は 、 国 家 公 務 員 の 給与 水準 も 十分 に 考慮 し 、 手 当 (職員 の 在勤 ヨ 
門 員 、 日 本 語 専門 家 等 の 職員 以外 の 在勤 | 








証 を 行っ た 上 で 、 引 き 続 き 給与 水準 の 適 」 








刻 る 。 そ の 上 で 、 各 

















基金 の 保有 する 資産 に つい て は 、 


















































F 当 、 海外 運営 専 
F 当 を 含む 。) を 含め 役職 員 給 与 の 在り 方 に つい て 厳格 に 検 
業 年 度 の 給与 水準 及び その 合理 























国 へ の 返納 等 
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E 度 1.35% 以 上 の 効率 化 を 達成 する 。 
つい て も 、 翌 年 度 か ら 
































細 な 資産 情報 の 公表 を 引き 続き 行う と と も に 、 資産 の 利用 度 の 
で の 有効 利用 可能 性 の 多 朗 、 効 果 的 な 処分 、 





経済 合理 性 と いっ た 観 








点 に 治っ て 、 そ の 保有 の 必要 性 に つい て 不断 に 見 直し を 行う も の と する 。 そ の 上 で 、 基 金 の 資産 の 実 














態 把握 に 基づき 、 基 金 が 保有 し 続け る 必要 が ある か を 厳し く 検証 し 、 支 障 の な い 限 り 、 














を 行う も の と する 。 
エ 調達 方 法 の 合理 化 ・ 適 正 化 




















独立 行政 法人 に お ける 調達 等 合理 化 の 』 



































芝 組 の 推進 に つい て (平成 27 年 5 月 




















国 へ の 返納 等 








大 臣 決 定 ) に 
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務 ・ 





基づき 、 基 金 の 




















調達 等 の 改善 に 努 め る 。 





業 の 特 まえ た 調達 等 
実施 する 。 ま た 、 外 部 有識者 等 から な る 契約 了 


アン ス 強 化 ユ ニッ ト に よる 点検 を 通じ て 、 競 争 性 の 


























3 
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3 











合理 化 計画 を 策定 し 、 
員 会 に よる 点検 を 路 3 3 
の な い 随 意 契 約 の 削減 を 更に 徹底 する 等 

















a 
部 コン プラ イ 
引き 続き 








年 度 計 画 】 








ア 経費 の 効率 化 





以下 の よう な 方 法 に より 、 業 務 の 質 の 1 
業務 経費 (特別 業務 費 及 び 人 件 

















する 。 


























この 他 、 各 年 度 以降 で 新た に 必要 と な り 運 
年 1.359% 以 上 の 効率 化 経費 に 加え る 。 




















イ 人 件 費 管理 の 適正 化 














之 
(2) 業務 運営 の 効率 化 、 適 正 

















費 を 除く 。) の 合計 に つい て 、 

















准 保 に 留意 し つつ 、 








業 の 実施 規模 ・ 内 容 の 効率 化 に より 経費 の 削減 を 図る 。 
・ 契 約 の 競争 性 、 調 達 の 合理 化 の 推進 に より 経費 の 削減 を 図る 。 
業 参加 者 に よる 適切 な 負担 確保 、 




















共催 機関 と の 経費 分 担 な ど びに より 基金 























テー 


母 : 






























































門 員 、 日 本 語 専門 家 等 の 職員 以外 の 在 














給与 水準 に つい て は 、 国 家 公務 員 の 給与 水準 も 十分 に 考慮 し 、 





勤 ヨ 




















証 を 行っ た 上 で 、 引 き 続 き 給与 水準 の 適正 化 を 図る 。 そ の 上 で 、 


公表 する 。 








ウ 保有 資産 の 必要 性 の 見 直 






































点 に 沿っ て 、 そ の 保有 の 必要 
づき 、 基 金 が 保有 し 続け る 必要 が ある か を 上 厳しく 検証 し 、 
エ 調達 方 法 の 合理 化 ・ 適 正 
調達 等 合理 化 の 』 
業 の 特性 を 踏 3 

















独立 行政 法人 に お ける 


基づき 、 基 金 の 事務 ・ 














実施 する 。 ま た 、 外 部 有識者 等 
よる 点検 を 通じ て 、 競 争 情 


アン ス 強 化 ユ ニッ ト に 











調達 等 の 改善 に 努め る 。 新 た に 競 

















基金 の 保有 する 資産 に つい て は 、 
ほか 、 本 来 業 務 に 支障 の な い 単 






































細 な 資産 情報 の 公表 を 引き 続き 行う と と も に 











営 費 交付 金 を 充当 し て 行う 
































FE 当 を 含む 。) を 含め 役職 






































で の 有効 利用 可能 性 の 多 宮 、 効 果 的 な 処分 











仁 に つい て 不断 こ 見 直し を 行う 。 そ の 上 で 、 基 金 




















支障 の な い 限 り 、 国人 加 返 和 和 








到 組 の 推進 に つい て ( 平 




















E え た 調達 等 合 
か ら な る 契約 了 視 委員 会 に よる 点検 を 暗 ま え 
E の な い 随 意 契 約 の 削減 を 更に 徹底 する 等 、 
性 の 無い 随意 契約 を 締結 する こと と な る 案件 













































































理 部 コン プラ イア ンス 強化 ユニ ッ ト の 点検 を 受け る 。 











さと 


用 








き 続き 、 後に お け 


に お ける アン ケー ト の 実施 、 












































比 計画 を 偽 定 し 





























平成 29 年 度 に お いて は 、 年 度 独立 























行政 法人 国際 交流 基 























実 な 実施 、 












































契約 監視 委員 
I 達 に か か る 手続 き TC 




















RR DUET また 、 
する 点検 を 強化 し 、 一 者 応札 ・ 











縮減 を 図る こと で 、 業 務 運 




















勤 手当 、 海 外 運 営 
人 


給与 水準 及び その 人 理性 ・ 災 交 当 性 を 





営 費 交付 金 を 充当 する 
年 度 1.35% 以 上 の 効率 化 を 達成 























総務 大 臣 決定 ) 【 
-了 和 
部 コン プラ イ 
引き 続き 
に つい て は 、 全 て 経 











基 


用 度 の 
N 
长 把 握 ! 
『 を 行う 。 


本 
・ 応 募 案 件 
諸 方 策 を 
連続 し て 一 者 応札 に な っ た 案件 
営 の 一 層 の 効率 化 を 区 





に 対 














【 主 な 評価 指標 











(関連 指標 ) 











【 指 標 9】 一 般 管 理 費 及び 運 
【 指 標 10】 給与 水準 の 適正 化 の 取組 状況 








交付 金 を 充当 する 業務 経費 の 対 前 年 度 











・ 国 家 公 務 員 給与 と 比較 し た ラス パイ レス 指数 




















・ 総 人 件 費 








【指标 11】 保 有 資 産 の 効率 的 な 活用 状況 の 定期 的 な 検証 ・ 見 直し 
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(関連 指標 ) 

・ バ パリ 日 本 文化 会 館 の 催し スペ ー ス 稼働 率 

【指标 12】 新た に 競争 性 の 無い 随意 契約 を 締結 する こと と な る 全て の 案件 に つい て 経理 部 コン プラ イ 
アン ス 強 化 ユ ニッ ト に よる 点検 を 受け る 。 

(関連 指標 ) 

・ 競 争 性 の な い 随 意 契約 比率 

・ 一 者 以下 応札 の 件 数 (うち 、 一 者 応札 件 数 ) 



























































3 一 2. 業務 実績 
(1 ) 経費 の 効率 化 
一 般 管 理 費 に つい て は 、 平 成 28 年 度 に 実施 し た 独立 行政 法人 国際 観光 振興 機構 (JNTO) と の 本 部 
務 所 共用 化 な どの 特殊 妥 因 に か か る 経費 の 減 、 運 営 費 交付 金 を 充当 する 業務 経費 に つい て は 、 事 業 
の 規模 ・ 内 容 の 見 直し や 固定 的 経費 の 効率 化 を 進め た こと 等 の 理由 に より 、 合 計 で 前 年 度 に 比べ て 
7.67% の 減 と な っ た 。 




































































































































































(単位 : 千 円 ) 














平成 28 年 度 | 平成 294 
ミミ (基準 額 ) 計画 額 

一 般 管理 費 (※1) 926, 640 697, 591 875, 102 
8 度 増 減額 一 全 229, 049 全 51, 538 
二 平成 28 年 度 増 減 率 ー 全 24. 72% 全 5. 56% 
寸 金 在 充当 才 厂 业务 经 费 (※2) 9, 814, 698 9, 326, 491 9, 042, 006 
局 度 増減 額 = 全 488, 207 全 772, 692 
| 对 平成 28 年 度 增 减 率 | 全 全 4. 9790 全 7. 8790 
























































10, 741, 338 10, 024, 082 9, 917, 108 

度 増減 額 ー 全 717, 256 全 824, 230 

度 増減 率 一 4A6. 68% 全 7. 67% 

※1 第 4 期中 期 目 標 期間 に お いて 効率 化 の 対象 外 と され た 国内 人 件 費 を 除く 。 

※2 第 4 期中 期 目 標 期 間 に お いて 効率 化 の 対象 外 と され た 国内 人 件 費 ・ 在 外人 件 費 ・3 
正 予算 に よる 新規 政策 増 経費 を 除く 。 
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成 29 年 度 補 





















































(2) 人 件 費 管理 の 適正 化 

給与 制度 の 適切 な 運用 に よる 抑制 努力 を 継続 し 、 ラ スパ イレ ス 指 数 は 117.1 (地域 ・ 学 歴 換算 補正 
後 99.8) と な り 前 年 度 に 比べ て 2.3 ポイ ント (地域 ・ 学 歴 換算 補正 後 で は 1.6 ポイ ント ) 下降 し た 。 
ラス パイ レス 指数 下降 の 原因 は 、 個 別 の 人 事 異 動 に 伴う も の 。 
また 、 総 人 件 費 は 2, 328 百 万 円 と な り 、 前 年 度 に 比べ て 103 百 万 円 増 力 し た が 、 ア ジア 文化 交流 強 
化 事 業 、 放 送 コ ン テ ン ツ 海 外 展 開 支援 事業 及び ジャ ポニ スム 事業 に 的 確 に 対応 する た め に 人 上 員 を 強化 
し た こと 、 ま た 国家 公務 員 の 給与 増 に 準拠 し 給与 を 改定 し た こと が 主 な 要因 で ある 。 

上 記 給 与 水 準 と 総 人 件 費 に つい て は 、 総 務 省 、 人 事 院 か ら 示 され る ガイ ドラ イン 等 に 即 し て 情報 を 
公表 し て お り 、 平 成 29 年 度 分 も 平成 30 年 6 月 29 日 に ホー ムペ ー ジ に お いて 公表 予定 で ある 。 

職員 、 海 外 運営 専門 員 ・ 日 本 語 専門 家 等 の 在勤 手当 に つい て は 、 民 間 と の 比較 調査 や 国家 公務 員 の 
在勤 手当 の 動向 も 踏ま えて 検証 を 行っ た 結果 、 現 行 の 国家 公務 員 準 拠 方 式 に 合理 性 が ある と 判断 され 
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た た め 、 今 後 も 現行 方 式 に より 在勤 手当 の 水準 を 管理 する こと と し た 。 























(3) 保有 資産 の 必要 性 

















と と も に 、 資 産 の 利 / 
























































調達 方 法 の 合理 化 ・ 適 1 


の 見 直し 
国際 交流 基金 の 保有 する 資産 に つい て は 、 財 務 諸 表 に お 
H 度 の ほか 、 本 来 業 
経済 合理 性 と いっ た 観点 に 沿っ て 、 そ の 保有 の 必要 性 に つ 











E 化 











TI 
ピ 



































( ア ) 平成 29 年 度 の 国 

















国際 交流 基金 に お ける 
の 大 半 は 、 下 記 に 述べ る 基金 








RN 
际 交流 

















成 29 有 

















務 に 支障 の な い 範 囲 で の 有効 利 ) 


千 際 交流 基金 の 「 独 立 行政 法人 に お ける 調達 等 合 理化 の 』 
総務 大 臣 決定 ) に 基づく 調達 等 の 合理 化 の 取組 状況 に つい て は 、 以 下 の と お り で ある 。 




















基金 の 契約 状況 
E 度 の 契約 状況 は 、 表 1 の と お り で あり 、「 競 争 性 の な い 随 意 契 約 」 
























































る を 得 な い 」 も の に 該当 する 契約 で ある 。 





























\ て 詳細 な 資産 情報 の 公表 を 引き 続き 行う 
] の 可能 性 、 効 果 的 な 処分 、 
\ て 見 直 し を 行っ た 。 





区 組 の 推進 に つい て 」( 平 成 27 年 5 月 25 












































業 の 特性 か ら 、 国 際 交 流 基金 会 計 規 程 上 の 「 真 に 随意 契約 に よら ざ 



























































































































































表 1 平成 29 年 度 の 国際 交流 基金 の 契約 状況 (単位 : 件 、 億 円 ) 
平成 28 年 度 平成 29 年 度 比較 増減 
件 数 金額 件 数 金額 件 数 金額 
競争 入札 等 216 20.38 168 16.02 全 48 全 4. 36 
(34.0%) (21. 5%) (34. 6%) (31. 5%) (0. 6%) (10. 0%) 
企画 競争 ・ 36 5.16 31 4. 80 全 5 全 0. 36 
公募 (5.7% (5. 4%) (6. 4%) (9. 4%) (0. 7%) (4. 0%) 
競争 性 の ある 252 25. 54 199 20.82 全 53 全 4. 72 
契約 (小計 ) (39. 7%) (26. 9%) (41. 0%) (40. 9%) (1. 3%) (14. 0%) 
競争 性 の な い 383 69.56 286 30.04 全 97 全 39. 52 
随意 契約 (60.3% (73.1%) (59. 0%) (59. 1%) (全 1. 3%) | (4A14.0% 
Ave 635 95.10 485 50.86 全 150 全 44. 24 
(100.0%) | (00.0%) | G00.0%) | (00.0% 
※1 計数 は 、 そ れ ぞ れ 四 捨 王 入 し て いる た め 、 合 計 に お いて 一 致し な い 場 合 が ある 。 
※2 「 比 較 増 人 減 」 欄 の カッ コ 内 は 、 平 成 29 年 度 の 対 平成 28 年 度 伸 率 で ある 。 








国際 交流 基金 に お いて は 、 
・ 公 演 事 業 や 他 
今 以上 に 明確 に 区 分 し 、 そ の 上 で 契約 全体 に 
と の 指摘 を 受け た こと を 踏 3 
「 基 金 





会 より 、「 映 




















得 な いも の (以下 、 
































本 





成 23 年 度 の 業務 実紀 

















体 と の 共催 事業 等 の 
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成 24 年 度 に 契 
基金 会 計 規程 に お いて 、 
図り 、 以 下 の と お り 、 





評価 に お いて 、 人 外務 省 独立 行政 法人 評価 委員 






































「 真 に 随意 契約 に よら ざる を 得 な いも の 」 を 




















業 の 特性 に より 
E に よる 随意 契約 」) と 、 そ れ 以 外 の 理 
た も の を 明確 に 区 分 し て 整理 を 行っ て きた が (当該 分 類 は 
得 て い る ) 、 平 成 27 年 度 に お いて は 、 さ ら に 、 
契約 を より 明確 に 区 分 する た め 、 そ の 類型 化 を 
ヽ 、 同 年 度 中 に 同 規 程 を 施行 し た 。 





























基金 








占め る 競争 入札 等 の 目標 比率 を 見 直す こと も 必要 で あ 
まえ 、 随 意 契 約 の うち 、 基 金 


随意 契約 に よら ざる 
に より 随意 契約 と な 
約 監視 委員 会 の 了承 
業 の 特性 に よる 随 
計 規 程 の 一 部 改正 を 





















































随意 契約 の 小 分 類 (国際 交流 基金 会 計 規 程 第 25 条 第 1 项 第 1 号 (契約 の 性 質 又 は 目的 が 競争 入札 に 適 
さ な い と き ) に 当たる 契約 の 類型 ) 






















































































































































































































































































基金 の 事業 特性 か ら 「 真 に | ア . 著作 権 保持 者 か ら の 映画 ・ テ レビ 素材 購入 、 上 映 権 ・ 放 映 権 購入 
随意 契約 に よら ざる を 得 | イ . 展示 事業 企画 制作 ・ 美 術 品 の 購入 
な い 」 契 約 の 類型 和 
MO ウ 、 外国 に 派遣 する 公演 団 と の 派遣 和 約 
エ . 共同 で 事業 を 実施 する 共催 契約 
オ . 基金 拠点 が な い 外 国 で の 契約 
それ 以外 の 「 真 に 随意 契約 | カ . 事務 所 の 賃貸 借 及 び こ れ に 関連 する 契約 
に よら ざる を 得 な い ] 契約 エキ 、 公共 料金 (提供 を 行う こと が 可能 な 業者 が 一 の 場合 に 限る 。) 
の 類型 
ク . その 他 
基金 事業 の 特性 に よる 随意 契約 の 類型 は 上 記 の と お り で ある が 、 こ れ に 該当 する 随意 契約 を 除い 





























こ 「 競 争 性 の な い 随 意 契約 」 と 「 競 争 性 の ある 契約 」 と の 対比 表 は 、 以 下 の 表 2 の と お り で あり 、 
競争 性 の ある 契約 」 の 割合 が 、 全 体 の 約 7 割 を 占め る 。 平 成 28 年 度 と 比較 し て 、「 競 争 性 の な い 
随意 契約 」 の 割合 が 、 件 数 、 金 額 と も に 増加 し て いる が (件 数 は 7.49%% の 増 、 金 額 は 5.59% の 増 )、 
主 に 日 本 能力 試験 関連 の 業務 委託 や 展示 事業 関連 の 業務 委託 な どの よう に 、 取 扱 業者 が 限定 され る 
調達 が 増加 し た こと に よる も の で ある 。 







































































































































































































































































表 2 基金 事業 の 特性 に よる 随意 契約 を 除外 し た 対比 表 (単位 : 件 、 億 円 ) 
平成 28 年 度 平成 29 年 度 比較 増減 
件 数 金額 件 数 金額 件 数 金額 

競争 性 の あ 252 25. 54 199 20. 82 全 53 全 4. 72 
る 契約 (79. 5%) (79. 1%) (72. 1%) (73. 6%) (全 7. 4%) (45.5%) 
競争 性 の な 65 6.76 77 7.47 12 0.71 
い 随 意 契 約 (20. 5%) (20. 9%) (27. 9%) (26. 4%) (7. 4%) (5. 5%) 

Re 317 32.30 276 28. 29 全 41 全 4. 01 

(100.0%) | (100.0% | (00.0%) | Q00.0% 



































※1 計数 は 、 そ れ ぞ れ 四 捨 一 入 し て いる た め 、 合 計 に お いて 一 致し な り い 場合 が ある 。 
※2 「 比 較 増 人 る 減 」 欄 の カッ コ 内 は 、 平 成 29 年 度 の 対 28 年 度 伸 率 で ある 。 

































































( イ ) 平成 29 年 度 の 国際 交流 基金 の 一 者 応札 ・ 応 募 状 況 

国際 交流 基金 に お ける 平成 29 年 度 の 一 者 応札 ・ 応 募 の 状況 は 、 表 3 の と お り で あり 、 平 成 28 年 
度 と 比較 し て 、 一 者 応札 ・ 応 募 に よる 契約 は 、 件 数 、 金額 と も に 増加 し て いる (件 数 は 9.7% の 増 、 
金額 は 9.7% の 増 )。 主 な 要因 は 、 取扱 業者 の 少な い 日 本 語 教 育 関連 の 業務 委託 や 開発 業者 以外 の 参 
入 意 欲 が 低い 既存 シス テム の 運用 ・ 保 守 の 業務 委託 な ど 、 業 務 内 容 等 に より 受注 可能 な 業者 が 限 凡 
され る 調達 が 増加 し た こと に よる も の で ある 。 

な お 、 平 成 29 年 度 の 一 者 応札 ・ 応 募 47 件 の うち 19 件 は 、 平 成 28 年 度 か ら 平 成 29 年 度 に また 
が る 継続 契約 で あり 、 平 成 29 年 度 に 新規 に 発生 し た 一 者 応札 ・ 応 募 は 28 件 (全体 の 14. 1%%) で あ 
る 。 
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表 3 平成 29 年 度 の 国際 交流 基金 の 一 者 応札 ・ 応 募 状況 (単位 : 件 、 億 円 ) 







































































平成 28 年 度 平成 29 年 度 比較 増減 
2 者 以上 件 数 217 (86.1%) 152 (76.49%) | 全 65 (49.7%) 
金額 21.78 (85.39%) 15.74 (75.6%) 全 6. 04 (49.7%) 
1 者 以 下 件 数 35 (13.9%) 47 (23.6%) 12 (9.7%) 
金額 3.76 (14.7%) 5.07 (24.49%) 1.31 (9.7%) 
2 件 数 252 (100.0%) 199 (100.0% 全 53 
金額 25.54 (100.0 め 20.82 (100. 0%) 全 4. 73 



































※1 計数 は 、 そ れ ぞ れ 四 捨 五 入 し て いる た め 、 合 計 に お いて 一 致し な い 場 合 が ある 。 
※2 合計 欄 は 、 競 争 契約 (一 般 競争 、 指 名 競争 、 企 画 競争 、 公 募 ) を 行っ た 計数 で ある 。 
※3 「 比 較 増 人 4 減 」 欄 の カッ コ 内 は 、 平 成 29 年 度 の 対 平成 28 年 度 伸 率 で ある 。 




























































































※4 「1 者 以下 」! = は 「0 者 (入札 不調 )」 を 含む (平成 28 年度: 件 数 2 件 、 金額 0.20 億 円 、 平成 
29 年 度 : 件 数 1 件 、 金額 0. 02 億 円 )。 

イ . 平成 29 年 度 に お いて 重点 的 に 取り 組ん だ 分 野 

( ア ) [平成 29 年 度 独立 行政 法人 国際 交流 基金 調達 等 合理 化 計 画 」 に お いて は 、 重 点 的 に 取り 組む 分 















































野 を 以下 の 5 点 と し た 。(【 】 は 評価 指標) 
① 平成 26 年 10 月 1 日 付け 「 独 立 行政 法人 の 随意 契約 に 係る 務 に つい て 」 (総務 省 行政 局 
長 ) を 受け 、 平 成 27 年 度 に お いて 基金 会 計 規 程 の 一 部 改正 を 行い 、 基 人 金 事業 の 特性 に よる 随 
契約 の 類型 を 基金 会 計 規 程 に 明記 し 、 基 人 金 の 事業 の 特性 に より 生じ る 随意 契約 と 、 それ 以 
の 理由 に よる 随意 契約 と を 明確 に 区 分 する 整理 を 行っ た 。 平 成 29 年 度 に お いて は 、 改 正 後 
規程 に 基づき 運用 を 行い 、 信 正 性 ・ 透 明 性 を 確保 し つつ 合理 的 な 調達 を 実施 する こと と す 
。【 契 約 監視 委員 会 に お ける 評価 】 
② 平成 29 年 1 月 に 独立 行政 法人 国際 観光 振興 機構 (JNTO) と の 本 部 事務 所 共用 化 が 行わ れ た と 
ころ 、 物 品 及 び 役 務 の 調達 に 関し 、 共 同調 達 に 努め 、 経 費 の 削減 及び 事務 処理 の 効率 化 を 目 
旧 す 。【 検 討 ・ 実 施 結果 】 
③ 一 者 応札 ・ 応 募 に 関し て は 、 年 間 調 達 予定 案件 概要 の 前 広 な 周知 の 徹底 、 一 者 応札 ・ 応 募 案 
件 発生 時 の アン ケー ト 実 施 と 要因 分 析 な ど に より 、 予 防 と 再発 防止 に 向け た 取組 を 実施 する 
と と も に 、 契 約 監視 委員 会 に お いて 報告 する 。 平 成 29 年 度 に お いて は 、 一 者 応札 ・ 応 募 に な 
っ た 案件 に つい て 、 事 業者 に 対し て 、 事 業 内 容 に 応じ た 電話 等 に よる ヒア リン グ 又 は 任意 の 
アン ケー ト 調 査 を 実施 し 、 そ の 結果 を 参考 と する と と も に 、 参 入 拡 大 の た め の 点 検事 項 を 活 
用 し 、 一 者 応札 ・ 応 募 と な っ た 要因 を 分 析 し 、 改善 策 を 自律 的 に 検討 する 取組 を 強化 する 。 【 検 
討 ・ 実 施 結果 】 
④ 契約 監視 委員 会 の 提言 を 踏ま ほえ 、 平 成 27 年 度 に 随意 契約 の 契約 相手 方 の 選定 基準 、 選 定 プ ロ 
セス 、 選 定理 由 等 を より 明確 化し た が 、 平 成 29 年 度 は これ を 確実 に 実行 し 、 契 約 の 適正 性 に 
つい て より 一 層 の 可視 化 を 図る 。【 検 討 ・ 実 施 結果 】 
⑤ 障害 者 就労 施設 等 か ら の 物品 等 の 優先 調達 に つい て は 、「 障 害 者 就労 施設 等 か ら の 物品 等 の 
達 の 推進 に 関す る 基本 方 針 (平成 25 年 4 月 23 日 開 議決 定 )」 に 基づい て 定め た 調達 方 針 に 基 
に PE の 障害 者 就労 施設 等 か ら の 物品 等 の 調達 件 数 、 金 額 】 
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( イ ) 上 記 重 点 的 に 取り 組む 分 野 に 関し 、 以 下 の と お り 、 そ れ ぞ れ の 状況 に 即 し た 調達 の 改善 及び 
務 処 理 の 効率 化 に 努め た 。 

① 前 記 の ( ア ) ① に 記載 の と お り 、 基 金 事業 の 特性 か ら 「 真 に 随意 契約 に よら ざる を 得 な い 」 

契約 の 類型 を 基金 会 計 規 程 に お いて 明確 化す る た め に 、 基 人 金 会 計 規 程 の 一 部 改正 を 平成 27 年 
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度 中 に 実施 し 、 








平成 28 4 






























































基づき 運用 を 行い 、 公 
































E3 月 30 日 
E 性 ・ 透 明 性 を 確保 し つつ 谷 





か ら 施 行 済み 。 


























































































































的 な 調 



































平成 29 年 度 に お いて は 、 改 正 後 の 規 程 に 

















達 を 


























実に 実施 し た 。 同 取組 に 









































































































































































































































































































































































































































































































































つい て は 、 契 約 監視 委員 会 に お いて 、 契 約 手 続き の 透明 性 ・ 公 正 性 の 向上 に つなが る と の 評 
価 を 受け て いる 。 
② 本 部 事務 所 共用 化 に 関し 、 独 立 行政 法人 国際 観光 振興 機構 (JNTO) と 共同 調達 を 1 件 実施 し 
た 。 今後 も JNTO と 協議 し な が ら 、 共 同調 達 の 実施 に 努め 、 経 費 の 削減 及び 事務 処理 の 効率 化 
を 図る こと と し て いる 。 
③ 一 者 応札 ・ 応 募 に な っ た 案件 に つい て 、 事 業者 に 対し て 、 事 業 内 容 に 応じ た 電話 等 に よる ヒ 
アリ ング 又は 任意 の アン ケー ト 調 査 を 実施 し 、 そ の 結果 を 参考 と する と と も に 、 参 入 拡 大 の 
た め の 点 検事 項 を 活用 し 、 一 者 応札 ・ 応 墓 と な っ た 机 因 を 分 析 し 、 改 善 筑 を 自律 的 こ 検討 す 
る 取組 を 強化 し た 。 今後 も 、 継 続 的 に この 取組 を 強化 する こと と し て いる 。 
④ 契約 監視 委員 会 の 提言 を 踏ま そえ 、 平 成 27 年 度 に 随意 契約 の 契約 相手 方 の 選定 基準 、 選 定 プ ロ 
セス 、 選 定理 由 等 を より 明確 化し た が 、 平 成 29 年 度 は これ を 確実 に 実行 し 、 契 約 の 適正 性 に 
つい て より 一 層 の 可視 化 を 行っ た 。 今後 も 、 同 様 の 取組 に 努め る こと と し て いる 。 
⑤ 平成 29 年 度 に お ける 障害 者 就労 施設 等 か ら の 物品 等 の 調達 状況 は 、 表 4 の と お り で あり 、 平 
成 28 年 度 と 比較 し て 、 件 数 、 金 額 と も に 減少 し て いる 。 
表 4 平成 29 年 度 の 国際 交流 基金 の 障害 者 就労 施設 等 か ら の 物品 等 の 調達 状況 
(単位 : 件 、 千 円 ) 
平成 28 年 度 平成 29 年 度 比較 増減 
契約 件 数 39 35 全 4 
契約 金額 6, 903 5, 254 全 1, 649 
ウ . 調達 に 関す る ガバ ナン ス の 徹底 
お に お いて は 、 調 達 に 関す る ガバ ナ 
ンス の 徹底 と し て 以下 の 3 点 を 計画 し た (【 】! PO 
① 随意 契約 に 関す る 内 部 統制 の 確立 
新た に 随意 契約 を 締結 する こと と な る 案件 に つい て は 、 事 前 に 基金 内 に 設置 され た 「 経 理 部 コ 
ンプ ライ アン ス 強 化 ユ ニッ ト (総括 責任 者 は 経理 担当 理事 )」 に 報告 し 、 基 金 会 計 規 程 に お ける [ 真 
に 随意 契約 に よら ざる を 得 な い 」 契約 の 類型 と の 整合 性 や 、 よ り 競 争 性 の ある 調達 手続 の 実施 の 
可否 の 観点 か ら 点 検 を 受け る こと と する 。 
た だ し 、 緊 急 の 必要 に より 競争 に 付す る こと が で き な い 場合 等 止む を 得 な いと 認め られ る 場合 
は 、 事後 的 に 報告 を 行い 、 その 適否 を 点検 する こと と する 。 【 経 理 部 コン プラ イア ンス 強化 ユニ ッ 
ト に よる 点検 件 数 等 】 
② 不祥事 の 発生 の 未然 防止 ・ 再 発 防止 の た め の 取 組 
a. 当 基 金 で は 、 こ れ ま で 調達 に 関す る 「 会 計 実務 マニ ュ ア ル 」 を 作成 する と と も に 、 職 員 を 対象 




















と し た 定期 的 な も 





















































職員 間 で の 定着 状態 
を 踏ま えた 研修 衣 
また 、 





マニ ュ ア ル の 改訂 を 毎年 1 




















修 (会 計 実務 研修 ) を 行っ て いる 。 1 


マニ ュ ア ル の 内 容 に つい て 人 逸脱 が 無 
回 行う 。【 検 討 ・ 実 施 結 果 】 
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[ 画 の 見 直し を 行う 。【 検 討 ・ 実 施 結果 、 ア ン ケ ー ト 結果 】 
いか 、 情報 が 古く な いか 等 の 観点 か ら チ ェ ッ ク を し 、 





修 に つい て は 、「! 会 計 実 務 マ ニュ アル 」 の 
号 を チェ ッ ク す る と と も に 、 改善 の た め の ア ン ケ ー ト を 実施 し 、 そ れ ら の 結果 
































b.「 政 府 関係 法人 会 計 事務 職員 研修 」 や 「 政 府 出資 法人 等 内 部 監査 業務 講 
に 経理 部 及び 監査 室 の 職員 を 参加 させ る 。 ま た 人 外部 講師 を 招い て の 研修 ・ 講 





























契約 ・ 会 計 実 務 の 知識 


得 


























( イ ) 上 記 調 達 に 関す る ガバ ナン ス の 徹底 に 関し 、 随 意 契 約 の 適 1 
両立 を 図る 観点 か ら 、 以 下 の と お り 、 体 制 の 整備 や 1 








① 随意 契約 に 関す る 内 部 統制 の 確立 





























平成 29 年 度 に お いて も 、 新 た に 随意 契約 を 締結 する こと と な る 案 信 





プラ イア ンス 強化 ユニ ッ ト 」 で 点検 を 行っ た 。 平成 29 有 








ユニ ッ ト に よる 点検 件 数 は 453 件 で ある 。 

















② 不祥事 の 発生 の 未然 防止 ・ 再 発 防止 の た め の 取 組 











「 会 計 実務 マニ ュ ア ル 」 の 更新 作業 、2 
ト を 、 そ れ ぞ れ 実 施し た 。 ア ン ケ ー ト の 


a. 












































































































































回 の 会 計 実 務 

















修 、 併 せ て f 























習 会 」 な どの 外部 f 











修 
































財 や 専門 性 向上 に 努め る 。【 検 討 ・ 実 施 結果 】 





E な 締結 及び 迅速 か つ 効 果 的 な 
到 組 を 行っ た 。 























上 に つい て は 、 
EF 度 に お ける 経理 部 コン プラ イア ンス 強化 


義 を 行う こと に より 


調達 の 








「 経 理 部 コン 





修 改 善 の た め の ア ン ケ ー 
結果 を 踏ま る え 、 財 務 会 計 シ ステ ム へ の 入力 に 関す る 











修 























時 間 を 増やす な ど 、 次 年 度 の 研修 計画 の 見 直し を 行っ た 。 
b. 「 政 府 関係 法人 会 計 事 務 職 員 研 修 」 に 経理 部 職員 2 名 を 参加 させ 、 ま た 「 政 府 出資 法人 等 内 部 
監査 業務 講習 会 」 に 経理 部 職員 1 名 を 参加 させ 、 職 員 の スキ ル ア ッ プ に 役立て る と 共に 、 研 修 内 
容 を 基金 内 で 共有 し た 。 

エ . 平成 29 年 度 中 に 契約 監視 委員 会 を 3 回 開催 し 、 議 事 概 要 を ホー ムペ ー ジ 上 で 公開 し た 。 主 な 点 











検 内 容 は 以下 の と お り で ある 。 
( ア ) 全 契 約 を 対象 と し て 5 つの 類型 (前 




















回 競争 性 の な い 随 意 契 約 で あっ た 契約 、 前 


募 で あっ た 契約 、 随 意 契 約 、 一 般 競争 ・ 指 名 競争 入札 、 企 画 競争 ・ 公 募 ) に 分 類 














抽出 し た 放 
並び に 入 本 
の 適正 性 等 に つ 








L の 経緯 等 に つい て 、 
‘て 点検 し た 。 
































( イ ) 平成 29 年 度 に 新た に 発生 し た 一 者 応札 ・ 応 募 案 件 に つい て 点検 し た (前 
し L・ 応 募 と な っ た 6 件 に つい て は 重点 的 に 点検 を 行っ た )。 


生 、 契 約 相 手 方 並び に 再 委託 先 と の 間 に 人 的 交流 、 











者 応 
( ウ ) 9 件 の 再 委託 案件 に つい て 、 

















業務 上 の 必要 




















回 一 者 応札 ・ 応 
し 、 各 分 類 か ら 








「 13 件 を 対象 に 、 一 般 競 争 ・ 指 名 競争 入札 に つい て は 参加 資格 の 設定 及び 指名 の 理 











また 随意 契約 に つい て は 随意 契約 理 









































の 妥当 性 、 














並び に 契約 価格 





























回 入札 か ら 連 続 し て 一 


資本 出資 等 の 長期 継続 的 関係 等 を 点検 し た ( 再 委託 率 が 50% 以 上 の 高 率 と な っ て いる 案件 に つい 











一 
< 


て は 、 特 に 再 委 託 を 行う 業務 範 








轩 上 必要 性 | 

















つい て も 点検 を 行っ た )。 


























(エエ) [平成 28 年 度 国際 交流 基金 調達 等 合理 化 計 画 」 の 自己 評価 、「 平 成 29 年 度 国際 交流 基金 調 中 











合理 化 計 画 」 の 策定 に つい て 点検 し た 。 

















オ . 契約 監視 委員 会 の 主たる 指摘 事項 へ の 対応 







































































( ア 


ュ ン 


平成 27 年 度 の 契約 監視 委員 会 に お いて 、 共催 
額 と な る も の に つい て 随意 契約 を 締結 する 場合 に は 、 
の 目 か ら 見 て 理解 が 















































業 の 相手 方 と の 契約 に 関し 、 特に 契約 金額 が 


FE 性 の 観点 に お いて 、 一 般 市 








透明 性 や 公 3 
得 ら れる か どう か を 常に 意識 し て お く こ と が 











[ 要 で あり 、 選 定 














高 
民 
基準 ・ 選 考 経 








緯 に つい て 記録 を 残し て お く こ と が 望ま し いと の コメ ント が 委員 会 か ら あ っ た 。 これ を 踏ま え 、 




































































































































































共催 事業 に お ける 共催 相手 方 選定 プロ セス 選定 理 
手 方 選定 プロ セス 選定 理 
契約 の 適正 性 に つい て より 一 層 の 可視 化 を 図っ た 。 
( イ ) 契約 監視 委員 会 の これ まで の 意見 に 基づく 取組 、 ま た は 意見 を 
め の 取 組 を 、 以 下 の 通り 継続 実施 し た 。 






































a. 入札 時 の 適正 な 公告 期間 の 確保 
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の 考え 方 を 整理 し 、 ま た 随意 契約 の 契約 相 
に つい て も 、 平 成 28 年 度 か ら 委 員 会 審議 資料 に 記載 する こと に より 、 


実に 契約 業務 に 反映 させ る た 





b. 仕様 書 の 更 な る 明確 化 と こ れ に 基づく より 現実 的 な 予定 価格 の 作成 
c. 内 部 職員 向け 「 会 計 実 務 マ ニュ アル 」 の 改訂 
4 会計 実 務 研修 プロ グラ ム 

































































3 一 3. 指摘 事項 へ の 対応 





< 前 年 度 評価 結果 > 

⑧ 本 法人 の 事業 の 特性 上 、 随 意 契 約 の 割合 が 高い こと が 直ちに 不適 切 と は 言え な い が 、 随 意 契 約 と す 
る 基準 や 理由 等 に つい て 引き 続き 透明 化 を 図っ て いく と と も に 、 競争 性 の ある 契約 に 変更 が 可能 な 
も の に つい て は 移行 する 等 、 引 き 続 き 取組 を 進め る こと が 必要 。 

候 内 部 統制 の た め の 取 組 に つい て は 、 必 要 な 規定 の 整備 が 完了 し 、 内 部 統制 委員 会 の 新設 等 運用 の 段 
階 に 至っ て いる と ころ で あり 、 引 き 続 き そ の 運用 状況 と チェ ッ ク し な が ら 、 改 善 を 図っ て いく こと 
が 必要 。 





















































































































































Nl 




















ぐ 前 年 度 評価 結果 反映 状況 > 

人 @ 基 金 事業 の 特性 か ら 「 真 に 随意 契約 に よら ざる を 得 な い 」 契約 の 類型 を 基金 会 計 規程 に お いて 明確 
化す る た め に 、 基 人 金 会 計 規 程 の 一 部 を 平成 27 年 度 に 改正 し 、 施 行 済 み 。 平 成 29 年 度 に お いて は 、 
改正 後 の 規 程 に 基づき 運用 を 行い 、 公 正 性 ・ 透 明 性 を 確保 し つつ 合理 的 な 調達 を 着実 に 実施 し た 。 

@ (内 部 統制 の た め の 取 組 に つい て は 、「No. 12 内 部 統制 の 充実 ・ 強 化 」p. 126 に 記載 ) 


ーー 




































































































































































昌 三 趟 站 电击 和 而 








評定 と 根拠 > 

評定 _B 

根拠 : 

1 

【 指 標 9】 に か か る 経費 の 効率 化 に つい て は 、 数 値 目標 ( 毎 事業 年 度 1.35%% 以 上 の 効率 化 ) を 達成 し 
で ゆる 。 












































【 質 的 成果 の 根拠 】 

1) 人 件 費 管理 の 適正 化 【 指 標 10】 

総 人 件 費 は アジ ア 文 化 交流 強化 事業 、 放送 コン テン ツ 海 外 展開 支援 事業 及び ジャ ポニ スム 事業 に 的 
礁 に 対応 する た め に 人 員 を 強化 し た こと と 国家 公務 員 の 給与 増 に 準拠 し 給与 を 改定 し た こと に より 
肖 加 し た が 、 給 与 水準 は 地域 ・ 学 歴 を 換算 補正 し て 国家 公務 員 と 同 水準 で あり 、 適 正 と いえ る 。 
























































dy 




















































































































(2) 保有 資産 の 必要 性 の 見 直し 【 指 標 11】 

保有 資産 に つい て も 適切 に 公表 し 、 資 産 の 利用 度 の ほか 、 本 来 業 務 に 支障 の な い 範 囲 で の 有効 利 
の 可能 性 、 効 果 的 な 処分 、 経 済 合理 性 と いっ た 観点 に 沿っ て 、 そ の 保有 の 必要 性 に つい て 適切 に 見 直 
し を 行っ た 。 























ali 













































































(3) 調達 方 法 の 合理 化 ・ 適 正 化 【 指 標 12】 

契約 監視 委員 会 の 提言 を 踏ま え 、 平 成 27 年 度 に 随意 契約 の 契約 相手 方 の 選定 基準 、 選 定 プ ロ セ ス 、 
選定 理由 等 を より 明確 化し た が 、 平 成 29 年 度 は これ を 確実 に 実行 し 、 契 約 の 適正 性 に つい て より 一 
層 の 可視 化 を 行っ た 。 ま た 、【 指 標 12】 に つい て は 、 経 理 部 コン プラ イア ンス 強化 ユニ ッ ト で 453 件 
の 点検 を 行っ 7 
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上 記 に より 、 所 期 の 目標 を 達成 し て いる と 自己 評価 する 。 

3 一 5. 主務 大 臣 に よる 評価 

評定 と 根拠 > 
評定 _B 
根拠 ・ 

定量 的 指標 で ある 業務 経費 の 対 前 年 度 比 削 減 率 (【 指 標 9】) に 関し て は 、 目標 値 で ある 1.35% 以 上 
の 効率 化 を 大 幅 に 上 回 る 7.67% の 効率 化 を 実現 し た 点 評 価 で きる 。 

人 件 費 管理 の 適正 化 (【 指 標 10】) に 関し て は 、 総 人 件 費 は ジャ ポニ スム 2018 等 、 大 型 事 業 対応 の 
た め の 人 員 強 化 等 が 要因 と な り 若 干 増額 し た も の の 、 国 家 公 務 員 給与 と 比較 し た ラス パイ レス 指数 は 
前 年 度 に 比べ て 2.3 ポイ ント 下降 の 117.19%、 ま た 地域 ・ 学 歴 を 換算 補正 し た 指数 は 1.6 ポイ ント 下 








降 の 99. 8% と 適正 。 








保有 資産 の 必要 
いる 。 
調達 方 


まえ た 基金 

















ご づ 


























情 





E の 見 直し (【 指 標 11】) に 関 

















の 合理 化 に 関し て は 、 ポ 
会 計 規 程 の 一 部 改 
され て お り 問 題 な い 。 ま た 、 昨 年 度 に 比べ て 競争 性 の な い 随意 契約 の 
(414.0%) と も に 減少 し て いる 。 

















成 2 
こ 基 づき 








ーー 











7 年 度 に 行っ た 基金 


確実 な 運用 を 行い 、 



































ご づ 












































し て は 、 保有 の 必要 性 を 見 









































直し つつ 、 適切 に 対応 し て 





事業 の 特性 に よる 随意 契約 の 類型 化 を 踏 








また 前 述 の 類型 化 に 基づく 「 真 に 随意 契約 に よら ざる を 


契約 監視 委員 会 に お いて も 、 有朋 








組 は 評価 
合 は 、 件 数 (41.3%) 、 金額 
得 な い 」 














| 


[=] 


















































契約 を 除外 し た 場合 の 競争 性 の な い 随 意 契 約 の 割合 は 、 件 数 7.4%)、 人 金額 (5.5%) と も に 増加 し 
て いる も の の 、3 割 以下 の 水準 を 維持 し て いる が 、 引 き 続 きこ れ ら の 関連 指標 の 改善 に は 取り 組む 必 
要 が ある 。 

以上 に より 、 評定 は B「 中 期 計 画 に お ける 所 期 の 目標 を 達成 し て いる と 認め られ る 」 が 適当 で ある 。 
【 課 題 と 改善 方 策 】 








随意 契約 の 類型 


化 を 進め 、 


基 



























































































































































金 事業 の 特性 に より 随意 契約 
に よる 随意 契約 を 明確 に 区 分 し て 、 競争 





"性 の な い 随 意 契 約 




















と な ら ざ る を 得 な いも の と それ 以外 の 理 


を 肖 





| 減 す べく 努力 し て いる 点 は 評価 で き 













































































る も の の 、 ま だ 「 真 に 随意 契約 に よら ざる を 得 な い 」 契約 を 排除 し た 場合 の 競争 性 の な い 随 意 契 約 が 
全体 の 3 割 近 く あ る と ころ 、 引 き 続 き 公 正 性 ・ 透 明 性 を 確保 し た 調達 を 行う べく 努力 する 必要 が ある 。 
【 そ の 他 事 項 】 

有識者 の 主 な 意見 は 以下 の と お り o 

ア . 調達 方 法 の 適正 化 に つい て は 、「 真 に 随意 契約 に よら ざる を 得 な い 」 契 約 の 類型 を 規程 で 明確 
化す る な どの 取組 を 行っ た が 、 結 果 的 に 、 随 意 契約 の 割合 が 前 年 度 比 で 増加 し 、 ま た 一 者 応札 ・ 応 募 
の 割合 も 前 年 度 比 で 増加 する な ど 、 今後 も 一 層 の 改善 が 必要 で ある 。 

イ . 人 件 費 の 総額 管理 は 必要 で ある が 、 教 育 や 人 事 政策 に より 、 基 金 の 使命 を 達成 する た め に 人 材 








の 質 を 上 げ て いく こと が 不可 欠 で ある 。 学 会 や 大 学 等 と の 組織 的 な が パートナー シッ プ に より 、 同 じ 費 
H で より 大 き な パ フォ ー マ ン ス を 上 げ る 努力 も 求め た い 。 
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4. その 他 参 考 情 
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(予算 と 決算 の 差 
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務 所 別 実績 

















分 析 な ど 、 必 要 に 応じ て 欄 を 設け 記載 ) 
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独立 行政 法人 国際 交流 基金 平成 29 年 度 評価 項目 別 自己 
業務 運営 の 効率 化 に 関す る 事項 / 財 務 内 容 の 改善 に 関す る 
項 ) 


フト 








『 価 書 
項 / そ の 他 業 務 運 営 に 関す る 重要 
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1 . 当 事 務 及び 事業 に 関す る 基本 情報 
No. 10 財務 内 容 の 改善 


当該 項目 の 重要 度 、 難 易 度 





























関連 する 政策 評価 ・ 行 政事 業 
EE a 

















2. 主要 な 経年 デー タ 








29 年 度 | 30 年 度 | 31 年度 | 32 年 度 | 33 年 度 








指标 竺 基准 值 






































山 


3 一 1. 各 事 業 年 度 の 業務 に 係る 目標 、 計 画 、 主 な 評価 指標 
【 中 期 目 標 】 
5. 財務 内 容 の 改善 に 関す る 
1 ) 財務 運営 の 適正 化 
運営 費 交付 金 を 充当 し て 行う 業務 に つい て は 、「4. 業務 運営 の 効率 化 に 関す る 事項 」 で 定め た 事 
項 に 配慮 し た 中 期 計画 の 予算 、 収 支 計画 及び 資金 計画 を 作成 し 、 当 該 予算 等 に 基づき 事業 の 質 の 確保 
に 留意 し 、 適 正 な 予算 執行 管理 を 行う 。 ま た 、 毎 年 の 運営 費 交付 金額 の 算定 に つい て は 、 各 年 度 期 末 
の 運営 費 交付 金 債務 残高 等 の 発生 要因 を 分 析 し た 上 で 、 茂 格 に 行う も の と する 。 
(2) 安全 性 を 最 優先 し た 資金 運用 
運用 資金 の 運用 に つい て は 、 安 全 性 を 確保 し た 上 で その 収入 の 確保 及び 向上 に 努め る 。 な お 、 日 米 
セン ター 事業 等 支払 が 外国 通貨 で 行わ れる 事業 に つい て は 、 必要 に 応じ て 外貨 建 債 券 に よる 運用 も 行 
い 、 事 業 収入 の 確保 を 図る 。 資 金 の 運用 に 当たっ て は 、 法 人 財政 を 台 損 し な いよ うな 資産 構成 と な る 
よう 基金 内 に 設置 され て いる 資金 運用 府 問 委員 会 に 意見 を 求め る と と も に 、 同 委員 会 の 定期 的 な 点検 
等 を 踏ま えて 運用 を 実施 し 、 法 人 財政 の 健全 性 確保 に 努め る 。 
【 中 期 計画 】 
3. 財務 内 容 の 改善 に 関す る 
1 ) 財務 運営 の 適正 化 
運営 費 交付 金 を 充当 し て 行う 業務 に つい て は 、「2. 業務 運営 の 効率 化 に 関す る 事項 」 で 定め た 事 
項 に 配慮 し た 中 期 計画 の 予算 、 収 支 計画 及び 資金 計画 を 作成 し 、 当 該 予算 等 に 基づき 事業 の 質 の 確保 
に 留意 し 、 適 正 な 予算 執行 管理 を 行う 。 ま た 、 毎 年 の 運営 費 交付 金額 の 算定 に つい て は 、 各 年 度 期 末 
の 運営 費 交付 金 債務 残高 等 の 発生 要因 を 分 析 し た 上 で 、 茂 格 に 行う も の と する 。 
(2) 一 般 寄 附 金 の 受入 れ 
業 活動 一 般 に 対す る 寄附 金 の みな ら ず 、 個 別 の に つい て も 民間 か ら の 寄附 金 受入 れ を 引 
き 続 き 推 進 し て いく 。 ま た 、 運用 資金 に 充て る こと を 目的 と し た 民間 出 え ん 金 と し て の 寄附 金 に つい 
て も 、 受 入れ を 行う 。 
(3) 安全 性 を 最 優先 し た 資金 運用 
運用 資金 の 運用 に つい て は 、 安全 性 を 確保 し た 上 で その 収入 の 確保 及び 向上 に 努め る 。 な お 、 日 米 
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セン ター 事業 等 支払 が 外国 通貨 で 行わ れる 事業 に つい て は 、 必要 に 応じ て 外貨 建 偵 券 に よる 運用 も 行 
い 、 事 業 収入 の 確保 を 図る 。 資金 の 運用 に 当たっ て は 、 法 人 財政 を 台 損 し な いよ うな 資産 構成 と な る 
よう 基金 内 に 設置 され て いる 資金 運用 府 問 委員 会 に 意見 を 求め ある と と も に 、 同 委員 会 の 定期 的 な 点検 


等 を 踏ま えて 運用 を 実施 し 、 法 人 財政 の 健全 性 確保 に 努め る 。 



























































性 













































































SS 







































































4. 予算 、 収 支 計画 及び 資金 計画 
(1 ) 予算 
別紙 の と お り 
(2) 収支 計画 
別紙 の と お り 
(3) 資金 計画 
別紙 の と お り 












































5. 短期 借入 金 の 限度 額 
短期 借入 金 の 計画 な し 












































. 不要 財産 又は 不要 財産 と な る こと が 見 込ま れる 財産 が ある 場合 に は 、 当 該 財産 の 処分 に 関す る 

















6 
画 
な な し 

















7. 前 項 の 財産 以外 の 重要 な 財産 を 譲渡 し 、 又 は 担保 に 供し よう と する と き は 、 そ の 計画 
な し 


























8 剰余 金 の 使途 

決算 に お いて 剰余 金 が 発生 し た と き は 、 文 化 芸術 交流 事業 の 推進 及び 支援 、 海 外 に お ける 日 本 語 
育 ・ 学 習 基 盤 の 整備 、 海 外 日 本 研究 ・ 知 的 交流 の 推進 及び 支援 、 国 際 文 化 交流 へ の 理解 及び 参画 の 促 
進 と 支援 等 の た め に 必要 な 事業 経費 に 充て る 。 な お 、 運 営 費 交付 金 で 賭 う 経費 の 節減 に より 生じ た 利 
益 に 係る 目的 積立 金 の 使途 に つい て は 、 上 記 の うち 運営 費 交付 金 で 賭 う 経費 に 限る (別途 措置 され る 
補助 金 等 で 賭 う 経費 を 除く 。) も の と する 。 






































































































































【 年 度 計画 】 
3. 財務 内 容 の 改善 に 関す る 
1) 財務 運営 の 適正 化 
運営 費 交 付 金 を 充当 し て 行う 業務 に つい て は 、「2. 業務 運営 の 効率 化 に 関す る 事項 」 で 定め た 事 
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項 に 配慮 し た 年 度 計画 の 予算 、 収 文 計画 及び 資金 計画 を 作成 し 、 当 該 予算 等 に 基づき 事業 の 質 の 確保 
こつ いて も 分 析 を 行う 。 





















































に 留意 し 、 適 正 な 予算 執行 管理 を 行う 。 運 営 費 交付 金 債務 残高 等 の 発生 要 
2 ) 一 般 寄 附 金 の 受入 れ 

一 般 に 対す る 寄附 金 の みな ら ず 、 個 別 の に つい て も 民間 か ら の 寄附 金 受入 れ を 引 
運用 資金 に 充て る こと を 目的 と し た 民間 出 え ん 金 と し て の 寄附 金 に つい 





























に ンー 
ラ に 1 ロ 























業 活 
き 続き 推進 し て いく 。 ま た 、 
て も 、 受 入れ を 行 う 。 

(3) 安全 性 を 最 優先 し た 資金 運用 
運用 資金 の 運用 に つい て は 、 安全 性 を 確保 し た 上 で その 収入 の 確保 及び 向上 に 努め る 。 な お 、 日 米 
セン ター 事業 等 支払 が 外国 通貨 で 行わ れる 事業 に つい て は 、 必要 に 応じ て 外貨 建 債券 に よる 運用 も 行 
い 、 事 業 収入 の 確保 を 図る 。 資金 の 運用 に 当たっ て は 、 法 人 財政 を 明 損 し な いよ うな 資産 構成 と な る 
よう 基金 内 に 設置 され て いる 資金 運用 許 問 委員 会 に 意見 を 求め る と と も に 、 同 委員 会 の 定期 的 な 点検 




































































































































































































































































-121- 


























等 を 踏ま えて 運用 を 実施 し 、 法 人 財政 の 健全 性 確保 に 努め る 。 





























4. 予算 、 収 支 計画 及び 資金 計画 
(1) 予算 
別紙 1 の と お り 
(2) 収支 計画 
別紙 1 の と お り 
(3) 資金 計画 
別紙 1 の と お り 






































5. 短期 借入 金 の 限度 額 










































































短期 借入 金 の 計画 な し 

6. 不要 財産 又は 不要 財産 と な る こと が 見 込ま れる 財産 が ある 場合 に は 、 当 該 財産 の 処分 に 関す る 計 
画 

な し 











7. 前 項 の 財産 以外 の 重要 な 財産 を 譲渡 し 、 又 は 担保 に 供し よう と する と き は 、 そ の 計画 
7 な し 
































8. 剰余 金 の 使途 

決算 に お いて 剰余 金 が 発生 し た と き は 、 文 化 芸術 交流 事業 の 推進 及び 文 援 、 海 外 に お ける 日 本 語 
育 ・ 学 習 基盤 の 整備 、 海外 日 本 研究 ・ 知 的 交流 の 推進 及び 支援 、 国際 文化 交流 へ の 理解 及び 参画 の 促 
進 と 支援 等 の た め に 必要 な 事業 経費 に 充て る 。 な お 、 運 営 費 交 付 金 で 賭 う 経費 の 節減 に より 生じ た 利 
益 に 係る 目的 積立 金 の 使途 に つい て は 、 上 記 の うち 運営 費 交付 金 で 賭 う 経費 に 限る (別途 措置 され る 
補助 金 等 で 賭 う 経費 を 除く 。) も の と する 。 


【 主 な 評価 指標 】 





















































































































































3 一 2. 業務 実績 
(1) 財務 運営 の 適正 化 
運営 費 交付 金 を 充当 し て 行う 業務 に つい て 、 平 成 28 年 度 より 適用 を 開始 し た 業務 達成 基準 に 基 づ 
き 、 適 切な 予算 配分 と 執行 管理 に 努め た 。 

平成 29 年 度 の 運営 費 交付 金 予算 は 、 当 年 度 予算 12, 735, 354 千 円 と 、 平 成 29 年 度 補正 予算 で 措置 
され た 「 グ ラス ルー ツ か ら の 日 米 関係 強化 事業 」 及 び 「 放 送 コ ン テ ン ツ 海 外 展開 支援 事業 」 の 予算 
2, 348, 428 千 円 の 合計 15, 083, 782 千 円 を 財源 と し て 、 12, 635, 001 千 円 を 執行 し た 。 運営 費 交付 金 の 執 
行 率 は 83. 779% で あっ た (た だ し 、 上 記 補 正 予算 分 を 除い た 当初 予算 の み の 執 行 率 は 97. 18%) 。 
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【 参 考 情報 】「 独 立 行政 法人 に お ける 経営 努力 の 促進 と マネ ジメント 強化 に つい て 」 (平成 30 年 3 月 
30 日 付 。 総 管 査 第 10 号 ) に 基づく 「 目 的 積立 金 等 の 状況 」 に つい て 。 
(単位 : 百 万 円 、%) 
平成 29 年 度 末 平成 30 年 度 未 | 平成 31 年 度 未 | 平成 32 年 度 末 平成 33 年 度 末 
( 初 年 度 ) (最終 年 度 ) 
前 期中 期 目 標 期間 繰越 積立 金 3, 413 
的 積立 金 0 
積立 金 0 
うち 経営 努力 認定 相当 額 
その 他 の 積立 金 等 0 
運営 費 交付 金 債務 2, 120 
当期 の 運営 費 交付 金 交 付 額 a) 15, 084 
うち 年 度 未 残高 (b) 2, 449 
当期 運営 費 交付 金 残存 率 (ba) 16.23% 
(2) 一 般 寄附 金 の 受入 れ 
ア . 一 般 寄 附 金 の 受入 れ に つい て は 、 前 年 度 実績 額 82, 400 千 円 及び 当年 度 計画 額 31, 022 千 円 (平成 
24 へ ~27 年 度 の 実績 額 の 平均 ) を 大 きく 上 回 る 175, 684 千 円 を 受け 入れ た 。 大 幅 な 増額 と な っ た 主 
な 要因 は 、 平 成 30 年 度 に 開催 され る 「 ジ ャ ポニ スム 2018」 の 開催 に 対し て 、 民 間 企 業 3 社 より 計 
100, 000 千 円 の 寄付 金 を 受領 し た こと 等 に よる 。 
それ 以外 に は 、「 東 南ア ジア に お ける 日 本 語 教 育 支援 」 に 対し て 民間 企業 か ら 40,000 千 円 、「 ロ 
シア で の 日 本 研究 支援 」 に 民間 企業 か ら 24, 000 千 円 な どの 一 般 寄 附 金 を 受入 れ た 。 
i Eis gi 
. 資金 の 運用 に つい て は 、 中 長期 的 収入 の 安定 と 各 事 業 年 度 の 必要 収入 の 確保 と いう 両面 に 考慮 し 
CC 資金 の 運用 は 、「 資 金 運 uk 
計画 」 (毎年 度 決定 ) に つい て 資金 運用 論 間 委員 会 (外部 の 専門 家 か ら な る 理事 長 の 府 間 機関 ) 1 
誠 っ た うえ で 、 法 令 等 に より 指定 され た 債券 の 3 ち 規 定 の 取得 基準 を 満た す 格付 の 高い も の の み 対 
象 に し て いる 。 
平成 29 年 度 は 償還 され た 債券 等 の 再 投資 と し て 、 額 面 600 百 万 円 分 (うち 10 年 債 : 600 百 万 円 ) 
の 円 貨 債券 、1, 000 百 万 円 分 の 円 貨 預 金 (15 年 定期 預金 500 百 万 円 、20 年 定期 預金 500 百 万 円 ) 
及び 、 額 面 5, 400 万 米ドル 分 (すべ て 10 年 の 米国 債 ) の 外貨 債券 購入 を 行っ た 。 運 用 は 国際 交流 
基金 自身 が 実施 し 、 運用 委託 は 行っ て いな い 、。 平成 29 年 度 運用 収入 実績 額 は 790 百 万 円 (計画 額 : 
801 百 万 円 ) で あっ た 。 
な お 、 前 年 度 来 、 関 係 省 と 協議 し て いた 外貨 建 債券 の 運用 枠 の 拡大 (米国 債 に つい て 運用 枠 を 従 
前 の 運用 資金 (609 億 円 ) の 15% か ら 45% へ の 引き 上 げ ) が 9 月 に 外務 大 臣 通 知 に より 認め られ た 。 
これ を 受け て 、 下 期 に お いて 資金 運用 府 問 委員 会 に も 誠 っ た うえ で 、 円 資産 か ら の 振替 え を により 額 


面 4, 600 万 米ドル の 外貨 債 (0 年 の 米国 債 ) を 購 


内 数 )。 
































. 平成 30 各 
政法 人 通則 法 ( 
定 を 受け て いな 
原因 は 、 譲 渡 情 


E 3 月 

































































、 平成 29 旬 





E 度 の 資金 運用 に 

































































以下 、「 通 則 法 
い 金 融 機 関 ) 
E 預 金 の 預入 ( 








に 対し 、 譲 渡 情 
こ 際 し 、 運 ) 








に 関し 、 国際 交流 基 
」 と いう ) 第 47 条 に 定 

















用 先 金 融 機関 の 信 / 


め る 要件 
上 預金 の 預入 を 行っ て 





> 








金 法 第 16 条 第 工 卫 
を 具備 しない 運 ) 



































入 し た (前 述 の 額面 5, 400 万 米ドル 分 の 米国 債 の 











が 








有用 する 独立 行 




















先 





(主務 大 臣 の 指 






































の 、 法 令 が 定め 














る 主務 ブ 





臣 に よる 指 





j 度 ( 格 

















定 D 有 和 无 〇 人 确 衣 








mw が 不 注 


意 に よ 








-123- 








いた こと が 判 8 








けけ ) に つい て 確 




















月 し た 。 本 件 の 発生 
EF 設 を 行っ だ も の 


りな され て いな か っ た こと に よる 


ul 


办 


も の で あっ た 。 
国際 交流 基金 で 











は 、 








案 の 判明 後 、 遅 滞 な く 主 務 大 臣 に 報告 する と と も に 、 平 成 30 年 度 に 入っ 


























て 、 関 係 者 へ の コン プラ イア ンス 遵守 に 関す る 指導 、 内 部 監査 の 強化 等 の 再発 防止 策 を 行い 、 関 与 
し た 役職 員 に 対し 人 事 上 の 処分 を 実施 し た 。 ま た 、 本 件 に よっ て 生じ た 279, 397 円 の 利子 収入 に つ 
いて は 、 今 後 、 所 定 の 手続 き に 沿っ て 国庫 返納 を 行う 予定 で ある 。 



































(4) 予算 、 収 支 計 画 及 び 資 














当年 度 の 予算 、 収 支 計画 及び 資金 計画 を 作成 し 、 そ れ ら に 基づき 、 適 正 な 予 











5) 短期 借入 金 の 














限度 額 






































8) 剰余 金 の 使途 





金 (目的 積立 金 ) 


















































金 計画 






































以下 (5) ~ (7) は 計画 無し ) 

















6) 不要 財産 又は 不要 財産 と な る こと が 見 込ま れる 財産 が ある 場合 に は 、 当 該 財産 の 処分 に 関す る 
十 画 [ 






































7) 前 項 の 財産 以外 の 重要 な 財産 を 譲渡 し 、 又 は 担保 に 供し よう と する と き は 、 そ の 計画 
































は な し 











該当 な し (独立 行政 法人 通則 法 第 44 条 第 3 項 に より 中 期 計 画 で 定め る 使途 に 充て る こと が で きる 剰 
了 














3 一 3. 指摘 事項 へ の 対応 

















ぐ 前 年 度 評価 結果 > 











業務 達成 基準 の 適 









































【 


用 を 受け た 精密 な 投入 費用 の 監理 と 適切 な 予算 配分 の た め 、 他 法人 の 取組 な ども 






































参考 に 十分 な 検討 ・ 対 応 が 必要 で ある 。 和 礎 附 金 ・ 協 賛 金 な どの 受入 れ に つい て 、 今後 も 拡大 する た め 


の エゴ 





だ ・ 人 努力 を 継続 する 必要 が ある 。 














ぐ 前 年 度 評価 結果 反 




















認 し た ほか 、 必 要 に 
四半 期末 時 点 に お い 
て 、 業 務 の 効率 化 ・ 

















映 状 況 > 





業務 達成 基準 に 基づく 精密 な 予算 管理 を 行う た め 、7 月 末 及 び 10 月 末 時 点 で の 予算 の 執行 状況 を 確 
応じ て 随時 各部 署 か ら ヒ アリ ング を 行い 、 正 確 な 予算 の 執行 管理 に 努め た 。 第 3 
て 、 年 度 当初 の 予算 に 対し て 収入 見 込み 額 や 予算 の 執行 状況 の 変 































































































状況 に 基づい 





















































政策 効果 の 最大 化 の 観点 か ら 予 算 配 分 の 見 直し を 行っ て いる 。 年 度 未 に 措置 され 

















平成 29 年 度 の 補正 予算 を 除く 、 運 営 費 交 付 金 の 執行 率 は 97. 18%% と な っ た 。 























寄附 金 ・ 協 替 金 に つい て は 、 特 に 「 ジ ャ ポニ スム 2018」 の 開催 に 向け て 一 般 か ら の 寄附 ・ 協 替 の 獲 
































骨 に 努め た 結果 、 年 度 当 初 の 計画 額 の 大 きく 上 回 る 一 般 寄 付 金 を 受け 入れ た 。 











計上 邊 9 











< 評定 と 根拠 > 
評定 _B 
根拠 : 





運営 費 交付 金 に つい て は 、 補 正 予算 分 を 除き 97.18% を 執行 し 、 











実に 業務 を 実行 し た 。 














一 般 寄附 金 に 関し て は 、 計 画 額 31 022 千 円 を 大 きく 上 回 る 175, 684 千 円 を 受け 入れ た 。 

















資金 運用 に つい て 


= 


























二 


は 、 運 


方 針 を 府 間 委員 会 に も 誠 っ た うえ で 、 安 全 性 の 高い 運 


























用 を 行っ て いる 。 
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譲渡 











E 預 金 の 預入 先 に 関し 、 法 令 に 


機関 に 対す る 預け 入れ が 行わ れ た こと 
職員 の 意識 づけ と チェ ッ ク の 強化 に 努め て いく 。 











資金 運 











に a 


H に お いて 許 渡 情 








上 預金 














の 拡大 、 


【 課 題 と 対応 】 








運営 費 交 付 金 の 執行 に つい て は 、97. 18% と 





E め た 要件 に 合致 し な い (主務 ブ 
に つい て は 、 確 





E 実 な 














の 預入 先 に 関す る 問題 は あっ た が 、 





法人 財政 を 明 損 し な い 資 産 の 運 








和 














| に つい て 、 

















いて 、 さ ら に ) 


情 密 次 投入 费用 





Cj 











資金 運用 に つい て は 、 


チェ ッ ク 体 








や 























| の 強化 な ど 再 発 















































貨 建 債権 の 運 ) 
用 に よる 運用 





























運 


H 枠 の 拡大 を 受 
収入 の 拡大 を 


け 





防止 と 、 
で 
図る 。 


中 分 と 適切 な 予算 | 
邊 預金 


所 期 の 目標 を 達成 し て いる と 自 











Co 運用 先 金融 
再発 防止 の た め 、 法 令 遵 守 に 関す る 個々 の 



































運営 費 交付 金 の 執行 、 寄 附 金 収入 
己 評価 する 。 









































実に 執行 


中 分 に 






























































下 圭 


貨 建 文 出 と 米 

















し て いる と いえ る が 、 
努め て いく 。 


業務 達成 基準 に 基 づ 








の 預入 に お いて 法令 違反 の 事案 が 発生 し た こと を 重く 受け 止め 、 
々 の 職員 の コン プラ イア ンス 意識 の 滴 養 に 努 


め る 。 ま た 、 外 














货 建 支 











出 の 必要 額 を 見 極め な が ら 、 効 率 的 な 資金 














ぐ 証 評定 根拠 > 
評定 C 
根拠 : 
業務 運営 の 適正 化 に つ 
に 基づき 、 適 切な 予算 配 


























Sr 
分 と 執行 管理 














コ 
97.18% と 

一 般 寄 付 金 の 受入 れ ! 
計画 額 を 大 きく 上 回 る 寄 




















し た 資金 運 ) 




















安全 性 を 最 優先 
全 性 の 高い 中 長期 
に 対し 、 譲 渡 情 
が 十分 な され て 






































た と 


以上 に よ 
断 す る 。 





【 課 題 及び 改善 方 策 】 
運営 費 交付 金 
組 を 進め る べき で ある 。 
一 般 寄 付 金 
i 























a 

















り 、 評 定 は C「 中 』 














計画 























、 高 い 水 誉 を 確保 し て いる 。 
こつ いて は 、 


運営 費 交 


に 


「 ジ ャ ポニ スム 2018」 
け 金 を 受け 入れ た こと は 
H に つい て は 、 運 ) 




















付 金 に 関し 、 





務 達 成 基準 (平成 28 年 度 より 適用 開始 ) 























努め た 結果 、 補 正 予算 分 を 


評価 で き 
] 方 針 ・ 計 























責 券 を 基本 と し た 運 ) 
E 預 金 の 預入 を 行っ て いた こと は 遺 城 で あり 、 
は いえ ず 、 目標 の 水準 を 満た し て い 











に お ける 所 


に つい て は 、 引き 続き 、 受 入 額 の 確 

















に 向け た 昌 














【 そ の 他 





項 】 


フト 




















1 0D 红 


BR 化 や 





多 組 を 徹底 すべ き で ある 。 


有識者 の 主 な 意見 は 以下 の と お り 。 











ア . 譲渡 性 預金 








預入 に 関す る 法 





1 に つい て は 、 外 貨 建 債券 の 運 
に も 十分 考慮 し つつ 、 効率 的 な 資金 運用 を 行 
oN チェ ッ ク 体 第 





H を 行っ て いる 。 他 方 、 法 令 に 定め る 要 














に 対す る 寄付 と いう 特殊 

















除い た 当初 予算 の み の 執 行 率 が 

















情 が ある も の の 、 
る 。 
画 を 資金 運用 府 問 委員 会 に 誠 っ た 上 で 、 安 
條 を 具備 し な い 運 用 先 

この 点 に お いて 、 法 人 財政 の 健全 性 確保 
る と は 言い が た い 。 







































































明 の 目標 を 








に つい て は 、 さ ら な る 執行 率 の 向上 の た め 、 





人 保 ・ 拡 大 に 


























] 枠 の 拡大 に 伴う 
うべ き で ある 。 また 、 














に 令 遵守 


こ 関 する 個 








下 改善 





回 っ て お り 、 を 要する 」 が 妥当 と 判 





執行 管理 体 各 





| の 一 層 の 強化 を 





図る 等 の 取 














努め る べき で ある 。 
] 資 産 か ら の 振 堆 に つい て 、 人 為 奉 変動 リス 
譲渡 性 預金 の 預入 先 に つい て は 、 
職員 の 意識 向上 に 努め る な ど 、 再 発 防 



















































































々 の 




















令 違反 に つい て 、 再 発 防止 を 徹底 し て いた だ きた い 。 
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イ . 譲渡 性 預金 の 運用 に 関し 、 法 令 に 反する 取引 が 行わ れ た 点 に つい て は 、 再 発 防止 に 向け て 、 ま ず 
は 運用 フロ ー を 見 直し た 上 で 、 内 部 監査 資金 運用 誠 問 委員 会 な どの チェ ッ ク 体 制 の 強化 を 検討 する 
必要 が ある 。 






















































































ウ . ジャ ボ ポニ スム 開催 に 向け た 民間 資金 拡充 の 努力 が 一 定 程度 の 成果 を 上 げ て お り 、 今後 と も 国家 予 
算 の 制約 を 超え た 事業 が 展開 で きる よう 、 特 定 プ ロジ ェクト に 対す る 寄付 や 協 夏 を 獲得 し て いく こと 
が 望ま し い 。 



























































エ . 寄 付 金 、 協 賛 金 等 の 自己 収入 の 確保 に つい て は 重要 な 課題 で あり 、 今後 も 継続 的 な 取組 み が 必 要 
で ある 。 

















オ . 外貨 建 債券 か ら 生 じ る 資金 は 、 日 米 セ ンタ ー 事 業 等 支払 が 外国 通貨 で 行わ れる 事業 に の み 活 用 す 
る こと が 前 提 な の で 実際 の 損失 と し て 実現 する 可能 性 は 低い が 、 運用 に つい て は 、 今後 も 円 貨 建 て と 
の バラ ンス を 考慮 する 必要 が ある 。 


































































































4. その 他 参 考 情報 














(予算 と 決算 の 差額 分 析 、 














務 所 別 実績 分 析 な ど 、 必 要 に 応じ て 欄 を 設け 記載 ) 
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1 予算 
平成 29~33 年 度 予算 











変更 前 





(単位 : 百 万 円) 
























































































































































交付 金 の 算定 ルー ル ] 





別紙 の と お り 。 












文化 芸術 海外 日 本 語 | 海外 日 本 研究 文化 交流 文化 交流 施設 等 i 
区 別 時 へき ト 
上 交流 事業 和 事業 内 。 | 知 的 次 流 事 業 給 | 強化 事業 协力 事业 党 ”| 。 法 和 共通 gs 
収入 
運営 費 交付 金 9,157 20,810 6,119 2.620 18,474 5,476 62,657 
運用 収入 522 2.611 47 3,181 
寄附 金 収 入 4 22 32 38 1.373 11 1.480 
受託 収入 43 111 154 
アジ ア 文 化 交流 強化 基金 取 月 収入 11,768 11,768 
その 他 収 入 133 5,358 334 10 485 109 6,428 
| 9,859 26,301 9,096 11,768 2,630 18,997 1,373 5,643 85,668 
支出 
業務 経費 9,859 26,301 9,096 11.768 2,630 18,997 1.373 80,024 
- 般 管理 費 5,643 5,643 
計 9,859 26,301 9,096 11,768 2,630 18,997 1,373 5,643 85,668 
( 注 ) 四捨五入 に よる 端数 処理 に より 、 合計 が 一 致し な いこ と が ある 。 
〔 人 件 費 の 見 積 り ] 期間 中 、 総 額 11,460 百 万 円 を 支出 する 。 
た だ し 、 上記 の 額 は 、 役 員 報 酬 並び に 職員 基本 給 、 職 員 諸 手当 、 超 過 勤 務 手 当 及 び 休 職 者 給与 に 相当 する 範囲 の 費用 で ある 。 
〔 運 営 費 交付 金 の 算定 ルー ル ] 別紙 の と お り 。 
(平成 29 年 度 補正 予算 に よる 変更 ) 
1 予算 
平成 29 て 33 年 度 予算 
一 一 下 让 不 有 (単位 : 百 万 円 ) 
区 海外 日 本 語 | 海外 日 本 研究 ・ | アジ ア 文 化 交流 時 人 让 
区 别 宣 本 草 知 的 交流 事業 頻 | ”强化 事 迷 合 在外 事業 費 法人 共通 合计 
収入 
運営 費 交付 金 10.656 21.191 6.588 2.620 18,474 5,476 65.005 
運用 収入 522 2.611 47 3,181 
寄附 金 収 入 4 22 32 38 1.373 11 1.480 
受託 収入 43 111 154 
アジ ア 文 化 交流 強化 基金 取 月 収入 11,768 11,768 
その 他 収 入 133 5,358 334 10 485 109 6,428 
11.358 26.682 9.565 11,768 2.630 18,997 1.373 5,643 88.016 
支出 
業務 経費 11,358 26,682 9.565 11,768 2.630 18,997 1.373 82.373 
- 般 管理 費 5,643 5,643 
計 11,358 26,682 9,565 11,768 2,630 18,997 1,373 5,643 88,016 
( 注 ) 四捨五入 に よる 端数 処理 に より 、 合計 が 一 致し な いこ と が ある 。 
〔 人 件 費 の 見 積 り ] 期間 中 、 総 額 11,460 百 万 H 
た だ し の 額 は 、 役 員 報 酬 並 員 基本 給 、 職 員 諸手 当 、 超 過 勤 務 手 当 及び 休職 者 給与 に 相当 する 範囲 の 費用 で ある 。 





2 収支 計画 
平成 29 て 33 年 度 予算 





変更 前 











(単位 : 百 万 円 ) 
































































































































区 別 6 Ke 清和 在外 事業 旨 等 | 法人 共通 合计 
費用 の 部 9,883 26,346 9,104 11,775 19,051 1.373 5,655 85,825 
経常 費用 9,883 26,345 9,104 11,775 2,636 19,051 1,373 5,655 85,821 
6 9,761 25,866 8.923 11,760 2,606 18,845 1,373 79,135 
5,603 5,603 
121 478 180 15 30 207 52 1,083 
財務 費用 1 2 0 4 
臨時 損失 
収益 の 部 9,885 26,372 9,116 11,775 2,638 19,051 1,373 5,656 85,866 
営 費 交付 金 収益 9,084 20,613 6,063 2,599 18,322 5,441 62,122 
運用 収益 522 2,611 47 3,181 
寄附 金 収益 4 22 32 38 1.373 11 1.480 
受託 収入 43 111 154 
補助 金 等 収益 11.760 11,760 
その 他 収 益 133 5,358 334 10 485 105 6,424 
資産 見 返 運営 費 交付 金 戻 入 99 268 76 30 207 48 727 
資産 見 返 補 助 金 戻入 15 15 
財務 収益 4 4 
臨時 利益 
純 利益 又は 純 損失 (へ ) 3 26 13 0 1 42 
総 利益 又は 総 損失 (人 へ) 3 26 13 0 1 42 
( 注 ) 四捨五入 に よる 端数 処理 に より 、 合計 が 一 致し な いこ と が ある 。 
变更 后 
(平成 29 年 度 補正 予算 に よる 変更 ) 
2 収支 計画 
平成 29~33 年 度 予算 
(単位 : 百 万 円) 
区 別 在外 事業 費 0 法人 共通 合計 
費用 の 部 19,051 1.373 5,655 88.173 
経常 費用 11.381 26.726 9.572 11,775 2,636 19,051 1,373 5,655 88,169 
業務 経費 11.260 26,247 9,392 11,760 2.606 18,845 1.373 81.483 
- 般 管理 費 5,603 5,603 
減価 償却 費 121 478 180 15 30 207 52 1.083 
財務 費用 1 2 0 4 
臨時 損失 
収益 の 部 11.384 26.753 9.585 11,775 2,638 19,051 1,373 5,656 
運営 費 交 付 金 収益 10,583 20,994 6,531 2,599 18,322 5,441 
運用 収益 522 2,611 47 
寄附 金 収益 4 22 32 38 1.373 11 1.480 
受託 収入 43 111 154 
補助 金 等 収益 11,760 11,760 
その 他 収 益 133 5,358 334 10 485 105 6,424 
資産 見 返 運営 費 交付 金 戻入 99 268 76 30 207 48 727 
資産 見 返 補助 金 戻 入 15 15 
財務 収益 4 4 
臨時 利益 
純 利益 又は 純 損失 (へ ) 3 26 13 0 1 42 
総 利益 又は 総 損失 (へ ) 3 26 13 0 1 42 



































( 注 ) 四捨五入 に よる 端数 処理 に より 、 合計 が 一 致し な いこ と が ある 。 








3 資金 計画 変更 前 
平成 29 て 33 年 度 予算 

























































































































































FT TH (単位 : 百 万 円 ) 
海外 日 本 語 | 海外 日 本 研究 a tS AaL 
事業 人 知 的 交流 事业 从 在 外 事业 费 法 人 共通 合計 
9,761 25,839 8,923 11,760 2,572 18,845 1,373 5,741 84,815 
9,084 20,584 6,063 2,562 18,322 56,616 
11,760 11,760 
677 5,254 2,861 9 523 1,373 10,697 
5,602 5,602 
国庫 納 け 金 の 支払 額 139 139 
投資 活動 に よる 支出 98 433 173 8 22 152 32,057 32,943 
得 32,016 32,016 
98 433 173 8 22 152 40 926 
財務 活動 に よる 支出 29 36 1 66 
リー ス 債務 の 返済 29 36 1 66 
次 期 へ の 繰越 金 3,384 3,384 
計 9,859 26,301 9,096 11,768 2.630 18,997 1.373 41,183 121,207 
資金 収入 
業務 活動 に よる 収入 9,859 26,301 9,096 72 2.630 18,997 1.373 5,643 73,972 
営 費 交付 金 収 入 9,157 20,810 6,119 2,620 18,474 5,476 62,657 
運用 収入 522 2,611 47 3,181 
寄附 金 収入 4 22 32 38 1,373 11 1,480 
受託 収入 43 111 154 
その 他 収 入 133 5,358 334 72 10 485 109 6,501 
和 資 活動 に よる 収入 11,200 32,016 43,216 
有価 証券 の 31,316 31,316 
定期 預金 の 払戻 11,200 700 11,900 
財務 活動 に よる 収入 
前 期 か ら の 繰越 金 496 3,523 4,019 
計 9,859 26,301 9,096 11,768 2,630 18,997 1,373 41,183 121,207 
( 注 ) 四 捨 五 入 に よる 端数 処理 に より 、 合計 が 一 致し な いこ と が ある 。 
本 (平成 29 年 度 補正 予算 に よる 変更 ) 
3 資金 計画 
平成 29 て 33 年 度 予算 
去 出 海外 日 本 語 アテ ジア 文化 交流 た 和 理 薬 紅 rE 
. 区 別 事业 合 強化 事業 間 在外 事業 費 法人 共通 
資金 支出 
業務 活動 に 支出 11,260 26,220 9,392 11,760 2,572 18,845 1,373 5,741 87.163 
当 10,583 20.966 6.531 2,562 18,322 58.965 
11,760 11,760 
677 5,254 2,861 9 523 1,373 10,697 
5,602 5,602 
139 139 
投資 活動 に よる 支出 98 433 173 8 22 152 32,057 32,943 
有価 記 32,016 32,016 
有形 固定 \ 98 433 173 8 22 152 40 926 
財務 活動 に よる 支出 29 36 1 66 
リー ス 債務 の 返済 29 36 1 66 
次 期 へ の 繰越 金 3,384 3,384 
計 11.358 26.682 9.565 11,768 2.630 18,997 1.373 41,183 123.556 
資金 収入 
業務 活動 に よる 収入 11.358 26.682 9.565 72 2.630 18,997 1.373 5,643 
人 金 収入 10,656 21.191 6.588 2.620 18,474 5,476 
月 收入 522 2,611 47 
符 金 収入 4 22 32 38 1.373 11 
収入 43 111 
その 他 収入 133 5,358 334 72 10 485 109 6,501 
に よる 収入 11,200 32,016 43,216 
券 の 償 層 31,316 31,316 
定期 預金 の 払戻 11,200 700 11,900 
財務 活動 に よる 収入 
前 期 か ら の 繰越 金 496 3,523 4,019 
計 11,358 26,682 9,565 11,768 2,630 18,997 1,373 41,183 123,556 









































( 注 ) 四捨五入 に よる 端数 処理 に より 、 合 計 が 一 致し な いこ と が ある 。 
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『 価 書 
項 / そ の 他 業 務 運 営 に 関す る 重要 
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独立 行政 法人 国際 交流 基金 平成 29 年 度 評価 項目 別記 
業務 運営 の 効率 化 に 関す る 事項 / 財 務 内 容 の 改善 に 関す る 
項 ) 


















































1. 当 事 務 及 び 事 業 に 関す る 基本 情報 











No. 11 外交 上 の 重要 地域 ・ 国 を 踏ま えた 機動 的 、 戦 略 的 な 事業 実施 




















業務 に 関連 する 政策 ・ 施 策 








当該 事業 実施 に 係る 根拠 ( 個 
別 法 条 文 な ど ) 
当該 項目 の 重要 度 、 難 易 度 【重要 度 : 高 】 

文化 外交 の 実施 機関 と し て 、 中 長期 的 に 計画 され た 事業 に 加え 、 国 際 
情勢 の 変化 に 応じ て 機 を 捉え た 事業 を 行う こと が 相手 国 と の 相互 理解 
の 増進 等 の 文化 交流 の 効果 を より 高め る こと と な る と と も に 、 そ の 事 
業 の 効果 が 外交 上 の 成果 に 影響 する た め 

【 難 易 度 : 高 】 

機動 的 な 対応 を 行う に 当たっ て は 、 人 外交 日 程 等 に 配慮 し た 調整 を 行 
いな が ら 事 業 を 実施 する 必要 が ある た め 










































































































































































関連 する 政策 評価 ・ 行 政事 業 
EE = 











MOE 2 


























人 目標 | 莹 理 值 | 29 年度 | 30 年 度 | 31 年 度 | 32 年 度 | 33 年 度 
本 項目 に 関わ る 人 3, 384 
報道 件 数 実績 人 人 






































3 一 1. 各 事 業 年 度 の 業務 に 係る 目標 、 計 画 、 主 な 評価 指標 




















【中 期 目标 】 
(1) 外交 上 の 重要 地域 ・ 国 を 踏ま えた 機動 的 、 戦 略 的 な 事業 実施 
国際 情勢 の 変化 及び 各 事 業 実施 地 の 国内 事情 に 対応 し つつ 、 外交 と 連動 し た 機動 的 な 事業 を 展開 す 
る と と も に 、 基 金 が 各 年 度 当初 に 計画 する 地域 ・ 国 別 事業 方 針 に 基づき 、 戦 略 的 に 事業 を 実施 する 。 
外交 上 重要 な 情勢 の 展開 等 を 踏ま えて 機動 的 な 事業 の 実施 が 求め られ る 場合 に は 、 速やか に 対応 す 
る と と も に 、 や む を 得 な い 事 情 に よる 事業 の 中 断 等 及び 海外 事務 所 に 関す る 重要 な 問題 に 対応 する 場 
前 に 外務 省 と 十分 協議 の 上 、 我 が 国 の 対外 関係 を 損なわ な いよ う 細 心 の 注意 を 払う 。 
更に 、 海 外 現地 情勢 の 悪化 等 に 伴う 事業 の 遅延 又は 中 止 を 回 避 す べく 、 在外 公館 や 基金 の 海外 事務 
所 を 通じ た 情報 収集 を 含め 、 的 確 な 情勢 把握 と 計画 的 な 準備 ・ 調 整 作業 を 行う こと に より 、 効 果 的 に 
業 を 実施 する 。 
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【 中 期 計画 】 

ア 外交 上 の 重要 地域 ・ 国 を 踏ま えた 機動 的 、 戦 略 的 な 事業 実施 

国際 情勢 の 変化 及び 各 事 業 実施 地 の 国内 事情 に 対応 し つつ 、 中 長期 的 に 計画 され た 
国際 情勢 の 急変 、 二 国 間 関 係 の 変化 、 首 脳 外 交 等 、 新 た に 生じ た 外交 ニー ズ に 対応 し 、 



































に 加え て 、 
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た 機動 的 な 事業 を 展開 する 。 
効果 を より 高め る こと に つなが っ 
る 。 ま た 、 各 年 度 当初 ( 
的 に 事業 を 実施 する 。 
外交 上 重要 な 情勢 の 展開 等 を 踏 
慮 し て 速やか に 対応 する と と も に 
要 な 問題 に 対応 する 場合 に は 、 
心 の 注意 を 払う 。 
更に 、 海 外 現地 情勢 の 悪化 等 ! 
所 を 通じ た 情報 収集 を 含め 、 的 確 
業 を 実施 する 。 
な お 、 平 成 29 年 度 補正 予算 (第 


生産 性 革命 の 実現 を 
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業 の 実施 が 相手 国 と の 相互 理解 の 
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に 影響 し た か どう か に 
め 、 効 果 的 ・ 
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業 方 針 ( i 





癌 8 


業 の 重点 化 を 含 




















業 の 実施 が 求め られ る 場合 に は 、 外 交 日 程 等 に 配 
事情 に よる 事業 の 中 断 等 及び 海外 事務 所 に 関す る 重 


事情 


























に 外務 省 と 














さと 








の 遅延 駐 


分 協議 の 上 、 我 が 国 の 対外 関係 を 損なわ な いよ う 組 
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避 す べく 、 在 外 公館 や 基金 の 海外 事務 








は 中 止 を 回 




















な 情勢 把握 と 


1 号 ) に より 
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HN 























「 画 的 な 準備 ・ 





整 作 業 を 行う こと に より 、 効 果 的 に 


二 
ul 





追加 的 に 措置 され た 運営 費 交 付 金 の 一 部 に つい て は 、 
まえ 、「 グ ラス ルー ツ か ら の 日 米 関係 強化 に 関す 




















口 








る 政府 タス ク フ ォ ー ス 行動 計画 」 
教育 支援 事業 及び 日 本 理解 促進 











人 
業 の た め 








本 
こ 活 / 


) の 一 環 と し て 実施 する 米国 に お ける 日 本 語 


月 13 日 
1 する 。 


























【 年 度 計 画 】 
ア 外交 上 の 重要 地域 ・ 国 を 踏ま え 
国際 情勢 の 変化 及び 各 事 業 実施 
国際 情勢 の 急変 、 
た 機動 的 な 事業 を 展開 する 。 
効果 を より 高め る こと に つなが っ 
る 。 ま た 、 基 人 金 が 定め る 
的 に 事業 を 実施 する 。 
具体 的 に は 、 日 米 関係 の 強化 ( 
「 文 化 の WA ( 和 ・ 環 ・ 輸 ) プ 

































































ミッ ショ ン の 派遣 等 を 行う 。 な お 、 
交付 金 の 一 部 に つい て は 、 生 産 性 革命 の 実現 
米 関係 強化 に 関す る 政府 タス ク フ ォ ー ス 行 





か ら の 日 





二 国 間 関 係 の 変化 、 
業 の 報道 や 反響 を 通じ て で 、 
に は 事業 成果 が 外交 上 の 成果 


成 29 年 度 地 域 別 事業 方 針 に 基づき 、 


えた 機動 的 、 
地 の 国 内 





情 ! 








态 狂 


戦略 的 な 事業 実施 
に 対応 し つつ 、 中 長期 的 に 計画 され た 事業 に 加え て 、 
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、 新 た に 生じ た 外交 ニー ズ に 対応 し 、 外 交 と 連動 し 
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業 の 実施 が 相手 国 と の 相互 理解 の 増進 等 
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に 影響 し た か どう か に 留意 す 


業 の 重点 化 を 含め 、 効 果 的 ・ 戦 略 

















ンド ヽ 














中 国 や ASEAN 地域 の 周年 等 の 機会 を 活用 し た 
総理 往 訪 を ふま えた 中 央 アジ ア へ の 
E 予 算 (第 1 号 ) に より 追加 的 に 措置 され た 運営 費 



























































施す る 米国 に お ける 日 本 語 
外交 上 重要 な 情勢 の 展開 等 を 踏 
慮 し て 速やか に 対応 する と と も (【 
に 関す る 重要 な 問題 ( 
MR 
、 海 外 現地 情勢 の 悪化 等 
NM を 含め 、 的 確 
業 を 実施 する 。 
(平成 29 年 度 地 域 別 




























































































業 方 針 : 5 
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まえ て 機動 的 な 
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を 図 


業 の 遅延 又は 中 止 を 回 


る た め に 措置 され た こと を 踏ま を 、「 グ ラス ルー ツ 
計画 」 (平成 29 年 7 月 13 日 ) の 一 環 と し て 実 
本 理解 促進 事業 の た め に 活用 する 。 

業 の 実施 が 求め られ る 場合 に は 、 
情 に より 事業 を 中 断 等 する 場合 、 
に 外務 省 と 十分 協議 の 上 、 
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外交 日 程 等 に 
また 海外 事務 所 


我が国 の 対外 関係 を 損なわ 




































































避 す べく 、 在 外 公館 や 基金 の : 
整 作業 を 行う こと に より 、 














本 


























計画 的 な 準備 ・ 





jp 








【 主 な 評価 指標 】 














【指标 13 一 1】 国際 情勢 の 急変 


ー 国 間 関 係 














機動 的 に 実施 する 事業 へ の 取組 
(関連 指標 
・ 上 記事 業 に 対す る 報道 件 数 





























【指标 13 一 2】 基 金 が 年 度 当初 に 
的 に 事業 を 実施 。 











計画 し た 地域 ・ 国 別 


の 変化 、 











自 脳 外交 等 、 新た に 生じ た 外交 ニー ズ に 対応 し 、 

















業 方 針 に 基づき 、 





業 の 重点 化 を 含め 、 効 果 
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3 一 2. 業務 実績 
































情勢 把握 に 努め 、 外 交 上 重要 な 情勢 の 展開 等 を 踏ま えて 地域 別 






































づい て 機動 的 か つ 効 果 的 な 事業 の 企画 ・ 実 施 を 図っ た 。 





(1 ) 米国 

















米国 に お いて 、 中 西部 ・ 南 部 諸 州 の 選挙 民 か ら 強 い 支 持 を 受け た 











も 踏ま え 、 平 成 29 年 度 の 国 ・ 地 域 別 方 針 に お いて 、「 草 の 根 層 や 中 
業 実施 を 通じ て 、 効 果 的 ・ 効 率 的 な 
































業 の 実施 」 を 重点 事項 と し て 掲げ 、 
日 本 へ の 理解 ・ 関 心 の 向上 に 努め た 。 
















































































平成 29 年 度 も 引き 続き 、 国際 交流 基金 海外 事務 所 や 外務 省 、 在外 公館 等 を 通じ た 情報 収集 と 的 確 な 
業 方 針 を 策定 し 、 ま た その 方 針 に 基 





トラ ンプ 新 大 統 領 が 誕生 し た こと 























文化 芸術 や 知 的 交流 等 の 











西部 ・ 南 部 等 地方 向け の 効果 的 な 
































文化 芸術 分 野 で は 、 日 米 の 友好 親善 の 象徴 と も いえ る 「 和 全米 楼 祭 り 」 に 、 矢野 顕子 、 T.M. Revolution 





な どの 著名 アー ティ スト を 派遣 し て 開会 式 で 公演 を 実施 。 詰 めか けた 多数 の 現地 ファ ン に より 会 場 は 








熱気 に 包ま れ 、 祭り の ハイ ライ ト を 館 


た 和 太 鼓 グ ルー プ 合 -YAMATO を は じ め 、「 海 外 派遣 助成 プ 
門 家 の 米国 に お ける 公演 、 レ クチ ャ ー デ モン スト レー ショ ン 








b る イベ ント の 一 つと な っ た 。 





また 、 全米 30 都市 で ツア ー を 行っ 














ログ ラム 」 に より 、 計 12 組 の 芸術 家 や 専 
業 を 支援 。 日 本 の 伝統 芸能 か ら ク ラ シ 











ッ ク 音 楽 ま で 多彩 な 公演 が 全米 各地 で 繰り 広げ られ 、 多 く の 観 客 を 魅了 し た 。 海外 展 助成 プロ グラ ム 」 

















で 支援 し た シカ ゴ 現 代 美 術 館 に お ける 「 村 上 隆 」 展 は 、 同 ぅ 





























術 館 の 入場 者 数 最多 記録 を 更新 する 20 























万 人 以上 が 訪れ る 人 気 ぶ り を 示し た 。 さ ら に 、 東 北 の 風土 を キチ ー フ に し た 写真 展 を 米国 南部 で 実施 
し た 他 、 ミ ネ ア ポ リス 美術 館 で 開催 され た 写真 家 、 昌 山 直 哉 の 30 年 間 の 軌跡 を 振り 返る 個展 の 支援 、 








中 西部 ・ 北 東部 の 9 大 学 を 巡回 する 日 本 映画 上 映 会 の 実施 な ど 中 西部 、 南 部 地域 に お いて 重点 的 な 
業 展開 を 行っ た 。 こ れ ら 文化 芸術 分 野 の 
知 的 交流 分 野 で は 、 ブ ルッ キン グ ス 研 究 所 及び カー ネギ ー 国 際 平 和 財 団 に 加え 、 保 守 系 有 カ シン ク 

















































































































業 の 総 来場 者 数 は 43. 5 万 人 に 及ぶ 。 
































タン ク と し て トラ ンプ 政権 の 運営 に 大 き な 影 響 力 を 持つ ハドソン 研究 所 へ の 助成 を 開始 し た こと に 加 

















え 、 トラ ンプ 政権 の 発足 後 、 影 響 力 を 


















































当 し て いる 保守 系 の 思想 家 ・ 知 識 人 と 日 本 の 政策 コミ ュ ニ ティ ・ 





アカ デミ ズム と の ネッ トワ ー ク 構築 を 促進 する た め 、 ウ ォ ル ター・ ラ ッ セ ル ・ ミ ー ド 氏 (バー ド 大 学 


教授 義 『 ア メリ カン ・ イ ンタ レス トト 』 











誌 編 





主幹 ) や ジュ リウ ス ・ ク レイ ン 氏 (『 ア メリ カン ・ ア フェ 


























アデ アーズ J』 編集 長 ) と いっ た 保守 系 有力 者 を 日 本 に 招へい し て 日 本 の 研究 者 、 実 務 家 と の 意見 交換 会 や 

















公開 セミ ナー を 開催 し 、 日 本 国内 で も 大 き な i 
































体 ロ ー ラ シア ン 協 会 の 共催 で 中 西部 ・ 





E 目 を 集め た 。 さ ら に 、 日 米 セ ンタ ー と 米国 の 非 営利 団 






































プロ グラ ム (日 米 草 の 根 交 流 コ ー デ ィ ネ ー タ ー 派 遣 )」 で は 、 の べべ 1 














行い 、 平 成 29 年 度 の 




















米 関係 の 重要 性 に 関す る 認識 を 深め る こと の 必要 性 
年 4 月 、 萩 生田 官房 副長 官 (当時 ) を 議長 と する 「 グ ラス ルー ツ か 
































業 の 禅 益 者 は 約 4 万 人 に 上 っ た 。 
他方 、 ト ラン プ 大 統領 就任 以降 の 米国 の 政治 的 、 社 会 的 な 変動 を 受け 、 州 ・ 地 方 レベ ル に お いて 日 
E が 、 官 邸 で も 改め て 強く 意識 され る に 至り 、2017 

















南部 の 教育 機関 等 に 日 本 文化 コー ディ ネー ター を 派遣 する 「JOI 








3 名 が 地域 に 根ざし た 交流 活動 を 





ら の 日 米 関係 強化 に 関す る 政府 


スク フォ ー ス 」 が 設置 され 、 当 基金 安藤 理事 長 も メン バー に 加わ っ た 。 本 タス ク フ ォ ー ス が 2017 年 7 











月 に 取り まとめ た 「 行 























(2) 中 国 




















計画 」 に 基づき 、 米 国 に お ける 新た な 日 
「「GEN-J (Grassroots Exchange Network -Japan)」 の 立ち 上 げ が 決ま り 、 平 成 29 年 度 補正 予算 に 』 
り 予算 措置 が な され 、 本 格 実施 に 向け て 必要 な 準備 作業 を 』 














本 語 教育 支援 及び 日 本 理解 促進 

















計 
系 
十 























反り 進め た 。 


2017 年 は 日 中 国交 正常 化 45 周年 に あたり 、 首 脳 会 談 が 3 回 行わ れる な ど ハ イ レベ ル 対 話 の 活発 化 











に より 日 中 関係 の 改善 が 進ん だ 。 こ の 機運 を 捉え 、 周 年 記念 











業 と 








し て 、 中 国 各地 に お いて 、 以 下 の 





と お り 日 本 映画 の 上 映 会 を 集中 的 に 実施 する と と も に 、 中 国 側 機関 と 協力 し て 日 本 国内 3 都市 (東京 、 
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大 阪 、 名 古屋 ) に お いて 中 国 映画 の 上 映 も 合わ せ て 行い 、 若 者 層 を 中 心 に 計 2 万 人 以上 の 集客 を 得 た 。 


上 映 会 に お いて は 、 両 国 の 監督 や 
っ た りす る こと に より 、 
会 を 多く 設け 、 そ の 盛況 ぶり が 国内 外 メ ディ ア に て 多数 報 

・ 日 本 映画 回 顧 














・2017 中 国 ・ 


巧 

















・ 第 1 回 日 





・ 日 本 秋 祭 in 





























展 ( 潜 陽 ) 

本 新作 上 映 会 (上 海 / 深 坊 プ 昆明 ) 
本 映画 広州 上 映 ウ ィ ー ク (広州 ) 

『 港 - 日 本 映画 祭 2017 (香港 ) 























・ ふ れ あ い の 場 で の 映画 上 映 会 ( 延 辺 、 成 都 ) 








舞台 芸術 分 野 で は 、 
いる 劇団 SCOT『 ト 























NO 














年 層 を 主 な 対象 に 、 対 
成都 、 長 春 、 延 


日 理解 と 交流 を 促進 する こと を 














「 海 外 派遣 助成 プロ グラ ム 」 に より 、 





非 優 が オー プ ニ ン グセ レモ ニー に 出席 し た り 、 ア フタ ー ト ー ク を 行 
日 中 の 映画 界 の 交流 拡大 や 映画 を 通じ た 文化 の 相互 理解 の 深化 に つなが る 機 

















じ ら れ た 。 








世界 的 に も 著名 な 演出 家 ・ 鈴 木 皿 志 氏 率 









































ロイ ア の 女 』『 デ ィ オ ニン ソス J』 北京 公演 や 大 野 慶 人 『 花 と 鳥 』 (舞踏 ) 中 国 公演 ( 北 
京 ・ 成 都 ・ 南 京 ・ 上 海 ・ 徳 陽 ) な ど 、 周 年 の 年 に ふさ わし い 質 の 高い 芸術 
出 で 大 き な 反 響 を 得 た 。 














各 





時 


業 の 支援 を 行い 、 中 











また 、 日 本 の 生 の 情報 に 接する 機会 が 少な い 中 国 の 地方 都市 に お いて 、 青 少 
































的 と し て いる 「 ふ れ あ い の 場 」 は 、 これ まで 、 
、 フ ソレ ビン 、 西 容 な ど 13 か 所 に 設置 され て いた が 、 平 成 29 年 度 に 西安 と 貴陽 の 2 





























か 所 に 新規 に 開設 し 、 計 15 か 所 と な っ た (移設 の た め 一 時 閉鎖 中 の 南京 を 含む )。 各 「 ふ れ あ い の 場 」 





で は 最新 の 日 本 の ユン テン ツ を 来館 者 の 閲覧 に 供し た 他 、 












































行い 、 沖 縄 や 長崎 か ら 大 学 4 
と 共に 創り 上 げ 、 日 
さら に 、「 日 中 知 B 











農業 問題 まで 日 











名 ) を 招へい し 、 日 
























































平成 29 年 度 に は 、 6 件 の 大 学生 交流 
E グ ルー プ が 「 ふ れ あ い の 場 」 に 赴き 、 体 験 型 の イベ ント を 現地 の 大 学 4 
本 各地 の 魅力 を 紹介 し た 。 

交流 強化 事業 (中 国 知識 人 招へい ) 」 
本 の さま ざま な 側面 に 関心 を 持つ 研究 者 、 


に より 、 日 本 の 司法 制度 か ら 高齢 者 介護 、 
実務 家 を 個人 10 名 、 グ ルー プ 2 件 ( 計 8 








業 を 




















LT 

































































中 国政 法 大 学 法学 院 副 院 長 の 何 兵 教 授 は 、100 万 人 の フォ 


本 の 司法 制度 や 日 



































本 各地 の 視察 や 各界 有識者 等 と の 意見 交換 の 機会 を 提供 し た 。 招 へ い 者 の うち 、 
ロワ ー 数 を 擁する 自身 の ミニ ブロ グ に 、 日 



































本 各地 で の 見 聞 に つい て 上 顔 繁 に 投稿 し 、 計 800 万 件 の アク セス を 獲得 する な ど 、 ソ 


ー シ ャ ル メ ディ ア を 通し た 情報 発信 を 行い 、 大 き な 波 及 効 果 を も た らし た 。 
当 基 金 安藤 理事 長 も メン バー と し て 参画 し た 日 本 政府 の 映画 産業 の 海外 展開 に 関す る 検討 会 議 に 
お いて 、 日 中 合作 映画 の 製作 を 後押し する 「 日 中 映画 共同 製作 協定 」 の 締結 が 課題 と し て 提起 され 、 




















陣 定 の 署名 に 至っ た 。 協 定 に 基づく 合作 映画 は 、 中 国 の 国内 映画 と 同じ 扱い に な り 、 外 国 映画 の 


の 対象 か ら 外 れる こと に な る た め 、 共 同 製作 と いう 方 式 を 通じ 、 今 後 、 日 本 の 映画 が より 積極 的 に 中 





















































平成 29 年 度 中 に 中 国 側 と の 交渉 が 続け られ て きた が 、 最 終 的 に 2018 年 5 月 の 日 中 首脳 会 談 の 際 に 同 



































国 市 場 に 参入 する こと が 期待 され る 。 


(3) 東南 アジ ア 
ASEAN は 2017 年 、 
が 発表 し た 「 文 化 の WA ( 和 ・ 環 ・ 輸 ) プ 

















設立 か ら 50 月 



































これ を 着実 に 継続 推進 し た 。 











“日 本 語 パ ー ト ナー ズ " 派遣 事業 で は 、 
て 約 14 万 人 の 現地 学 








野 で は 、 ASEAN 設立 50 周强 











a 









































ーー 


限 





























E の 節目 を 迎え た 。2013 年 末 の 日 ・ASEAN 首脳 会 議 に て 、 安 倍 総理 
ロジ ェクト へ 知り 























合う アジ アー」 へ の 取組 は 4 年 目 に 入り 、 











成 29 年 度 に 約 600 名 を 派遣 し 、 479 校 の 教育 機関 に お い 
E の 日 本 語 教 育 に 従事 し 、 ま た 約 28 万 人 に 対し 課外 活 
日 本 文化 紹介 を 行い 、 各 国 の 日 本 語 教育 の 発 民 や 対日 理解 促進 に 大 き な 頁 献 を 果たし た 。 文 化 芸術 分 
E を 記念 し て 、 東 南ア ジア の 現代 アー ト を 紹介 する 国内 過去 最大 規模 の 展覧 











や 各種 イベ ント な ど で 





















































会 「 サ ン シ ャ ワー : 東南 アジ ア の 現代 美術 展 1980 年 代 か ら 現在 まで 」 を 国立 新 美術 館 及 び 森 美術 館 
と 共催 で 開催 し 、 来場 者 数 は 35. 4 万 人 、 国内 外 メ ディ ア で の 報道 実績 は 1, 100 件 を 超え る な ど 、 日 本 








と アジ ア の 文化 協 働 を 
マー 国際 ペン クラ ブ 理 





熏 < 印象 付 仔 加 























トラ リア を 加え た 12 か 国 36 都市 で 日 本 映画 祭 を 開催 し 約 
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Qc 
































業 と な っ た 。 こ の ほか 、 防災 教育 を 進め る 「HANDs!」、 ミ ャ ン 
は じ め 4 名 が 訪日 し た アジ ア 文 化 人 招へい 、ASEAN10 か 国 に イン ド 、 オ ー ス 











12 万 人 の 観客 を 動員 し た 「JFF (Japanese 











Fi1 


n Festival ・ 


多様 な 





日 











本 映画 


祭 ) アジ ア ・ 
業 で 双方 向 交流 や 協 働 作業 





を 進め た 。 ま た 、 





パシ フィ ッ ク ・ ゲ ー ト ウェ イ 構 想 」 (報道 人 
ASEAN 地域 に お ける 














業 基 # 








F 数 814 件 


是 强化 








がき 。 


と 、 民 主 化 以 








降 特 に 人 的 ・ 経 済 交 流 が 加速 し て いる ミャンマー で の 業務 量 増加 に 対応 する た め 、2018 年 2 月 に ヤン 


ゴン 日 
その 他 、 日 
術 の あゆ み 一 信仰 と くら し の 造形 一 」 展 (報道 件 数 271 件 ) や 
マレ ー シ ア 外交 関係 樹立 60 周年 に つい て は 「 
実に 対応 し た 。 


ー ト 』 公演 、 日 
別 の 周年 に 


























も 











(4) フラ ンス 


2016 年 5 
2018 年 に 大 
際 交 流 基金 内 に 
々 な 分 野 に お いて 、50 を 』 
日 仏 双方 で 「 記 者 発表 


化 等 様 
2017 年 11 月 に 

広く 紹介 し た 。 
係 機関 に よる 「 


策 ( 








一 里 和 
这 影 澳 


業 実施 に 向 








周 模 な 























準備 














月 の 安倍 総 
日 本 文化 行事 「 ジ ャ ポニ スム 2018」 を 開 





大 











臣 と 仏 オ ラン ド 大 統領 (当時 ) の 合意 に より 、 日 
催す る こと が 決定 





本 文化 セン ター を 開設 し た 。 
タイ 修好 130 周年 


に つい て は 、 縄 文 か ら 江 戸 ま で * 




















(に あたっ て 6 











実に 準 




















(5) 中 央 アジ ア 


2015 年 10 月 の 安倍 総 


(ウズ ベ キ スタ ン ) 【 

















上 数 39 件 








大 


日 仏 合同 委員 会 」 が 年 度 
イル ド フ ラン ス 州 議会 議長 な ども 含め 日 
っ た 。 そ の 他 、 仏 ジャ ー ナ リス ト の 日 
se ラン グ 氏 の 日 
備 を 進め た 





務 局 を 設置 し て 準備 を 進め た 。 





臣 の 中 央 アジ ア 諸 
こ 引 き 続 き 、2017 年 4 月 に 第 2 弾 
スタ ン 、 キ ル ギ ス 、 カ ザ フ ス タン ) と し て 、 有 識者 ・ 
派遣 し た (報道 人 





取 え る 事務 局 主催 の 「 公 式 企画 」 の 准 
会 」 を 実施 し 、 
































し 


平成 29 年 度 





「 ジ ャ 』 














よ 、 仏 外務 省 次 官 、 














駐 仏 日 








中 4 
仏 の 
本 で の 
本 招 



































関係 府 
取材 ツア 
へ い 交 渉 ・ 
報道 件 数 642 件 )。 





UM 


日 本 祭り 開催 


に は 、 
人 備 に 本 格 的 に 取り 組 
ドニ スム 2018」 の 趣旨 ・ 
本 大 使 な どの 出席 の も と 、 日 


过 


合 的 に 





紹介 する 初 の 展覧 会 「 日 














日 タイ 現代 演劇 共同 第 
支援 」 を 実施 する な ど 、 個 














し ン ヽ 





展覧 会 ・ 舞 台 公 



































回 開催 され 、 ルー ブル 美術 館 館 」 





























準備 、 


























上 訪問 








)。 ミ ッ シ ョ ン メ ン バ ー と 面会 














金 か ら の テレ ビ 番 組 提供 ( 
果 も 高い の で 、 今後 も 日 本 の ユン テン ツ 導 入 を 進め た い 旨 











第 2、3 弾 の 派遣 に あわ せ 、 以 下 の 関 連 事業 を 実施 する と と も に 
2 


テレ ビ 番 組 提 供 、 
交流 深化 
こ < 対し 、 知 的 ・ 学 1 


臣 


な お 、2017 年 5 月 1 日 
回 外相 会 合 の 共同 声明 に お いて 、 
シン ポジ ウム の 開催 (2016 年 6 月 22 


RM 





鹿 。 


期 待 





舌 。 第 6 回 


が 寄せ られ た 。 














に 資す る 








こ 謝意 を 示す と と も 





化 芸 術 





に 、 日 








業 を 実施 し た 。 さ ら に 


SB 
未 





日 





計 五 
H ロ 





育 文 援 等 の 
に 、2017 年 12 月 に は 、 























本 の 


























・ 日 ・ 











交流 と 草の根 ・ 市 
トル ク メ ニ スタ ン 外 交 関 係 樹立 25 周年 を 記念 し た 、 
ント (トル ク メ ニ スタ ン ) 








民 交 流 の 強化 を 村 











过 


準備 な ど 、 日 


の ダボ ピー アッ ダグ と し て で 、* 
(トル ク メ ニ スタ ン )、 
文化 人 等 か ら 構成 され る 文化 交流 ミッ ショ ン を 
し た カザフ スタ ン テ レ ビ 総 裁 は 、 国 際 交 流 基 
ドラ マ は 、 文 化 的 共通 点 が 多く 、 教 育 的 な 効 
利発 言 す る な ど 、 日 


業 を 複合 J! 

















] 作 


仏 友 好 160 
2016 年 9 月 か ら 国 


公演 ・ 





企画 





省庁 ・ 関 係 機関 ・ 関 係 者 が 緊密 に 連携 、 
元 仏文 化 大 臣 ・ 国 








本 美 
『 バ ンコ クノ 





周年 に あたる 








映像 ・ 生 活 文 
むと と も に 

NN 容 を 内 外 に 
ム 両 政府 の 関 











、 ベル サイ 宮殿 総裁 





協力 を 行 





民 教育 大 臣 で 文化 政 
仏 交 流 の 新た な 転機 と な る 同 
































征 吾 言 を 提出 ye 


11 月 【 


成 28 有 
こ 第 3 弾 ( タ ジ キ 


本 と の 交流 に 


ミッ ショ ン メ ン バ ー か ら 安 倍 
E と する 提 


E 度 の 第 1 弾 











対す る 熱い 


、 ミ ッ シ ョ ン の 成果 も 踏ま えて 、 
こ 組 み 合 わせ て 、 中 央 アジ ア と の 





総理 大 


コシ ノ ジ ュ ン コ 氏 の ファ ッ シ ョ ン イ ベ 


・ 和 太鼓 パフ ォ ー マ ンス ・ グ ルー プ DRUM TAO 公演 (カザフ スタ ン ) 


・ コ シノ ジュ ンコ 氏 と 現地 人 デザ イナ ー ら に よる ミ 


・ ミ ッ シ ョ ン メ ン バ ー に 
キル ギ ス 、 カ ザ フ ス タン ) 








於 ウズベキスタン ) (中 略 ) を 高く 評価 





ニ フ ァ ッ ャ ショ ン シ ョ ー (タジキスタン ) 


に よる 現地 大 学 等 で の 講義 、 セ ミナ ー (トル ク メ ニ スタ ン 、 タジキスタン 、 
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日 に アシ ガバ ッ ト (トル ク メ ニ スタ ン ) で 開催 され た 
「 各 国外 務 大 臣 は (中 略 ) 国際 交流 基金 に よる 中 央 アジ ア ・ 
日 、 於 東京 )、 文 化 ミ ッ シ ョ ン 派 遣 
し た 」 と 言及 され た 。 











さと 


木 





第 1 





「 中 央 アジ アオ 日 





回 








本 」 对 


業 : 2016 年 8 





(6) その 他 











以下 の と お り 、 周 年 や 外交 上 の 契機 を 捉え 、 日 本 文化 紹介 を 通じ た 対日 関心 の 拡大 に 努め た 。 




















ア . 中 南米 











2017 年 3 月 に 外務 大 臣 の 下 に 設置 され た 「 中 南米 日 系 社会 と の 連携 に 関す る 有識者 肝 談 会 」 の 第 3 





















































回 会 合 (平成 29 年 4 月 ) に お いて 、 安 藤 国際 交流 基金 理事 長 よ り プ レ ゼ ン テ ー シ 


ョ ン を 行っ た 。 計 4 









































踏ま え 「 日 本 語 ・ 日 本 文化 発信 
イ . スペ イン 

2018 年 の 日 本 スペ イン 外交 関係 樹立 150 周年 を 記念 し 、3 月 に 「 日 本 祭り 開催 3 
慶一 郎 十 初音 ミク ボー カロ イド ・ オ ペラ 『THE END』」 公 演 を マドリ ー ド と バル セ 














業 に お ける 連携 の た め の 施 策 」 が 盛り 込ま れ た 。 

























































































の 増進 に 大 きく 貢献 し た 。 
ウ . イン ド 














回 の 会 合 に お ける 議論 に 基づき 、5 月 に 外務 大 臣 に 提出 され た 報告 書 に お いて 、 安 藤 理事 長 の 発言 を 





援 」 と し て 「 肖 谷 
ロナ に て 実施 し 、5 





回 の 公演 全て が 満席 と な っ た 他 、 多 様 な メデ ィ ア に て 多数 報じ られ (79 件 )、 対 日 関心 の 喚起 や 理解 


2017 年 6 月 、 第 23 回 国際 交流 会 議 「 ア ジア の 未来 」 に お ける 安倍 総理 スピ ー チ 、 お よび 同年 9 月 














の 日 印 共同 声明 中 の 「 両 国 間 の 産業 協力 の 緊密 化 の た め 、 イ ンド に お ける 日 本 語 












































能 向上 と 日 本 語 教師 数 増 を 図る 「 日 本 語 教師 育成 特別 強化 




















育 の 拡大 に 向け た 





取り 組み を 行う 」 の 実現 に 向け 、 同国 の 関係 機関 と 協議 を 重ね 、 平成 30 年 度 よ り 現 地 日 本 語 教師 の 技 
業 」 を 開始 すべ く 準 備 を 進め た 。 















































3 一 3. 指摘 事項 へ の 対応 





ご 前 年 度 評価 結果 > 
(1 ) 日 本 語 パ ー ト ナー ズ 
踏ま え 、 基金 に 対し て は 引き 続き 着実 か つ 効 果 的 な 





































































































業 は 、 語 学習 得 と いう 長期 的 視点 か ら の 成果 を 目指 す も の で ある こと を 
業 継続 を 促し 、 さ ら な る 派遣 の 拡大 及び 加速 





化 を 通じ 、 日 本 語学 習 の 定着 に 繋げ る と と も に 、2020 年 まで に 3,000 人 と いう 目標 の 達成 を 実現 





























する こと が 期待 され る 。 
(2)「 文 化 の WWA プロ ジェ クト 」 に 基づく 双方 向 の 文化 芸術 交流 に つい て は 、 今後 














は 双方 向 交流 と い 














う 特 色 を さら に 活か し 、 よ り 分 か りや すい 政 業 成 果 を 国内 外 に 発信 する こと が 期待 され る 。 




















ぐ 前 年 度 評価 結果 反映 状況 > 
(1) 日 本 語 パ ー ト ナー ズ 














業 に つい て は 、 歌 手 May J. や 城南 海 (きず きみ な み ) 














の 派遣 、SNS の 活 































































































り 、2020 年 まで に 3, 000 人 の 目標 を 達成 する 見 込み で ある 。 























用 等 、 広 報 に も 重点 を 置い て 幅広 い 層 か ら の 候補 者 確保 に 努め 、 派 遣 者 数 を 大 幅 に 増加 させ て いる 
平成 28 年 度 364 名 全 平成 29 年 度 約 600 名 )。 平 成 29 年 度 と 同等 の 派遣 者 数 を 継続 する こと に よ 











(2) 「 文 化 の WM プロ ジェ クト 」 に つい て は 、 上 述 の 「 サ ン シ ャ ワー」 展 や 舞台 芸術 と し て の スト リ 
ー ト ダン ス 文 化 を 創造 する 「 ダ ンス ・ ダ ンス ・ ア ジア 」、 ア ジア ・ バ パシ フィ ッ ク 市 場 と 日 本 映画 の 

















包括 的 架け 橋 と な る 「JFF」 を は じ め と する 文化 創造 協 働 






































業 は 各国 メデ ィ ア へ の 露出 が 増加 し て 














お り 、 新 し い 価値 ・ 文 化 的 活動 の 創出 や 未来 に 向け た 間 題 提起 ・ 提 言 を 生み 出し て いく こと を 目的 
と し た これ ら の プロ ジェ クト が アジ ア 地 域 で 広く 紹介 され る こと を 通じ て 、 同 地域 と 日 本 と の 相互 















































理解 の 深化 ・ 拡 大 が 期待 で きる 。 


























= 帳 語 評 箇 











< 評定 と 根拠 > 
評定 A 
根拠 
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【指标 13 

















基金 が 年 度 当初 に 計画 し た 地域 ・ 国 別 
業 や 、 中 国 、 


1】【 指 標 13 一 2】 


























ASEAN 地域 の 周年 等 の 機会 を 活 ) 















































j 5 


は 








業 を 着実 に 実施 し た 。 


業 、 さ ら に は 、「 文 化 の WA ( 和 ・ 環 ・ 輪 ) プロ 
ジェ クト 知り合う アジ アー」、 中 央 アジ アヘ へ の ミッ ショ ン の 派遣 な ど 、 外 交 上 の 重要 な 地域 ・ 国 
お いて 機動 的 、 戦 略 的 な 








$ き 、 以 下 の 通り 、 日 米 関係 の 強化 に 資す る 





















































f『 1 





米国 で は 、 全 米 楼 祭 り へ の アー ティ スト 派遣 の 他 、 舞 台 公 演 、 展 覧 会 、 映 画 上 映 な ど 多 彩 な 文化 事 


























の ネッ トワ ー 





タス ク フ ォ ー ス の 策定 し た 「 行 
中 国 で は 、 


有力 知識 人 の 日 本 へ の 招へい 等 
東南 アジ ア に つい て は 、4 

















業 を 米国 南部 ・ 中 西部 を 中 心 と し て 展開 し た こと 
化 や 地域 に 根ざし た 草の根 の 交流 活 
置 さ れ た 「 グ ラス ルー ツ か ら の 日 米 関係 強化 に 関す る 政府 タス ク フ ォ ー ス 」 に も 積極 的 に 協力 し 、 同 
計画 」 を 踏ま えて 新規 事業 を 機動 的 に 立ち 上 げた 。 

日 中 国交 正常 化 45 周年 の モメ ンタ ム を 捉え 、 映 画 事業 を 中 国 各 地 で 集中 的 に 実施 し 、2 
万 人 を 超す 観客 を 動員 し た 他 、 良 質 な 舞台 公演 へ の 助成 、「 ふ れ あ い の 場 」 で の 草の根 交流 、 中 国 の 
を 通し 、 中 国 と の 交流 の 深化 、 拡 大 に 貢献 し た 。 
E 目 に 入っ た 「 文 化 の WA ( 和 ・ 環 ・ 輪 ) プロ ジェ クト へ 知り 合う アジ ア 





夕 戏 


HS 




























































































に 加え 、 





保守 系 シン クタ ンク や 保守 系 有力 知識 人 と 
な ど を 複合 的 に 実施 。 2017 年 4 月 に 官邸 に 設 






















































































一 上 に お いて 、 平 成 29 年 度 に 約 600 名 の “日 本 語 パ ー ト ナー ズ " を 派遣 。479 校 の 教育 機関 に お いて 
約 14 万 人 の 現地 学生 を 対象 に 日 本 語 教育 に 従 


ど で 日 本 文化 紹介 を 行っ た 。 文 化 芸 術 分 野 で は 、 




















し 、 また 約 28 万 人 に 対し 課外 活 
ASEAN 設立 50 周年 を 記念 し て 、 東南 アジ ア の 現代 ア 














や 各種 イベ ント な 

















ー ト を 紹介 する 国内 過去 最大 規模 の 展覧 会 「 サ ン シ ャ ワー : 東南 アジ ア の 現代 美術 展 1980 年 代 か ら 
現在 まで 」 を 国立 新 美 術 館 及び 森 美術 館 と 共催 で 開催 し 、 








国 に イン ド 、 


し た 「JFF 








2018 年 に 
文化 等 様々 な 分 野 に お ける 50 を 超え る 事務 局 
に 、2017 年 11 月 に 日 仏 災 方 で 「 記 者 発表 会 」 を 実施 し 、 














道 件 数 814 件 ) な ど 、 多 様 な 






































35. 4 万 人 の 来場 者 数 を 得 た 他 、ASEAN10 か 


三 











オー スト ラリ ア を 加え た 12 か 国 


























業 で 双方 向 交 泊 
































内 外 に 広く 紹介 し た 。 


2015 年 10 月 の 安倍 総 
メニ スタ ン 、 
交流 ミッ ショ ン を 派遣 。、 ミッション の 成果 も 踏 
支援 等 の 事業 を 複合 的 に 組み 合わ せ て 、 中 央 アジ ア と の 交流 深化 に 資す る 事業 を 実施 する と と も に 、 





36 都市 で 日 本 映画 祭 を 開催 し 約 12 万 人 の 観客 を 
(Japanese Film Festiva] : 日 本 映画 祭 ) アジ ア ・ パ シフ ィ ッ ク ゲー トウ ェ イ 構想 」 人 ( 示 
[や 協 働 作業 を 進め た 。 

フラ ンス で 開催 する 「 ジ ャ ポニ スム 2018」 に つい て は 、 展 覧 会 ・ 舞 台 公 演 ・ 映 像 ・ 生 活 
主催 の 「 公 式 企画 」 の 準備 に 本 格 的 に 取り 組む と と も 

















大 臣 の 中 央 アジ ア 庄 

















11 月 に タジキスタン 、 キ ル ギ ス 、 











カザフ ス 
まえ て 、 





2017 年 12 月 に は 、 ミ ッ シ ョ ン メ ン バ ー か ら 安 倍 総理 大 











流 の 強化 を 柱 と する 提言 を 提出 し た 。 


その ほか 、 


スペ イン 、 中 南米 、 イ ンド 等 に お 





じ た 対 日 関心 の 拡大 に 努め た 。 





【 課 題 と 対 


応 】 












































貝 


= 








x 












































「 ジ ャ ポニ スム 2018」 の 趣旨 ・ 企 画 内 容 を 


国 訪問 の フォ ロー アッ プ と し て 、2017 年 4 月 に トル ク 


タン に 有識者 ・ 文 化 人 等 か ら 構 成 され る 文化 
テレ ビ 番 組 提 供 、 文 化 芸 術 事業 、 日 本 語 教育 
































B 














臣 に 対し 、 知 的 ・ 学 術 交流 と 草の根 ・ 市 民 


お いて 、 周 年 や 外交 上 の 契機 を 捉え 、 日 本 文化 紹介 を 通 


第 4 期中 期 計画 期間 に は 、 2020 年 東京 オリ ン ピ ッ ク ・ 


の | ジャ ポニ 





いく 必要 が ある 。 








パラ リン ピッ ク 競 技 大 会 を 控え 、 フ ラン ス で 


スム 2018」 に 引き 続き 、 米 国 及 び ASEAN で の 「 ジ ャ ポニ スム 2019 (仮称 ) 」 な ど 、 大 型 
業 が 続く こと か ら 、 よ り 一 層 PDCA サイ クル を 意識 し た 効果 的 ・ 効 率 的 な 事業 実施 と 評価 を 行っ て 
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3 一 5. 主務 大 臣 に よる 評価 



































< 評定 と 根拠 > 
評定 A 
根拠 : 
【指标 1 3 3 一 1】【 指 標 13 一 2】 に 関し て は 、 基 金 が 年 度 当初 に 計画 し た 地域 ・ 
基づき 、 外 務 省 と も 緊密 に 情報 共有 ・ 連 携 し つつ 、 現地 ニー ズ や 外交 ニー ズ を 適時 ・ 























WE 
国 ・ 地 域 に お 





米国 で は 


基金 な ら で は の 高い 専門 


\ て 、 機 動 的 か つ 戦 略 的 な 
































、 中 西部 ・ 






































て いる 「 


フォ ー マ ン ス 等 、 
日 関心 を 大 きく 


の 対 








業 」 を 集中 的 


ジム 





























合わ せ 、 
び 日 
ー を 派遣 する 


中 











ォ ー ズ 」 行動 衣 





2 
去 众 景 


の 下 で 影響 力 を 増し て いる 保守 系 
トワ ー ク を 強化 し 、 
中 国 で は 、 日 
し た 他 、 芸 術 性 





を 開催 














国民 の 親日 


西 则 
本 の プレ ゼン ス 向 
[JOI プ 
[ 画 に 基づく 新た な 











中 国交 





及び 南部 地域 で 
上 に 大 きく 頁 献 し た 他 、 中 
の 実施 や 、「 グ ラス ルー ツ か ら の 日 
日 本 語 教 育 支援 及び 日 
草の根 層 の 対日 理解 を 大 きく 促進 し た 。 こ の 他 、 知 的 交流 分 野 で は 、 ト ラン プ 政 権 
と 圭 力 を 持つ 保守 系 有 カ シン クタ ンク (ハドソン 研究 











ログ ラム 」 





南部 諸 州 の 選挙 
天美 。 平成 29 年 度 の 国 ・ 地 域 別 方 針 に お いて 重点 
方 向け の 効果 的 な 
全米 桜 祭 り 」 の 開 
訴求 力 の 高い ハイ レベ ル な 公演 
喚起 し た 。 ま た 、 


で ( こ 























ドド 





和 り に 実施 。 特 


こ 合 わ 
号 











中 的 に 





























] 滑 な 日 

































































れ あ 


流 


\ の 場 」 











義 」 


王 員 





うく 
2 





の WA ( 和 ・ 環 ・ 
の 展開 等 を 踏ま えた 機動 的 な 
2 年 半 の 準備 期間 














ャ ワー 展 」、② 
ゅ み 」、 ⑨⑧ 日 


化 の WA」 

















で あっ た 「 日 
東南 アジ ア で は 、 














中 








KG 





、 対 中 文化 外交 の 根幹 で ある 日 中 間 
本 に 触れ る 機会 が 限ら れ て いる 中 国 
の 大 学生 が 企業 訪問 や ディ スカ ッ シ ョ ン を 通じ て 相互 理解 を 深め る 合 
に より 、 未 来 を 担 う 日 


業 や 日 


a 








業 「 リ ー ド アジ ア 」 等 の プロ グラ ム を 有機 的 に 組み 合わ せる こと 
日 本 政府 に よる 「 映 画 産業 の 海外 展開 ! 
お ける 映画 上 映 会 と 両 














世代 の 相互 理解 を 効果 的 に 促進 し た 。 こ の 他 、 
に も 積極 的 に 関与 する こと に より 、 


日 中 


民 か ら 別 


せ 、 現 地 で も 人 気 の 高い 日 


有力 知識 人 を 日 
米 関係 の 発展 を 後押し し た 。 

E 常 化 45 周年 の 外交 的 モメ ンタ ム を 捉え 、 
の 高い 舞台 の 中 国 各 都 
で 多数 報じ し られ る な ど 、 大 き な 反 響 を 得 
感 醸成 に も つなが り 
た 。 また 、 中 国 高校 生長 期 招 へ い 


業 、 晶 























R い 支持 を 受け た トラ ンプ 新 大 統 領 が 誕 4 


国 別 事業 方 針 に 
適切 に 踏ま えた 
生 や ネ ットワーク を いか し 、 米 国 、 中 国 、ASEAN 諸国 等 外交 上 重要 な 
業 を 効果 的 に 実施 し た 。 








E し た こと を 踏 


























項 と て 明 げ た 
芸術 分 野 で は 、「 日 
本 人 歌手 


「 草 の 根 層 や 中 























に 文 
































日 本 映画 上 映 会 等 



































震 部 の 教育 機関 等 に 日 





西部 ・ 




















所 ) へ の 助成 を 




















本 





日 中 計 7 都市 に 











日 中 関係 の 改善 を 後押し する と と も に 、 
の 相互 理解 促進 
の 

































































映画 交流 に お いて 、 両 国 に 














映画 共同 製作 協 








平成 25 年 





























業 全体 を 着 


























E」 の 

















業 の 実施 と し て 、①ASEAI 
を 経て 実施 し た 東南 アジ ア の 現代 アー ト を 紹介 する 史上 
タイ 修好 130 周强 
マレ ー シ ア 外交 関係 樹立 60 周 




















早期 締結 に 
に 開催 され た 日 
輪 ) プロ ジェ クト ^ 知 り 合う 


年 の 機会 を 捉え た 「 晶 


も 頁 献 し た 。 
・ASEAN 特別 首脳 会 議 で 安倍 総 
アジ アー ぐー」 を 着実 か つ 効 果 的 に 推 
設立 50 周年 と い 



































ま 






































西部 ・ 
米 友 好 の 象徴 」 





南部 等 地 
と し て 定着 し 

















開始 し た 他 、 
に 招へい する こと を 通じ て 有識者 レベ ル の ネッ 





1 こ お 


に よる コン サー ト や 書道 パ 
業 を 組み 合わ せ て 実施 する こと に より 、 
各種 助成 事業 や 基金 巡回 展 、 
業 を 展開 する こと に より 、 同 地域 に 


草の根 層 








を 有機 的 に 組み 

お ける 親日 
本 文化 コー ディ ネー 
米 関係 強化 に 関す る 政府 タス ク フ 
本 理解 促進 事業 (GEN-J) の 立ち 上 げ 等 を 通 


感 の 醸成 及 
タ 











の 運営 に 大 
トラ ンプ 政権 

















お いて 映画 上 映 会 
市 に お ける 巡回 公演 を 支援 。 いずれ も 国内 外 の メデ ィ ア 
広く 一 般 の 中 国 


に 大 きく 真 献 し 
お ける 「 ふ 


宿 型 交 





中 の 若者 








こ 関す る 検 対 会 








輪 の 取 





大 臣 が 発表 し た 「 文 化 
進 。 外 交 上 重要 な 情勢 
う 外 交 上 重要 な 機会 を 捉え 

















大 規模 の 





年 の 機会 を 捉え 縄文 か ら 江 戸 まで を 紹介 し た 展覧 会 「 日 
本 祭り 開催 支援 」 が ある 。 これ ら 「 文 





















































月 の 日 

















・ASEAN 首脳 会 
トナ ー ズ 」 派遣 
日 本 語 教育 に 従 
育 の 発展 や 対日 








実 か つ 効 果 的 に 実施 し た 結果 、 平 成 29 年 5 月 の 
等 で その 成果 が 言及 され た こと 




















業 で は 、 対 前 有 
する と と も に 、 








E 度 比 62% 増 と な る 約 600 人 を 派遣 


約 28 万 人 ( 


理解 の 促進 に 大 きく 貢献 。 2020 年 ま 




















日 越 外 相 会 
は 外交 上 の 成果 と いえ る 。 特 



































し 





本 文化 を 紹介 する 等 、 
3, 000 人 の 日 


に 対し て 日 
で に 
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展覧 会 「 サ ン シ 








本 美術 の あ 





談 や 平成 29 年 11 
i 
479 校 に お いて 約 
各国 に お ける 日 
本 語 パ ー ト ナー ズ を 派遣 する と 


日 本 語 パ ー 
14 万 人 の 
本 語 教 




















の 目標 に 





し た 展覧 会 「 サ ン シ ャ ワー 


35.4 万 人 、 報 道 件 数 1, 100 件 
日 





本 映画 























レ ゼ ンス を 大 きく 示す と と も に 


進 し た 。 


フラ ンス に つい て は 、2018 年 7 月 か ら フ ラン ス で 開催 され る 
事業 ) の 準備 や 「 参 加 企画 」 (外部 企画 の 認 





て 、50 を 
認定 、2018 
に 
関 
に 


お 

















\ て 本 











周年 を プレ イア ッ プ し 、 日 
中 央 アジ ア で は 、 
度 の 第 1 弾 (ウズ ベ キ スタ ン ) 
(タジキスタン 、 キ ル ギ ス 、 カ ザ フ ス タン ) の 文化 交流 ミッ ショ ン を 派 
鼓 公演 や ファ ッ シ ョ ン シ ョ ー、 
ミッ ショ ン メ ン バ ー か ら 安 倍 総理 に 対し 、 知 
、 中 央 アジ ア 各 上 
回 外相 会 合 の 共同 声明 に お いて 、 

お ける 我が国 の プレ ゼン ス や イニ シア ティ ブ を 大 きく 示 





開 し た 他 、 
と する 提 
日 本 | 対話 ・ 











以上 に より 、 
E は 「A」 が か が 適 


し ーー 








【课题 上 改善 





祭 ) アジ ア 
員数 12 万 人 、 


言 が 提出 され る 等 
第 6 旧 
より 、 中 央 アジ ア に 








超え る 「 公 式 企画 」( 
年 7 月 に フラ ンス で 
取り 組ん だ 。 ま た 、 
係 者 間 の ネッ トワ ー ク 強 
よる 「 記 者 発 





日 














位 


: 東南 アジ ア 











店 と いう 記録 的 
・ パ パシフィック ・ ゲ ー ト 


報道 件 数 800 件 を 達成 する 等 、 


向け て 、 飛躍 的 な 成果 を 上 げた 。 文化 芸術 分 野 で は 
美術 展 1980 年 
成果 を 
ウェ イ 構 想 」 
々 な 事業 を 通じ て ASEAN 諸国 に お ける 我が国 の プ 





の 現 























な 





さと 
桂 














の 











局 主催 


、「 文 化 の WA プ 





4 





























や 円 消 な 





会 」 や ウェ プ サ イ ト ・SNS 等 に 
業 が 広く 取り 上 げ ら れ た 結果 、 








平成 DT 





本 





開催 され る 「 ジ ャ ポニ スム 2018」 
政府 の 関係 機関 に よる 「 
業 運営 の た め の 環 境 整 備 
に よる 広報 を 強 1 
「 ジ ャ ポニ スム 201 
仏 関係 の 強化 ・ 促 進 に も 大 きく 


























ミッ ショ 


























中 期 計画 
当 で ある 。 





方 策 】 





有 ・ 

















ア . 外務 省 と の 情報 共 
戦略 的 な 


し た 機動 的 ・ 


ィ . 
(仮称 ) 

















に お ける 所 期 の 目標 を 上 


年 の 安倍 総理 の 
に 引き 続き 、 





平成 29 





ンジ メンバ ー に 





ロジ ェクト 」 の 相 


央 アジ ア 諸 国 訪問 の フォ 




















と の 関係 強化 の 促 











习 际 交流 











、 ASEAN 設立 50 周年 の 節目 を 捉え て 開催 
氏 か ら 現在 まで 」 に お いて 、 来 場 者 数 
「JEF (Japanese Film Festiva] : 
\ て も 、ASEAN10 か 国 に お いて 、 観 客 





























よー 


r[ 





達成 。 
に お 


路 









































E で ある 世 方 向 交流 及び 文化 協 働 を 促 


「 ジ ャ ポニ スム 2018」 の 事務 局 と し 
E) の 申請 受付 ・ 
開会 式 の 準備 等 に 着実 か つ 精 力 的 
日 仏 合同 委員 会 」 を 年 度 内 に 4 回 開催 し 、 日 仏 
に 大 きく 尽力 し た 。 ま た 、 日 仏 下 方 
する こと に より 、 内 外 の メデ ィ ア に 
ら ず 、 日 仏 友 好 160 


































































































8」 の 広報 に と ど ま 
頁 献 し た 。 




















平成 28 年 





ロー アッ プ と し て 、 








年 度 は 第 2 弾 (トル ク メ ニ スタ ン ) 及び 第 3 弾 


置 。 こ の 派遣 に 合わ せ 、 和 太 
セミ ナー 等 を 機動 的 か つ 効 果 的 に 展 
的 ・ 学 術 交流 と 草の根 ・ 市 民 交 流 の 強化 を 相 
進 に 貢献 し た 。 ま た 、「 中 央 アジ ア 十 


SN 














よる 講義 ・ 


田 



























































基金 に 
































3 と 














「 ジ ャ ポニ 














スム 2018」 を 





十 





する こと が 期 




















【 そ の 他 








侍 


エコー 
3 





され る 。 




















ア . 外交 上 の 





米 関係 の 強化 ( 
輪 ) プロ ジェ クト へ 知り 
等 を 行っ て いる 。 











環 ・ 














イ . 地域 別 の 


切 で ある 。 米国 








要 地 域 ・ 
こ < 資す る 

















業 方 針 を 策 











の 新政 権 誕 4 








連 
実 


施 が 期待 さ 























主 な 有識者 意見 は 以下 の と お り 。 
型 を 踏 3 





へ 
器 





E し 、 外 交 上 の イン パク ト を 考え な が ら 
西部 や 南部 等 の 地域 向け の 





E を 受け て 中 


携 を より 一 層 に 


E え た 機動 的 、 
業 や 、 中 国 や ASEAN 地域 の 周年 等 の 機会 を 活用 し た 
総理 往 訪 を ふま えた 
に 続く 事業 等 


9208 
今後 も 「 ジ ャ ポニ スム 2018」 


緊密 


れる 。 
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回 る 成果 が 得 ら れ て いる と 認め られ る こと か ら 、 


i に 行い 、 


戦略 的 な 事業 を 実施 する も の で あり 、 


= 





ul 
| 一 | 








自 脳 外交 や 国際 会 議 等 、 外 交 日 






































実 か つつ 成功 裏 に 実施 し 、 米国 及び ASEAN 諸国 で の 「 ジ ャ ポニ ズム 2019」 
に 円 滑 に つなげ る と と も に 、 2020 年 東京 オリ ン ピ ッ ク ・ パ パラリンピック へ の 機運 醸成 に 寄与 





具体 的 に は 
業 、「 文 化 の WA ( 和 ・ 
中 央 アジ アヘ へ の ミッ ショ ン の 派遣 
的 な 事業 展開 を 期待 する 。 


巧 























、 柄 極 





業 を 企画 実施 し て いる こと は 適 
業 や 保守 系 オピニ オン リー ダー 























と の 交流 を 機動 的 に 展開 し た こと も 評価 で きる 。 他 方 で 、 自 由 主 義 的 国際 秩序 が 岐路 に ある 時 代 状況 
の 中 で は 、 欧 州 や 豪州 、 カ ナダ な ど 米 国 以外 の 成熟 し た 自由 民主 国家 と 秩序 認識 や 価値 観 の すり あわ 
せ を 行う こと が 不可 欠 で あり 、 フ ラン ス の み に 重 点 が お か れ て いる の は 若干 違和感 が ある 。 特 に 欧州 











の 中 心 的 存在 で あり 、 対 





ウ . 外交 的 な ニー ズ を 踏ま えた 重点 領域 に お ける 地域 別 の 



























































ジア 、 そ し て フラ ンス が 挙げ られ て いる 。 こ ちら の 最大 の 目 ヨ 























が 、 成 果 が まだ 把握 で き な い な か で の 評価 は 難し い 。 東 南ア ジア に つい て 地域 で 一 
は な く 、 国 別 デ ー タ が 示さ れる と よい 。 中 央 アジ ア 地 域 と の 交流 拡大 は 大 変 有意 義 な 試み で あり 、 継 





続 さ れる こと を 願う 。 最 後に 他 地 域 で の 「 ジ ャ ポニ スム 活 














と だ と 思う 。 











E 威 主義 国家 関係 で も 重要 な ドイ ツ と の 交流 強化 に 留意 する べき と 考え る 。 


業 展開 と し て 、 ア メリ カ 、 中 国 、 東 南ア 

















に は 「 ジ ャ ポニ スム 2018」 だ と 思わ れる 





まとめ に する の で 




















」 の 大 型 














業 の 実施 は 大 変 素晴らし いこ 











4. その 他 参 考 情報 
(予算 と 決算 の 差額 分 析 、 














務 所 別 実績 分 析 な ど 、 必 要 に 応じ て 欄 を 設け 記載 ) 
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東 ア ジア 





1 友好 親 療 や 対 
2 映画 
3 





各 医 











内 政 や 対 



































上 映 等 




















観 の 改善 
に より 、 地方 の 若年 


日 関係 を 注視 し つつ 、 
ー シ ッ プ 拡 充 を 通じ た 協 有 














日 中 攻 


























層 な 





交 正 常 化 45 周年 な どの 機会 を と ら え 、 パ ー ト ナ 
且 を 進め 、 以 下 を 推進 する 。 
に 資す る 事業 を 実施 

ど に も 上 魅力 ある 





日 本 語 パ ー ト ナー ズ 派 遣 や イン ター ネッ ト 教 材 を 通じ た 日 


日 本 の 文化 を 紹 





介 
語 教育 支援 























東南 アジ ア 








ASEAN 創立 50 周年 の 機 に 日 
開催 され る 2020 年 に 向け て 、 双方 向 の 交流 を 促進 
1 引き 続き 「 文 化 の WA( 和 ・ 環 
2 








日 本 語 パ 














3 アジ ア 共 通 課題 
































本 の プレ ゼン ス を 高め 、 ま た 東京 オリ ン ピ ッ ク ・ パ ラリ ン ピ ッ ク が 
し 、 以 下 を ] 
・ 輪 ) プ ロジ ェクト 一 知り 
トナ ー ズ 事業 の 実施 
に 関す る 対話 





合う アジ アー~」 を 着実 t 














慌 進 す る 。 
こ 展開 











大 洋 州 











日 


























現地 専門 家 や 対 














本 と の 姉妹 都市 ・ 市 
応 し 、 以下 を 失 
1 
2 


E 進 する 。 
日 関心 層 








民 交 流 は 盛ん な る も 、 対 





置 の 活動 支援 等 に より 、 効率 的 














日 観 の 変化 や 














対 的 な 対日 








関心 の 低下 に 対 








こ 対 





日 関心 層 を 拡大 














日 本 研究 ・ 知 的 交流 拠点 機関 に 対し 、 

















的 に 支援 を 強化 











南ア ジア 





1 





概して 日 


推進 する 。 
巡回 展 等 を 活用 し 、 対 
2 人 材 育成 ・ ネ ットワーク 構築 事業 に より 、 文化 交 








本 文化 と の 接触 機会 が B 























日 関心 層 を 拡大 


流 の 


定 的 で 、 文 化 交 流 の 


基盤 を 整備 





基盤 が 脆弱 な 状況 を 





まえ 、 以下 を 



































北米 





pi 


sy) 





た ww 


新政 権 下 で の 
米国 に お いて は 




















通 


ES 











ら だ た 

















日 米 文 化 教育 交流 














と 
LF 





日 米 関係 強化 ( 


少 





























に 資す る 国際 交流 基金 な ら で は の 事業 を 推進 する 。 
、 有 カシ ンク タン ク と の 協力 の ほか 、 
西部 ・ 南 部 等 地方 向け の 効果 的 な 事業 を 実施 

国際 イベ ント や ジャ パン ・ ハ ウス ・ ロ サン ゼル ス を 含む オー ル ジ ャ パ ン で の 取り 組み と の 連携 を 
日 本 の プレ ゼン ス の アピ ー ル 
アド ボカ シー 活動 や 青 


日 


年 交流 事業 と の 連携 等 に より 、 
義 (カル コン ) の 勧告 ・ 提 言 を 踏 3 











米 協会 と の 連携 等 








こよ る 草の根 





慎 や 

















日 本 語 教育 の 拡大 を 支援 








まえ た 、 交流 の さら な る 強化 














別紙 
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中 南米 








親日 土壌 を 維持 ・ 強 化す る た め に 、 日 系 社会 と も 連携 し 、 社会 全体 に 訴求 する こと を 目指 し 、 
以下 を 推進 する 。 
1 キュ ー バ に お いて 初め て と な る 、 大 型 の 現代 美術 展 、 公 演 事業 を 実施 
2 ジャ パン ・ ハ ウス ・ サ ン パ ウロ を 含む お オー ル ジ ャ パ ン の 取り 組み と の 連携 を 通じ た 日 本 の プレ 
ゼン ス の アビ ピール 
3 日 本 語学 習 者 の 増加 の モメ ンタ ム を 活用 し 、 各 国事 情 に 応じ た 日 本 語 教 育 基盤 強化 等 を 通 
じ 、 次 世代 の 親日 派 ・ 知 日 派 を 育成 



















































































































































































西欧 

















各国 内 政 や 対日 関係 を 注視 し つつ 、 必 要 な 施策 を 実施 する と と も に 、 民間 に よる 文化 活動 が 
活発 で 市 民 参画 頻度 が 高い 国 も 少な く な い 状 況 を 活用 し て 、 以 下 を 推進 する 。 
1 大 型 フ ェ ス ティ バル や 外交 周年 等 、 特 に 訴求 力 の 高い 機会 の 活用 や 、 ジ ャ パン ・ ハ ウス ・ ロ ン 
ドン や 現地 機関 と の 連携 を 通じ 、 日 本 の プレ ゼン ス を 高め る と と も に 、 日 本 の イメ ー ジ を 更に 向 
2 フラ ンス に お いて 、「 ジ ャ ポニ スム 2018」 に 向け た 準備 ・ 機 運 を 形成 
3 日 本 研究 ・ 知 的 交流 拠点 機関 に 対す る 集中 支援 、 初 中 等 レベ ル に お ける 日 本 語 教育 の 導 
入 等 に より 、 専 門 家 や 学生 等 の 対日 理解 を 促進 
4 日 欧 共通 の 価値 観 や 交流 の 歴史 に 


























































































































































































































过 留意 


er 


な 























東欧 ・ ロ シア ・ 中 央 アジ ア 




















日 本 の プレ ゼン ス 確 保 と 対日 関心 ・ 理 解 促進 を 目指 し 、 以 下 を 推進 する 。 

1 国際 フェ ステ ィ バ ル や 現地 機関 、 専門 家 と の 連携 を 通じ 、 効果 的 に 事業 を 実施 

2 東欧 に お いて は 、 一 般 に 良好 な 親日 感情 を 生か し 、 日 本 語 教育 を 実施 

3 中 央 アジ ア に お いて は 、 中央 アジ アミ ッ シ ョ ン を 派遣 する と と も に 、 ト ルク メニ スタ ン に お ける 日 
本 語 教育 へ の 支援 を 強化 






















































































中 東 ・ ア フリ カ 


























対日 イメ ー ジ は 概して 良好 な が ら 、 日 本 に 関す る 情報 は 限定 的 で ある 状況 を 踏ま を え 、 以 下 を 
推進 する 。 
1 イン ター ネッ ト や SNS 等 の わか りや すい 手法 を 用 いた 一 般 大 衆 向け 文化 発信 の 効率 的 な 実 
2 社会 的 影響 カ の ある 若 サ ー ダ ー 層 の 招へい な ど を 通じ 、 対日 理解 の 底上げ や 、 次 世代 知 
日 派 人 材 の 発掘 ・ 育 成 、 ネ ットワーク 構築 に 繋げ る 

































































独立 行政 法人 国際 交流 基金 平成 29 年 度 評価 項目 別 自己 
項 / 財 務 内 容 の 改善 に 関す る 
































中 


























業務 運営 の 効率 化 に 関す る 
項 ) 


フト 

















業務 運営 に 関す る 重要 









































1. 当 事 務 及び 事業 に 関す る 基本 情報 





No. 12 内 部 統制 の 充実 ・ 強 化 

















当該 項目 の 重要 度 、 難 易 度 

















関連 する 政策 評価 ・ 行 政事 業 
EE = 








2. 主要 な 経年 デー タ 








達成 目標 | 平成 | 平成 平成 | 平成 | 平成 
29 年 度 | 30 年 度 31 年 度 929 信 記 属 | 88 作 還 大 





指標 等 


























【指标 14】 中期 目 標 期間 中 | 海外 事務 所 8 か 所 
に 全て の 海外 事務 所 及び 国 | 25 か 所 


























内 附属 機関 支部 が 、 1 回 | 国内 附属 機関 | 2 か 所 
以上 内 部 監査 又は 会 計 監 査 | 2 か 所 

















人 の 実地 監査 を 受け る 。 国内 支部 1 か 所 
1 か 所 





























3 一 1. 各 事 業 年 度 の 業務 に 係る 目標 、 計 画 、 主 な 評価 指標 


Du 























【 中 期 目標 】 

(2) 内 部 統制 の 充実 ・ 強 化 

独立 行政 法人 の 業務 の 適正 を 確保 する た め の 体 制 等 の 整備 (平成 26 年 11 月 28 日 総務 省 行 政 管 理 
局長 通知 ) に 基づき 業務 方 法 書 に 定め た 事項 を 着実 に 運用 する と と も に 、 必 要 に 応じ 、 内 部 統制 を 強 
化す る 取組 の 実施 及び 各種 規定 の 見 直し を 行う 。 
また 、 事 業 の 成果 に つい て 引き 続き 客観 的 か つ 定 量 的 な 指標 に 基づく 評価 の 実施 に 努め る と と も 
に 、 そ の 結果 を 踏ま え 事 業 の 改善 又は 廃止 を 含む 見 直し に つい て 検討 を 行う 。 





































































































































































































中 
























































【 中 期 計画 】 
イ 内 部 統制 の 充実 ・ 強 化 

独立 行政 法人 の 業務 の 適正 を 確保 する た め の 体 制 等 の 整備 (平成 26 年 11 月 28 日 総務 省 行政 管理 
局長 通知 ) に 基づき 業務 方 法 書 に 定め た 事項 を 着実 に 運用 する と と も に 、 定 期 的 に モニ タリ ング を 行 
い 、 必 要 に 応じ 、 各 種 規定 の 見 直し や 運用 の 改善 を 行い 、 統 制 環境 の 整備 を 進め る 。 
また 、 リ スク 管理 委員 会 を 定期 的 に 開催 し 、 業務 上 の リス ク の 議 別 、 リ スク の 重大 性 の 評価 を 行い 、 
適切 に リス ク に 対応 する 。 

そう し た 内 部 統制 に 関す る 指示 や 命令 、 必 要 な 情報 が 組織 内 で 適時 か つ 適 切 に 把握 、 処 理 さ れる よ 
うに 周知 を 徹底 する と と も に 、 適 正 な 業務 を 確保 する た め 内 部 監査 を 行う 。 ま た 個々 の 職員 の 意識 の 
漁 養 を 目的 と し て 、 内 部 統制 に 関す る 研修 を 実施 する 。 
また 、 事 業 の 成果 に つい て 引き 続き 客観 的 か つ 定 量 的 な 指標 に 基づく 評価 の 実施 に 努め る と と も 
に 、 そ の 結果 を 踏ま え 事業 の 改善 又は 廃止 を 含む 見 直し に つい て 検討 を 行う 。 




























































































































































































































































































































































































































































































【 年 度 計画 】 
イ 内 部 統制 の 充実 ・ 強 








一 、 
[ 








-137- 











独立 行政 法人 の 
局長 通知 ) に 基 づ 
い 、 必 要 に 応じ 、 
E た 、 リ スク 管 
適切 に リス ク に 対 

そう し た 内 部 統 




















=, 








うに 周知 を 徹底 する と と も に 、 適 正 な 業務 を 確保 する た め 内 






























































































































































月 


H 








海外 事務 所 お より 














総務 省 行政 管理 




















E 期 的 に モニ タリ ング を 行 


j 


『 価 を 行い 、 


ul 


業務 の 適正 を 確保 する た め の 体 制 等 の 整備 (平成 26 年 11 月 28 日 

き 業 務 方 法 書 に 定め た 事項 を 着実 に 運用 する と と も に 、 定 

各種 規定 の 見 直し や 運用 の 改善 を 行い 、 統 制 環境 の 整備 を 進め る 。 
委員 会 を 定期 的 に 開催 し 、 業務 上 の リス ク の 識別 、 リ スク の 重大 性 の 

} 応 する 。 








前 に 関す る 指示 や 命令 、 必 要 な 情報 が 組織 内 で 適時 か つ 適切 に 所 





恒 、 処 理 さ れる よ 

















部 監査 を 行う 。 中 期 目 標 期 間 











中 に 全て の 




















国内 附 


再 機 関 ・ 文 部 が 、 


1 






























































回 以上 内 部 監査 又は 会 計 監 査 人 の 実地 監査 を 受け る こと 





































































































































































































と な る よう 、 海 外事 務 所 の 実地 監査 を 着実 に 進め る 。 ま た 個々 の 職員 の 意識 の 滴 養 を 目的 と し て 、 内 
部 統制 に 関す る 研修 を 実施 する 。 
また 、 事 業 の 成果 に つい て 引き 続き 客観 的 か つ 定 量 的 な 指標 に 基づく 評価 の 実施 に 努め る と と も 
に 、 そ の 結果 を 踏ま え 事業 の 改善 又は 廃止 を 含む 見 直し に つい て 検討 を 行う 。 
【 主 な 評価 指標 】 
【指标 14】 中 期 目 標 期間 中 に 全て の 海外 事務 所 及び 国内 附属 機関 ・ 支 部 が 、1 回 以上 内 部 監査 又は 会 
計 監 査 人 の 実地 監査 を 受け る 。 
3 一 2. 業務 実績 














科 











(1) 統 4 
= = 


業務 方 法 





凡 環 境 の 整備 
に 基づき 整備 し た 関連 規定 等 を 含む 各 租 
































会 を は じ め 、 


情 者 


内 音 


内 部 














活動 を 行 


B 統 f 


成 29 年 度 中 の 
に お いて も チェ ッ 
ア . 





可 











セキ ュ リティ 委員 


E た 、 以下 の 例 の よう な : 





科 
統 





と 情 
プペ ヽ ュ 月 


っ た 。 こ れ に 加え 、 
劇 定 











報 シ ステ ム 委 


削 委員 会 、 リ スク 管理 委員 


忆 へ を 


内部 統 
と 


会 。 ンプ ライ アン スズ 推進 要員 会 、 








骨 の 内 規 に 従っ た 業務 : 


行 に 加え 、 理 


ジス 


契約 監視 委員 会 、 























和 可 











で の 課題 の 共有 や 方 針 の 審議 活 




















業 継続 
の 見 直し や 運用 改善 を 行っ た ほか 、 内 部 統 1 

















[ 画 の 見 直し に 向け た 訓練 等 も 実施 


ゴゴ 





を 通じ て 、 各 種 の 


た 
トン バーo 


























内 部 統 1 
ク を 行っ た 。 











則 に 関す る 





区 吃 多 








イ . 


| 





T 


衝 
ウ . 』 








さら に 、 全 て の 


ンプ ライ アン ス 推 進 


つい て も 指導 を 行 


独立 行政 法人 国際 交流 











| 定 

















ビン 一 』 
役員 








と 部 
記 へ を 
和 


内 前 











ik. 音 


* 統 1 











> た と 














フ 人 人、 











も と づく 資金 


の 








に 4 





]』 上 の 法令 違反 の 事案 が 発 





コン プラ イア ンス 意識 の 徹底 を 


(2) リス ク 対 応 























と 金海 外 安全 対策 規程 」 及 び 「 海 外 安 





等 が 出席 する 内 部 定期 会 











図っ た 。 





職員 の 懲戒 に 関し 「 独 立 行政 法人 国際 
員 懲 戒 処 分 の 指針 」 を 制 


に 


し より 明確 な 運用 が 可 


昌 み 全体 に 関す る 点検 を 行なう と と も に 、 和 人 


業 継 続 計画 の 見 直し 及び 訓練 等 の 実施 


凍 委 員 会 を 朋 


一 


E 度 未 に 開催 し 、 
E 度 終了 後 の 監査 

















会 屋久 

















対策 本 


下 恭 忌 へ 





部 等 設置 要 








3」 の 














Tf 





KFR 


XX 





流 基 金 職 員 懲 戒 規程 」「 独 立 行政 法 


能 と な る よう 改善 

















(運営 検討 委員 会 )、 リ ス 

















凍 環 境 の 醸成 に も 努め る と 















































































































































人 国际 交流 基金 职 











| 





は 





ク 管 理 委員 会 、 








長 や 役員 か ら 職 員 に 対し 、 職 務 の 基本 姿勢 、 職 員 の 心構え 等 に 
前 の 基礎 と な る 適切 な 統 1 
E し た こと を 受け 、 再 発 防止 策 を 講じ る と と も に 、 改 め て 





マデ 


と も に 、 不 注意 ( 


EE 


一 
に っ 


















































平成 29 年 度 に は リス ク 管 理 委員 会 を 2 回 開催 し 、 平 成 29 年 度 の 重点 事項 の 実施 状況 を 確認 する 
と と も に 、 業 務 上 の リス ク を 見 直し 、 平 成 30 年 度 に 向け た 重点 事項 を 策定 し た 。 具 体 的 に は 、 平 成 
29 年 度 の 重点 事項 を 踏ま え 、 海外 に お ける 基金 職員 及び 基金 事業 関係 者 の 安全 確保 の 観点 か ら 「 安 全 
管理 室 」 を 設置 し た ほか 、「 独 立 行政 法人 国際 交流 基金 海外 安全 対策 規程 」 及 び 「 海 外 安全 緊急 対策 本 
部 等 設置 要領 」 を 新た に 制定 し た 。 ま た 、「 海 外 安全 対策 マニ ュ ア ル 」 を 制定 し 、 海 外事 務 所 長 及 び 国 
内 部 署 向け の 研修 等 を 実施 し た 。 
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(3) 周知 の 徹底 と 内 部 監査 





内 部 統制 に 関す る 指示 や 命令 ・ 情 報 は 、 リ スク 管理 委員 会 、 コ ンプ ライ アン ス 推 進 委 員 会 、 情 報 セ 
キュ リティ 委員 会 や 運営 検討 会 議 、 部 長 会 等 の 内 部 会 議 を 通し て 管理 職 が 把握 する ほか 、 グ ルー プ ウ 




















ェ ア を 通し て 随時 共有 ・ 周 知 を し て 















































遵守 状況 、 契 約 ・ 支 出 の 適 1 











E 等 、 業 務 の 適正 違 




















\ る 。 一 方 、 監 査 室 で は 、 法 令 ・ 内 規 、 意 思 決 定 ル ー ル の 運用 ・ 




















(4) 海外 





務 所 、 国 内 附 

















海外 














ア . 海外 
.海外 





















































F* 





ア . 総務 ・ シ ステ ム ・ 会 計 等 実務 研修 (決裁 ・ 文 書 実 務 、 情 報 公 開 ・ 個 人 情報 保護 、 
報 セ キュ リティ 、 会 計 


平成 29 年 度 は 以下 の 実地 監 





査 が 行わ れ た 。 








務 所 に 対す る 監査 室 の 実地 監査 
務 所 に 対す る 会 計 監 査 人 の 実地 監査 2 か 所 

















客 機 関 ・ 文 部 に 対す る 内 部 監査 ・ 会 計 監査 人 の 実地 監査 












































E を チェ ッ ク す る 内 部 監査 を 行っ て いる 。 




















務 所 及び 国内 附属 機関 支部 に 対す る 内 部 監査 及び 会 計 監査 人 (監査 法人 ) 監査 に つい て は 、 














6 か 所 

















監査 








2 か 所 




















イ 
ウ . 国内 附属 機関 に 対す る 監査 室 の 実 } 
6 
オ 














監査 








5) 内 部 統制 に 関す る 研修 
内 部 統制 の 向上 の た め の 職 員 の 知識 及び 意識 の 滴 養 の た め に 、 以 下 の よ うな 職員 対象 ? 











務 等 の 指導 ) 














イ . 
ウ . ハラ スメント 防止 や 労作 
エ . 情報 セキ ュ リ ティ 研修 

(6) 事業 評価 





























































































































業 を 行っ た 。 ま た 、 主 要 な 











a 


























業 成 果 と 改善 点 の 確認 の 徹底 に 』 








業 評価 に つい て は 、 独 立 行政 法人 通則 法 に 基づき 、 
実績 等 報告 書 (自己 評価 書 ) を 作成 し 、 外 務 大 臣 の 評価 を 受け た 。 ま た 、 第 4 期中 期 目 標 ・ 計 画 に 新 
た に 盛り 込ま れ た 定量 的 な 指標 につい て は 、 PDCA サイ クル に 基づく 
29 年 度 上 半期 終了 時 に 達成 状況 に 





出 





1 か 所 


新入 職員 や 海外 赴任 予定 者 対象 の ロン プラ イア ンス 人 研修 ・ 指 導 
ノ M 安 全 衛 生 管 理 の 研修 











. 国内 附属 機関 に 対す る 会 計 監査 人 の 実地 監査 1 か 所 (監査 室 と 対象 は 重複 ) 
国内 支部 に 対す る 会 計 監 査 人 の 実 } 
























































平成 28 年 度 お よび 第 3 期中 期 目標 期間 業務 



































業 実 施 の 基盤 と 位置 付け 、 平成 





























関す る 中 間 レ ビュ ー を 実施 し 、 平 成 29 年 度 業 務 実 績 評価 の 準備 作 
業 (主催 ・ 助 成 事業 ) に つい て 、 
及 り 組ん だ 。 

















業 の 目的 意識 の 明確 化 と 目的 に 沿っ 


























3 一 3. 指摘 事項 へ の 対応 

















ぐ 前 年 度 評価 結果 > 





食 内 部 統制 の た め の 取 組 に つい て は 、 必 要 な 規 凡 
階 に 至っ て いる と ころ で あり 、 引 き 続 き そ の 運 








が 必要 。 


















































E の 整備 が 完了 し 、 内 部 統制 委員 会 の 新設 等 運用 の 段 
用 状況 を チェ ッ ク し な が ら 、 改 善 を 図っ て いく こと 






































ぐ 前 年 度 評価 結果 反映 状況 > 























リス ク 管 理 委員 会 を 含め た 各種 委員 会 に て 、 














会 等 に て 取り 組み 全体 に 関す る 点検 を 行う な ど 運 ) 





課題 や 対策 に つい て の 議論 を 深め 、 ま た 内 部 統制 委員 























は 、 リ スク 評価 と 対応 の 観点 か ら 「 独 立 行政 法人 国際 交 











急 対策 本 部 等 設置 要領 」 を 1 








判定 し 海外 に お ける 














流 























を 進め た 。 そ の よう な 議論 も 踏ま えて 、 具 体 的 に 




















基金 海外 安全 対策 規程 」 及 び 「 海 外 安全 緊 
業 関係 者 の 安全 確保 の 体制 を 強化 
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L 天 二 办 、 职 员 中 七 戒 代 并 L [独立 行政 法 人 国际 交流 基金 职员 和 戒 规程 | [独立 行政 法 人 国际 交流 基 
金 職 員 懲 成 処分 の 指針 」 を 制定 する な ど 、 内 部 統制 の 取組 の 改善 を 行っ た 。 
また 、 内 部 統制 の 制度 運用 状況 は 、 年 度 終了 後 の 監 査 に お いて も チェ ッ ク を 行っ た 。 

























































































| 天 計 目 li 








< 評定 と 根拠 > 
評定 _B 
根拠 : 

内 部 統制 の 取組 に つい て は 、 業 務 方 法 書 に も と づき 、 リ スク 管理 委員 会 を 含め た 各種 委員 会 に て 課 
題 の 共有 や や 対応 方 針 に つい て の 議論 を 進め た 。 そ れ ら の 議論 も 踏ま えて 、 具 体 的 に は 「 独 立 行政 法人 
国際 交流 基金 海外 安全 対策 規程 」 及 び 「 海 外 安全 緊急 対策 本 部 等 設置 要領 」 を 制定 し 海外 に お ける 基 
金 職員 及び 基 人 金 事業 関係 者 の 安全 確保 の 体制 を 強化 し た ほか 、 職 員 の 懲戒 に 関し 「 独 立 行政 法人 国際 
交流 基金 職員 懲戒 規程 」「 独 立 行政 法人 国際 交流 基金 職員 懲戒 処分 の 指針 」 を 制定 する な ど 、 規 定 の 
見 直し や 運用 の 改善 を 行い 、 統 制 環境 の 整備 を 進め る と と も に 、 不 注意 に 基づく 資金 運用 上 の 法令 違 
反 の 事案 発生 を 受け 、 上 直ちに 再発 防止 策 を 講じ る と と も に 、 コ ユン プラ イア ンス 意 識 の 徹底 を 図っ た 。 

監査 室 は 、 業 務 の 適正 性 を チェ ッ ク す る 内 部 監査 を 行い 、 中 期 目標 達成 指標 (指標 14) の 海外 事務 
所 及び 国内 附属 機関 ・ 支 部 に 対す る 実地 監査 に つい て は 、 海 外事 務 所 6 か 所 及び 国内 附属 機関 2 か 所 
で 実施 し た 。 別 途 会 計 監査 人 (監査 法人 ) が 行っ た 海外 事務 所 及び 国内 附属 機関 ・ 支 部 の 実地 監査 と 
あわ せ 、 中 期 目標 の 指標 達成 の た め の 平 成 29 年 度 の 進捗 状況 は 良好 で ある 。 

業 評価 に つい て も 、 平 成 28 年 度 お よび 第 3 期中 期 目標 期間 の 業務 実績 報告 書 を 適正 に 作成 する 
と と も に 、 平 成 29 年 度 業務 実績 評価 に 向け た 準備 作業 を 取り すす め た 。 
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上 記 に より 、 所 期 の 目標 を 達成 し て いる と 自己 評価 する 。 

















3 一 5. 主務 大 臣 に よる 評価 














< 評定 と 根拠 > 
評定 _C 
根拠 : 




































































本 項目 の 評価 指標 【 指 標 14】 (中 期 目 標 期間 中 に 全て の 海外 事務 所 及び 国内 附属 機関 ・ 支 部 が 、1 
回 以上 内 部 監査 又は 会 計 監 査 人 の 実地 監査 を 受け る ) に 関し て 、 平成 29 年 度 に 海外 事務 所 8 か 所 (全 
2 5 か 所 )、 国 内 附属 機関 2 か 所 ( 全 2 か 所 )、 国 内 支部 1 か 所 ( 全 1 か 所 ) に つい て 内 部 監査 又は 会 
計 監 査 人 の 実地 監査 を 実施 し て お り 、 今 中 期 目 標 期間 に お ける 指標 達成 に 向け て 着実 な 取組 が な され 
て いる 。 
また 、 内 部 統制 環境 の 整備 及び 強化 に 関し て は 、 独 立 行政 法人 の 業務 の 適性 を 確保 する た め の 体制 
等 の 整備 (総務 省 行政 管理 局長 通知 ) に 基づき 業務 方 法 書 に 定め た 各種 規程 等 の 整備 ・ 制 定 を 行う と 
と も に 、 適 切な 統制 環境 の 醸成 及び 個々 の 職員 の 意識 向上 の た め に 、 リ スク 管理 委員 会 等 各種 委員 会 
の 場面 を 活用 し て 理事 長 ・ 役 員 等 か ら 職 員 に つい て 職務 の 基本 姿勢 等 に つい て 指導 を 行い 、 職 員 に 対 
し て は 内 部 統制 に 関す る 各種 研修 を 行う 等 、 重 層 的 な 対応 を 行っ て いる 点 評 価 で きる 。 

他方 で 、 平 成 29 年 度 に は 内 部 統制 の 間 題 に 起因 する と 考え られ る 事案 が 2 件 ( 不 注意 に 基づく 資 
金 運用 上 の 法令 違反 事例 及び ヴェ ネ チ ア ・ ヴ ィ エ ン ナ ー レ 国際 建築 展 に お ける 日 本 展示 館 キ ュ レー タ 
ー の 選考 に お ける 社会 通念 上 不適 切な プロ セス ) 発生 し て いる 。 こ れ ら の 事案 は 、 発 生 原因 及び 内 容 
は 異な る も の の 、 基 金 の 内 部 統制 に 関わ る 問題 で やり 、 本 評価 に お いて も 勘案 すべ き 事 項 で ある 。 
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これ ら の 事案 に つい て は 、 そ の 原因 を 究明 し 、 再 発 防止 に 向け た 対応 を 迅速 に 行っ て いる も の の 、 
コン プラ イア ンス に 関す る 職員 の 意識 や 、 規程 の 整備 の 面 で 継続 的 な 見 直し 及び 改善 と その 着実 な 実 


行 が 今後 と も 必要 で ある 。 

















































































































以上 に より 、 評 定 は C「 中 期 計 画 に お ける 所 期 の 目標 を 下回っ て お り 、 改 善 を 要する 」 が 愛 当 と 判 
断 す る 。 




















































































































【 課 題 と 改善 方 策 】 

特に な し 。 

【 そ の 他 事 項 】 

有識者 の 主 な 意見 は 以下 の と お り o 

ア . 様々 な 内 部 統制 の 枠組 みや 研修 ・ マ ニュ アル 類 が 整備 され 、 運 用 され て いる こと を 評価 する が 、 
往々 に し て 内 部 統制 は 形式 化し が ち で あり 、 ま た 不 必要 に 書類 作成 が 増え る こと も 多い 。 第 三 者 の 視 








点 を 入れ て 監 張 感 を 維持 し つつ も 、 業務 の 効率 を 明 損 せ ず 、 実効 性 の ある 内 部 統制 を 実施 する こと を 
求め た い 。 














イ . 業務 方 法 書 に 定め た 事項 を 着実 に 運用 する と と も に 、 定期 的 に モニ タリ ング を 行い 、 必要 に 応じ 、 
各種 規定 の 見 直し や 運用 の 改善 を 行い 、 統 制 環境 の 整備 を 進め る 必要 が ある 。 平 成 80 年 度 に つい て 
は 、 内 部 統制 に 関す る 各種 委員 会 が 開催 され 、 内 部 統制 に 関す る 研修 も 開催 され た 点 は 評価 で きる 。 
但し 、「10」 で 記載 し た 譲渡 性 預金 の 運用 に 関す る 不備 は 、 あ る 意味 内 部 統制 の 不備 が 原因 で ある と 


も 言え る こと か ら 、 今 後 ま すま す 内 部 統制 の 充実 を 図る 必要 が ある 。 





































































































































































































4. その 他 参 考 情報 



































務 所 別 実績 分 析 な ど 、 必 要 に 応じ て 欄 を 設け 記載 ) 





(予算 と 決算 の 差額 分 析 、 
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独立 行政 法人 国際 交流 基金 平成 29 年 度 評 f 
業務 運営 の 効率 化 に 関す る 
項 ) 


フト 














| 項目 別 自己 午 
項 / 財 務 内 容 の 改善 に 関す る 



























































業務 運営 に 関す る 重要 









































1. 当 事 務 及 び 事 業 に 関す る 基本 情報 
業 関係 者 の 安全 確保 





No. 13 


当該 項目 の 重要 度 、 難 易 度 
































関連 する 政策 評価 ・ 行 政事 業 
LE = 














2. 主要 な 経年 デー タ 














指標 等 目標 | で 四 | 29 年 度 | 30 年 度 | 31 年 度 | 32 年 度 | 33 年 度 






































3 一 1. 各 事 業 年 度 の 業務 に 係る 目標 、 計 画 、 主 な 評価 指標 

















【中 期 目标 】 
(3) 事業 関係 者 の 安全 確保 









































天災 や や 突発 的 な 事件 ・ 事 故 等 の 非常 事態 に 備え る た め 、 国 際 協 力 事業 安全 対策 会 議 最終 報告 (平成 
28 年 8 月 30 外務 省 及び 独立 行政 法人 国際 協力 機構 ) も 踏ま えな が ら 、 海 外 治安 情報 の 収集 及び 
共有 の 体制 整備 、 緊 急 時 に お ける 行動 規範 の 整備 及び 遵守 徹底 、 危 機 発生 時 の 体制 整備 及び 事前 の 1 
修 ・ 訓 練 の 徹底 等 を 図り 、 海 外 に お ける 基金 職員 及び 基金 事業 関係 者 の 安全 を 確保 する 。 

【 中 期 計画 】 

ウ 事業 関係 者 の 安全 確保 

海外 に お ける 基金 職員 及び 基金 事業 関係 者 の 安全 確保 の た め 、 国 際 協 力 事業 安全 対策 会 議 最終 報告 
(平成 28 年 8 月 30 日 外務 省 及び 独立 行政 法人 国際 協力 機構 ) に され た 内 容 も 踏ま えな が ら 、 安 
全 管 理 に 係る 組織 体制 の 整備 、 リ スク 情報 配信 サー ビス の 利用 等 に よる 償 威 情報 の 収集 と 共有 の 体制 
強化 、 外 部 の 専門 家 や コン サル タン ト の 活用 に よる 安全 対策 の 点検 や マニ ュ ア ル の 整備 、 日 本 国内 外 
に お ける 外務 省 ・ 在 外 公館 や 関係 団体 と の 連携 ・ 情 報 交 換 の 強化 、 基 人 金 職 員 及 び 基 人 金 事業 関係 者 に 対 
する 研修 ・ 訓 練 の 実施 等 の 取組 を 進め る 。 
【 年 度 計画 】 
業 関係 者 の 安全 確保 

国際 協力 事業 安全 対策 会 議 最終 報告 (平成 28 年 8 月 30 日 外務 省 及 び 独 立 行政 法人 国際 協力 機構 ) 
に 示さ れ た 内 容 も 踏ま ほそ な が ら 、 海外 に お ける 基金 職員 及び 基金 事業 関係 者 の 安全 確保 の た め の 取 り 
組み を 進め る 。 
具体 的 に は 、 安 全 管 理 を 担う 部 署 と し て 「 安 全 管理 室 」 の 設置 と 関連 規程 類 の 制定 に より 組織 体制 
を 整備 し 、 同 管理 室 を 中 心 と し て 、 リ スク 情報 配信 サー ビス の 利用 等 に よる 償 威 情報 の 収集 と 基金 内 
で の 共有 、 外部 コン サル タン ト の 活用 に よる マニ ュ ア ル 類 の 点検 ・ 整 備 ・ 見 直し 等 を 行なう と と も に 、 
基金 職員 及び 基金 事業 関係 者 に 対す る 研修 ・ 訓 練 の 実施 や 「 た び レ ジ 」 登 録 の 徹底 な どの 措置 を 進め 
る 。 ま た 日 本 国内 外 に お いて 、 人 外務 省 ・ 在 外 公館 や 関係 機関 と の 連携 ・ 情 報 交 換 の 強化 に 努め る 。 
【 主 な 評価 指標 】 
【指标 15 一 1 】 安全 対策 に 関わ る 体制 の 整備 ・ 強 化 の 取組 状況 (安全 対策 に 特 化し た 部 署 の 設置 、 
報 収 集 と 共有 の 体制 整備 、 オ ン ラ イン 研修 の 導入 等 ) 
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【 指 標 15 一 2】 職員 や 派遣 専門 家 等 の 「 た び レ ジ 」 登録 の 徹底 (「 た び レ ジ 」 登録 を 、 規 程 ・ 在 約 書 
等 に 明記 し て ルー ル 化 ) 























3 一 2. 業務 実績 













































































海外 に お ける 基金 職員 及び 基金 事業 関係 者 の 安全 確保 の た め 、 平 成 29 年 4 月 に 安全 管理 を 担う 部 
署 と し て 「 安 全 管理 室 」 を 設置 し 、 同 室 を 中 心 と し て 、 リ スク 情報 配信 サー ビス や 「 た び レ ジ 」 等 



































人 人 1 





( 
よる 代 威 情報 を 収集 、 ま た 実際 に 基金 関係 者 が 直面 し た リス ク に つい て も 、 グ ルー プ ウ ェ ア ぐ で 会議 
て 共有 を 進め た ほか 、 外 部 コン サル タン ト を 活用 し 、 基 金 本 部 用 の 「 海 外 安全 対策 マニ ュ ア ル 」 を 知 
定 し 、 そ れ に も と づき 派遣 専門 家 等 の た め の 「 安 全 対 策 の 手引 き 」 の 見 直し を 行っ た 。 新 た に 制定 し 
た 「 海 外 安全 対策 マニ ュ ア ル 」 を も と に 国内 各部 署 を 対象 と し た 机上 訓練 を 実施 し 、 ま た 東京 で 開催 
し た 海外 事務 所 長 会 議 に て 海外 事務 所 長 を 対象 と し た 研修 も 行っ た 。「 独 立 行政 法人 国際 交流 基金 海外 
安全 対策 規程 」「 海 外 安全 緊急 対策 本 部 等 設置 要領 」 の 制定 及び ! 独 立 行政 法人 国際 交流 基金 旅費 規程 」 
等 の 改正 に より 、「 た び レ ジ 」 登録 に つい て ルー ル 化 し 、 旅行 命令 書 の 書式 を 改正 する こと で 実効 性 を 
担保 する こと と し た ほか 、 出 張 先 等 の 危険 レベル が 高い 場合 の 決裁 権 者 を 総務 担当 理事 に 改正 し た 。 
また 、 上 述 の マニ ュ ア ル を 外務 省 と 共有 し た ほか 、「 国 際 協 力 事 業 安全 対策 会 議 」 や 「 中 堅 ・ 中 小 企業 
海外 安全 対策 ネッ トワ ー ク 」 の 会 合 に 参加 する な ど 外 務 省 や 関係 機関 と の 情報 交換 を 行っ た 。 
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3 一 3. 指摘 事項 へ の 対応 





小 





ぐ 前 年 度 評価 結果 > 
(な し ) 


开山 

















ぐ 前 年 度 評価 結果 反映 状況 > 





引 二 と 上 上 局 計 














< 評定 と 根拠 > 
評定 _B 
根拠 : 

















【 指 標 15 一 1】【 指 標 15 一 2】 
海外 に お ける 基金 職員 及び 基金 事業 関係 者 の 安全 確保 の た め 、「 安 全 管理 室 」 を 設置 し 、 関 連 規 程 
規制 の 整備 を 行い 、 基 人 金 本 部 用 の 「 海 外 安全 対策 マニ ュ ア ル 」 を 制定 する な ど 、 安 全 管 理 に 関わ る 基 
本 的 な 体制 の 整備 が な され た 。 リ スク 情報 配信 サー ビス や 「 た び レ ジ 」、 各 部 署 か ら 温 威 情報 を 収 
し 、 グ ルー プ ウ ェ ア で は 即時 に 、 ま た 定期 的 に 会 議 に て 共有 する な ど 、 情 報 収 集 と 共有 が 強化 され 、 
また 研修 及び 机上 訓練 に より 、 安 全 管 理 に 関す る 体制 強化 に つなが っ た 。 ま た 「 独 立 行政 法人 国際 交 
流 基金 海外 安全 対策 規程 」 の 制定 、「 独 立 行政 法人 国際 交流 基金 旅費 規程 」 等 の 改正 に より 、「 た び レ 
ジ 」 登録 に つい て 明確 化し た 。 ま た 、「 国 際 協 力 事 業 安 全 対策 会 議 」 や 「 中 堅 ・ 中 小 企業 海外 安全 対 
策 ネ ットワーク 」 の 会 合 へ の 参加 な ど 、 外 務 省 や 関係 機関 と の 連携 ・ 情 報 交 換 の 強化 を は か っ た 。 
上 記 の と お り 、 海 外 に お ける 基金 職員 及び 基金 事業 関係 者 の 安全 確保 の た め に 着実 に 取り 組ん で い 
る こと か ら 、 所 期 の 目標 を 達成 し て いる と 自己 評価 する 。 
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【 課 題 と 対応 】 
引き 続き 箇 威 情報 の 収 

















・ 共 有 を 行い 、 ま た 研 人 に 関す る 体制 の 整備 ・ 





を 実施 する こと で 、 安全 管 
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毎 に 作成 し て いる 安全 対策 の マニ ュ ア ル の 点検 ・ 整 備 を 進め る 。 








強化 に つと め る 。 ま た 基金 本 部 用 に 制定 され た 「 海 外 安 全 対 策 マ ニュ アル 」 や 「 安 全 対 策 の 手引 き 」 
を も と に 、 各 部 署 で 作成 し て いる 個別 の 専門 家 等 派遣 エニ ュ ア ル や 各国 の 実情 に 合わ せ て 海外 








務 所 








3 一 5. 主務 大 臣 に よる 評価 

















< 評定 と 根拠 > 
評定 _B 
根拠 : 




















海外 で の テロ 事件 等 発生 の 増加 を 受け て 、 海外 に お ける 基金 職員 及び 基金 関係 者 の 安全 確保 を 一 






































介 














強化 すべ き と の 考え の 下 、「 安 全 管 理 室 」 を * 


成 29 有 



































Hy 





E 度 に 開設 し 、 










































































[海外 安全 対策 マニ ュ ア ル 」 等 
種 規程 等 の 整備 を 行い 、 安全 管理 に 関す る 基本 的 な 体制 の 整備 が 進展 し た 点 高 く 評 価 で きる 。 平成 29 
E 度 は この 新た な 体制 の 下 、 リ スク 情報 配信 サー ビス 等 を 活用 し た 飼 威 情報 の 収集 と 共有 の 強化 、 国 


























玲 画 

















内 各部 署 に お ける 机上 訓練 等 の 実施 を 行う な ど 、 常 に 安全 管理 に アン テ ナ を 忠 っ た 対応 が 整い つつ あ 
踏ま えて 、 ト ッ プ マネ ジメント の 訓練 参加 や 事前 通告 な 
し の 抜き 打ち 訓練 等 の 実施 を 進め て いく こと を 検討 すべ き で ある 。 








る 【 指 標 15 一 1】。 今後 は 、 構築 され た 体制 を 










































































標 15 一 2】)。 











以上 に より 、 評定 は B「 中 期 計画 に お ける 所 期 の 











し | 
ks 


课题 上 改善 方 策 】 
成 29 年 度 に 整っ た 安全 管理 に 関す る 新 
は 海外 
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【 そ の 他 
有識者 か ら の 主 な 意見 は 以下 の と お り 。 





項 】 
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ア . 安全 管理 室 の 設置 や 机上 訓練 の 実施 、 外 部 コン サル タン ト の 活 
た め の 措 置 が 強化 され て き て いる 。 各部 署 を 対象 と し た 机上 訓練 の 中 



































た な 体 4 





務 所 で の 安全 確保 に 関す る 訓練 、 シ ミュ レー ショ ン 等 の 





また 、 各 種 規 程 の 制定 ・ 改 正 に より 、 職 員 や 派遣 専門 家 等 の 「 た び レ ジ 」 登録 を ルー ル 化 し 、 各 竹 


提出 書式 の 改正 (「 た び レ ジ 」 登録 事項 を 要 記 載 と する 等 )、 そ の 実効 性 を 担保 し た 点 評 価 で きる (【 指 












































標 を 達成 し て いる と 認め られ る 」 が 適当 で ある 。 











骨 の 一 層 の 整備 ・ 






































認 訓練 に と ど ま ら な い ブ ライ ンド で の 訓練 で ある こと が 望ま し い 。3 





訓練 参加 も 不可 欠 で ある 。 














また 、 


な ど 、 


強化 が 求め られ る 。 ま た 、 今後 
取組 が 、 要 。 








業 関 係 者 の 安全 確保 の 











身 は 承知 し て いな い が 、 手 順 確 


トッ プ マ ネジ メン ト の 机上 








4. その 他 参 考 情報 














(予算 と 決算 の 差額 分 析 、 
































務 所 別 実績 分 析 な ど 、 必 要 に 応じ て 欄 を 設け 記載 ) 
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独立 行政 法人 国際 交流 基金 平成 29 年 度 評価 項目 別 E 
業務 運営 の 効率 化 に 関す る 事項 / 財 務 内 容 の 改善 に 関す る 
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業務 運営 に 関す る 重要 






































1. 当 事 務 及び 事業 に 関す る 基本 情報 
No. 14 情報 セキ ュ リ ティ 対策 


当該 項目 の 重要 度 、 難 易 度 
































関連 する 政策 評価 ・ 行 政事 業 
LE = 














2. 主要 な 経年 デー タ 


0 基 尝 值 | 29 年 度 | 30 年 度 | 31 年度 | 32 年 度 | 33 年 度 


ーー mm 


3 一 1. 各 事 業 年 度 の 業務 に 係る 目標 、 計 画 、 主 な 評価 指標 

【 中 期 目標 】 

(4) 情報 セキ ュ リ ティ 対策 

政府 機関 の 情報 セキ ュ リ ティ 対策 の た め の 統 一 基準 (サイ バー セキ ュ リ ティ 戦略 本 部 決定 ) 等 を 参 
考 に し な が ら 、 関 係 規 程 及び マニ ュ ア ル を 整備 し 、 情勢 の 変化 に 応じ た 不断 の 見 直し を 図る と と も に 
その 適用 状況 の チェ ッ ク を 継続 的 に 行う 。 ま た 、 定 期 的 に セキ ュ リ ティ 体制 の 有効 性 を 確認 する と と 
も に 、 更 な る 対策 強化 ・ 改 善 に 向け た 検討 を 行い 、 常 に 最新 の 脅威 に 対応 で きる 体制 を 整備 する 。 

【 中 期 計画 】 

政府 機関 の 情報 セキ ュ リ ティ 対策 の た め の 統 一 基準 (平成 28 年 度 版 ) (平成 28 年 8 月 31 日 サイ バ 
ー セ キュ リティ 戦略 本 部 決定 ) 等 を 参考 に し な が ら 、 情 報 シ ステ ム 委 員 会 及び 情報 セキ ュ リ ティ 委員 
会 を 活用 し 、 関 係 規程 及び マニ ュ ア ル を 整備 し 、 情 勢 の 変化 に 応じ た 不断 の 見 直し を 図る と と も に 
その 適用 状況 の チェ ッ ク を 継続 的 に 行う 。 ま た 、 定 期 的 に セキ ュ リ ティ 体制 の 有効 性 を 確認 する と と 
も に 、 更 な る 対策 強化 ・ 改 善 に 向け た 検討 を 行い 、 常 に 最新 の 人 脅威 に 対応 で きる 体制 を 整備 する 。 そ 
の 一 県 と し て 、 職 員 に 対 情報 セ を キュリ ティ を 和 箇 か し うる 事象 へ の 対処 方 法 ・ 手 順 を 含め た 情報 セ 
キュ リティ に 関す る 教育 等 を 実施 し 、 組 織 的 対応 能力 の 強化 を 図る 。 
【 年 度 計画 】 
エ 情報 セキ ュ リ ティ 対策 

政府 機関 の 情報 セキ ュ リ ティ 対策 の た め の 統 一 基準 (平成 28 年 度 版 ) (平成 28 年 8 月 31 日 サイ バ 
ー セ キュ リティ 戦略 本 部 決定 ) 等 を 参考 に し な が ら 、 情 報 シ ステ ム 委 員 会 及び 情報 セキ ュ リ ティ 委員 
会 を 活用 し 、 関 係 規程 及び マニ ュ ア ル を 整備 し 、 情 勢 の 変化 に 応じ た 不断 の 見 直し を 図る と と も に 、 
その 適用 状況 の チェ ッ ク を 継続 的 に 行う 。 ま た 、 定 期 的 に セキ ュ リ ティ 体制 の 有効 性 を 確認 する と と 
も に 、 更 な る 対策 強化 ・ 改 善 に 向け た 検討 を 行い 、 常 に 最新 の 田 威 に 対応 で きる 体制 を 整備 する 。 そ 
の 一 環 と し て 、 職 員 に 対し 、 情 報 セ キュ リティ を 脊 か し うる 事象 へ の 対処 方 法 ・ 手 順 を 含め た 情報 セ 
キュ リティ に 関す る 教育 等 を 実施 し 、 組 織 的 対応 能力 の 強化 を 図る 。 
【 主 な 評価 指標 】 
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まま 









































-145- 





3 一 2. 









































































































































































































































































































































































































































に 最新 の 銘 威 に 対応 で きる 体 入 
新た に 発見 され た ソフ トウ ェ ア の 脆弱 性 
報 セ キュ リティ ・ イ ン シ デ ント の 発生 を 防ぐ こと が 出来 た 。 
関係 規程 及び マニ ュ ア ル の 整 





























(平成 28 















































の 整備 が 進ん だ 。 



























































放 に つい て は 、 牙 府 機 関 の 情報 セキ ュ リ ティ 対策 の た め の 統 





年 度 版 ) 等 を 参考 に し な が ら 現 行 の 情報 セキ ュ リ ティ 規程 の 改定 














の 制定 、 
職員 ( 
新入 職員 、 



































か 、 

















情報 セキ ュ リ ティ 














策 基準 の 見 直し 作業 に 着手 し た 。 
































的 対応 能力 の 強化 に つなが っ た 。 












































情報 セキ ュ リ ティ 細 
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修 を 行い 、 














































































































CS 、 情 報 シ ステ ム 委 員 会 を 通じ て 、 現 状 の 対策 状 
況 の 報告 及び 今後 の 対策 強化 及び 改善 に 向け た 検討 を 行い 、 最 新 の 人 成 高度 サイ バー 攻撃 等 ) に 対 
応 で きる シス テム 上 の 対策 導入 計画 (平成 30 年 度 ~ 平 成 33 年 度 ) を 策定 し た 。 

(2) 新た に 発見 され た ソフ トウ ェ ア の 脆弱 性 に 係る 対策 は 、 外 務 省 、 NISC 及び コン ピュ ー タ ー 技 術 
会 社 等 か ら 情 報 が 届き 次 第 、 速 や か に 関係 部 署 に 通知 し 、 必 要 な 措置 を 講じ て きた 。 

(3) 関係 規程 及び マニ ュ ア ル の 整備 に つい て は 、 政 府 機関 の 情報 セキ ュ リ ティ 対策 の た め の 統 一 基 
準 (平成 28 年 度 版 ) 等 を 四 ま えて 、 現行 の 情報 セキ ュ リ ティ 規程 等 の 改定 作業 に 着手 し た 。 ま た 、 グ 
ルー プ ウ ェ ア 管 理 規 程 を 制定 し た 。 

(4) 職員 に 対す る 情報 セキ ュ リ ティ に 関す る 教育 に つい て は 、 新 入職 員 向 け に は 、 主 と し て 情報 セ 
キュ リティ 対策 基準 利用 者 向け マニ ュ ア ル の 説明 及び 標的 型 攻撃 メー ル に つい て の 研修 、 情 報 セ キ 
リティ 担当 者 向け に は 、 情 報 セ キュ リティ を 脅かし うる 人 へ の 対処 方 法 ・ 手 順に つい て の 研修 、 及 
び 全 役職 員 を 対象 と し た 標的 型 攻撃 メー ル 訓 練 を 実施 し た 。 

3 一 3. 指摘 事項 へ の 対応 
ぐ 前 年 度 評価 結果 > 

(な し ) 
ぐ 前 年 度 評価 結果 反映 状況 > 

3 一 4. 自己 評価 
評定 と 根拠 > 
評定 _B 
根拠 : 

シス テム 上 の 情報 セキ ュ リ ティ 対策 に つい て は 、 情 報 シ ステ ム 委 員 会 を 通じ て 最新 の 人 脅 威 (高度 サ 
イ バ ー 攻 撃 等 ) に 対応 で きる シス テム 上 の 対策 導入 計画 (平成 30 年 度 ~ 平 成 33 年 度 ) を 策定 し 、 常 


に 係る 対策 は 、 順 次 実施 する こと が で きた た め 、 大 き な 情 


基准 
則 


こ 対 する 情報 セキ ュ リ ティ に 関す る 教育 に つい て は 、 新た な 人 脅威 に つい て は 即時 に 周知 する ほ 


情報 セキ ュ リ ティ 担当 者 及び 全 役 職員 を 対象 に 、 そ れ ぞ れ に 必要 な 1 組織 


上 記 に より 、 所 期 の 目標 を 達成 し て いる と 自己 評価 する 。 

【 課 題 と 対応 】 

政府 機関 の 情報 セキ ュ リ ティ 対策 の た め の 統 一 基準 (平成 28 年 度 版 ) (平成 28 年 8 月 31 日 サイ バ 
ー セ キュ リティ 戦略 本 部 決定 ) 等 を 参考 に し な が ら 、 平 成 30 年 度 中 に 情報 セキ ュ リ ティ 規程 の 改定 
細則 の 制定 、 情 報 セ キュ リティ 対策 基準 の 見 直し を 完了 する 。 ま た 、 引き 続き 、 定 期 的 に セキ ュ リ テ 
ィ 体制 の 有効 性 を 確認 する と と も に 、 更 な る 対策 強化 ・ 改 善 に 向け た 検討 を 行い 、 常 に 最新 の 脅威 に 
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対応 で きる 体制 を 整備 する 。 そ の 一 環 と し て 、 職 員 に 対し 、 情 報 セ キュ リティ を 脅かし うる 事象 へ の 
対処 方 法 ・ 手 順 を 含め た 情報 セキ ュ リ ティ に 関す る 教育 等 を 実施 し 、 組 織 的 対応 能力 の 強化 を 図る 。 
3 一 5. 主務 大 尾 に よる 評価 
< 評定 と 根拠 > 
評定 _B 
根拠 : 

情報 シス テム 委員 会 を 通じ て 最新 の 脅威 に 対応 で きる シス テム 上 の 対策 導入 計画 を 策定 し 、 最新 の 














| 導 





威 ! に 対応 で き る 体 指 
の 意識 を 高め る べく 




















を 整備 し た 点 、 ま た 職員 に 対す る 情報 セキ ュ リ ティ 研修 を 実施 し 、 
必 組 を 行っ た 点 評価 



































で きる 。 





他方 で 、 関 係 規程 、 マ ニュ アル の 整備 に つい て は 、 


ュ リ ティ 対策 の た め の 統 一 基 
報 セ キュ リティ 対策 の 基礎 と も 言え る 部 分 











【 課 題 と 改善 方 策 】 


情報 セ を キュリ ティ に 関す る 事案 が 政府 全 





























務 所 を 含め て 、 統 一 基準 へ の 対応 は も と 


れる 。 











【 そ の 他 





項 】 


フト 


























有識者 の 主 な 意見 は 以下 の と お り 。 











ア . 近年 サイ バー 攻撃 や 3 














内 外 の 類似 組織 と も 情報 共有 し な が ら 、 引 き 続 き し か る べき 対応 を 実施 する こと を 期待 








準 ( こ 対 応 さ せる 形 ! 
* で ある と こ 


体 で も 頻発 し て いる と ころ で あり 、 
より 、 実 効 性 の ある セキ ュ リ ティ 体 各 





ナイ バー 犯罪 が 横行 し 、 そ の 手 H 









































正之 の 職員 


















































人 ろ 、 





















































対応 の 早期 完了 が 望ま れる 。 























に すべ く 見 直し 作業 に 着手 し た と の こと で ある が 、 


基金 と し て も 、 海 外 
を 構築 する こと が 望ま 


平成 28 年 度 に 決定 され た 政府 機関 の 情報 セキ 


情 











も 巧妙 に な っ て いる 。 情報 セキ ュ リ ティ 対 
策 は 国際 交流 基金 に と っ て も 重要 な 課題 と いえ 、 標 準 的 な 措置 が と られ て いる と 訟 識 し て いる が 、 




















する 。 
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(予算 と 決算 の 差額 2 














分 析 、 





務 所 別 実績 

















分 析 な ど 、 必 要 に 応じ て 欄 を 設け 記 





り 
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